
 

2 3 日 獣 発 第 2 2 3 号 

平成 23 年 10 月 13 日 

 

地方獣医師会会長 各 位 

 

社団法人 日本獣医師会 

      会 長  山 根 義 久 

(公印及び契印の押印は省略) 

 

家畜伝染病予防法の一部を改正する法律の施行に伴う 

関係省令、関係告示等の整備について 

 

このことについて、平成23 年10月１日付け23 消安第3463号をもって、農林水産

省消費・安全局動物衛生課長から別添写しのとおり通知があったのでお知らせします。 

このたびの通知の内容は、家畜伝染病予防法の一部を改正する法律（平成23年法律

第16号）が、平成23年10月１日から完全施行されることに伴い、下記１のとおり関

係省令、告示等について所要の規定の整備を行い、同日付けで施行されたので、詳細

については、農林水産省のホームページ（※）をご確認いただきたい、また、これに

伴い、下記２のとおり改正後の関係法令等の規定について留意すべき事項等を定めた

ので、これらの内容について了知のうえ、制度の適切かつ円滑な施行について本会に

協力を求めたいとするものです。関係会員等への周知方お願いします。 

 

記 

 

１ このたび整備された関係省令、関係告示等 

（１）家畜伝染病予防法施行規則等の一部を改正する省令（平成23年農林水産省令第

57号） 

（２）家畜伝染病予防法第13条の２第１項及び第４項の規定に基づき、同条第１項の

農林水産大臣が指定する症状及び同条第４項の農林水産大臣が指定する検体を定



める件（平成23年農林水産省告示第1865号） 

（３）高病原性鳥インフルエンザ及び低病原性鳥インフルエンザに関する特定家畜伝

染病防疫指針（平成23年10月１日農林水産大臣公表） 

（４）口蹄疫に関する特定家畜伝染病防疫指針（平成23年10月１日農林水産大臣公

表） 

（※）http://www.maff.go.jp/j/syouan/douei/eisei/e_koutei/kaisei_kadenhou/index.html 

 

２ このたび定めた改正後の関係法令等の規定について留意すべき事項等 

（１）飼養衛生管理基準の改正に関するＱ＆Ａ（別紙１） 

（２）「高病原性鳥インフルエンザ及び低病原性鳥インフルエンザに関する特定家畜伝

染病防疫指針に基づく発生予防及びまん延防止措置の実施に当たっての留意事項

について」の全部改正について（平成23年10月１日付け23消安第3409号 農林

水産省消費・安全局長通知） 

（３）「口蹄疫に関する特定家畜伝染病防疫指針に基づく発生予防及びまん延防止措置

の実施に当たっての留意事項について」の全部改正について（平成23年10月１日

付け23消安第3410号 農林水産省消費・安全局長通知） 

（４）口蹄疫に関する防疫作業マニュアル（別紙２：略） 

（５）口蹄疫の発生国・地域からの入国者が訪れる可能性の高い宿泊施設、ゴルフ場

等の出入口における消毒の実施について（協力依頼）（平成23年９月30日付け23

消安第3462号 農林水産省消費・安全局動物衛生課長通知） 

（６）病原体管理に係るＱ＆Ａ（別紙３） 

 

 

本件内容のお問合せ先 

 日本獣医師会事業担当 長野 

 TEL  03－3475－1601 



nagano
写





平成™š年 月š—日 金曜日 (号外第™˜™号)官 報

第
三
条
に
見
出
し
と
し
て「（
伝
染
性
疾
病
に
つ
い
て
の
届
出
義
務
の
除
外
）」を
付
し
、
同
条
第
三
号
中
「
学
術
研

究
機
関
」
の
下
に
「
で
あ
つ
て
届
出
所
持
者
以
外
の
も
の
」
を
加
え
、「
当
該
」
を
削
り
、同
号
を
同
条
第
四
号
と
し
、

同
条
第
二
号
中
「
と
い
う
。）」
の
下
に
「
で
あ
つ
て
届
出
所
持
者
以
外
の
も
の
」
を
加
え
、
同
号
を
同
条
第
三
号
と

し
、
同
条
第
一
号
中
「
と
い
う
。）」
の
下
に
「
で
あ
つ
て
届
出
所
持
者
以
外
の
も
の
」
を
加
え
、
同
号
を
同
条
第
二

号
と
し
、
同
条
に
第
一
号
と
し
て
次
の
一
号
を
加
え
る
。

一

届
出
所
持
者
（
法
第
四
十
六
条
の
十
九
第
二
項
に
規
定
す
る
届
出
所
持
者
を
い
う
。
以
下
同
じ
。）が
そ
の
届

出
に
係
る
届
出
伝
染
病
等
病
原
体
（
同
条
第
一
項
に
規
定
す
る
届
出
伝
染
病
等
病
原
体
を
い
う
。
以
下
同
じ
。）

の
使
用
の
た
め
当
該
届
出
伝
染
病
等
病
原
体
の
保
管
、
使
用
及
び
滅
菌
等
（
法
第
四
十
六
条
の
十
一
第
一
項
に

規
定
す
る
滅
菌
等
を
い
う
。
以
下
同
じ
。）を
す
る
施
設
（
以
下「
届
出
伝
染
病
等
病
原
体
取
扱
施
設
」と
い
う
。）

内
に
係
留
す
る
家
畜
が
届
出
伝
染
病
に
か
か
り
、
又
は
か
か
つ
て
い
る
疑
い
が
あ
る
こ
と
を
発
見
し
た
場
合

第
四
条
に
見
出
し
と
し
て「（
伝
染
性
疾
病
の
発
生
の
通
報
及
び
報
告
）」を
付
す
る
。

第
五
条
の
前
の
見
出
し
を
削
り
、
同
条
に
見
出
し
と
し
て「（
新
疾
病
に
つ
い
て
の
届
出
）」を
付
す
る
。

第
六
条
に
見
出
し
と
し
て「（
新
疾
病
に
つ
い
て
の
届
出
義
務
の
除
外
）」を
付
す
る
。

第
七
条
に
見
出
し
と
し
て「（
新
疾
病
の
発
生
の
通
報
及
び
報
告
）」を
付
す
る
。

第
十
四
条
の
次
に
次
の
五
条
を
加
え
る
。

（
消
毒
設
備
の
設
置
）

第
十
四
条
の
二

法
第
八
条
の
二
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
設
備
の
設
置
は
、
次
に
掲
げ
る
と
こ
ろ
に
よ
り
行
う
も
の

と
す
る
。

一

次
条
に
規
定
す
る
畜
舎
等
の
出
入
口
付
近
に
、
踏
込
消
毒
槽
、
消
毒
薬
噴
霧
装
置
そ
の
他
こ
れ
ら
に
準
ず
る

設
備
で
あ
つ
て
、
当
該
畜
舎
等
に
入
る
者
の
身
体
及
び
当
該
畜
舎
等
に
持
ち
込
む
第
十
四
条
の
六
の
物
品
を
消

毒
す
る
た
め
の
も
の
を
設
置
す
る
こ
と
。

二

次
条
に
規
定
す
る
畜
舎
等
の
敷
地
（
第
十
四
条
の
四
の
畜
舎
等
の
敷
地
を
除
く
。）の
出
入
口
付
近
に
、
消
毒

薬
噴
霧
装
置
、
消
毒
マ
ッ
ト
そ
の
他
こ
れ
ら
に
準
ず
る
設
備
で
あ
つ
て
、
当
該
敷
地
に
入
れ
る
車
両
を
消
毒
す

る
た
め
の
も
の
を
設
置
す
る
こ
と
。

（
消
毒
設
備
の
設
置
の
義
務
に
係
る
施
設
）

第
十
四
条
の
三

法
第
八
条
の
二
第
一
項
の
農
林
水
産
省
令
で
定
め
る
施
設
は
、
畜
舎
及
び
ふ
卵
舎
（
以
下
「
畜
舎

等
」
と
い
う
。）と
す
る
。

（
消
毒
設
備
の
設
置
の
義
務
の
対
象
か
ら
除
外
さ
れ
る
敷
地
）

第
十
四
条
の
四

法
第
八
条
の
二
第
一
項
の
農
林
水
産
省
令
で
定
め
る
敷
地
は
、
専
ら
居
住
の
用
に
供
さ
れ
て
い
る

畜
舎
等
の
敷
地
と
す
る
。

（
消
毒
の
方
法
）

第
十
四
条
の
五

法
第
八
条
の
二
第
二
項
及
び
第
三
項
の
規
定
に
よ
る
消
毒
は
、
薬
事
法
第
二
条
第
一
項
に
規
定
す

る
医
薬
品
を
使
用
し
て
行
う
場
合
に
あ
つ
て
は
同
法
第
五
十
二
条
の
規
定
に
よ
り
こ
れ
に
添
付
す
る
文
書
又
は
そ

の
容
器
若
し
く
は
被
包
に
記
載
さ
れ
た
用
法
、
用
量
そ
の
他
使
用
及
び
取
扱
い
上
の
必
要
な
注
意
に
従
う
も
の
と

し
、
当
該
医
薬
品
以
外
の
消
毒
薬
を
使
用
し
て
行
う
場
合
に
あ
つ
て
は
家
畜
防
疫
員
又
は
獣
医
師
の
指
示
に
従
う

も
の
と
す
る
。

（
消
毒
義
務
の
対
象
と
な
る
物
品
）

第
十
四
条
の
六

法
第
八
条
の
二
第
二
項
の
農
林
水
産
省
令
で
定
め
る
物
品
は
、
畜
舎
等
に
入
る
者
が
当
該
畜
舎
等

に
入
る
前
に
、
当
該
畜
舎
等
の
敷
地
外
に
あ
る
畜
産
関
係
施
設
等
（
畜
舎
等
及
び
そ
の
敷
地
、
家
畜
を
集
合
さ
せ

る
催
物
の
開
催
施
設
及
び
そ
の
敷
地
そ
の
他
の
畜
産
に
関
係
す
る
施
設
及
び
場
所
を
い
う
。
以
下
同
じ
。）に
お
い

て
使
用
さ
れ
、
又
は
使
用
さ
れ
た
お
そ
れ
が
あ
る
物
品
で
あ
つ
て
、
当
該
畜
舎
等
に
お
い
て
飼
養
さ
れ
る
家
畜
に

直
接
接
触
し
て
使
用
さ
れ
る
も
の
と
す
る
。

第
十
五
条
第
一
項
中
「
又
は
法
第
三
十
条
」
を
「
又
は
第
三
十
条
」
に
、「
別
記
様
式
第
十
二
号
」
を
「
別
記
様
式

第
十
一
号
」
に
改
め
る
。

第
二
十
条
第
一
項
中
「
別
記
様
式
第
十
四
号
」
を
「
別
記
様
式
第
十
二
号
」
に
改
め
、
同
条
第
二
項
中
「
別
記
様

式
第
十
四
号
の
二
」
を
「
別
記
様
式
第
十
三
号
」
に
改
め
、
同
条
第
三
項
中
「
法
第
五
条
第
一
項
」
を
「
第
五
条
第

一
項
」
に
改
め
る
。

第
二
十
一
条
を
次
の
よ
う
に
改
め
る
。

（
飼
養
衛
生
管
理
基
準
）

第
二
十
一
条

法
第
十
二
条
の
三
第
一
項
の
飼
養
衛
生
管
理
基
準
は
、
別
表
第
二
の
上
欄
に
掲
げ
る
家
畜
の
種
類
に

つ
き
、
そ
れ
ぞ
れ
同
表
の
下
欄
に
定
め
る
と
お
り
と
す
る
。

第
二
十
一
条
の
次
に
次
の
三
条
及
び
章
名
を
加
え
る
。

（
定
期
の
報
告
）

第
二
十
一
条
の
二

法
第
十
二
条
の
四
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
報
告
は
、
農
場
（
畜
舎
等
そ
の
他
の
家
畜
の
飼
養
に

関
す
る
施
設
を
含
む
一
団
の
場
所
を
い
う
。
以
下
同
じ
。）ご
と
に
、
牛
、
水
牛
、
鹿
、
馬
、
め
ん
羊
、
山
羊
、
豚

及
び
い
の
し
し
の
所
有
者
に
あ
つ
て
は
毎
年
四
月
十
五
日
ま
で
に
、
鶏
、
あ
ひ
る
、
う
ず
ら
、
き
じ
、だ
ち
よ
う
、

ほ
ろ
ほ
ろ
鳥
及
び
七
面
鳥
の
所
有
者
に
あ
つ
て
は
毎
年
六
月
十
五
日
ま
で
に
、
別
記
様
式
第
十
四
号
に
よ
る
報
告

書
に
次
に
掲
げ
る
書
類
を
添
え
て
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

一

衛
生
管
理
区
域
（
農
場
内
に
お
い
て
病
原
体
の
持
込
み
を
防
止
す
る
た
め
に
家
畜
の
飼
養
に
係
る
衛
生
管
理

を
行
う
こ
と
が
必
要
な
区
域
を
い
う
。
以
下
同
じ
。）及
び
そ
の
出
入
口
並
び
に
特
定
疾
病
又
は
監
視
伝
染
病
の

発
生
を
予
防
す
る
た
め
に
必
要
な
消
毒
を
す
る
設
備
の
設
置
箇
所
を
明
示
し
た
農
場
の
平
面
図

二

必
要
の
な
い
者
を
衛
生
管
理
区
域
に
立
ち
入
ら
せ
な
い
よ
う
に
す
る
と
と
も
に
、
衛
生
管
理
区
域
に
立
ち
入

つ
た
者
が
飼
養
す
る
家
畜
に
接
触
す
る
機
会
を
最
小
限
と
す
る
た
め
に
講
じ
た
措
置
の
内
容
を
記
載
し
た
書
面

〇
農
林
水
産
省
令
第
五
十
七
号

家
畜
伝
染
病
予
防
法
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
（
平
成
二
十
三
年
法
律
第
十
六
号
）
及
び
家
畜
伝
染
病
予
防
法
施
行

令
の
一
部
を
改
正
す
る
政
令
（
平
成
二
十
三
年
政
令
第
百
七
十
号
）
の
施
行
に
伴
い
、
並
び
に
同
法
附
則
、
家
畜
伝
染

病
予
防
法
（
昭
和
二
十
六
年
法
律
第
百
六
十
六
号
）、
家
畜
伝
染
病
予
防
法
施
行
令
（
昭
和
二
十
八
年
政
令
第
二
百
三

十
五
号
）、
農
業
災
害
補
償
法
（
昭
和
二
十
二
年
法
律
第
百
八
十
五
号
）
及
び
牛
海
綿
状
脳
症
対
策
特
別
措
置
法
（
平

成
十
四
年
法
律
第
七
十
号
）
の
規
定
に
基
づ
き
、
並
び
に
家
畜
伝
染
病
予
防
法
を
実
施
す
る
た
め
、
家
畜
伝
染
病
予
防

法
施
行
規
則
等
の
一
部
を
改
正
す
る
省
令
を
次
の
よ
う
に
定
め
る
。

平
成
二
十
三
年
九
月
三
十
日

農
林
水
産
大
臣

鹿
野

道
彦

家
畜
伝
染
病
予
防
法
施
行
規
則
等
の
一
部
を
改
正
す
る
省
令

（
家
畜
伝
染
病
予
防
法
施
行
規
則
の
一
部
改
正
）

第
一
条

家
畜
伝
染
病
予
防
法
施
行
規
則
（
昭
和
二
十
六
年
農
林
省
令
第
三
十
五
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す

る
。題

名
の
次
に
次
の
目
次
及
び
章
名
を
付
す
る
。

目
次第

一
章

総
則
（
第
一
条
e

第
一
条
の
三
）

第
二
章

家
畜
の
伝
染
性
疾
病
の
発
生
の
予
防
（
第
二
条
e

第
二
十
一
条
の
四
）

第
三
章

家
畜
伝
染
病
の
ま
ん
延
の
防
止
（
第
二
十
二
条
e

第
四
十
二
条
）

第
四
章

輸
出
入
検
疫
等
（
第
四
十
三
条
e

第
五
十
六
条
）

第
五
章

病
原
体
の
所
持
に
関
す
る
措
置
（
第
五
十
六
条
の
二
e

第
五
十
六
条
の
三
十
五
）

第
六
章

雑
則
（
第
五
十
七
条
e

第
六
十
五
条
）

附
則

第
一
章

総
則

第
一
条
の
表
ピ
ロ
プ
ラ
ズ
マ
病
の
項
中
「
バ
ベ
シ
ア
・
ボ
ビ
ス
」
を
「
バ
ベ
シ
ア
・
ボ
ー
ビ
ス
」
に
改
め
、
同
表

家
き
ん
サ
ル
モ
ネ
ラ
症
の
項
中
「
サ
ル
モ
ネ
ラ
・
プ
ロ
ー
ラ
ム
、
サ
ル
モ
ネ
ラ
・
ガ
リ
ナ
ル
ム
」を「
サ
ル
モ
ネ
ラ
・

エ
ン
テ
リ
カ
（
血
清
型
が
ガ
リ
ナ
ル
ム
で
あ
る
も
の
で
あ
つ
て
、
生
物
型
が
プ
ロ
ー
ラ
ム
又
は
ガ
リ
ナ
ル
ム
で
あ
る

も
の
に
限
る
。）」
に
改
め
る
。

第
一
条
の
二
第
一
号
中
「
を
い
う
」
の
下
に
「
。
以
下
同
じ
」
を
加
え
る
。

第
一
条
の
三
の
次
に
次
の
章
名
を
付
す
る
。

第
二
章

家
畜
の
伝
染
性
疾
病
の
発
生
の
予
防

第
二
条
の
前
の
見
出
し
を
削
り
、
同
条
の
前
に
見
出
し
と
し
て「（
伝
染
性
疾
病
に
つ
い
て
の
届
出
）」を
付
す
る
。

™
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三

衛
生
管
理
区
域
及
び
畜
舎
等
の
出
入
口
付
近
に
設
置
し
た
特
定
疾
病
又
は
監
視
伝
染
病
の
発
生
を
予
防
す
る

た
め
に
必
要
な
消
毒
を
す
る
設
備
の
種
類
を
記
載
し
た
書
面

四

畜
舎
ご
と
の
家
畜
の
飼
養
密
度
を
記
載
し
た
書
面

五

埋
却
の
用
に
供
す
る
土
地
の
確
保
の
状
況
と
し
て
次
に
掲
げ
る
事
項
を
記
載
し
た
書
類

イ

埋
却
の
用
に
供
す
る
土
地
の
所
在
地

ロ

埋
却
の
用
に
供
す
る
土
地
が
自
己
の
所
有
す
る
土
地
で
な
い
場
合
に
あ
つ
て
は
、
そ
の
所
有
者
の
氏
名
又

は
名
称
及
び
当
該
土
地
の
利
用
に
関
す
る
契
約
の
内
容

ハ

埋
却
の
用
に
供
す
る
土
地
の
面
積
及
び
利
用
状
況

ニ

農
場
か
ら
埋
却
の
用
に
供
す
る
土
地
ま
で
の
距
離

ホ

埋
却
の
用
に
供
す
る
土
地
の
近
隣
住
民
そ
の
他
の
関
係
者
へ
の
埋
却
の
実
施
に
関
す
る
説
明
及
び
当
該
説

明
に
対
す
る
当
該
関
係
者
の
承
諾
の
有
無

ヘ

そ
の
他
埋
却
の
的
確
か
つ
迅
速
な
実
施
の
た
め
参
考
と
な
る
べ
き
事
項

六

焼
却
又
は
化
製
の
た
め
の
準
備
措
置
を
講
じ
て
い
る
場
合
に
あ
つ
て
は
、
そ
の
状
況
と
し
て
次
に
掲
げ
る
事

項
を
記
載
し
た
書
類

イ

焼
却
施
設
又
は
化
製
場
の
名
称
及
び
所
在
地

ロ

農
場
か
ら
焼
却
施
設
又
は
化
製
場
ま
で
の
距
離

ハ

焼
却
施
設
又
は
化
製
場
の
近
隣
住
民
そ
の
他
の
関
係
者
へ
の
焼
却
又
は
化
製
の
実
施
に
関
す
る
説
明
及
び

当
該
説
明
に
対
す
る
当
該
関
係
者
の
承
諾
の
有
無

七

埋
却
の
用
に
供
す
る
土
地
、
焼
却
施
設
又
は
化
製
場
を
確
保
し
て
い
な
い
場
合
に
あ
つ
て
は
、
こ
れ
ら
を
確

保
す
る
た
め
の
取
組
の
状
況
を
記
載
し
た
書
面

八

次
の
イ
か
ら
ホ
ま
で
に
掲
げ
る
家
畜
の
区
分
に
応
じ
、
当
該
イ
か
ら
ホ
ま
で
に
定
め
る
頭
羽
数
以
上
の
家
畜

の
所
有
者
（
以
下
「
大
規
模
所
有
者
」
と
い
う
。）に
あ
つ
て
は
、
担
当
の
獣
医
師
の
氏
名
及
び
所
属
又
は
担
当

の
診
療
施
設
の
名
称
を
記
載
し
た
書
面

イ

牛
（
月
齢
が
満
四
月
以
上
の
も
の
に
限
る
。）
二
百
頭
（
次
に
掲
げ
る
牛
に
あ
つ
て
は
、
三
千
頭
）

\

肥
育
牛
（
乳
用
種
（
牛
の
個
体
識
別
の
た
め
の
情
報
の
管
理
及
び
伝
達
に
関
す
る
特
別
措
置
法
施
行
規

則
（
平
成
十
五
年
農
林
水
産
省
令
第
七
十
二
号
）
第
三
条
第
二
項
第
八
号
か
ら
第
十
号
ま
で
に
掲
げ
る
種

を
い
う
。
以
下
同
じ
。）の
雄
牛
及
び
交
雑
種
（
同
項
第
十
一
号
に
掲
げ
る
種
を
い
う
。
以
下
同
じ
。）の
牛

に
限
る
。）に
あ
つ
て
は
、
月
齢
が
満
十
七
月
未
満
の
も
の

]

そ
の
他
の
牛
に
あ
つ
て
は
、
月
齢
が
満
二
十
四
月
未
満
の
も
の

ロ

水
牛
及
び
馬

二
百
頭

ハ

鹿
、
め
ん
羊
、
山
羊
、
豚
及
び
い
の
し
し

三
千
頭

ニ

鶏
及
び
う
ず
ら

十
万
羽

ホ

あ
ひ
る
、
き
じ
、
だ
ち
よ
う
、
ほ
ろ
ほ
ろ
鳥
及
び
七
面
鳥

一
万
羽

九

大
規
模
所
有
者
（
馬
の
所
有
者
を
除
く
。）に
あ
つ
て
は
、
従
業
員
が
特
定
症
状
（
法
第
十
三
条
の
二
第
一
項

の
症
状
を
い
う
。
以
下
同
じ
。）を
確
認
し
た
場
合
に
家
畜
保
健
衛
生
所
へ
直
ち
に
通
報
す
る
こ
と
を
規
定
し
た

も
の
の
写
し

（
報
告
事
項
）

第
二
十
一
条
の
三

法
第
十
二
条
の
四
第
一
項
の
農
林
水
産
省
令
で
定
め
る
事
項
は
、
次
に
掲
げ
る
も
の
（
そ
の
飼

養
し
て
い
る
家
畜
の
頭
羽
数
が
、
牛
、
水
牛
及
び
馬
に
あ
つ
て
は
一
頭
、
鹿
、
め
ん
羊
、
山
羊
、
豚
及
び
い
の
し

し
に
あ
つ
て
は
六
頭
未
満
、
鶏
、
あ
ひ
る
、
う
ず
ら
、
き
じ
、ほ
ろ
ほ
ろ
鳥
及
び
七
面
鳥
に
あ
つ
て
は
百
羽
未
満
、

だ
ち
よ
う
に
あ
つ
て
は
十
羽
未
満
の
家
畜
の
所
有
者
に
つ
い
て
は
、
第
一
号
に
掲
げ
る
も
の
に
限
る
。）と
す
る
。

一

そ
の
飼
養
し
て
い
る
家
畜
の
種
類
及
び
頭
羽
数

二

畜
舎
等
の
数

三

法
第
十
二
条
の
三
第
一
項
に
規
定
す
る
飼
養
衛
生
管
理
基
準
の
遵
守
状
況
及
び
当
該
飼
養
衛
生
管
理
基
準
を

遵
守
す
る
た
め
の
措
置
の
実
施
状
況

（
通
知
）

第
二
十
一
条
の
四

法
第
十
二
条
の
四
第
二
項
の
規
定
に
よ
る
通
知
は
、
前
条
各
号
に
掲
げ
る
事
項
に
つ
き
、
文
書

で
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

第
三
章

家
畜
伝
染
病
の
ま
ん
延
の
防
止

第
二
十
二
条
の
前
の
見
出
し
を
削
り
、
同
条
に
見
出
し
と
し
て「（
患
畜
等
の
届
出
）」を
付
す
る
。

第
二
十
三
条
に
見
出
し
と
し
て「（
患
畜
等
の
届
出
義
務
の
除
外
）」を
付
し
、
同
条
第
三
号
中
「
学
術
研
究
機
関
が

当
該
」
を
「
学
術
研
究
機
関
（
許
可
所
持
者
及
び
届
出
所
持
者
を
除
く
。
以
下
同
じ
。）が
」
に
改
め
、
同
号
を
同
条

第
五
号
と
し
、
同
条
第
二
号
中「
指
定
検
定
機
関
」の
下
に「（
許
可
所
持
者
及
び
届
出
所
持
者
を
除
く
。以
下
同
じ
。）」

を
加
え
、
同
号
を
同
条
第
四
号
と
し
、
同
条
第
一
号
中
「
許
可
製
造
業
者
等
」
の
下
に「（
許
可
所
持
者
及
び
届
出
所

持
者
を
除
く
。
以
下
同
じ
。）」
を
加
え
、「
第
二
十
八
条
第
一
号
、
第
三
十
一
条
第
一
号
及
び
第
三
十
三
条
第
一
号
」

を
「
第
二
十
六
条
の
二
第
三
号
、
第
二
十
九
条
第
三
号
、
第
三
十
一
条
第
三
号
及
び
第
三
十
三
条
第
三
号
」に
改
め
、

同
号
を
同
条
第
三
号
と
し
、
同
条
に
第
一
号
及
び
第
二
号
と
し
て
次
の
二
号
を
加
え
る
。

一

許
可
所
持
者
（
法
第
四
十
六
条
の
五
第
一
項
第
二
号
に
規
定
す
る
許
可
所
持
者
を
い
う
。
以
下
同
じ
。）が
そ
の

許
可
に
係
る
家
畜
伝
染
病
病
原
体
（
同
項
に
規
定
す
る
家
畜
伝
染
病
病
原
体
を
い
う
。
以
下
同
じ
。）の
使
用
の
た

め
取
扱
施
設
（
同
条
第
二
項
第
四
号
に
規
定
す
る
取
扱
施
設
を
い
う
。
以
下
同
じ
。）内
に
係
留
す
る
家
畜
が
当
該

使
用
の
た
め
患
畜
又
は
疑
似
患
畜
と
な
つ
た
こ
と
を
発
見
し
た
場
合

二

届
出
所
持
者
が
そ
の
届
出
に
係
る
届
出
伝
染
病
等
病
原
体
の
使
用
の
た
め
届
出
伝
染
病
等
病
原
体
取
扱
施
設
内

に
係
留
す
る
家
畜
が
当
該
使
用
の
た
め
患
畜
又
は
疑
似
患
畜
と
な
つ
た
こ
と
を
発
見
し
た
場
合

第
二
十
四
号
第
一
項
第
一
号
中
「
頭
数
」
を
「
頭
羽
数
」
に
改
め
る
。

第
二
十
五
条
の
見
出
し
を「（
患
畜
等
の
発
生
の
通
報
及
び
報
告
）」に
改
め
、
同
条
第
一
項
中
「
第
二
十
二
条
の
届

出
事
項
」
を
「
第
二
十
二
条
各
号
に
掲
げ
る
事
項
」
に
改
め
る
。

第
二
十
六
条
を
次
の
よ
う
に
改
め
る
。

（
農
林
水
産
大
臣
の
指
定
す
る
症
状
を
呈
し
て
い
る
家
畜
の
届
出
）

第
二
十
六
条

法
第
十
三
条
の
二
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
届
出
は
、
次
に
掲
げ
る
事
項
に
つ
き
、
口
頭
で
し
な
け
れ

ば
な
ら
な
い
。

一

届
出
者
の
氏
名
又
は
名
称
及
び
住
所

二

所
有
者
の
氏
名
又
は
名
称
及
び
住
所

三

特
定
症
状
の
内
容

四

当
該
家
畜
（
死
亡
し
た
家
畜
を
含
む
。）の
種
類
、
性
及
び
年
齢
（
不
明
の
と
き
は
、
推
定
年
齢
）

五

当
該
家
畜
又
は
そ
の
死
体
の
所
在
の
場
所

六

発
見
の
年
月
日
時

七

発
見
時
に
お
け
る
同
一
の
農
場
の
そ
の
他
の
家
畜
の
状
態

八

そ
の
他
参
考
と
な
る
べ
き
事
項

第
二
十
六
条
の
次
に
次
の
五
条
を
加
え
る
。

（
農
林
水
産
大
臣
の
指
定
す
る
症
状
を
呈
し
て
い
る
家
畜
の
届
出
義
務
の
除
外
）

第
二
十
六
条
の
二

法
第
十
三
条
の
二
第
三
項
の
農
林
水
産
省
令
で
定
め
る
場
合
は
、
次
の
と
お
り
と
す
る
。

一

許
可
所
持
者
が
そ
の
許
可
に
係
る
家
畜
伝
染
病
病
原
体
の
使
用
の
た
め
取
扱
施
設
内
に
係
留
す
る
家
畜
が
当

該
使
用
の
た
め
特
定
症
状
を
呈
し
て
い
る
こ
と
を
発
見
し
た
場
合

二

届
出
所
持
者
が
そ
の
届
出
に
係
る
届
出
伝
染
病
等
病
原
体
の
使
用
の
た
め
届
出
伝
染
病
等
病
原
体
取
扱
施
設

内
に
係
留
す
る
家
畜
が
当
該
使
用
の
た
め
特
定
症
状
を
呈
し
て
い
る
こ
と
を
発
見
し
た
場
合

三

許
可
製
造
業
者
等
が
生
物
学
的
製
剤
の
検
査
又
は
製
造
の
た
め
そ
の
施
設
内
に
係
留
す
る
家
畜
が
当
該
検
査

又
は
製
造
の
た
め
特
定
症
状
を
呈
し
て
い
る
こ
と
を
発
見
し
た
場
合

四

指
定
検
定
機
関
が
薬
事
法
第
八
十
三
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
読
み
替
え
て
適
用
さ
れ
る
同
法
第
四
十
三
条

第
一
項
の
検
定
の
た
め
係
留
す
る
家
畜
が
当
該
検
定
の
た
め
特
定
症
状
を
呈
し
て
い
る
こ
と
を
発
見
し
た
場
合

五

農
林
水
産
大
臣
の
指
定
を
受
け
た
学
術
研
究
機
関
が
学
術
研
究
の
た
め
そ
の
施
設
内
に
係
留
す
る
家
畜
が
当

該
学
術
研
究
の
た
め
特
定
症
状
を
呈
し
て
い
る
こ
と
を
発
見
し
た
場
合

š
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（
特
定
症
状
に
関
す
る
報
告
）

第
二
十
六
条
の
三

法
第
十
三
条
の
二
第
四
項
の
規
定
に
よ
る
報
告
は
、第
二
十
六
条
各
号
に
掲
げ
る
事
項
に
つ
き
、

電
信
若
し
く
は
電
話
又
は
こ
れ
ら
に
準
ず
る
方
法
に
よ
り
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

（
検
体
の
採
取
及
び
提
出
の
要
件
）

第
二
十
六
条
の
四

法
第
十
三
条
の
二
第
四
項
の
農
林
水
産
省
令
で
定
め
る
要
件
は
、
特
定
症
状
を
呈
し
て
い
る
家

畜
が
複
数
の
畜
房
（
畜
舎
内
の
一
部
を
柵
等
で
囲
つ
た
収
容
空
間
を
い
う
。
以
下
同
じ
。）内
（
一
の
畜
房
に
つ
き

一
の
家
畜
を
飼
養
し
て
い
る
場
合
に
あ
つ
て
は
、
隣
接
す
る
複
数
の
畜
房
内
）
で
発
見
さ
れ
た
と
き
と
す
る
。

（
患
畜
等
で
あ
る
旨
の
通
知
）

第
二
十
六
条
の
五

法
第
十
三
条
の
二
第
五
項
及
び
第
七
項
の
規
定
に
よ
る
通
知
は
、
同
条
第
五
項
の
規
定
に
よ
る

判
定
の
結
果
に
つ
き
、
電
信
若
し
く
は
電
話
又
は
こ
れ
ら
に
準
ず
る
方
法
に
よ
り
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

（
患
畜
等
で
あ
る
旨
の
公
示
）

第
二
十
六
条
の
六

法
第
十
三
条
の
二
第
八
項
の
規
定
に
よ
る
公
示
は
、
家
畜
伝
染
病
の
種
類
及
び
家
畜
の
種
類
ご

と
に
次
に
掲
げ
る
事
項
に
つ
き
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

一

患
畜
及
び
疑
似
患
畜
の
区
分
並
び
に
そ
の
頭
羽
数

二

患
畜
若
し
く
は
疑
似
患
畜
又
は
こ
れ
ら
の
死
体
の
所
在
の
場
所
又
は
区
域

三

判
定
の
年
月
日

四

そ
の
他
参
考
と
な
る
べ
き
事
項

２

前
項
の
公
示
に
は
、
第
八
条
の
規
定
を
準
用
す
る
。

第
三
十
条
を
削
る
。

第
二
十
九
条
中
「
別
表
第
二
」
を
「
別
表
第
三
」
に
改
め
、
同
条
た
だ
し
書
中
「
別
表
第
三
」
を
「
別
表
第
四
」

に
改
め
、
同
条
を
第
三
十
条
と
す
る
。

第
二
十
八
条
第
三
号
中
「
学
術
研
究
機
関
が
当
該
」
を
「
学
術
研
究
機
関
が
」
に
改
め
、
同
号
を
同
条
第
五
号
と

し
、
同
条
中
第
二
号
を
第
四
号
と
し
、
第
一
号
を
第
三
号
と
し
、
同
条
に
第
一
号
及
び
第
二
号
と
し
て
次
の
二
号
を

加
え
る
。

一

許
可
所
持
者
が
そ
の
許
可
に
係
る
家
畜
伝
染
病
病
原
体
の
使
用
の
た
め
取
扱
施
設
内
に
係
留
す
る
家
畜
で
あ

つ
て
当
該
使
用
の
た
め
患
畜
又
は
疑
似
患
畜
と
な
つ
た
も
の
を
当
該
取
扱
施
設
内
で
殺
す
場
合

二

届
出
所
持
者
が
そ
の
届
出
に
係
る
届
出
伝
染
病
等
病
原
体
の
使
用
の
た
め
届
出
伝
染
病
等
病
原
体
取
扱
施
設

内
に
係
留
す
る
家
畜
で
あ
つ
て
当
該
使
用
の
た
め
患
畜
又
は
疑
似
患
畜
と
な
つ
た
も
の
を
当
該
届
出
伝
染
病
等

病
原
体
取
扱
施
設
内
で
殺
す
場
合

第
二
十
八
条
を
第
二
十
九
条
と
す
る
。

第
二
十
七
条
第
一
号
を
次
の
よ
う
に
改
め
る
。

一

許
可
所
持
者
が
そ
の
許
可
に
係
る
家
畜
伝
染
病
病
原
体
の
使
用
の
た
め
取
扱
施
設
内
に
係
留
す
る
家
畜
で
あ

つ
て
当
該
使
用
の
た
め
法
第
十
六
条
第
一
項
各
号
に
掲
げ
る
家
畜
と
な
つ
た
も
の

第
二
十
七
条
中
第
六
号
を
削
り
、
第
五
号
を
第
六
号
と
し
、
同
条
第
四
号
中
「
当
該
」
を
削
り
、「
で
あ
つ
て
」
の

下
に
「
当
該
学
術
研
究
の
た
め
」
を
、「
掲
げ
る
」
の
下
に
「
家
畜
と
な
つ
た
」
を
加
え
、同
号
を
同
条
第
五
号
と
し
、

同
条
第
三
号
中
「
牛
疫
」
の
下
に
「
、
豚
コ
レ
ラ
、
高
病
原
性
鳥
イ
ン
フ
ル
エ
ン
ザ
又
は
低
病
原
性
鳥
イ
ン
フ
ル
エ

ン
ザ
」
を
加
え
、
同
号
を
同
条
第
四
号
と
し
、
同
条
第
二
号
中
「
牛
疫
予
防
液
」
の
下
に
「
、
豚
コ
レ
ラ
予
防
液
、

高
病
原
性
鳥
イ
ン
フ
ル
エ
ン
ザ
予
防
液
若
し
く
は
低
病
原
性
鳥
イ
ン
フ
ル
エ
ン
ザ
予
防
液
又
は
薬
事
法
第
二
条
第
十

三
項
に
規
定
す
る
体
外
診
断
用
医
薬
品
」
を
加
え
、「
係
留
す
る
牛
」
を
「
係
留
す
る
家
畜
」
に
改
め
、「
た
め
牛
疫
」

の
下
に
「
、
豚
コ
レ
ラ
、
高
病
原
性
鳥
イ
ン
フ
ル
エ
ン
ザ
又
は
低
病
原
性
鳥
イ
ン
フ
ル
エ
ン
ザ
」
を
加
え
、
同
号
を

同
条
第
三
号
と
し
、
同
条
第
一
号
の
次
に
次
の
一
号
を
加
え
る
。

二

届
出
所
持
者
が
そ
の
許
可
に
係
る
届
出
伝
染
病
等
病
原
体
の
使
用
の
た
め
届
出
伝
染
病
等
病
原
体
取
扱
施
設

内
に
係
留
す
る
家
畜
で
あ
つ
て
当
該
使
用
の
た
め
法
第
十
六
条
第
一
項
各
号
に
掲
げ
る
家
畜
と
な
つ
た
も
の

第
二
十
七
条
に
次
の
一
号
を
加
え
る
。

七

家
畜
防
疫
官
が
法
第
十
六
条
第
一
項
第
二
号
に
規
定
す
る
疑
似
患
畜
で
あ
る
こ
と
を
法
第
四
十
条
の
規
定
に

よ
る
検
査
中
に
発
見
し
た
家
畜
で
あ
つ
て
当
該
家
畜
が
希
少
な
動
物
で
あ
る
こ
と
そ
の
他
特
別
の
事
情
が
あ
る

と
認
め
ら
れ
る
た
め
当
該
家
畜
の
輸
出
国
に
返
送
す
る
も
の
（
同
号
に
規
定
す
る
家
畜
伝
染
病
の
病
原
体
を
ひ

ろ
げ
る
お
そ
れ
が
な
い
方
法
に
よ
り
、
当
該
輸
出
国
に
返
送
す
る
ま
で
の
間
係
留
し
、
か
つ
、
当
該
輸
出
国
に

返
送
す
る
こ
と
が
で
き
る
も
の
に
限
る
。）

第
二
十
七
条
を
第
二
十
八
条
と
し
、
同
条
の
前
に
次
の
一
条
を
加
え
る
。

（
患
畜
等
で
あ
る
旨
の
通
報
）

第
二
十
七
条

法
第
十
三
条
の
二
第
八
項
の
規
定
に
よ
る
通
報
は
、
第
二
十
六
条
各
号
に
掲
げ
る
事
項
、
家
畜
伝
染

病
の
種
類
並
び
に
患
畜
及
び
疑
似
患
畜
の
区
分
に
つ
き
、
第
一
号
及
び
第
二
号
に
掲
げ
る
家
畜
に
あ
つ
て
は
電
信

若
し
く
は
電
話
又
は
こ
れ
ら
に
準
ず
る
方
法
に
よ
り
、
第
三
号
に
掲
げ
る
家
畜
に
あ
つ
て
は
郵
便
又
は
こ
れ
に
準

ず
る
方
法
に
よ
り
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

一

第
二
十
五
条
第
一
項
第
一
号
に
規
定
す
る
家
畜
伝
染
病
の
患
畜
又
は
疑
似
患
畜

二

前
号
の
患
畜
及
び
疑
似
患
畜
以
外
の
初
発
の
患
畜
又
は
疑
似
患
畜

三

前
二
号
の
患
畜
及
び
疑
似
患
畜
以
外
の
患
畜
又
は
疑
似
患
畜

第
三
十
一
条
第
四
号
を
同
条
第
六
号
と
し
、
同
条
第
三
号
中
「
当
該
」
を
削
り
、
同
号
を
同
条
第
五
号
と
し
、
同

条
中
第
二
号
を
第
四
号
と
し
、
第
一
号
を
第
三
号
と
し
、同
条
に
第
一
号
及
び
第
二
号
と
し
て
次
の
二
号
を
加
え
る
。

一

許
可
所
持
者
が
そ
の
許
可
に
係
る
家
畜
伝
染
病
病
原
体
の
使
用
の
用
に
供
す
る
物
品
で
あ
つ
て
取
扱
施
設
内

に
あ
る
も
の

二

届
出
所
持
者
が
そ
の
届
出
に
係
る
届
出
伝
染
病
等
病
原
体
の
使
用
の
用
に
供
す
る
物
品
で
あ
つ
て
届
出
伝
染

病
等
病
原
体
取
扱
施
設
内
に
あ
る
も
の

第
三
十
三
条
第
三
号
中
「
当
該
」
を
削
り
、
同
号
を
同
条
第
五
号
と
し
、
同
条
中
第
二
号
を
第
四
号
と
し
、
第
一

号
を
第
三
号
と
し
、
同
条
に
第
一
号
及
び
第
二
号
と
し
て
次
の
二
号
を
加
え
る
。

一

許
可
所
持
者
が
そ
の
許
可
に
係
る
家
畜
伝
染
病
病
原
体
を
使
用
し
た
た
め
患
畜
若
し
く
は
疑
似
患
畜
と
な
つ

た
も
の
又
は
こ
れ
ら
の
死
体
が
所
在
し
た
取
扱
施
設

二

届
出
所
持
者
が
そ
の
届
出
に
係
る
届
出
伝
染
病
等
病
原
体
を
使
用
し
た
た
め
患
畜
若
し
く
は
疑
似
患
畜
と
な

つ
た
も
の
又
は
こ
れ
ら
の
死
体
が
所
在
し
た
届
出
伝
染
病
等
病
原
体
取
扱
施
設

第
三
十
三
条
の
次
に
次
の
三
条
を
加
え
る
。

（
消
毒
設
備
の
設
置
）

第
三
十
三
条
の
二

法
第
二
十
五
条
第
四
項
及
び
第
二
十
六
条
第
四
項
の
規
定
に
よ
る
設
備
の
設
置
は
、
次
に
掲
げ

る
と
こ
ろ
に
よ
り
行
う
も
の
と
す
る
。

一

要
消
毒
畜
舎
等
（
法
第
二
十
五
条
第
一
項
に
規
定
す
る
要
消
毒
畜
舎
等
を
い
う
。
以
下
同
じ
。）又
は
要
消
毒

倉
庫
等
（
法
第
二
十
六
条
第
一
項
に
規
定
す
る
要
消
毒
倉
庫
等
を
い
う
。
以
下
同
じ
。）の
出
入
口
付
近
に
、
踏

込
消
毒
槽
及
び
消
毒
薬
噴
霧
装
置
そ
の
他
こ
れ
ら
に
準
ず
る
設
備
で
あ
つ
て
、
当
該
要
消
毒
畜
舎
等
又
は
要
消

毒
倉
庫
等
か
ら
出
る
者
の
身
体
を
消
毒
す
る
た
め
の
も
の
を
設
置
す
る
こ
と
。

二

要
消
毒
畜
舎
等
又
は
要
消
毒
倉
庫
等
の
敷
地
（
次
条
の
要
消
毒
畜
舎
等
又
は
要
消
毒
倉
庫
等
の
敷
地
を
除

く
。）の
出
入
口
付
近
に
、
消
毒
薬
噴
霧
装
置
そ
の
他
こ
れ
に
準
ず
る
設
備
で
あ
つ
て
、
当
該
敷
地
か
ら
出
す
車

両
を
消
毒
す
る
た
め
の
も
の
を
設
置
す
る
こ
と
。

（
消
毒
設
備
の
設
置
の
義
務
の
対
象
か
ら
除
外
さ
れ
る
敷
地
）

第
三
十
三
条
の
三

法
第
二
十
五
条
第
四
項
及
び
第
二
十
六
条
第
四
項
の
農
林
水
産
省
令
で
定
め
る
敷
地
は
、
専
ら

居
住
の
用
に
供
さ
れ
て
い
る
要
消
毒
畜
舎
等
又
は
要
消
毒
倉
庫
等
の
敷
地
と
す
る
。

（
消
毒
の
方
法
）

第
三
十
三
条
の
四

法
第
二
十
五
条
第
六
項
、
第
二
十
六
条
第
六
項
及
び
第
二
十
八
条
第
二
項
の
規
定
に
よ
る
消
毒

は
、
別
表
第
五
の
上
欄
に
掲
げ
る
種
類
の
家
畜
伝
染
病
に
つ
き
、
同
表
の
中
欄
に
定
め
る
設
備
を
利
用
し
、
そ
れ

ぞ
れ
同
表
の
下
欄
に
定
め
る
種
類
の
消
毒
薬
を
使
用
し
て
行
う
も
の
と
す
る
。
こ
の
場
合
に
お
い
て
、
薬
事
法
第

二
条
第
一
項
に
規
定
す
る
医
薬
品
を
使
用
し
て
行
う
場
合
に
あ
つ
て
は
同
法
第
五
十
二
条
の
規
定
に
よ
り
こ
れ
に

添
付
す
る
文
書
又
は
そ
の
容
器
若
し
く
は
被
包
に
記
載
さ
れ
た
用
法
、
用
量
そ
の
他
使
用
及
び
取
扱
い
上
の
必
要

な
注
意
に
従
う
も
の
と
し
、
当
該
医
薬
品
以
外
の
消
毒
薬
を
使
用
し
て
行
う
場
合
に
あ
つ
て
は
家
畜
防
疫
員
の
指

示
に
従
う
も
の
と
す
る
。

第
三
十
五
条
第
一
項
中
「
別
表
第
二
」
を
「
別
表
第
三
」
に
改
め
、
同
条
第
二
項
た
だ
し
書
中
「
但
し
」
を
「
た

だ
し
」
に
改
め
る
。

›



動

物

輸
入
又
は
輸
出
の
際
の
係
留
期
間

一

家
畜
の
伝
染
性
疾
病
（
輸
入
の
場
合
に
あ
つ
て
は
、

監
視
伝
染
病
の
病
原
体
に
よ
る
伝
染
性
疾
病
に
限
る
。

以
下
こ
の
表
に
お
い
て
同
じ
。）に
か
か
つ
て
い
る
動
物

家
畜
の
伝
染
性
疾
病
の
病
原
体
を
ひ
ろ
げ
る
お

そ
れ
が
な
く
な
る
ま
で
の
期
間

二

家
畜
の
伝
染
性
疾
病
に
か
か
つ
て
い
る
疑
い
が
あ
る

動
物

家
畜
の
伝
染
性
疾
病
に
か
か
つ
て
い
る
疑
い
が

な
く
な
る
ま
で
の
期
間

三

家
畜
の
伝
染
性
疾
病
に
か
か
る
お
そ
れ
が
あ
る
動
物

家
畜
の
伝
染
性
疾
病
に
か
か
る
お
そ
れ
が
な
く

な
る
ま
で
の
期
間

四

家
畜
の
伝
染
性
疾
病
に
か
か
つ
て
い
る
疑
い
の
あ
る

動
物
と
同
居
し
て
い
た
動
物

家
畜
の
伝
染
性
疾
病
に
か
か
つ
て
い
る
疑
い
の

あ
る
動
物
が
そ
の
疑
い
が
な
く
な
る
ま
で
の
期

間
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第
四
十
二
条
第
一
項
中
「
別
記
様
式
第
十
四
号
」
を
「
別
記
様
式
第
十
二
号
」
に
改
め
、
同
条
第
二
項
中
「
別
記

様
式
第
十
四
号
の
二
」
を
「
別
記
様
式
第
十
三
号
」
に
改
め
、
同
条
の
次
に
次
の
章
名
を
付
す
る
。

第
四
章

輸
出
入
検
疫
等

第
五
十
条
第
一
項
中
「
法
第
四
十
五
条
」
を
「
第
四
十
五
条
」
に
、「
動
物
の
種
類
に
」
を
「
種
類
の
動
物
（
次
項

の
表
の
上
欄
に
掲
げ
る
動
物
に
該
当
す
る
も
の
を
除
く
。）に
」
に
、「
相
当
下
欄
に
掲
げ
る
」
を
「
次
の
表
の
下
欄
に

定
め
る
」
に
改
め
、
同
項
た
だ
し
書
中
「
次
の
表
の
下
欄
に
掲
げ
る
」
を
「
同
欄
に
定
め
る
」
に
改
め
、
同
項
の
表

第
六
号
か
ら
第
十
三
号
ま
で
の
項
を
削
り
、
同
条
第
五
項
及
び
第
六
項
を
削
り
、
同
条
第
四
項
中
「
け
い
留
期
間
」

を
「
係
留
期
間
」
に
改
め
、
同
項
を
同
条
第
五
項
と
し
、
同
条
第
三
項
中
「
同
規
則
」
を
「
同
令
」
に
、「
け
い
留
期

間
」
を
「
係
留
期
間
」
に
改
め
、
同
項
を
同
条
第
四
項
と
し
、
同
条
第
二
項
中
「
前
項
」
を
「
第
一
項
」
に
、「
け
い

留
期
間
は
、
法
第
三
十
七
条
第
一
項
」
を
「
係
留
期
間
は
、
法
第
三
十
七
条
第
二
項
第
一
号
に
掲
げ
る
場
合
に
お
い

て
同
条
第
一
項
」
に
改
め
、「
及
び
第
六
号
」
及
び
「
及
び
第
十
一
号
」
を
削
り
、
同
項
を
同
条
第
三
項
と
し
、
同
条

第
一
項
の
次
に
次
の
一
項
を
加
え
る
。

２

前
項
の
表
の
上
欄
に
掲
げ
る
種
類
の
動
物
で
あ
つ
て
、
次
の
表
の
上
欄
に
掲
げ
る
動
物
に
該
当
す
る
も
の
（
法

第
十
六
条
第
一
項
各
号
に
掲
げ
る
家
畜
及
び
法
第
十
七
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
殺
す
べ
き
旨
を
命
ぜ
ら
れ
た
家

畜
を
除
く
。）の
係
留
期
間
は
、
そ
れ
ぞ
れ
同
表
の
下
欄
に
定
め
る
と
お
り
と
す
る
。
た
だ
し
、当
該
係
留
期
間
が
、

そ
の
前
項
の
表
の
上
欄
に
掲
げ
る
種
類
の
動
物
に
つ
き
同
表
の
下
欄
に
定
め
る
期
間
（
次
項
の
規
定
に
よ
り
当
該

期
間
を
短
縮
し
た
場
合
に
は
、
当
該
短
縮
し
た
期
間
）
以
内
で
あ
る
場
合
に
は
、
当
該
期
間
と
す
る
。

六

製
造
施
設

薬
事
法
第
二
条
第
一
項
に
規
定
す
る
医
薬
品
又
は
同
条
第
十
六
項
に
規
定
す
る
治
験
（
同
法
第

八
十
三
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
読
み
替
え
て
適
用
さ
れ
る
同
法
第
十
四
条
第
三
項
（
同
法
第
八
十
三
条
第
一

項
の
規
定
に
よ
り
読
み
替
え
て
適
用
さ
れ
る
同
法
第
十
四
条
第
九
項
及
び
第
十
九
条
の
二
第
五
項
に
お
い
て
準

用
す
る
場
合
を
含
む
。）の
規
定
に
よ
り
提
出
す
べ
き
資
料
の
う
ち
臨
床
試
験
の
試
験
成
績
に
関
す
る
資
料
の
収

集
を
目
的
と
す
る
試
験
の
実
施
を
含
む
。）の
対
象
と
さ
れ
る
薬
物
を
製
造
す
る
た
め
に
監
視
伝
染
病
病
原
体
の

保
管
、
使
用
及
び
滅
菌
等
（
以
下
「
取
扱
い
」
と
い
う
。）を
す
る
施
設
を
い
う
。

七

実
験
室
等

実
験
室
、
検
査
室
及
び
製
造
施
設
を
い
う
。

八

安
全
キ
ャ
ビ
ネ
ッ
ト

監
視
伝
染
病
病
原
体
を
使
用
す
る
装
置
で
あ
つ
て
、日
本
工
業
規
格
Ｋ
三
八
〇
〇（
バ

イ
オ
ハ
ザ
ー
ド
対
策
用
ク
ラ
ス
Ó
キ
ャ
ビ
ネ
ッ
ト
。
以
下
「
Ｊ
Ｉ
Ｓ
Ｋ
三
八
〇
〇
」
と
い
う
。）に
規
定
す
る
バ

イ
オ
ハ
ザ
ー
ド
対
策
用
ク
ラ
ス
Ó
キ
ャ
ビ
ネ
ッ
ト
の
規
格
に
適
合
す
る
も
の
又
は
こ
れ
に
準
ず
る
性
能
を
有
す

る
も
の
を
い
う
。

九

ク
ラ
ス
Ô
キ
ャ
ビ
ネ
ッ
ト

安
全
キ
ャ
ビ
ネ
ッ
ト
の
う
ち
、
Ｊ
Ｉ
Ｓ
Ｋ
三
八
〇
〇
に
規
定
す
る
バ
イ
オ
ハ

ザ
ー
ド
対
策
用
ク
ラ
ス
Ô
キ
ャ
ビ
ネ
ッ
ト
の
基
本
構
造
に
適
合
す
る
も
の
を
い
う
。

十

ヘ
パ
フ
ィ
ル
タ
ー

給
気
及
び
排
気
に
係
る
フ
ィ
ル
タ
ー
で
あ
つ
て
、日
本
工
業
規
格
Ｂ
九
九
二
七（
ク
リ
ー

ン
ル
ー
ム
用
エ
ア
フ
ィ
ル
タ
性
能
試
験
方
法
）に
規
定
す
る
試
験
方
法
に
よ
る
試
験
を
行
つ
た
場
合
に
お
い
て
、

日
本
工
業
規
格
Ｚ
八
一
二
二
（
コ
ン
タ
ミ
ネ
ー
シ
ョ
ン
コ
ン
ト
ロ
ー
ル
用
語
）
の
四
一
一
四
に
規
定
す
る
性
能

を
有
す
る
も
の
又
は
こ
れ
と
同
等
以
上
の
性
能
を
有
す
る
も
の
を
い
う
。

十
一

飼
育
設
備

動
物
に
対
し
て
監
視
伝
染
病
病
原
体
を
使
用
し
た
場
合
に
お
け
る
当
該
動
物
を
飼
育
す
る
設

備
を
い
う
。

十
二

ア
イ
ソ
レ
ー
タ
ー

そ
の
内
部
か
ら
外
部
へ
の
監
視
伝
染
病
病
原
体
の
拡
散
を
防
止
す
る
装
置
で
あ
つ

て
、
そ
の
内
部
が
陰
圧
に
維
持
さ
れ
、
か
つ
、
当
該
装
置
か
ら
の
排
気
が
ヘ
パ
フ
ィ
ル
タ
ー
を
通
じ
て
な
さ
れ

る
も
の
を
い
う
。

十
三

滅
菌
等
設
備

実
験
室
等
に
お
い
て
使
用
さ
れ
た
監
視
伝
染
病
病
原
体
又
は
こ
れ
に
よ
り
汚
染
し
た
物
の

滅
菌
等
を
す
る
設
備
を
い
う
。

第
五
十
条
の
二
中
「
電
子
情
報
処
理
組
織
」
の
下
に「（
行
政
手
続
等
に
お
け
る
情
報
通
信
の
技
術
の
利
用
に
関
す

る
法
律
第
四
条
第
一
項
に
規
定
す
る
電
子
情
報
処
理
組
織
を
い
う
。
次
条
第
二
項
、
第
五
十
四
条
第
三
項
、
第
五
十

五
条
第
二
項
及
び
第
五
十
六
条
に
お
い
て
同
じ
。）」
を
加
え
、「
に
つ
い
て
は
、
第
五
十
条
第
六
項
の
規
定
を
準
用
す

る
」
を
「
に
お
け
る
農
林
水
産
省
の
所
管
す
る
法
令
に
係
る
行
政
手
続
等
に
お
け
る
情
報
通
信
の
技
術
の
利
用
に
関

す
る
法
律
施
行
規
則
第
六
条
第
三
項
の
規
定
の
適
用
に
つ
い
て
は
、
同
項
中
「
入
力
し
、
当
該
事
項
に
つ
い
て
の
情

報
に
電
子
署
名
を
行
い
、
当
該
電
子
署
名
に
係
る
電
子
証
明
書
で
あ
っ
て
第
三
条
第
三
項
各
号
に
掲
げ
る
も
の
と
併

せ
て
」
と
あ
る
の
は
、「
入
力
し
、」と
す
る
」
に
改
め
る
。

第
五
十
一
条
第
一
項
た
だ
し
書
中
「
そ
の
者
の
使
用
に
係
る
電
子
計
算
機
」
の
下
に「（
入
出
力
装
置
を
含
む
。
以

下
同
じ
。）」
を
加
え
、「
第
四
十
条
の
規
定
に
よ
り
制
規
の
検
疫
」
を
「
第
四
十
条
第
一
項
及
び
第
二
項
の
検
査
」
に

改
め
、
同
条
第
二
項
中
「
第
四
十
四
条
」
を
「
第
四
十
四
条
第
一
項
及
び
第
二
項
」
に
、「
第
四
十
条
の
規
定
に
よ
り

制
規
の
検
疫
」
を
「
第
四
十
条
第
一
項
及
び
第
二
項
の
検
査
」
に
改
め
、
同
条
第
三
項
中
「
第
五
十
条
第
六
項
」
を

「
前
条
」
に
改
め
、
同
条
第
四
項
中
「
附
さ
な
け
れ
ば
」
を
「
付
さ
な
け
れ
ば
」
に
改
め
る
。

第
五
十
四
条
第
一
項
中
「
当
り
」
を
「
当
た
り
」
に
、「
異
る
」
を
「
異
な
る
」
に
改
め
、
同
条
第
二
項
及
び
第
三

項
中
「
規
定
に
よ
り
制
規
の
検
疫
」
を
「
検
査
」
に
改
め
、
同
条
第
四
項
中
「
第
五
十
条
第
六
項
」
を
「
第
五
十
条

の
二
」
に
改
め
る
。

第
五
十
五
条
第
一
項
中
「
、
第
二
十
七
条
第
一
号
た
だ
し
書
」
及
び
「
、
同
号
た
だ
し
書
中
「
家
畜
防
疫
員
」
と

あ
る
の
は
「
家
畜
防
疫
官
」
と
」
を
削
り
、
同
条
第
二
項
中
「
に
お
い
て
」
を
「
の
規
定
に
よ
り
」
に
、「
第
五
十
条

第
六
項
」
を
「
第
五
十
条
の
二
」
に
改
め
る
。

第
五
十
六
条
第
二
項
中
「
第
五
十
条
第
六
項
」
を
「
第
五
十
条
の
二
」
に
改
め
、
同
条
の
次
に
次
の
一
章
及
び
章

名
を
加
え
る
。

第
五
章

病
原
体
の
所
持
に
関
す
る
措
置

（
用
語
の
定
義
）

第
五
十
六
条
の
二

こ
の
章
に
お
い
て
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
用
語
の
意
義
は
、
当
該
各
号
に
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ

る
。

一

管
理
区
域

法
第
四
十
六
条
の
二
十
一
第
一
項
に
規
定
す
る
監
視
伝
染
病
病
原
体
（
以
下
「
監
視
伝
染
病
病

原
体
」
と
い
う
。）を
取
り
扱
う
事
業
所
に
お
い
て
監
視
伝
染
病
病
原
体
を
安
全
に
管
理
す
る
た
め
、
施
錠
そ
の

他
の
方
法
に
よ
り
人
の
出
入
り
を
制
限
す
る
こ
と
が
必
要
な
区
域
を
い
う
。

二

保
管
庫

監
視
伝
染
病
病
原
体
を
保
管
す
る
設
備
を
い
う
。

三

実
験
室

監
視
伝
染
病
病
原
体
を
使
用
す
る
室
（
次
号
に
掲
げ
る
検
査
室
又
は
第
六
号
に
掲
げ
る
製
造
施
設

の
内
部
に
あ
る
も
の
を
除
く
。）を
い
う
。

四

検
査
室

家
畜
の
伝
染
性
疾
病
の
病
原
体
の
検
査
を
行
つ
て
い
る
機
関
が
、
そ
の
業
務
に
伴
い
監
視
伝
染
病

病
原
体
を
所
持
す
る
こ
と
と
な
つ
た
場
合
に
お
い
て
、
当
該
監
視
伝
染
病
病
原
体
を
使
用
し
て
検
査
を
行
う
室

を
い
う
。

五

動
物
非
使
用
検
査
室

動
物
に
対
し
て
監
視
伝
染
病
病
原
体
を
使
用
し
な
い
検
査
室
を
い
う
。

œ
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十
四

取
扱
等
業
務

法
第
四
十
六
条
の
十
七
第
一
項
に
規
定
す
る
許
可
所
持
者
等
若
し
く
は
届
出
伝
染
病
等
病

原
体
を
所
持
す
る
者
又
は
こ
れ
ら
の
従
業
者
が
行
う
監
視
伝
染
病
病
原
体
の
取
扱
い
及
び
管
理
並
び
に
こ
れ
ら

に
付
随
す
る
業
務
を
い
う
。

十
五

病
原
体
業
務
従
事
者

取
扱
等
業
務
に
従
事
す
る
者
で
、
実
験
室
等
に
立
ち
入
る
も
の
を
い
う
。

十
六

防
護
具

帽
子
、
手
袋
、
眼
鏡
、
マ
ス
ク
そ
の
他
の
監
視
伝
染
病
病
原
体
を
使
用
す
る
者
が
着
用
す
る
こ

と
に
よ
り
当
該
病
原
体
に
暴
露
す
る
こ
と
を
防
止
す
る
た
め
の
個
人
用
の
道
具
を
い
う
。

十
七

第
一
次
容
器

プ
ラ
ス
チ
ッ
ク
製
の
瓶
、
試
験
管
そ
の
他
の
監
視
伝
染
病
病
原
体
を
直
接
入
れ
る
容
器
を

い
う
。

十
八

第
二
次
容
器

金
属
製
又
は
強
化
プ
ラ
ス
チ
ッ
ク
製
の
容
器
そ
の
他
の
第
一
次
容
器
を
保
護
す
る
容
器
を

い
う
。

十
九

内
装
容
器

第
一
次
容
器
及
び
第
二
次
容
器
並
び
に
こ
れ
ら
に
付
随
す
る
も
の
で
あ
つ
て
、
監
視
伝
染
病

病
原
体
を
運
搬
す
る
た
め
に
必
要
な
も
の
の
総
体
を
い
う
。

二
十

外
装
容
器

フ
ァ
イ
バ
板
製
の
容
器
そ
の
他
の
内
装
容
器
を
保
護
す
る
容
器
を
い
う
。

（
滅
菌
譲
渡
義
務
者
の
所
持
の
基
準
）

第
五
十
六
条
の
五

法
第
四
十
六
条
の
五
第
一
項
第
一
号
の
規
定
に
よ
る
家
畜
伝
染
病
病
原
体
の
所
持
は
、
次
に
掲

げ
る
基
準
に
従
い
、
行
う
も
の
と
す
る
。

一

保
管
庫
に
お
い
て
、
密
封
す
る
こ
と
が
で
き
る
容
器
に
入
れ
た
状
態
で
行
う
こ
と
。

二

当
該
所
持
を
す
る
間
保
管
庫
を
確
実
に
施
錠
す
る
等
、
や
む
を
得
な
い
場
合
を
除
き
家
畜
伝
染
病
病
原
体
を

持
ち
出
す
こ
と
が
で
き
な
い
よ
う
に
す
る
た
め
の
措
置
を
講
ず
る
こ
と
。

三

滅
菌
等
を
す
る
場
合
に
あ
つ
て
は
、
次
の
イ
か
ら
ハ
ま
で
に
掲
げ
る
場
合
の
区
分
に
応
じ
、
当
該
イ
か
ら
ハ

ま
で
に
定
め
る
日
か
ら
七
日
以
内
に
、
第
五
十
六
条
の
二
十
五
第
四
項
に
規
定
す
る
基
準
に
従
い
、
自
ら
又
は

他
者
に
委
託
し
て
行
う
こ
と
と
し
、
譲
渡
し
を
す
る
場
合
に
あ
つ
て
は
、
次
の
イ
か
ら
ハ
ま
で
に
掲
げ
る
場
合

の
区
分
に
応
じ
、
当
該
イ
か
ら
ハ
ま
で
に
定
め
る
日
か
ら
遅
滞
な
く
行
う
こ
と
。

イ

許
可
所
持
者
が
そ
の
許
可
に
係
る
家
畜
伝
染
病
病
原
体
に
つ
い
て
所
持
す
る
こ
と
を
要
し
な
く
な
つ
た
場

合

所
持
す
る
こ
と
を
要
し
な
く
な
つ
た
日

ロ

許
可
所
持
者
が
法
第
四
十
六
条
の
五
第
一
項
本
文
の
許
可
を
取
り
消
さ
れ
、
又
は
そ
の
許
可
の
効
力
を
停

止
さ
れ
た
場
合

そ
の
許
可
の
取
消
し
又
は
効
力
の
停
止
の
日

ハ

家
畜
の
伝
染
性
疾
病
の
検
査
を
行
つ
て
い
る
機
関
（
許
可
所
持
者
を
除
く
。）が
そ
の
業
務
に
伴
い
家
畜
伝

染
病
病
原
体
を
所
持
す
る
こ
と
と
な
つ
た
場
合

当
該
所
持
の
開
始
の
日

（
所
持
の
許
可
の
申
請
）

第
五
十
六
条
の
六

法
第
四
十
六
条
の
五
第
二
項
の
申
請
書
の
提
出
は
、
別
記
様
式
第
三
十
一
号
に
よ
る
申
請
書
に

次
に
掲
げ
る
書
類
を
添
え
て
す
る
も
の
と
す
る
。

一

法
人
に
あ
つ
て
は
、
法
人
の
登
記
事
項
証
明
書

二

所
持
の
開
始
の
予
定
時
期
を
記
載
し
た
書
面

三

法
第
四
十
六
条
の
五
第
一
項
本
文
の
許
可
を
受
け
よ
う
と
す
る
者
が
、
法
第
四
十
六
条
の
六
第
二
項
各
号
に

掲
げ
る
者
に
該
当
し
な
い
旨
の
宣
誓
書

四

取
扱
施
設
を
中
心
と
し
、
縮
尺
及
び
方
位
を
付
け
た
事
業
所
内
外
の
見
取
図

五

取
扱
施
設
の
う
ち
、
家
畜
伝
染
病
病
原
体
の
取
扱
い
に
係
る
室
の
間
取
り
、
設
備
、
用
途
及
び
出
入
口
、
管

理
区
域
並
び
に
別
記
様
式
第
三
十
二
号
に
よ
る
標
識
を
付
け
る
箇
所
を
示
し
、
か
つ
、
縮
尺
及
び
方
位
を
付
け

た
平
面
図

六

取
扱
施
設
の
う
ち
、
家
畜
伝
染
病
病
原
体
の
取
扱
い
に
係
る
主
要
部
分
の
縮
尺
を
付
け
た
立
面
図
（
当
該
主

要
部
分
が
全
て
前
号
の
平
面
図
に
図
示
さ
れ
て
い
る
場
合
を
除
く
。）

七

そ
の
他
当
該
申
請
書
の
提
出
に
係
る
取
扱
施
設
が
法
第
四
十
六
条
の
六
第
一
項
第
二
号
の
技
術
上
の
基
準
に

適
合
し
て
い
る
こ
と
を
説
明
し
た
書
類

（
所
持
の
許
可
に
係
る
製
品
）

第
五
十
六
条
の
七

法
第
四
十
六
条
の
六
第
一
項
第
一
号
（
法
第
四
十
六
条
の
八
第
四
項
に
お
い
て
準
用
す
る
場
合

を
含
む
。）の
農
林
水
産
省
令
で
定
め
る
製
品
は
、
検
査
試
薬
と
す
る
。

（
家
畜
伝
染
病
病
原
体
）

第
五
十
六
条
の
三

法
第
四
十
六
条
の
五
第
一
項
本
文
の
農
林
水
産
省
令
で
定
め
る
病
原
体
は
、
次
に
掲
げ
る
も
の

と
す
る
。

一

モ
ル
ビ
リ
ウ
イ
ル
ス
・
リ
ン
ダ
ー
ペ
ス
ト
ウ
イ
ル
ス
（
Ｌ
株
、
Ｂ
Ａ
e

Ｙ
Ｓ
株
及
び
Ｒ
Ｂ
Ｏ
Ｋ
株
を
除
く
。）

（
別
名
牛
疫
ウ
イ
ル
ス
）

二

マ
イ
コ
プ
ラ
ズ
マ
・
マ
イ
コ
イ
デ
ス
（
亜
種
が
マ
イ
コ
イ
デ
ス
で
あ
る
も
の
の
Ｓ
Ｃ
株
に
限
る
。）（
別
名
牛

肺
疫
菌
）

三

ア
フ
ト
ウ
イ
ル
ス
・
フ
ッ
ト
ア
ン
ド
マ
ウ
ス
デ
ィ
ジ
ー
ズ
ウ
イ
ル
ス
（
別
名
口
蹄て
い

疫
ウ
イ
ル
ス
）

四

オ
ル
ビ
ウ
イ
ル
ス
・
ア
フ
リ
カ
ン
ホ
ー
ス
シ
ッ
ク
ネ
ス
ウ
イ
ル
ス
（
別
名
ア
フ
リ
カ
馬
疫
ウ
イ
ル
ス
）

五

モ
ル
ビ
リ
ウ
イ
ル
ス
・
ペ
ス
ト
デ
プ
テ
ィ
ル
ミ
ナ
ン
ウ
イ
ル
ス
（
別
名
小
反
芻す
う

獣
疫
ウ
イ
ル
ス
）

六

ペ
ス
チ
ウ
イ
ル
ス
・
ク
ラ
シ
カ
ル
ス
ワ
イ
ン
フ
ィ
ー
バ
ー
ウ
イ
ル
ス
（
別
名
豚
コ
レ
ラ
ウ
イ
ル
ス
）

七

ア
ス
フ
ィ
ウ
イ
ル
ス
・
ア
フ
リ
カ
ン
ス
ワ
イ
ン
フ
ィ
ー
バ
ー
ウ
イ
ル
ス
（
別
名
ア
フ
リ
カ
豚
コ
レ
ラ
ウ
イ
ル

ス
）

八

イ
ン
フ
ル
エ
ン
ザ
ウ
イ
ル
ス
Ａ
・
イ
ン
フ
ル
エ
ン
ザ
Ａ
ウ
イ
ル
ス
（
次
に
掲
げ
る
要
件
の
い
ず
れ
か
に
該
当

す
る
も
の
（
第
五
十
六
条
の
二
十
七
第
十
六
号
に
掲
げ
る
病
原
体
を
除
く
。）に
限
る
。）（
別
名
高
病
原
性
鳥
イ

ン
フ
ル
エ
ン
ザ
ウ
イ
ル
ス
）

イ

週
齢
が
満
六
週
の
鶏
に
お
け
る
Ｉ
Ｖ
Ｐ
Ｉ
（
静
脈
内
接
種
試
験
に
よ
り
得
ら
れ
た
病
原
体
の
病
原
性
の
高

さ
を
表
し
た
指
数
を
い
う
。）が
一
・
二
を
超
え
る
こ
と
。

ロ

週
齢
が
満
四
週
以
上
満
八
週
以
下
の
鶏
に
静
脈
内
接
種
し
た
際
の
当
該
鶏
の
死
亡
率
が
七
十
五
パ
ー
セ
ン

ト
以
上
で
あ
る
こ
と
。

ハ

血
清
亜
型
が
Ｈ
五
又
は
Ｈ
七
で
あ
つ
て
、
ヘ
マ
グ
ル
ニ
チ
ン
分
子
の
開
裂
部
位
に
複
数
の
塩
基
性
ア
ミ
ノ

酸
が
あ
り
、
か
つ
、
そ
の
ア
ミ
ノ
酸
配
列
が
こ
の
号
に
掲
げ
る
病
原
体
で
あ
る
と
確
認
さ
れ
た
も
の
と
類
似

の
も
の
で
あ
る
と
推
定
さ
れ
る
こ
と
。

九

イ
ン
フ
ル
エ
ン
ザ
ウ
イ
ル
ス
Ａ
・
イ
ン
フ
ル
エ
ン
ザ
Ａ
ウ
イ
ル
ス
（
血
清
亜
型
が
Ｈ
五
又
は
Ｈ
七
で
あ
る
も

の
で
あ
つ
て
、
人
以
外
の
動
物
か
ら
分
離
さ
れ
た
も
の
（
前
号
に
掲
げ
る
病
原
体
、
次
に
掲
げ
る
病
原
体
及
び

第
五
十
六
条
の
二
十
七
第
十
六
号
に
掲
げ
る
病
原
体
を
除
く
。）に
限
る
。）（
別
名
低
病
原
性
鳥
イ
ン
フ
ル
エ
ン

ザ
ウ
イ
ル
ス
）

イ

A
/c
h
ic
k
e
n
/M

e
x
ic
o
/2
3
2
/9
4
/C
P
A
(H

5
N
2
)

ロ

A
-
H
5
N
9
T
W

6
8
B
io

ハ

A
/d
u
c
k
/H

o
k
k
a
id
o
/V

a
c
-
1
/0
4
(H

5
N
1
)

ニ

A
/d
u
c
k
/H

o
k
k
a
id
o
/V

a
c
-
2
/0
4
(H

7
N
7
)

ホ

A
/tu

rk
e
y
/T

u
rk

e
y
/1
/0
5
(H

5
N
1
)(N

IB
R
G
-
2
3
)

ヘ

rg
A
/b
a
r-
h
e
a
d
e
d
g
o
o
se
/Q

in
g
h
a
i
la
k
e
/1
a
/0
5［

R
］
6＋

2

ト

rg
A
/w

o
o
p
e
r
sw

a
n
/M

o
n
g
o
lia

/2
4
4
/0
5［
R
］
6＋

2

（
家
畜
伝
染
病
病
原
体
の
所
持
の
許
可
）

第
五
十
六
条
の
四

法
第
四
十
六
条
の
五
第
一
項
本
文
の
許
可
は
、
事
業
所
ご
と
に
受
け
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

（
重
点
管
理
家
畜
伝
染
病
病
原
体
の
取
扱
施
設
の
基
準
）

第
五
十
六
条
の
八

法
第
四
十
六
条
の
六
第
一
項
第
二
号
（
法
第
四
十
六
条
の
八
第
四
項
に
お
い
て
準
用
す
る
場
合

を
含
む
。）の
農
林
水
産
省
令
で
定
め
る
技
術
上
の
基
準
の
う
ち
、
第
五
十
六
条
の
三
第
一
号
、
第
三
号
及
び
第
七

号
に
掲
げ
る
病
原
体
（
以
下
「
重
点
管
理
家
畜
伝
染
病
病
原
体
」
と
い
う
。）の
取
扱
施
設
に
係
る
も
の
は
、
次
の

と
お
り
と
す
る
。

一

当
該
取
扱
施
設
に
、
管
理
区
域
を
設
定
す
る
こ
と
。

二

重
点
管
理
家
畜
伝
染
病
病
原
体
の
保
管
庫
は
、
実
験
室
等
の
内
部
に
設
け
、
鍵
そ
の
他
の
閉
鎖
の
た
め
の
設

備
又
は
器
具
を
設
け
る
こ
と
。

三

重
点
管
理
家
畜
伝
染
病
病
原
体
の
実
験
室
等
は
、
次
の
と
お
り
と
す
る
こ
と
。

イ

実
験
室
等
の
内
部
の
壁
、
床
、
天
井
そ
の
他
重
点
管
理
家
畜
伝
染
病
病
原
体
に
よ
り
汚
染
さ
れ
る
お
そ
れ

が
あ
る
部
分
は
、
そ
の
表
面
が
消
毒
の
容
易
な
構
造
で
あ
る
こ
と
。

�
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ロ

実
験
室
等
の
内
部
に
、
安
全
キ
ャ
ビ
ネ
ッ
ト
を
備
え
て
い
る
こ
と
（
製
造
施
設
に
あ
つ
て
は
、
当
該
製
造

施
設
か
ら
の
重
点
管
理
家
畜
伝
染
病
病
原
体
の
拡
散
を
防
止
す
る
た
め
の
措
置
を
講
じ
て
い
る
こ
と
。）。
た

だ
し
、
次
に
掲
げ
る
場
合
は
、
こ
の
限
り
で
な
い
。

\

重
点
管
理
家
畜
伝
染
病
病
原
体
の
使
用
が
エ
ア
ロ
ゾ
ル
の
発
生
を
伴
う
も
の
で
な
い
場
合

]

動
物
に
対
し
て
重
点
管
理
家
畜
伝
染
病
病
原
体
を
使
用
す
る
場
合
に
お
い
て
、
そ
の
大
き
さ
の
た
め
に

当
該
動
物
を
安
全
キ
ャ
ビ
ネ
ッ
ト
に
収
容
す
る
こ
と
が
で
き
な
い
と
き
。

ハ

実
験
室
等
に
、
次
に
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
、
専
用
の
前
室
を
附
置
す
る
こ
と
。

\

通
常
前
室
及
び
]
の
シ
ャ
ワ
ー
室
を
通
じ
て
の
み
実
験
室
等
に
出
入
り
す
る
こ
と
が
で
き
る
構
造
の
も

の
と
し
、
か
つ
、
当
該
前
室
の
出
入
口
が
屋
外
に
直
接
面
し
て
い
な
い
も
の
で
あ
る
こ
と
。

]

前
室
に
シ
ャ
ワ
ー
室
を
設
け
る
と
と
も
に
、
当
該
シ
ャ
ワ
ー
室
に
イ
ン
タ
ー
ロ
ッ
ク
又
は
こ
れ
に
準
ず

る
機
能
を
有
す
る
気
密
性
の
あ
る
二
重
扉
を
設
け
る
こ
と
。

^

前
室
に
、
当
該
前
室
か
ら
の
重
点
管
理
家
畜
伝
染
病
病
原
体
に
よ
り
汚
染
し
、
又
は
汚
染
し
た
お
そ
れ

が
あ
る
排
水
の
滅
菌
等
を
す
る
機
能
を
有
す
る
排
水
設
備
を
設
け
る
こ
と
。

ニ

実
験
室
等
に
、
次
に
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
、
給
気
設
備
、
排
気
設
備
及
び
排
水
設
備
を
設
け
る
こ
と
。

\

給
気
設
備
は
、
実
験
室
等
へ
の
給
気
が
、
一
以
上
の
ヘ
パ
フ
ィ
ル
タ
ー
を
通
じ
て
な
さ
れ
る
構
造
で
あ

る
こ
と
。

]

排
気
設
備
は
、
実
験
室
等
か
ら
の
排
気
が
、
一
以
上
の
ヘ
パ
フ
ィ
ル
タ
ー
を
通
じ
て
な
さ
れ
る
構
造
で

あ
る
こ
と
。

^

排
水
設
備
は
、
実
験
室
等
か
ら
の
重
点
管
理
家
畜
伝
染
病
病
原
体
に
よ
り
汚
染
し
、
又
は
汚
染
し
た
お

そ
れ
が
あ
る
排
水
の
滅
菌
等
を
す
る
機
能
を
有
す
る
こ
と
。

ホ

実
験
室
等
に
、
鍵
そ
の
他
の
閉
鎖
の
た
め
の
設
備
又
は
器
具
を
設
け
る
こ
と
。

ヘ

実
験
室
等
の
内
部
を
陰
圧
に
維
持
す
る
こ
と
が
で
き
る
構
造
で
あ
る
こ
と
。

四

実
験
室
等
に
お
い
て
動
物
に
対
し
て
重
点
管
理
家
畜
伝
染
病
病
原
体
を
使
用
す
る
場
合
に
は
、
次
の
と
お
り

と
す
る
こ
と
。

イ

飼
育
設
備
は
、
当
該
実
験
室
等
の
内
部
で
あ
つ
て
、
ア
イ
ソ
レ
ー
タ
ー
内
又
は
排
気
設
備
の
排
気
口
付
近

に
設
け
る
こ
と
。
こ
の
場
合
に
お
い
て
、
飼
育
設
備
を
排
気
設
備
の
排
気
口
付
近
に
設
け
る
と
き
は
、
前
号

ニ
]
中
「
一
以
上
」
と
あ
る
の
は
、「
二
以
上
」
と
す
る
。

ロ

当
該
取
扱
施
設
に
、
焼
却
炉
又
は
こ
れ
と
同
等
以
上
の
機
能
を
有
す
る
設
備
を
設
け
る
こ
と
。

五

重
点
管
理
家
畜
伝
染
病
病
原
体
の
滅
菌
等
設
備
は
、
実
験
室
等
の
内
部
に
設
け
る
こ
と
。

六

当
該
取
扱
施
設
に
、
非
常
用
予
備
電
源
設
備
を
附
置
す
る
こ
と
。

七

当
該
取
扱
施
設
は
、
そ
の
稼
働
状
況
を
確
認
す
る
装
置
を
備
え
、
当
該
稼
働
状
況
を
常
に
監
視
す
る
者
を
配

置
す
る
こ
と
。

八

一
年
に
一
回
以
上
定
期
的
に
当
該
取
扱
施
設
を
点
検
し
、
前
各
号
に
掲
げ
る
基
準
に
適
合
す
る
よ
う
そ
の
機

能
の
維
持
が
図
ら
れ
る
こ
と
。

（
要
管
理
家
畜
伝
染
病
病
原
体
の
取
扱
施
設
の
基
準
）

第
五
十
六
条
の
九

法
第
四
十
六
条
の
六
第
一
項
第
二
号
（
法
第
四
十
六
条
の
八
第
四
項
に
お
い
て
準
用
す
る
場
合

を
含
む
。）の
農
林
水
産
省
令
で
定
め
る
技
術
上
の
基
準
の
う
ち
、
重
点
管
理
家
畜
伝
染
病
病
原
体
以
外
の
家
畜
伝

染
病
病
原
体
（
以
下
「
要
管
理
家
畜
伝
染
病
病
原
体
」
と
い
う
。）の
取
扱
施
設
に
係
る
も
の
は
、
次
の
と
お
り
と

す
る
。

一

当
該
取
扱
施
設
に
、
管
理
区
域
を
設
定
す
る
こ
と
。

二

要
管
理
家
畜
伝
染
病
病
原
体
の
保
管
庫
は
、
実
験
室
等
の
内
部
（
出
入
口
に
施
錠
そ
の
他
の
通
行
制
限
の
た

め
の
措
置
が
講
じ
ら
れ
て
い
る
保
管
施
設
が
管
理
区
域
内
に
設
け
ら
れ
て
い
る
と
き
は
、
当
該
保
管
施
設
の
内

部
）
に
設
け
、
鍵
そ
の
他
の
閉
鎖
の
た
め
の
設
備
又
は
器
具
を
設
け
る
こ
と
。

三

要
管
理
家
畜
伝
染
病
病
原
体
の
実
験
室
等
は
、
次
の
と
お
り
と
す
る
こ
と
。

イ

実
験
室
等
の
内
部
の
壁
、
床
、
天
井
そ
の
他
要
管
理
家
畜
伝
染
病
病
原
体
に
よ
り
汚
染
さ
れ
る
お
そ
れ
が

あ
る
部
分
は
、
そ
の
表
面
が
消
毒
の
容
易
な
構
造
で
あ
る
こ
と
。

ロ

実
験
室
等
の
内
部
に
安
全
キ
ャ
ビ
ネ
ッ
ト
を
備
え
て
い
る
こ
と
（
製
造
施
設
に
あ
つ
て
は
、
当
該
製
造
施

設
か
ら
の
要
管
理
家
畜
伝
染
病
病
原
体
の
拡
散
を
防
止
す
る
た
め
の
措
置
を
講
じ
て
い
る
こ
と
。）。た
だ
し
、

次
に
掲
げ
る
場
合
は
、
こ
の
限
り
で
な
い
。

\

要
管
理
家
畜
伝
染
病
病
原
体
の
使
用
が
エ
ア
ロ
ゾ
ル
の
発
生
を
伴
う
も
の
で
な
い
場
合

]

動
物
に
対
し
て
要
管
理
家
畜
伝
染
病
病
原
体
を
使
用
す
る
場
合
に
お
い
て
、
そ
の
大
き
さ
の
た
め
に
当

該
動
物
を
安
全
キ
ャ
ビ
ネ
ッ
ト
に
収
容
す
る
こ
と
が
で
き
な
い
と
き
。

ハ

実
験
室
等
（
動
物
非
使
用
検
査
室
を
除
く
。）に
、
次
に
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
、
専
用
の
前
室
を
附
置
す

る
こ
と
。

\

通
常
前
室
を
通
じ
て
の
み
実
験
室
等
に
出
入
り
す
る
こ
と
が
で
き
る
構
造
の
も
の
と
し
、
か
つ
、
当
該

前
室
の
出
入
口
が
屋
外
に
直
接
面
し
て
い
な
い
も
の
で
あ
る
こ
と
。

]

前
室
の
出
入
口
に
、
イ
ン
タ
ー
ロ
ッ
ク
又
は
こ
れ
に
準
ず
る
機
能
を
有
す
る
二
重
扉
を
設
け
る
こ
と
。

ニ

実
験
室
等
（
動
物
非
使
用
検
査
室
を
除
く
。）に
、
次
に
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
、
排
気
設
備
を
設
け
る
こ

と
。
た
だ
し
、
当
該
実
験
室
等
の
内
部
に
ク
ラ
ス
Ô
キ
ャ
ビ
ネ
ッ
ト
の
み
を
備
え
て
い
る
場
合
は
、
こ
の
限

り
で
な
い
。

\

排
気
設
備
は
、
常
に
空
気
が
実
験
室
等
の
出
入
口
か
ら
実
験
室
等
の
内
部
へ
流
れ
る
よ
う
管
理
す
る
こ

と
が
で
き
る
構
造
で
あ
る
こ
と
。

]

排
気
設
備
は
、
実
験
室
等
か
ら
の
排
気
が
、
一
以
上
の
ヘ
パ
フ
ィ
ル
タ
ー
を
通
じ
て
な
さ
れ
る
構
造
で

あ
る
こ
と
。

^

排
気
設
備
は
、
そ
の
稼
働
状
況
を
確
認
す
る
装
置
を
備
え
て
い
る
こ
と
。

ホ

実
験
室
等
に
、
足
若
し
く
は
肘
で
又
は
自
動
で
操
作
す
る
こ
と
が
で
き
る
手
洗
い
設
備
を
設
け
る
こ
と
。

た
だ
し
、
当
該
設
備
と
同
等
以
上
の
効
果
を
有
す
る
措
置
を
講
じ
て
い
る
場
合
は
、
こ
の
限
り
で
な
い
。

ヘ

実
験
室
等
に
、
鍵
そ
の
他
の
閉
鎖
の
た
め
の
設
備
又
は
器
具
を
設
け
る
こ
と
。

ト

実
験
室
等
は
、
要
管
理
家
畜
伝
染
病
病
原
体
に
よ
る
汚
染
を
除
去
す
る
た
め
に
密
閉
す
る
こ
と
が
で
き
る

構
造
で
あ
る
こ
と
。

四

実
験
室
等
に
お
い
て
動
物
に
対
し
て
要
管
理
家
畜
伝
染
病
病
原
体
を
使
用
す
る
場
合
に
は
、
次
の
と
お
り
と

す
る
こ
と
。

イ

飼
育
設
備
は
、
当
該
実
験
室
等
の
内
部
で
あ
つ
て
、
ア
イ
ソ
レ
ー
タ
ー
内
又
は
排
気
設
備
の
排
気
口
付
近

に
設
け
る
こ
と
。

ロ

当
該
取
扱
施
設
に
、
焼
却
炉
を
設
け
る
こ
と
。
た
だ
し
、
こ
れ
と
同
等
以
上
の
効
果
を
有
す
る
措
置
を
講

じ
て
い
る
場
合
は
、
こ
の
限
り
で
な
い
。

ハ

当
該
実
験
室
等
の
前
室
に
、
シ
ャ
ワ
ー
室
を
設
け
る
こ
と
。
た
だ
し
、
次
の
い
ず
れ
に
も
該
当
す
る
場
合

は
、
こ
の
限
り
で
な
い
。

\

当
該
実
験
室
等
に
お
い
て
、
専
用
の
衣
服
（
当
該
実
験
室
等
に
立
ち
入
る
者
が
着
用
し
て
い
る
衣
服
の

上
か
ら
着
用
す
る
衣
服
を
い
う
。）を
二
重
に
着
用
し
て
作
業
す
る
場
合

]

飼
育
設
備
を
ア
イ
ソ
レ
ー
タ
ー
内
又
は
安
全
キ
ャ
ビ
ネ
ッ
ト
内
に
設
け
る
場
合

^

ア
イ
ソ
レ
ー
タ
ー
内
又
は
安
全
キ
ャ
ビ
ネ
ッ
ト
内
に
お
い
て
動
物
に
対
し
て
要
管
理
家
畜
伝
染
病
病
原

体
を
使
用
す
る
場
合

五

要
管
理
家
畜
伝
染
病
病
原
体
の
滅
菌
等
設
備
は
、
実
験
室
等
の
内
部
に
設
け
る
こ
と
。

六

実
験
室
等
（
動
物
非
使
用
検
査
室
を
除
く
。）に
あ
つ
て
は
、
当
該
取
扱
施
設
に
、
非
常
用
予
備
電
源
設
備
を

附
置
す
る
こ
と
。
た
だ
し
、
実
験
室
等
に
、
当
該
実
験
室
等
へ
の
給
気
が
ヘ
パ
フ
ィ
ル
タ
ー
を
通
じ
て
な
さ
れ

る
構
造
で
あ
る
給
気
設
備
を
設
け
て
い
る
場
合
は
、
こ
の
限
り
で
な
い
。

七

一
年
に
一
回
以
上
定
期
的
に
当
該
取
扱
施
設
を
点
検
し
、
前
各
号
に
掲
げ
る
基
準
に
適
合
す
る
よ
う
そ
の
機

能
の
維
持
が
図
ら
れ
る
こ
と
。

２

第
五
十
六
条
の
三
第
九
号
に
掲
げ
る
病
原
体
の
取
扱
施
設
で
あ
つ
て
、
動
物
に
対
し
て
当
該
病
原
体
を
使
用
し

な
い
も
の
に
つ
い
て
は
、
前
項
第
三
号
ハ
、
ニ
及
び
ト
並
び
に
第
六
号
の
規
定
は
適
用
せ
ず
、
同
項
第
五
号
の
規

定
の
適
用
に
つ
い
て
は
、
同
号
中
「
実
験
室
等
」
と
あ
る
の
は
、「
当
該
取
扱
施
設
」
と
す
る
。

�
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３

第
五
十
六
条
の
三
第
九
号
に
掲
げ
る
病
原
体
（
第
五
十
六
条
の
三
第
八
号
に
掲
げ
る
要
件
の
い
ず
れ
か
に
該
当

し
な
い
こ
と
が
確
認
さ
れ
た
も
の
に
限
る
。）の
取
扱
施
設
で
あ
つ
て
、
鳥
類
以
外
の
動
物
に
対
し
て
当
該
病
原
体

を
使
用
す
る
も
の
に
つ
い
て
は
、
第
一
項
第
三
号
ハ
及
び
ト
、
第
四
号
並
び
に
第
六
号
の
規
定
は
適
用
せ
ず
、
同

項
第
三
号
ニ
及
び
第
五
号
の
規
定
の
適
用
に
つ
い
て
は
、
同
項
第
三
号
ニ
中
「
設
け
る
こ
と
」
と
あ
る
の
は
「
設

け
る
こ
と
又
は
飼
育
設
備
を
ア
イ
ソ
レ
ー
タ
ー
内
に
設
け
る
こ
と
」
と
、
同
項
第
五
号
中
「
実
験
室
等
」
と
あ
る

の
は
「
当
該
取
扱
施
設
」
と
す
る
。

４

前
項
の
病
原
体
の
取
扱
施
設
で
あ
つ
て
、
次
に
掲
げ
る
要
件
に
該
当
す
る
も
の
に
つ
い
て
は
、
第
一
項
第
三
号

ハ
、
ニ
及
び
ト
、
第
四
号
並
び
に
第
六
号
の
規
定
は
適
用
せ
ず
、
同
項
第
五
号
の
規
定
の
適
用
に
つ
い
て
は
、
同

号
中
「
実
験
室
等
」
と
あ
る
の
は
、「
当
該
取
扱
施
設
」
と
す
る
。

一

飼
育
設
備
を
ア
イ
ソ
レ
ー
タ
ー
内
又
は
安
全
キ
ャ
ビ
ネ
ッ
ト
内
に
設
け
る
施
設
で
あ
る
こ
と
。

二

ア
イ
ソ
レ
ー
タ
ー
内
又
は
安
全
キ
ャ
ビ
ネ
ッ
ト
内
に
お
い
て
鳥
類
に
対
し
て
要
管
理
家
畜
伝
染
病
病
原
体
を

使
用
す
る
施
設
で
あ
る
こ
と
。

（
所
持
に
係
る
許
可
証
）

第
五
十
六
条
の
十

法
第
四
十
六
条
の
七
第
一
項
の
農
林
水
産
省
令
で
定
め
る
事
項
は
、
次
の
と
お
り
と
し
、
同
項

の
許
可
証
（
以
下
「
許
可
証
」
と
い
う
。）の
様
式
は
、
別
記
様
式
第
三
十
三
号
と
す
る
。

一

氏
名
又
は
名
称
及
び
住
所
並
び
に
法
人
に
あ
つ
て
は
、
そ
の
代
表
者
の
氏
名

二

所
持
の
目
的
及
び
方
法

三

取
扱
施
設
の
名
称
及
び
所
在
地

四

法
第
四
十
六
条
の
六
第
三
項
の
規
定
に
よ
り
付
さ
れ
た
法
第
四
十
六
条
の
五
第
一
項
本
文
の
許
可
の
条
件

２

許
可
所
持
者
は
、
許
可
証
が
汚
損
さ
れ
、
又
は
失
わ
れ
た
と
き
は
、
別
記
様
式
第
三
十
四
号
に
よ
る
申
請
書
及

び
許
可
証
が
汚
損
さ
れ
た
場
合
に
あ
つ
て
は
そ
の
許
可
証
を
農
林
水
産
大
臣
に
提
出
し
、
許
可
証
の
再
交
付
を
受

け
る
こ
と
が
で
き
る
。

（
譲
渡
し
の
制
限
）

第
五
十
六
条
の
十
五

法
第
四
十
六
条
の
十
第
二
号
の
規
定
に
よ
る
家
畜
伝
染
病
病
原
体
の
譲
渡
し
は
、
法
第
四
十

六
条
の
十
一
第
二
項
の
規
定
に
よ
る
滅
菌
譲
渡
の
届
出
を
し
て
す
る
も
の
と
す
る
。

（
滅
菌
譲
渡
の
届
出
）

第
五
十
六
条
の
十
六

法
第
四
十
六
条
の
十
一
第
二
項
の
規
定
に
よ
る
滅
菌
譲
渡
の
届
出
は
、
別
記
様
式
第
三
十
八

号
に
よ
り
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
場
合
の
区
分
に
応
じ
、
当
該
各
号
に
定
め
る
日
か
ら
三
日
以
内
に
行
わ
な
け
れ

ば
な
ら
な
い
。

一

許
可
所
持
者
が
そ
の
許
可
に
係
る
家
畜
伝
染
病
病
原
体
に
つ
い
て
所
持
す
る
こ
と
を
要
し
な
く
な
つ
た
場
合

所
持
す
る
こ
と
を
要
し
な
く
な
つ
た
日

二

許
可
所
持
者
が
法
第
四
十
六
条
の
五
第
一
項
本
文
の
許
可
を
取
り
消
さ
れ
、
又
は
そ
の
許
可
の
効
力
を
停
止

さ
れ
た
場
合

そ
の
許
可
の
取
消
し
又
は
効
力
の
停
止
の
日

三

家
畜
の
伝
染
性
疾
病
の
検
査
を
行
つ
て
い
る
機
関
（
許
可
所
持
者
を
除
く
。）が
そ
の
業
務
に
伴
い
家
畜
伝
染

病
病
原
体
を
所
持
す
る
こ
と
と
な
つ
た
場
合

当
該
所
持
の
開
始
の
日

２

法
第
四
十
六
条
の
十
一
第
二
項
の
農
林
水
産
省
令
で
定
め
る
事
項
は
、
次
の
と
お
り
と
す
る
。

一

氏
名
又
は
名
称
及
び
住
所
並
び
に
法
人
に
あ
つ
て
は
、
そ
の
代
表
者
の
氏
名

二

滅
菌
譲
渡
の
予
定
日

三

譲
渡
し
を
す
る
場
合
に
あ
つ
て
は
、
譲
り
受
け
る
事
業
所
の
名
称
及
び
所
在
地

（
措
置
命
令
書
の
記
載
事
項
）

第
五
十
六
条
の
十
七

法
第
四
十
六
条
の
十
一
第
四
項
の
規
定
に
よ
る
命
令
は
、
次
に
掲
げ
る
事
項
を
記
載
し
た
命

令
書
を
交
付
し
て
行
う
も
の
と
す
る
。

一

講
ず
べ
き
措
置
の
内
容

二

命
令
の
年
月
日
及
び
履
行
期
限

三

命
令
を
行
う
理
由

（
家
畜
伝
染
病
発
生
予
防
規
程
）

第
五
十
六
条
の
十
八

法
第
四
十
六
条
の
十
二
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
家
畜
伝
染
病
発
生
予
防
規
程
の
作
成
は
、
次

に
掲
げ
る
事
項
に
つ
い
て
定
め
て
行
う
も
の
と
す
る
。

一

病
原
体
取
扱
主
任
者
そ
の
他
の
家
畜
伝
染
病
病
原
体
の
取
扱
い
及
び
管
理
に
従
事
す
る
者
に
関
す
る
職
務
及

び
組
織
に
関
す
る
こ
と
。

二

家
畜
伝
染
病
病
原
体
の
取
扱
い
に
従
事
す
る
者
で
あ
つ
て
、
実
験
室
等
に
立
ち
入
る
も
の
の
制
限
に
関
す
る

こ
と
。

三

取
扱
施
設
の
維
持
及
び
管
理
に
関
す
る
こ
と
。

四

家
畜
伝
染
病
病
原
体
の
保
管
、
使
用
、
運
搬
及
び
滅
菌
譲
渡
に
関
す
る
こ
と
。

五

家
畜
伝
染
病
病
原
体
の
受
入
れ
、
払
出
し
及
び
移
動
の
制
限
に
関
す
る
こ
と
。

六

家
畜
伝
染
病
病
原
体
に
よ
る
家
畜
伝
染
病
の
発
生
を
予
防
し
、
及
び
そ
の
ま
ん
延
を
防
止
す
る
た
め
に
必
要

な
教
育
及
び
訓
練
に
関
す
る
こ
と
。

七

法
第
四
十
六
条
の
十
五
の
規
定
に
よ
る
記
帳
及
び
保
存
に
関
す
る
こ
と
。

八

家
畜
伝
染
病
病
原
体
の
取
扱
い
に
係
る
情
報
の
管
理
に
関
す
る
こ
と
。

３

許
可
所
持
者
は
、
次
に
掲
げ
る
と
き
は
、
直
ち
に
そ
の
許
可
証
（
第
三
号
の
場
合
に
あ
つ
て
は
、
発
見
し
た
許

可
証
）
を
農
林
水
産
大
臣
に
返
納
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

一

所
持
の
目
的
を
達
し
た
と
き
又
は
こ
れ
を
失
つ
た
と
き
。

二

法
第
四
十
六
条
の
五
第
一
項
本
文
の
許
可
を
取
り
消
さ
れ
た
と
き
。

三

前
項
の
規
定
に
よ
り
許
可
証
の
再
交
付
を
受
け
た
後
、
失
わ
れ
た
許
可
証
を
発
見
し
た
と
き
。

（
許
可
事
項
の
変
更
の
許
可
の
申
請
）

第
五
十
六
条
の
十
一

法
第
四
十
六
条
の
八
第
一
項
本
文
の
規
定
に
よ
る
変
更
の
許
可
の
申
請
は
、
別
記
様
式
第
三

十
五
号
に
よ
る
申
請
書
に
次
に
掲
げ
る
書
類
を
添
え
て
、
農
林
水
産
大
臣
に
提
出
し
て
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

一

変
更
の
予
定
時
期
を
記
載
し
た
書
面

二

変
更
に
係
る
第
五
十
六
条
の
六
第
四
号
か
ら
第
七
号
ま
で
に
掲
げ
る
書
類

三

工
事
を
伴
う
と
き
は
、
そ
の
予
定
工
事
期
間
並
び
に
そ
の
工
事
期
間
中
家
畜
伝
染
病
病
原
体
に
よ
る
家
畜
伝

染
病
の
発
生
の
予
防
及
び
ま
ん
延
の
防
止
に
関
し
講
ず
る
措
置
を
記
載
し
た
書
面

２

法
第
四
十
六
条
の
八
第
一
項
本
文
の
許
可
を
受
け
よ
う
と
す
る
許
可
所
持
者
は
、
そ
の
許
可
の
申
請
の
際
に
、

許
可
証
を
農
林
水
産
大
臣
に
提
出
し
、変
更
後
の
事
項
を
記
載
し
た
許
可
証
の
交
付
を
受
け
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

（
許
可
事
項
の
変
更
の
許
可
を
要
し
な
い
軽
微
な
変
更
）

第
五
十
六
条
の
十
二

法
第
四
十
六
条
の
八
第
一
項
た
だ
し
書
の
農
林
水
産
省
令
で
定
め
る
軽
微
な
変
更
は
、
次
に

掲
げ
る
も
の
と
す
る
。

一

取
扱
施
設
の
廃
止
（
家
畜
伝
染
病
病
原
体
の
法
第
四
十
六
条
の
十
一
第
二
項
に
規
定
す
る
滅
菌
譲
渡
（
以
下

「
滅
菌
譲
渡
」
と
い
う
。）を
伴
わ
な
い
も
の
に
限
る
。）

二

所
持
の
方
法
の
変
更

三

管
理
区
域
の
変
更
及
び
設
備
の
増
設
（
工
事
を
伴
わ
な
い
も
の
に
限
る
。）

（
許
可
事
項
の
軽
微
な
変
更
の
届
出
）

第
五
十
六
条
の
十
三

法
第
四
十
六
条
の
八
第
二
項
の
規
定
に
よ
る
届
出
は
、
別
記
様
式
第
三
十
六
号
に
よ
る
届
出

書
に
第
五
十
六
条
の
十
一
第
一
項
第
一
号
及
び
第
二
号
に
掲
げ
る
書
類
を
添
え
て
、
農
林
水
産
大
臣
に
提
出
し
て

し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

（
氏
名
等
の
変
更
の
届
出
）

第
五
十
六
条
の
十
四

法
第
四
十
六
条
の
八
第
三
項
の
規
定
に
よ
る
届
出
は
、
別
記
様
式
第
三
十
七
号
に
よ
る
届
出

書
に
次
に
掲
げ
る
書
類
を
添
え
て
、
農
林
水
産
大
臣
に
提
出
し
て
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

一

法
人
の
名
称
を
変
更
す
る
場
合
に
あ
つ
て
は
、
変
更
後
の
法
人
の
登
記
事
項
証
明
書

二

氏
名
を
変
更
す
る
場
合
に
あ
つ
て
は
、
変
更
後
の
許
可
所
持
者
が
、
法
第
四
十
六
条
の
六
第
二
項
各
号
（
第

八
号
を
除
く
。）に
掲
げ
る
者
に
該
当
し
な
い
旨
の
宣
誓
書

三

法
人
の
代
表
者
の
氏
名
を
変
更
す
る
場
合
に
あ
つ
て
は
、
変
更
後
の
そ
の
代
表
者
が
、
法
第
四
十
六
条
の
六

第
二
項
第
八
号
に
規
定
す
る
者
に
該
当
し
な
い
旨
の
宣
誓
書

Ÿ
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九

家
畜
伝
染
病
病
原
体
の
盗
取
、
所
在
不
明
そ
の
他
の
事
故
が
生
じ
た
と
き
の
措
置
に
関
す
る
こ
と
。

十

災
害
時
の
応
急
措
置
に
関
す
る
こ
と
。

十
一

そ
の
他
家
畜
伝
染
病
病
原
体
に
よ
る
家
畜
伝
染
病
の
発
生
の
予
防
及
び
ま
ん
延
の
防
止
に
関
し
必
要
な
事

項

２

法
第
四
十
六
条
の
十
二
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
届
出
は
、
別
記
様
式
第
三
十
九
号
に
よ
り
す
る
も
の
と
す
る
。

３

法
第
四
十
六
条
の
十
二
第
二
項
の
規
定
に
よ
る
届
出
は
、
別
記
様
式
第
四
十
号
に
よ
り
、
変
更
後
の
家
畜
伝
染

病
発
生
予
防
規
程
を
添
え
て
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

（
病
原
体
取
扱
主
任
者
の
要
件
）

第
五
十
六
条
の
十
九

法
第
四
十
六
条
の
十
三
第
一
項
の
農
林
水
産
省
令
で
定
め
る
要
件
は
、
次
に
掲
げ
る
者
で
あ

つ
て
、家
畜
伝
染
病
病
原
体
の
取
扱
い
に
関
す
る
十
分
な
知
識
経
験
を
有
す
る
も
の
か
ら
選
任
す
る
こ
と
と
す
る
。

一

獣
医
師

二

医
師

三

歯
科
医
師

四

薬
剤
師

五

臨
床
検
査
技
師

六

学
校
教
育
法
（
昭
和
二
十
二
年
法
律
第
二
十
六
号
）
に
基
づ
く
大
学
又
は
同
法
第
百
四
条
第
四
項
第
二
号
に

規
定
す
る
大
学
若
し
く
は
大
学
院
に
相
当
す
る
教
育
を
行
う
課
程
が
置
か
れ
る
教
育
施
設
に
お
い
て
生
物
学
若

し
く
は
農
学
又
は
こ
れ
ら
に
相
当
す
る
課
程
を
修
め
て
卒
業
し
た
者

（
病
原
体
取
扱
主
任
者
の
選
任
等
の
届
出
）

第
五
十
六
条
の
二
十

法
第
四
十
六
条
の
十
三
第
二
項
の
規
定
に
よ
る
病
原
体
取
扱
主
任
者
の
選
任
及
び
解
任
の
届

出
は
、
別
記
様
式
第
四
十
一
号
に
よ
り
す
る
も
の
と
す
る
。

（
教
育
訓
練
）

第
五
十
六
条
の
二
十
一

法
第
四
十
六
条
の
十
四
の
教
育
及
び
訓
練
は
、
管
理
区
域
（
要
管
理
家
畜
伝
染
病
病
原
体

又
は
届
出
伝
染
病
等
病
原
体
の
取
扱
施
設
に
あ
つ
て
は
、
実
験
室
等
。
以
下
「
管
理
区
域
等
」
と
い
う
。）に
立
ち

入
る
者
及
び
取
扱
等
業
務
に
従
事
す
る
者
に
対
し
、
次
に
掲
げ
る
と
こ
ろ
に
よ
り
施
す
も
の
と
す
る
。

一

病
原
体
業
務
従
事
者
に
対
す
る
教
育
及
び
訓
練
（
次
号
の
教
育
及
び
訓
練
を
除
く
。）は
、
初
め
て
管
理
区
域

等
に
立
ち
入
る
前
及
び
管
理
区
域
等
に
立
ち
入
つ
た
後
に
あ
つ
て
は
三
年
を
超
え
な
い
期
間
ご
と
に
行
う
こ

と
。

二

病
原
体
業
務
従
事
者
で
重
点
管
理
家
畜
伝
染
病
病
原
体
の
取
扱
施
設
の
管
理
区
域
に
立
ち
入
る
も
の
に
対
す

る
当
該
病
原
体
の
取
扱
い
及
び
管
理
に
習
熟
す
る
た
め
の
教
育
及
び
訓
練
は
、
初
め
て
当
該
管
理
区
域
に
立
ち

入
つ
た
後
に
行
う
こ
と
。

三

取
扱
等
業
務
に
従
事
す
る
者
で
管
理
区
域
等
に
立
ち
入
ら
な
い
も
の
に
対
す
る
教
育
及
び
訓
練
は
、
取
扱
等

業
務
を
開
始
す
る
前
及
び
取
扱
等
業
務
を
開
始
し
た
後
に
あ
つ
て
は
三
年
を
超
え
な
い
期
間
ご
と
に
行
う
こ

と
。

四

前
三
号
に
規
定
す
る
者
に
対
す
る
教
育
及
び
訓
練
は
、
次
に
掲
げ
る
項
目
（
前
号
に
規
定
す
る
者
に
あ
つ
て

は
、
イ
に
掲
げ
る
も
の
を
除
く
。）に
つ
い
て
行
う
こ
と
。

イ

家
畜
伝
染
病
病
原
体
の
性
質

ロ

家
畜
伝
染
病
病
原
体
の
管
理

ハ

家
畜
伝
染
病
病
原
体
に
よ
る
家
畜
伝
染
病
の
発
生
の
予
防
及
び
ま
ん
延
の
防
止
に
関
す
る
法
令

ニ

家
畜
伝
染
病
発
生
予
防
規
程

五

第
一
号
か
ら
第
三
号
ま
で
に
規
定
す
る
者
以
外
の
者
に
対
す
る
教
育
及
び
訓
練
は
、
そ
の
者
が
立
ち
入
る
取

扱
施
設
に
お
い
て
家
畜
伝
染
病
病
原
体
に
よ
る
家
畜
伝
染
病
の
発
生
を
予
防
し
、
又
は
そ
の
ま
ん
延
を
防
止
す

る
た
め
に
必
要
な
事
項
に
つ
い
て
行
う
こ
と
。

２

前
項
の
規
定
に
か
か
わ
ら
ず
、
同
項
第
四
号
イ
か
ら
ニ
ま
で
に
掲
げ
る
項
目
又
は
同
項
第
五
号
の
事
項
の
全
部

又
は
一
部
に
関
し
十
分
な
知
識
及
び
技
能
を
有
し
て
い
る
と
認
め
ら
れ
る
者
に
対
し
て
は
、
当
該
項
目
又
は
事
項

に
関
す
る
教
育
及
び
訓
練
を
省
略
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

（
記
帳
）

第
五
十
六
条
の
二
十
二

法
第
四
十
六
条
の
十
五
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
許
可
所
持
者
が
備
え
る
べ
き
帳
簿
に
記
載

し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
事
項
の
細
目
は
、
次
の
と
お
り
と
す
る
。

一

受
入
れ
又
は
払
出
し
に
係
る
家
畜
伝
染
病
病
原
体
の
種
類
及
び
数
量

二

家
畜
伝
染
病
病
原
体
の
受
入
れ
又
は
払
出
し
の
年
月
日

三

家
畜
伝
染
病
病
原
体
の
保
管
の
方
法
及
び
場
所

四

使
用
に
係
る
家
畜
伝
染
病
病
原
体
の
種
類

五

家
畜
伝
染
病
病
原
体
の
使
用
の
年
月
日

六

滅
菌
譲
渡
に
係
る
家
畜
伝
染
病
病
原
体
の
種
類

七

家
畜
伝
染
病
病
原
体
の
滅
菌
譲
渡
の
年
月
日

八

家
畜
伝
染
病
病
原
体
の
滅
菌
等
の
方
法
及
び
場
所

九

家
畜
伝
染
病
病
原
体
の
受
入
れ
又
は
払
出
し
を
し
た
者
の
氏
名

十

家
畜
伝
染
病
病
原
体
の
使
用
を
し
た
者
の
氏
名

十
一

家
畜
伝
染
病
病
原
体
の
滅
菌
等
を
し
た
者
の
氏
名

十
二

重
点
管
理
家
畜
伝
染
病
病
原
体
に
係
る
管
理
区
域
に
立
ち
入
つ
た
者
の
氏
名

十
三

重
点
管
理
家
畜
伝
染
病
病
原
体
に
係
る
管
理
区
域
へ
の
立
入
り
の
年
月
日

十
四

重
点
管
理
家
畜
伝
染
病
病
原
体
に
係
る
管
理
区
域
に
対
す
る
教
育
及
び
訓
練
の
実
施
年
月
日
、
項
目
並
び

に
当
該
教
育
及
び
訓
練
を
受
け
た
者
の
氏
名

十
五

取
扱
施
設
の
点
検
の
実
施
年
月
日
、
点
検
の
結
果
及
び
こ
れ
に
伴
う
措
置
の
内
容
並
び
に
点
検
し
た
者
の

氏
名

２

前
項
各
号
に
掲
げ
る
事
項
の
細
目
が
電
子
計
算
機
に
備
え
ら
れ
た
フ
ァ
イ
ル
又
は
磁
気
デ
ィ
ス
ク
（
こ
れ
に
準

ず
る
方
法
に
よ
り
一
定
の
事
項
を
確
実
に
記
録
し
て
お
く
こ
と
が
で
き
る
物
を
含
む
。）に
記
録
さ
れ
、
必
要
に
応

じ
電
子
計
算
機
そ
の
他
の
機
器
を
用
い
て
明
確
に
紙
面
に
表
示
さ
れ
る
と
き
は
、
当
該
記
録
を
も
つ
て
帳
簿
へ
の

記
載
に
代
え
る
こ
と
が
で
き
る
。

３

許
可
所
持
者
は
、
一
年
ご
と
に
法
第
四
十
六
条
の
十
五
第
一
項
の
帳
簿
を
閉
鎖
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

４

法
第
四
十
六
条
の
十
五
第
二
項
の
規
定
に
よ
る
帳
簿
の
保
存
は
、
前
項
の
規
定
に
よ
る
帳
簿
の
閉
鎖
後
一
年
間

行
う
も
の
と
す
る
。

（
家
畜
伝
染
病
病
原
体
の
保
管
の
基
準
）

第
五
十
六
条
の
二
十
三

法
第
四
十
六
条
の
十
七
第
一
項
の
農
林
水
産
省
令
で
定
め
る
技
術
上
の
基
準
の
う
ち
、
重

点
管
理
家
畜
伝
染
病
病
原
体
の
保
管
に
係
る
も
の
は
、
次
の
と
お
り
と
す
る
。

一

重
点
管
理
家
畜
伝
染
病
病
原
体
の
保
管
は
、
保
管
庫
に
お
い
て
、
密
封
す
る
こ
と
が
で
き
る
容
器
に
入
れ
た

状
態
で
行
う
こ
と
。

二

重
点
管
理
家
畜
伝
染
病
病
原
体
を
保
管
す
る
間
保
管
庫
を
確
実
に
施
錠
す
る
等
、
や
む
を
得
な
い
場
合
を
除

き
重
点
管
理
家
畜
伝
染
病
病
原
体
を
持
ち
出
す
こ
と
が
で
き
な
い
よ
う
に
す
る
た
め
の
措
置
を
講
ず
る
こ
と
。

三

重
点
管
理
家
畜
伝
染
病
病
原
体
の
実
験
室
等
の
前
室
の
出
入
口
に
は
、
別
記
様
式
第
三
十
二
号
に
よ
る
標
識

を
付
す
る
こ
と
。

２

法
第
四
十
六
条
の
十
七
第
一
項
の
農
林
水
産
省
令
で
定
め
る
技
術
上
の
基
準
の
う
ち
、
要
管
理
家
畜
伝
染
病
病

原
体
の
保
管
に
係
る
も
の
は
、
次
の
と
お
り
と
す
る
。

一

要
管
理
家
畜
伝
染
病
病
原
体
の
保
管
は
、
保
管
庫
に
お
い
て
、
密
封
す
る
こ
と
が
で
き
る
容
器
に
入
れ
た
状

態
で
行
う
こ
と
。

二

要
管
理
家
畜
伝
染
病
病
原
体
を
保
管
す
る
間
保
管
庫
を
確
実
に
施
錠
す
る
等
、
や
む
を
得
な
い
場
合
を
除
き

要
管
理
家
畜
伝
染
病
病
原
体
を
持
ち
出
す
こ
と
が
で
き
な
い
よ
う
に
す
る
た
め
の
措
置
を
講
ず
る
こ
と
。

三

要
管
理
家
畜
伝
染
病
病
原
体
の
保
管
施
設
（
要
管
理
家
畜
伝
染
病
病
原
体
を
実
験
室
等
内
に
お
い
て
保
管
す

る
場
合
に
あ
つ
て
は
、
当
該
実
験
室
等
の
前
室
（
動
物
非
使
用
検
査
室
に
あ
つ
て
は
、
当
該
動
物
非
使
用
検
査

室
））の
出
入
口
に
は
、
別
記
様
式
第
三
十
二
号
に
よ
る
標
識
を
付
す
る
こ
と
。

３

第
五
十
六
条
の
九
第
二
項
か
ら
第
四
項
ま
で
の
取
扱
施
設
に
対
す
る
前
項
第
三
号
の
規
定
の
適
用
に
つ
い
て

は
、
同
号
中
「
実
験
室
等
の
前
室
（
動
物
非
使
用
検
査
室
に
あ
つ
て
は
、
当
該
動
物
非
使
用
検
査
室
）」と
あ
る
の

は
、「
実
験
室
等
」
と
す
る
。
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（
家
畜
伝
染
病
病
原
体
の
使
用
の
基
準
）

第
五
十
六
条
の
二
十
四

法
第
四
十
六
条
の
十
七
第
一
項
の
農
林
水
産
省
令
で
定
め
る
技
術
上
の
基
準
の
う
ち
、
重

点
管
理
家
畜
伝
染
病
病
原
体
の
使
用
に
係
る
も
の
は
、
次
の
と
お
り
と
す
る
。

一

実
験
室
等
に
立
ち
入
る
と
き
は
、
そ
の
前
室
に
お
い
て
専
用
の
衣
服
（
実
験
室
等
に
立
ち
入
る
者
が
着
用
す

る
全
て
の
衣
服
を
い
う
。
以
下
こ
の
項
に
お
い
て
同
じ
。）及
び
防
護
具
を
着
用
す
る
こ
と
。

二

実
験
室
等
に
お
い
て
衣
服
及
び
防
護
具
を
着
用
し
て
作
業
す
る
こ
と
。

三

重
点
管
理
家
畜
伝
染
病
病
原
体
の
使
用
は
、
次
に
掲
げ
る
場
合
を
除
き
、
実
験
室
等
（
製
造
施
設
を
除
く
。）

の
内
部
に
備
え
ら
れ
た
安
全
キ
ャ
ビ
ネ
ッ
ト
に
お
い
て
行
う
こ
と
。

イ

当
該
使
用
が
エ
ア
ロ
ゾ
ル
の
発
生
を
伴
う
も
の
で
な
い
場
合

ロ

動
物
に
対
し
て
重
点
管
理
家
畜
伝
染
病
病
原
体
を
使
用
す
る
場
合
に
お
い
て
、
そ
の
大
き
さ
の
た
め
に
当

該
動
物
を
安
全
キ
ャ
ビ
ネ
ッ
ト
に
収
容
す
る
こ
と
が
で
き
な
い
と
き
。

四

実
験
室
等
の
作
業
区
域
に
お
け
る
飲
食
、
喫
煙
及
び
化
粧
を
禁
止
す
る
こ
と
。

五

実
験
室
等
か
ら
退
出
す
る
と
き
は
、
そ
の
前
室
に
お
い
て
衣
服
及
び
防
護
具
を
脱
ぎ
、
こ
れ
ら
を
当
該
実
験

室
等
に
持
ち
出
す
場
合
を
除
き
、
滅
菌
等
設
備
に
よ
り
滅
菌
等
を
す
る
ま
で
当
該
前
室
か
ら
当
該
衣
服
及
び
防

護
具
を
持
ち
出
さ
な
い
こ
と
。

六

実
験
室
等
か
ら
退
出
す
る
と
き
は
、
そ
の
前
室
に
設
け
ら
れ
た
シ
ャ
ワ
ー
室
に
お
い
て
そ
の
体
表
の
重
点
管

理
家
畜
伝
染
病
病
原
体
に
よ
る
汚
染
の
除
去
を
す
る
こ
と
。

七

実
験
室
等
か
ら
の
排
気
は
、
排
気
設
備
に
よ
り
滅
菌
等
を
す
る
こ
と
。

八

重
点
管
理
家
畜
伝
染
病
病
原
体
に
よ
り
汚
染
し
、
又
は
汚
染
し
た
お
そ
れ
が
あ
る
実
験
室
等
及
び
そ
の
前
室

か
ら
の
排
水
は
、
排
水
設
備
又
は
滅
菌
等
設
備
に
よ
り
滅
菌
等
を
す
る
こ
と
。

九

重
点
管
理
家
畜
伝
染
病
病
原
体
に
よ
り
汚
染
し
、
又
は
汚
染
し
た
お
そ
れ
が
あ
る
物
品
を
実
験
室
等
か
ら
持

ち
出
す
場
合
に
は
、
衣
服
及
び
防
護
具
を
当
該
実
験
室
等
の
前
室
に
持
ち
出
す
場
合
を
除
き
、
滅
菌
等
設
備
に

よ
り
当
該
物
品
の
滅
菌
等
を
す
る
こ
と
。

十

実
験
室
等
に
お
い
て
重
点
管
理
家
畜
伝
染
病
病
原
体
を
使
用
し
た
者
は
、
使
用
日
か
ら
起
算
し
て
七
日
間
、

管
理
区
域
外
に
お
い
て
当
該
重
点
管
理
家
畜
伝
染
病
病
原
体
に
感
染
す
る
動
物
と
接
触
し
な
い
こ
と
。

十
一

実
験
室
等
に
お
け
る
作
業
に
関
係
し
な
い
動
物
を
当
該
実
験
室
等
に
入
れ
な
い
こ
と
。

十
二

実
験
室
等
に
お
い
て
動
物
に
対
し
て
重
点
管
理
家
畜
伝
染
病
病
原
体
を
使
用
す
る
場
合
に
は
、
次
の
と
お

り
と
す
る
。

イ

当
該
実
験
室
等
に
立
ち
入
る
と
き
は
、
第
十
四
号
の
許
可
と
は
別
に
、
病
原
体
取
扱
主
任
者
の
許
可
を
得

る
こ
と
。

ロ

や
む
を
得
な
い
場
合
を
除
き
、
重
点
管
理
家
畜
伝
染
病
病
原
体
を
使
用
し
た
動
物
を
当
該
実
験
室
等
か
ら

持
ち
出
さ
な
い
こ
と
。

ハ

重
点
管
理
家
畜
伝
染
病
病
原
体
を
使
用
し
た
動
物
の
死
体
を
当
該
実
験
室
等
か
ら
持
ち
出
す
場
合
に
は
、

当
該
死
体
を
滅
菌
等
設
備
に
よ
り
滅
菌
等
を
す
る
と
と
も
に
、
持
ち
出
し
た
当
該
死
体
を
取
扱
施
設
に
設
け

ら
れ
た
焼
却
炉
又
は
こ
れ
と
同
等
以
上
の
機
能
を
有
す
る
設
備
に
よ
り
焼
却
す
る
こ
と
。
た
だ
し
、
重
点
管

理
家
畜
伝
染
病
病
原
体
に
よ
る
汚
染
を
除
去
し
た
当
該
死
体
を
学
術
研
究
の
用
に
供
す
る
場
合
は
、
こ
の
限

り
で
な
い
。

ニ

衣
服
及
び
防
護
具
並
び
に
飼
育
設
備
は
、
洗
浄
す
る
前
に
重
点
管
理
家
畜
伝
染
病
病
原
体
に
よ
る
汚
染
を

除
去
す
る
こ
と
。

ホ

節
足
動
物
及
び
齧げ

つ

歯
類
の
侵
入
を
防
止
す
る
た
め
に
必
要
な
措
置
を
講
ず
る
こ
と
。

十
三

実
験
室
等
の
前
室
の
出
入
口
に
は
、
別
記
様
式
第
三
十
二
号
に
よ
る
標
識
を
付
す
る
こ
と
。

十
四

事
前
に
許
可
所
持
者
及
び
病
原
体
取
扱
主
任
者
の
許
可
を
得
て
い
な
い
者
の
管
理
区
域
へ
の
立
入
り
を
禁

止
し
、
こ
れ
ら
の
者
の
許
可
を
得
て
病
原
体
業
務
従
事
者
以
外
の
者
が
当
該
管
理
区
域
に
立
ち
入
る
と
き
は
、

病
原
体
業
務
従
事
者
の
指
示
に
従
わ
せ
る
こ
と
。

２

法
第
四
十
六
条
の
十
七
第
一
項
の
農
林
水
産
省
令
で
定
め
る
技
術
上
の
基
準
の
う
ち
、
要
管
理
家
畜
伝
染
病
病

原
体
の
取
扱
施
設
（
第
五
十
六
条
の
九
第
二
項
か
ら
第
四
項
ま
で
の
取
扱
施
設
を
除
く
。）に
お
け
る
要
管
理
家
畜

伝
染
病
病
原
体
の
使
用
に
係
る
も
の
は
、
次
の
と
お
り
と
す
る
。

一

実
験
室
等
（
動
物
非
使
用
検
査
室
を
除
く
。）に
立
ち
入
る
と
き
は
、
そ
の
前
室
に
お
い
て
専
用
の
衣
服
（
実

験
室
等
に
立
ち
入
る
者
が
着
用
し
て
い
る
衣
服
の
上
か
ら
着
用
す
る
衣
服
（
動
物
に
対
し
て
要
管
理
家
畜
伝
染

病
病
原
体
を
使
用
す
る
実
験
室
等
に
あ
つ
て
は
、
当
該
実
験
室
等
に
立
ち
入
る
者
が
着
用
す
る
全
て
の
衣
服
）

を
い
う
。
以
下
こ
の
項
に
お
い
て
同
じ
。）及
び
防
護
具
を
着
用
す
る
こ
と
。

二

実
験
室
等
に
お
い
て
衣
服
及
び
防
護
具
を
着
用
し
て
作
業
す
る
こ
と
。

三

要
管
理
家
畜
伝
染
病
病
原
体
の
使
用
は
、
次
に
掲
げ
る
場
合
を
除
き
、
実
験
室
等
（
製
造
施
設
を
除
く
。）の

内
部
に
備
え
ら
れ
た
安
全
キ
ャ
ビ
ネ
ッ
ト
に
お
い
て
行
う
こ
と
。

イ

当
該
使
用
が
エ
ア
ロ
ゾ
ル
の
発
生
を
伴
う
も
の
で
な
い
場
合

ロ

動
物
に
対
し
て
要
管
理
家
畜
伝
染
病
病
原
体
を
使
用
す
る
場
合
に
お
い
て
、
そ
の
大
き
さ
の
た
め
に
当
該

動
物
を
安
全
キ
ャ
ビ
ネ
ッ
ト
に
収
容
す
る
こ
と
が
で
き
な
い
と
き
。

四

実
験
室
等
の
作
業
区
域
に
お
け
る
飲
食
、
喫
煙
及
び
化
粧
を
禁
止
す
る
こ
と
。

五

実
験
室
等
か
ら
退
出
す
る
と
き
は
、
次
に
掲
げ
る
措
置
を
講
ず
る
こ
と
。

イ

実
験
室
等
（
動
物
非
使
用
検
査
室
を
除
く
。）に
あ
つ
て
は
、
そ
の
前
室
に
お
い
て
衣
服
及
び
防
護
具
を
脱

ぎ
、
こ
れ
ら
を
当
該
実
験
室
等
に
持
ち
出
す
場
合
を
除
き
、
滅
菌
等
設
備
に
よ
り
滅
菌
等
を
す
る
ま
で
当
該

前
室
か
ら
当
該
衣
服
及
び
防
護
具
を
持
ち
出
さ
な
い
こ
と
。

ロ

動
物
非
使
用
検
査
室
に
あ
つ
て
は
、
衣
服
及
び
防
護
具
を
脱
ぎ
、
滅
菌
等
設
備
に
よ
り
滅
菌
等
を
す
る
ま

で
当
該
動
物
非
使
用
検
査
室
か
ら
当
該
衣
服
及
び
防
護
具
を
持
ち
出
さ
な
い
こ
と
。

六

実
験
室
等
か
ら
退
出
す
る
と
き
は
、
手
洗
い
設
備
に
よ
り
手
指
を
洗
浄
す
る
こ
と
。
た
だ
し
、
当
該
設
備
と

同
等
以
上
の
効
果
を
有
す
る
措
置
を
講
じ
て
い
る
場
合
は
、
こ
の
限
り
で
な
い
。

七

実
験
室
等
（
動
物
非
使
用
検
査
室
を
除
く
。）か
ら
の
排
気
は
、
排
気
設
備
に
よ
り
滅
菌
等
を
す
る
こ
と
。

八

要
管
理
家
畜
伝
染
病
病
原
体
に
よ
り
汚
染
し
、又
は
汚
染
し
た
お
そ
れ
が
あ
る
実
験
室
等
及
び
そ
の
前
室（
動

物
非
使
用
検
査
室
に
あ
つ
て
は
、
当
該
動
物
非
使
用
検
査
室
）
か
ら
の
排
水
は
、
滅
菌
等
設
備
に
よ
り
滅
菌
等

を
す
る
こ
と
。

九

要
管
理
家
畜
伝
染
病
病
原
体
に
よ
り
汚
染
し
、
又
は
汚
染
し
た
お
そ
れ
が
あ
る
物
品
を
実
験
室
等
か
ら
持
ち

出
す
場
合
に
は
、
次
に
掲
げ
る
措
置
を
講
ず
る
こ
と
。

イ

実
験
室
等
（
動
物
非
使
用
検
査
室
を
除
く
。）に
あ
つ
て
は
、
衣
服
及
び
防
護
具
を
当
該
実
験
室
等
の
前
室

に
持
ち
出
す
場
合
を
除
き
、
滅
菌
等
設
備
に
よ
り
当
該
物
品
の
滅
菌
等
を
す
る
こ
と
。

ロ

動
物
非
使
用
検
査
室
に
あ
つ
て
は
、
滅
菌
等
設
備
に
よ
り
当
該
物
品
の
滅
菌
等
を
す
る
こ
と
。

十

実
験
室
等
に
お
け
る
作
業
に
関
係
し
な
い
動
物
を
当
該
実
験
室
等
に
入
れ
な
い
こ
と
。

十
一

実
験
室
等
に
お
い
て
動
物
に
対
し
て
要
管
理
家
畜
伝
染
病
病
原
体
を
使
用
す
る
場
合
に
は
、
次
の
と
お
り

と
す
る
。

イ

当
該
実
験
室
等
に
立
ち
入
る
と
き
は
、
病
原
体
取
扱
主
任
者
の
許
可
を
得
る
こ
と
。

ロ

や
む
を
得
な
い
場
合
を
除
き
、
要
管
理
家
畜
伝
染
病
病
原
体
を
使
用
し
た
動
物
を
当
該
実
験
室
等
か
ら
持

ち
出
さ
な
い
こ
と
。

ハ

要
管
理
家
畜
伝
染
病
病
原
体
を
使
用
し
た
動
物
の
死
体
を
当
該
実
験
室
等
か
ら
持
ち
出
す
場
合
に
は
、
当

該
死
体
を
滅
菌
等
設
備
に
よ
り
滅
菌
等
を
す
る
と
と
も
に
、
持
ち
出
し
た
当
該
死
体
に
つ
い
て
は
、
取
扱
施

設
に
設
け
ら
れ
た
焼
却
炉
に
よ
り
焼
却
し
、又
は
こ
れ
と
同
等
以
上
の
効
果
を
有
す
る
措
置
を
講
ず
る
こ
と
。

た
だ
し
、
要
管
理
家
畜
伝
染
病
病
原
体
に
よ
る
汚
染
を
除
去
し
た
当
該
死
体
を
学
術
研
究
の
用
に
供
す
る
場

合
は
、
こ
の
限
り
で
な
い
。

ニ

当
該
実
験
室
等
か
ら
退
出
す
る
と
き
は
、
そ
の
前
室
に
設
け
ら
れ
た
シ
ャ
ワ
ー
室
に
お
い
て
そ
の
体
表
の

要
管
理
家
畜
伝
染
病
病
原
体
に
よ
る
汚
染
を
除
去
を
す
る
こ
と
。
た
だ
し
、
第
五
十
六
条
の
九
第
一
項
第
四

号
ハ
\
か
ら
^
ま
で
の
い
ず
れ
に
も
該
当
す
る
場
合
は
、
こ
の
限
り
で
な
い
。

ホ

衣
服
及
び
防
護
具
並
び
に
飼
育
設
備
は
、
洗
浄
す
る
前
に
要
管
理
家
畜
伝
染
病
病
原
体
に
よ
る
汚
染
を
除

去
す
る
こ
と
。

ヘ

節
足
動
物
及
び
齧げ
つ

歯
類
の
侵
入
を
防
止
す
る
た
め
に
必
要
な
措
置
を
講
ず
る
こ
と
。

˜—



内
装
容
器
の
材
料

外
装
容
器
の
材
料

条

件

プ
ラ
ス
チ
ッ
ク

プ
ラ
ス
チ
ッ
ク

条
件
一

プ
ラ
ス
チ
ッ
ク

フ
ァ
イ
バ
版
（
段
ボ
ー
ル
）

条
件
一
及
び
条
件
二

プ
ラ
ス
チ
ッ
ク

そ
の
他
の
も
の

条
件
一

そ
の
他
の
も
の

プ
ラ
ス
チ
ッ
ク

条
件
一

そ
の
他
の
も
の

フ
ァ
イ
バ
版
（
段
ボ
ー
ル
）

条
件
二

備
考一

こ
の
表
に
お
い
て
「
条
件
一
」
と
は
、
容
器
を
零
下
十
八
度
以
下
の
温
度
の
下
に
二
十
四
時
間
（
ド

ラ
イ
ア
イ
ス
を
入
れ
る
場
合
に
あ
つ
て
は
、
四
時
間
と
当
該
ド
ラ
イ
ア
イ
ス
が
全
て
気
化
す
る
ま
で
の

時
間
と
の
い
ず
れ
か
長
い
時
間
）
以
上
置
く
こ
と
を
い
う
。

二

こ
の
表
に
お
い
て
「
条
件
二
」
と
は
、
容
器
を
少
な
く
と
も
一
時
間
当
た
り
の
水
量
が
約
五
十
ミ
リ

メ
ー
ト
ル
の
降
水
に
一
時
間
以
上
さ
ら
す
こ
と
を
い
う
。
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十
二

実
験
室
等
の
前
室
（
動
物
非
使
用
検
査
室
に
あ
つ
て
は
、
当
該
動
物
非
使
用
検
査
室
）
の
出
入
口
に
は
、

別
記
様
式
第
三
十
二
号
に
よ
る
標
識
を
付
す
る
こ
と
。

十
三

管
理
区
域
に
は
、
や
む
を
得
な
い
場
合
を
除
き
人
が
立
ち
入
ら
な
い
よ
う
に
す
る
た
め
の
措
置
を
講
じ
、

病
原
体
業
務
従
事
者
以
外
の
者
が
立
ち
入
る
と
き
は
、
病
原
体
業
務
従
事
者
の
指
示
に
従
わ
せ
る
こ
と
。

３

法
第
四
十
六
条
の
十
七
第
一
項
の
農
林
水
産
省
令
で
定
め
る
技
術
上
の
基
準
の
う
ち
、
第
五
十
六
条
の
九
第
二

項
か
ら
第
四
項
ま
で
の
取
扱
施
設
に
お
け
る
要
管
理
家
畜
伝
染
病
病
原
体
の
使
用
に
係
る
も
の
は
、
次
の
と
お
り

と
す
る
。

一

実
験
室
等
に
お
い
て
衣
服
（
実
験
室
等
に
立
ち
入
る
者
が
着
用
し
て
い
る
衣
服
の
上
か
ら
着
用
す
る
衣
服
を

い
う
。
以
下
こ
の
項
に
お
い
て
同
じ
。）及
び
防
護
具
を
着
用
し
て
作
業
す
る
こ
と
。

二

要
管
理
家
畜
伝
染
病
病
原
体
の
使
用
は
、
次
に
掲
げ
る
場
合
を
除
き
、
実
験
室
等
（
製
造
施
設
を
除
く
。）の

内
部
に
備
え
ら
れ
た
安
全
キ
ャ
ビ
ネ
ッ
ト
に
お
い
て
行
う
こ
と
。

イ

当
該
使
用
が
エ
ア
ロ
ゾ
ル
の
発
生
を
伴
う
も
の
で
な
い
場
合

ロ

動
物
に
対
し
て
要
管
理
家
畜
伝
染
病
病
原
体
を
使
用
す
る
場
合
に
お
い
て
、
そ
の
大
き
さ
の
た
め
に
当
該

動
物
を
安
全
キ
ャ
ビ
ネ
ッ
ト
に
収
容
す
る
こ
と
が
で
き
な
い
と
き
。

三

実
験
室
等
の
作
業
区
域
に
お
け
る
飲
食
、
喫
煙
及
び
化
粧
を
禁
止
す
る
こ
と
。

四

実
験
室
等
か
ら
退
出
す
る
と
き
は
、
衣
服
及
び
防
護
具
を
脱
ぎ
、
滅
菌
等
設
備
に
よ
り
滅
菌
等
を
す
る
ま
で

当
該
実
験
室
等
か
ら
当
該
衣
服
及
び
防
護
具
を
持
ち
出
さ
な
い
こ
と
。

五

実
験
室
等
か
ら
退
出
す
る
と
き
は
、
手
洗
い
設
備
に
よ
り
手
指
を
洗
浄
す
る
こ
と
。
た
だ
し
、
当
該
設
備
と

同
等
以
上
の
効
果
を
有
す
る
措
置
を
講
じ
て
い
る
場
合
は
、
こ
の
限
り
で
な
い
。

六

第
五
十
六
条
の
九
第
三
項
の
取
扱
施
設
に
お
い
て
実
験
室
等
に
同
条
第
一
項
第
三
号
ニ
の
排
気
設
備
を
設
け

て
い
る
場
合
に
は
、
当
該
実
験
室
等
か
ら
の
排
気
は
、
当
該
排
気
設
備
に
よ
り
滅
菌
等
を
す
る
こ
と
。

七

要
管
理
家
畜
伝
染
病
病
原
体
に
よ
り
汚
染
し
、
又
は
汚
染
し
た
お
そ
れ
が
あ
る
実
験
室
等
か
ら
の
排
水
は
、

当
該
実
験
室
等
に
お
い
て
滅
菌
等
を
す
る
場
合
を
除
き
、
密
封
す
る
こ
と
が
で
き
る
容
器
に
入
れ
て
当
該
実
験

室
等
か
ら
持
ち
出
し
、
取
扱
施
設
に
設
け
ら
れ
た
滅
菌
等
設
備
に
よ
り
滅
菌
等
を
す
る
こ
と
。

八

要
管
理
家
畜
伝
染
病
病
原
体
に
よ
り
汚
染
し
、
又
は
汚
染
し
た
お
そ
れ
が
あ
る
物
品
を
実
験
室
等
か
ら
持
ち

出
す
場
合
に
は
、
当
該
実
験
室
等
に
お
い
て
滅
菌
等
を
す
る
場
合
を
除
き
、
密
封
す
る
こ
と
が
で
き
る
容
器
に

入
れ
る
と
と
も
に
、
持
ち
出
し
た
当
該
物
品
を
取
扱
施
設
に
設
け
ら
れ
た
滅
菌
等
設
備
に
よ
り
滅
菌
等
を
す
る

こ
と
。

九

実
験
室
等
に
お
け
る
作
業
に
関
係
し
な
い
動
物
を
当
該
実
験
室
等
に
入
れ
な
い
こ
と
。

十

実
験
室
等
に
お
い
て
動
物
に
対
し
て
要
管
理
家
畜
伝
染
病
病
原
体
を
使
用
す
る
場
合
に
は
、
次
の
と
お
り
と

す
る
。

イ

当
該
実
験
室
等
に
立
ち
入
る
と
き
は
、
病
原
体
取
扱
主
任
者
の
許
可
を
受
け
る
こ
と
。

ロ

当
該
実
験
室
等
の
窓
を
閉
鎖
す
る
と
と
も
に
、
当
該
窓
が
割
れ
な
い
よ
う
に
す
る
こ
と
。

ハ

や
む
を
得
な
い
場
合
を
除
き
、
要
管
理
家
畜
伝
染
病
病
原
体
を
使
用
し
た
動
物
を
当
該
実
験
室
等
か
ら
持

ち
出
さ
な
い
こ
と
。

ニ

要
管
理
家
畜
伝
染
病
病
原
体
を
使
用
し
た
動
物
の
死
体
を
当
該
実
験
室
等
か
ら
持
ち
出
す
場
合
に
は
、
当

該
実
験
室
等
に
お
い
て
滅
菌
等
を
す
る
場
合
を
除
き
、密
封
す
る
こ
と
が
で
き
る
容
器
に
入
れ
る
と
と
も
に
、

持
ち
出
し
た
当
該
死
体
に
つ
い
て
は
、
取
扱
施
設
に
設
け
ら
れ
た
滅
菌
等
設
備
に
よ
り
滅
菌
等
を
し
、か
つ
、

焼
却
又
は
こ
れ
と
同
等
以
上
の
効
果
を
有
す
る
措
置
を
講
ず
る
こ
と
。
た
だ
し
、
要
管
理
家
畜
伝
染
病
病
原

体
に
よ
る
汚
染
を
除
去
し
た
当
該
死
体
を
学
術
研
究
の
用
に
供
す
る
場
合
は
、
こ
の
限
り
で
な
い
。

ホ

衣
服
及
び
防
護
具
並
び
に
飼
育
設
備
は
、
洗
浄
す
る
前
に
要
管
理
家
畜
伝
染
病
病
原
体
に
よ
る
汚
染
を
除

去
す
る
こ
と
。

ヘ

節
足
動
物
及
び
齧げ

つ

歯
類
の
侵
入
を
防
止
す
る
た
め
に
必
要
な
措
置
を
講
ず
る
こ
と
。

十
一

実
験
室
等
の
出
入
口
に
は
、
別
記
様
式
第
三
十
二
号
に
よ
る
標
識
を
付
す
る
こ
と
。

十
二

管
理
区
域
に
は
、
や
む
を
得
な
い
場
合
を
除
き
人
が
立
ち
入
ら
な
い
よ
う
に
す
る
た
め
の
措
置
を
講
じ
、

病
原
体
業
務
従
事
者
以
外
の
者
が
立
ち
入
る
と
き
は
、
病
原
体
業
務
従
事
者
の
指
示
に
従
わ
せ
る
こ
と
。

（
監
視
伝
染
病
病
原
体
の
運
搬
及
び
滅
菌
等
の
基
準
）

第
五
十
六
条
の
二
十
五

法
第
四
十
六
条
の
十
七
第
一
項
（
法
第
四
十
六
条
の
二
十
第
二
項
に
お
い
て
読
み
替
え
て

準
用
す
る
場
合
を
含
む
。）の
農
林
水
産
省
令
で
定
め
る
技
術
上
の
基
準
の
う
ち
、
監
視
伝
染
病
病
原
体
の
運
搬
に

係
る
も
の
は
、
次
の
と
お
り
と
す
る
。

一

監
視
伝
染
病
病
原
体
の
運
搬
は
、
こ
れ
を
容
器
（
内
装
容
器
、
外
装
容
器
及
び
包
装
の
総
体
を
い
う
。
以
下

こ
の
項
に
お
い
て
同
じ
。）に
入
れ
た
状
態
で
行
う
こ
と
。

二

前
号
の
容
器
は
、
次
に
掲
げ
る
基
準
に
適
合
す
る
も
の
で
あ
る
こ
と
。

イ

容
易
に
、
か
つ
、
安
全
に
取
り
扱
う
こ
と
が
で
き
る
こ
と
。

ロ

や
む
を
得
な
い
場
合
を
除
き
開
封
さ
れ
な
い
よ
う
に
、
容
易
に
破
れ
な
い
シ
ー
ル
の
貼
付
け
等
の
措
置
が

講
じ
ら
れ
て
い
る
こ
と
。

ハ

内
容
物
の
漏
え
い
の
お
そ
れ
が
な
い
十
分
な
強
度
及
び
耐
水
性
を
有
す
る
も
の
で
あ
る
こ
と
。

ニ

運
搬
中
に
予
想
さ
れ
る
温
度
及
び
内
圧
の
変
化
、
振
動
等
に
よ
り
、
亀
裂
、
破
損
等
が
生
ず
る
お
そ
れ
が

な
い
こ
と
。

ホ

第
一
次
容
器
は
、
適
切
な
方
法
に
よ
り
密
閉
さ
れ
た
も
の
で
あ
る
こ
と
。

ヘ

第
二
次
容
器
は
、
適
切
な
方
法
に
よ
り
密
閉
さ
れ
、
か
つ
、
九
十
五
キ
ロ
パ
ス
カ
ル
以
上
の
内
部
の
ゲ
ー

ジ
圧
力
及
び
零
下
四
十
度
か
ら
摂
氏
五
十
五
度
ま
で
の
温
度
の
変
化
に
耐
え
る
も
の
で
あ
る
こ
と
。

ト

外
装
容
器
は
、
直
方
体
の
も
の
で
、
少
な
く
と
も
そ
の
一
面
は
各
辺
が
十
セ
ン
チ
メ
ー
ト
ル
以
上
の
も
の

と
す
る
こ
と
。

チ

内
装
容
器
に
、
監
視
伝
染
病
病
原
体
に
代
え
て
水
又
は
水
と
不
凍
液
を
混
合
し
た
も
の
を
当
該
内
装
容
器

の
容
量
の
九
十
八
パ
ー
セ
ン
ト
以
上
入
れ
た
状
態
で
、
容
器
を
、
次
の
表
の
上
欄
に
掲
げ
る
内
装
容
器
の
材

料
及
び
同
表
の
中
欄
に
掲
げ
る
外
装
容
器
の
材
料
に
つ
き
、
そ
れ
ぞ
れ
同
表
の
下
欄
に
定
め
る
条
件
の
下
に

置
い
た
後
、
速
や
か
に
九
メ
ー
ト
ル
の
高
さ
か
ら
硬
く
滑
ら
か
な
水
平
面
に
最
大
の
破
損
を
及
ぼ
す
よ
う
に

落
下
さ
せ
た
場
合
に
お
い
て
、
当
該
容
器
に
、
内
容
物
の
漏
え
い
又
は
運
搬
の
安
全
性
を
損
な
う
お
そ
れ
が

あ
る
損
傷
が
な
い
こ
と
。

リ

内
装
容
器
に
、
監
視
伝
染
病
病
原
体
に
代
え
て
水
又
は
水
と
不
凍
液
を
混
合
し
た
も
の
を
当
該
内
装
容
器

の
容
量
の
九
十
八
パ
ー
セ
ン
ト
以
上
入
れ
た
状
態
で
、
容
器
を
、
次
に
掲
げ
る
条
件
の
下
に
置
い
た
場
合
に

お
い
て
、
当
該
容
器
に
、
内
容
物
の
漏
え
い
又
は
運
搬
の
安
全
性
を
損
な
う
お
そ
れ
が
あ
る
損
傷
が
な
い
こ

と
。

\

当
該
容
器
の
総
質
量
が
七
キ
ロ
グ
ラ
ム
以
下
の
場
合
に
あ
つ
て
は
、
鋼
鉄
丸
棒
で
あ
つ
て
、
そ
の
質
量

が
七
キ
ロ
グ
ラ
ム
、
そ
の
直
径
が
三
・
八
セ
ン
チ
メ
ー
ト
ル
以
下
、
か
つ
、
そ
の
先
端
の
半
径
が
〇
・
六

セ
ン
チ
メ
ー
ト
ル
以
下
の
も
の
を
、
当
該
容
器
に
、
一
メ
ー
ト
ル
の
高
さ
か
ら
当
該
容
器
に
対
し
て
最
大

の
損
傷
を
及
ぼ
す
よ
う
に
落
下
さ
せ
て
衝
突
さ
せ
る
こ
と
。

˜˜
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当
該
容
器
の
総
質
量
が
七
キ
ロ
グ
ラ
ム
を
超
え
る
場
合
に
あ
つ
て
は
、
当
該
容
器
を
、
硬
質
の
水
平
面

に
垂
直
に
固
定
し
た
鋼
鉄
丸
棒
で
あ
つ
て
、
そ
の
直
径
が
三
・
八
セ
ン
チ
メ
ー
ト
ル
、
そ
の
長
さ
が
二
十

セ
ン
チ
メ
ー
ト
ル
、
か
つ
、
そ
の
上
端
の
半
径
が
〇
・
六
セ
ン
チ
メ
ー
ト
ル
以
下
の
も
の
に
、
一
メ
ー
ト

ル
の
高
さ
か
ら
当
該
容
器
に
対
し
て
最
大
の
損
傷
を
及
ぼ
す
よ
う
に
落
下
さ
せ
て
衝
突
さ
せ
る
こ
と
。

ヌ

一
の
第
二
次
容
器
に
二
以
上
の
第
一
次
容
器
を
入
れ
る
場
合
に
は
、
第
一
次
容
器
同
士
の
接
触
が
な
い
よ

う
に
、
第
一
次
容
器
を
個
々
に
包
装
し
、
又
は
分
離
し
て
包
装
す
る
こ
と
。

ル

監
視
伝
染
病
病
原
体
と
他
の
物
（
当
該
監
視
伝
染
病
病
原
体
を
運
搬
す
る
た
め
に
必
要
な
も
の
を
除
く
。）

を
同
一
の
外
装
容
器
に
入
れ
な
い
こ
と
。

ヲ

液
状
の
物
質
を
運
搬
す
る
際
に
吸
収
材
又
は
緩
衝
材
を
使
用
す
る
場
合
に
は
、
当
該
吸
収
材
又
は
緩
衝
材

は
、
当
該
液
状
の
物
質
の
全
量
を
吸
収
す
る
こ
と
が
で
き
る
量
と
す
る
こ
と
。

ワ

環
境
温
度
以
上
の
温
度
の
下
に
お
い
て
運
搬
す
る
場
合
に
は
、
第
一
次
容
器
は
、
ガ
ラ
ス
製
、
金
属
製
又

は
プ
ラ
ス
チ
ッ
ク
製
で
あ
る
こ
と
。

カ

外
装
容
器
に
氷
を
入
れ
て
運
搬
す
る
場
合
に
は
、
当
該
外
装
容
器
に
、
当
該
氷
が
溶
け
て
も
第
二
次
容
器

を
そ
の
原
位
置
に
保
持
す
る
支
持
物
を
設
け
る
と
と
も
に
、
漏
水
を
防
止
す
る
措
置
を
講
ず
る
こ
と
。

ヨ

外
装
容
器
に
ド
ラ
イ
ア
イ
ス
を
入
れ
て
運
搬
す
る
場
合
に
は
、
当
該
外
装
容
器
に
、
当
該
ド
ラ
イ
ア
イ
ス

が
気
化
し
て
も
第
二
次
容
器
を
そ
の
原
位
置
に
保
持
す
る
支
持
物
を
設
け
る
と
と
も
に
、
気
化
し
た
ド
ラ
イ

ア
イ
ス
の
ガ
ス
を
放
散
す
る
措
置
を
講
ず
る
こ
と
。

タ

液
化
窒
素
を
使
用
す
る
場
合
に
は
、
第
一
次
容
器
が
プ
ラ
ス
チ
ッ
ク
製
で
あ
り
、
か
つ
、
第
一
次
容
器
及

び
第
二
次
容
器
が
液
化
窒
素
の
温
度
に
耐
え
る
も
の
で
あ
る
こ
と
。

レ

凍
結
乾
燥
の
物
質
を
運
搬
す
る
場
合
に
は
、
第
一
次
容
器
は
、
火
炎
密
封
さ
れ
た
ガ
ラ
ス
製
の
ア
ン
プ
ル

又
は
ゴ
ム
栓
を
し
た
金
属
製
の
シ
ー
ル
付
き
の
ガ
ラ
ス
製
の
瓶
と
す
る
こ
と
が
で
き
る
こ
と
。

ソ

外
装
容
器
に
、
内
容
物
の
項
目
リ
ス
ト
を
封
入
す
る
こ
と
。

（
災
害
時
の
応
急
措
置
）

第
五
十
六
条
の
二
十
六

法
第
四
十
六
条
の
十
八
第
一
項
（
法
第
四
十
六
条
の
二
十
第
二
項
に
お
い
て
読
み
替
え
て

準
用
す
る
場
合
を
含
む
。）の
規
定
に
よ
り
講
じ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
応
急
の
措
置
は
、
次
に
掲
げ
る
と
こ
ろ
に
よ

る
。

一

必
要
に
応
じ
て
監
視
伝
染
病
病
原
体
を
安
全
な
場
所
に
移
す
と
と
も
に
、
監
視
伝
染
病
病
原
体
が
あ
る
場
所

の
周
囲
に
は
、
縄
を
張
り
、
又
は
標
識
等
を
設
け
、
か
つ
、
見
張
人
を
配
置
す
る
こ
と
に
よ
り
、
関
係
者
以
外

の
者
が
立
ち
入
ら
な
い
よ
う
に
す
る
た
め
の
措
置
を
講
ず
る
よ
う
努
め
る
こ
と
。

二

そ
の
他
監
視
伝
染
病
病
原
体
に
よ
る
家
畜
の
伝
染
性
疾
病
の
発
生
を
予
防
し
、
又
は
そ
の
ま
ん
延
を
防
止
す

る
た
め
に
必
要
な
措
置
を
講
ず
る
こ
と
。

２

法
第
四
十
六
条
の
十
八
第
二
項
（
法
第
四
十
六
条
の
二
十
第
二
項
に
お
い
て
準
用
す
る
場
合
を
含
む
。）の
規
定

に
よ
る
届
出
は
、
別
記
様
式
第
四
十
五
号
に
よ
り
す
る
も
の
と
す
る
。

（
届
出
伝
染
病
等
病
原
体
）

第
五
十
六
条
の
二
十
七

法
第
四
十
六
条
の
十
九
第
一
項
本
文
の
農
林
水
産
省
令
で
定
め
る
病
原
体
は
、
次
に
掲
げ

る
も
の
と
す
る
。

一

モ
ル
ビ
リ
ウ
イ
ル
ス
・
リ
ン
ダ
ー
ペ
ス
ト
ウ
イ
ル
ス
（
Ｌ
株
、
Ｂ
Ａ
e

Ｙ
Ｓ
株
及
び
Ｒ
Ｂ
Ｏ
Ｋ
株
に
限
る
。）

（
別
名
牛
疫
ウ
イ
ル
ス
）

二

ベ
シ
キ
ュ
ロ
ウ
イ
ル
ス
・
ベ
シ
キ
ュ
ラ
ー
ス
ト
マ
テ
ィ
テ
ィ
ス
ア
ラ
ゴ
ア
ス
ウ
イ
ル
ス
（
別
名
水
胞
性
口
炎

ウ
イ
ル
ス
）

三

ベ
シ
キ
ュ
ロ
ウ
イ
ル
ス
・
ベ
シ
キ
ュ
ラ
ー
ス
ト
マ
テ
ィ
テ
ィ
ス
イ
ン
デ
ィ
ア
ナ
ウ
イ
ル
ス
（
別
名
水
胞
性
口

炎
ウ
イ
ル
ス
）

四

ベ
シ
キ
ュ
ロ
ウ
イ
ル
ス
・
ベ
シ
キ
ュ
ラ
ー
ス
ト
マ
テ
ィ
テ
ィ
ス
ニ
ュ
ー
ジ
ャ
ー
ジ
ー
ウ
イ
ル
ス
（
別
名
水
胞

性
口
炎
ウ
イ
ル
ス
）

五

パ
ス
ツ
レ
ラ
・
マ
ル
ト
シ
ダ
（
莢き

よ
う

膜
抗
原
型
が
Ｂ
又
は
Ｅ
で
あ
る
も
の
あ
つ
て
、
菌
体
抗
原
型
が

H
e
d
d
le
sto

n

の
型
別
で
二
又
は
二
・
五
で
あ
る
も
の
に
限
る
。）（
別
名
出
血
性
敗
血
症
菌
）

六

ブ
ル
セ
ラ
・
オ
ビ
ス
（
別
名
ブ
ル
セ
ラ
病
菌
）

七

マ
イ
コ
バ
ク
テ
リ
ウ
ム
・
ボ
ー
ビ
ス
（
別
名
結
核
病
菌
）

八

マ
イ
コ
バ
ク
テ
リ
ウ
ム
・
カ
プ
レ
（
別
名
結
核
病
菌
）

九

レ
ン
チ
ウ
イ
ル
ス
・
エ
ク
イ
ン
イ
ン
フ
ェ
ク
シ
ャ
ス
ア
ネ
ミ
ア
ウ
イ
ル
ス（
別
名
馬
伝
染
性
貧
血
ウ
イ
ル
ス
）

十

エ
ン
テ
ロ
ウ
イ
ル
ス
・
ス
ワ
イ
ン
ベ
シ
キ
ュ
ラ
ー
デ
ィ
ジ
ー
ズ
ウ
イ
ル
ス
（
別
名
豚
水
胞
病
ウ
イ
ル
ス
）

十
一

イ
ン
フ
ル
エ
ン
ザ
ウ
イ
ル
ス
Ａ
・
イ
ン
フ
ル
エ
ン
ザ
Ａ
ウ
イ
ル
ス
（
第
五
十
六
条
の
三
第
九
号
イ
か
ら
ト

ま
で
に
掲
げ
る
病
原
体
に
限
る
。）（
別
名
低
病
原
性
鳥
イ
ン
フ
ル
エ
ン
ザ
ウ
イ
ル
ス
）

三

容
器
の
表
面
に
は
、
次
に
掲
げ
る
措
置
を
講
ず
る
こ
と
。

イ

様
式
第
四
十
二
号
に
よ
る
表
示
を
容
易
に
消
せ
な
い
方
法
で
付
す
る
こ
と
。

ロ

様
式
第
四
十
三
号
に
よ
る
標
識
を
見
や
す
い
よ
う
に
付
す
る
こ
と
。

ハ

液
状
の
監
視
伝
染
病
病
原
体
を
入
れ
る
場
合
に
は
、
容
器
の
表
面
に
は
、
ロ
の
標
識
の
ほ
か
、
様
式
第
四

十
四
号
に
よ
る
標
識
を
そ
の
相
対
す
る
二
側
面
に
見
や
す
い
よ
う
に
付
す
る
こ
と
。

ニ

次
に
掲
げ
る
事
項
を
見
や
す
い
よ
う
に
表
示
す
る
こ
と
。

\

荷
受
人
及
び
荷
送
人
の
氏
名
又
は
名
称
及
び
住
所

]

責
任
者
の
氏
名
又
は
名
称
及
び
電
話
番
号

^

「
病
毒
を
移
し
や
す
い
物
質
（
動
物
に
対
し
伝
染
性
が
あ
る
も
の
）」及
び
「
Ｕ
Ｎ
二
九
〇
〇
」
の
文
字

（
人
体
に
対
し
て
も
伝
染
性
が
あ
る
病
原
体
を
運
搬
す
る
場
合
に
あ
つ
て
は
、「
病
毒
を
移
し
や
す
い
物
質

（
人
体
に
対
し
伝
染
性
が
あ
る
も
の
）」及
び
「
Ｕ
Ｎ
二
八
一
四
」
の
文
字
）

四

監
視
伝
染
病
病
原
体
を
入
れ
た
容
器
の
車
両
等
へ
の
積
付
け
は
、
運
搬
中
に
お
い
て
移
動
、
転
倒
、
転
落
等

に
よ
り
安
全
性
が
損
な
わ
れ
な
い
よ
う
に
行
う
こ
と
。

五

重
点
管
理
家
畜
伝
染
病
病
原
体
を
運
搬
す
る
者
は
、
次
に
掲
げ
る
措
置
を
講
ず
る
こ
と
。

イ

第
三
号
ニ
\
か
ら
^
ま
で
に
掲
げ
る
事
項
そ
の
他
参
考
と
な
る
事
項
を
荷
送
人
が
記
載
し
た
書
面
を
携
行

す
る
こ
と
。

ロ

重
点
管
理
家
畜
伝
染
病
病
原
体
の
取
扱
方
法
、
事
故
が
生
じ
た
場
合
に
講
じ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
措
置
そ

の
他
の
当
該
病
原
体
の
運
搬
に
関
し
留
意
す
べ
き
事
項
を
記
載
し
た
書
面
を
携
行
す
る
こ
と
。

ハ

事
故
が
生
じ
た
場
合
に
必
要
な
有
効
塩
素
濃
度
〇
・
一
パ
ー
セ
ン
ト
以
上
の
次
亜
塩
素
酸
ナ
ト
リ
ウ
ム
水

又
は
こ
れ
と
同
等
以
上
の
効
果
を
有
す
る
も
の
を
携
行
す
る
こ
と
。

２

前
項
第
二
号
ロ
、
ト
か
ら
リ
ま
で
、
ル
、
カ
及
び
ソ
、
第
三
号
及
び
第
五
号
の
規
定
は
、
事
業
所
内
に
お
い
て

行
う
家
畜
伝
染
病
病
原
体
の
運
搬
に
つ
い
て
は
、
適
用
し
な
い
。

３

事
業
所
内
に
お
い
て
行
う
届
出
伝
染
病
等
病
原
体
の
運
搬
に
つ
い
て
は
、
第
一
項
第
二
号
（
イ
、
ハ
及
び
ニ
を

除
く
。）、
第
三
号
及
び
第
五
号
の
規
定
は
適
用
せ
ず
、
同
項
第
一
号
の
規
定
の
適
用
に
つ
い
て
は
、
同
号
中
「
容

器
（
内
装
容
器
、
外
装
容
器
及
び
包
装
の
総
体
を
い
う
。
以
下
こ
の
項
に
お
い
て
同
じ
。）」
と
あ
る
の
は
、「
密
封

す
る
こ
と
が
で
き
る
容
器
」
と
す
る
。

４

法
第
四
十
六
条
の
十
七
第
一
項
（
法
第
四
十
六
条
の
二
十
第
二
項
に
お
い
て
読
み
替
え
て
準
用
す
る
場
合
を
含

む
。）の
農
林
水
産
省
令
で
定
め
る
技
術
上
の
基
準
の
う
ち
、
監
視
伝
染
病
病
原
体
の
滅
菌
等
に
係
る
も
の
は
、
次

の
と
お
り
と
す
る
。

一

摂
氏
百
二
十
一
度
以
上
で
十
五
分
以
上
若
し
く
は
こ
れ
と
同
等
以
上
の
効
果
を
有
す
る
条
件
で
高
圧
蒸
気
滅

菌
を
す
る
方
法
又
は
こ
れ
ら
と
同
等
以
上
の
効
果
を
有
す
る
方
法
に
よ
り
滅
菌
等
を
す
る
こ
と
。

二

排
水
は
、
摂
氏
百
二
十
一
度
以
上
で
十
五
分
以
上
若
し
く
は
こ
れ
と
同
等
以
上
の
効
果
を
有
す
る
条
件
で
高

圧
蒸
気
滅
菌
を
す
る
方
法
又
は
こ
れ
ら
と
同
等
以
上
の
効
果
を
有
す
る
方
法
に
よ
り
滅
菌
等
を
す
る
こ
と
。

十
二

エ
イ
ブ
ラ
ウ
イ
ル
ス
・
ニ
ュ
ー
カ
ッ
ス
ル
デ
ィ
ジ
ー
ズ
ウ
イ
ル
ス
（
次
に
掲
げ
る
要
件
の
い
ず
れ
か
に
該

当
す
る
も
の
に
限
る
。）（
別
名
ニ
ュ
ー
カ
ッ
ス
ル
病
ウ
イ
ル
ス
）

イ

鶏
の
初
生
ひ
な
に
お
け
る
Ｉ
Ｃ
Ｐ
Ｉ
が
〇
・
七
以
上
で
あ
る
こ
と
。

ロ

次
の
い
ず
れ
に
も
該
当
す
る
こ
と
。

\

Ｆ
蛋た

ん

白
質
の
百
十
三
番
目
か
ら
百
十
六
番
目
ま
で
の
ア
ミ
ノ
酸
残
基
の
う
ち
三
以
上
が
ア
ル
ギ
ニ
ン
残

基
又
は
リ
ジ
ン
残
基
で
あ
る
と
推
定
さ
れ
る
こ
と
。

]

Ｆ
蛋た

ん

白
質
の
百
十
七
番
目
の
ア
ミ
ノ
酸
残
基
が
フ
ェ
ニ
ル
ア
ラ
ニ
ン
残
基
で
あ
る
と
推
定
さ
れ
る
こ

と
。

˜™
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十
三

サ
ル
モ
ネ
ラ
・
エ
ン
テ
リ
カ
（
血
清
型
が
ガ
リ
ナ
ル
ム
で
あ
る
も
の
で
あ
つ
て
、
生
物
型
が
プ
ロ
ー
ラ
ム

又
は
ガ
リ
ナ
ル
ム
で
あ
る
も
の
に
限
る
。）（
別
名
家
き
ん
サ
ル
モ
ネ
ラ
感
染
症
菌
）

十
四

マ
カ
ウ
イ
ル
ス
・
ア
ル
セ
ラ
パ
イ
ン
ヘ
ル
ペ
ス
ウ
イ
ル
ス
一
（
別
名
悪
性
カ
タ
ル
熱
ウ
イ
ル
ス
）

十
五

マ
カ
ウ
イ
ル
ス
・
オ
バ
イ
ン
ヘ
ル
ペ
ス
ウ
イ
ル
ス
二
（
別
名
悪
性
カ
タ
ル
熱
ウ
イ
ル
ス
）

十
六

イ
ン
フ
ル
エ
ン
ザ
ウ
イ
ル
ス
Ａ
・
イ
ン
フ
ル
エ
ン
ザ
Ａ
ウ
イ
ル
ス
（
血
清
亜
型
が
Ｈ
三
Ｎ
八
又
は
Ｈ
七
Ｎ

七
で
あ
る
も
の
で
あ
つ
て
、
馬
か
ら
分
離
さ
れ
た
も
の
に
限
る
。）（
別
名
馬
イ
ン
フ
ル
エ
ン
ザ
ウ
イ
ル
ス
）

十
七

ベ
シ
ウ
イ
ル
ス
・
ベ
シ
キ
ュ
ラ
ー
エ
グ
ザ
ン
テ
マ
オ
ブ
ス
ワ
イ
ン
ウ
イ
ル
ス（
別
名
豚
水
疱ほ

う

疹し
ん

ウ
イ
ル
ス
）

（
届
出
伝
染
病
等
病
原
体
の
所
持
の
届
出
）

第
五
十
六
条
の
二
十
八

法
第
四
十
六
条
の
十
九
第
一
項
本
文
の
届
出
は
、
事
業
所
ご
と
に
、
別
記
様
式
第
四
十
六

号
に
よ
る
届
出
書
に
次
に
掲
げ
る
書
類
を
添
え
て
す
る
も
の
と
す
る
。

一

法
人
に
あ
つ
て
は
、
法
人
の
登
記
事
項
証
明
書

二

届
出
伝
染
病
等
病
原
体
取
扱
施
設
を
中
心
と
し
、
縮
尺
及
び
方
位
を
付
け
た
事
業
所
内
外
の
見
取
図

三

届
出
伝
染
病
等
病
原
体
取
扱
施
設
の
う
ち
、
届
出
伝
染
病
等
病
原
体
の
取
扱
い
に
係
る
室
の
間
取
り
、設
備
、

用
途
及
び
出
入
口
、
管
理
区
域
並
び
に
別
記
様
式
第
三
十
二
号
に
よ
る
標
識
を
付
け
る
箇
所
を
示
し
、
か
つ
、

縮
尺
及
び
方
位
を
付
け
た
平
面
図

四

届
出
伝
染
病
等
病
原
体
取
扱
施
設
の
う
ち
、
届
出
伝
染
病
等
病
原
体
の
取
扱
い
に
係
る
主
要
部
分
の
縮
尺
を

付
け
た
立
面
図
（
当
該
主
要
部
分
が
全
て
前
号
の
平
面
図
に
図
示
さ
れ
て
い
る
場
合
を
除
く
。）

五

そ
の
他
当
該
届
出
に
係
る
届
出
伝
染
病
等
病
原
体
取
扱
施
設
が
法
第
四
十
六
条
の
二
十
第
一
項
に
お
い
て
読

み
替
え
て
準
用
す
る
法
第
四
十
六
条
の
十
六
第
一
項
の
技
術
上
の
基
準
に
適
合
し
て
い
る
こ
と
を
説
明
し
た
書

類

２

法
第
四
十
六
条
の
十
九
第
一
項
本
文
の
農
林
水
産
省
令
で
定
め
る
事
項
は
、
次
の
と
お
り
と
す
る
。

一

氏
名
又
は
名
称
及
び
住
所
並
び
に
法
人
に
あ
つ
て
は
、
そ
の
代
表
者
の
氏
名

二

所
持
の
開
始
の
年
月
日

三

届
出
伝
染
病
等
病
原
体
取
扱
施
設
の
位
置
、
構
造
及
び
設
備

（
家
畜
の
伝
染
性
疾
病
の
検
査
を
行
つ
て
い
る
機
関
の
届
出
伝
染
病
等
病
原
体
の
所
持
の
基
準
）

第
五
十
六
条
の
二
十
九

法
第
四
十
六
条
の
十
九
第
一
項
第
一
号
の
規
定
に
よ
る
届
出
伝
染
病
等
病
原
体
の
所
持

は
、
次
に
掲
げ
る
基
準
に
従
い
、
行
う
も
の
と
す
る
。

一

保
管
庫
に
お
い
て
、
密
封
す
る
こ
と
が
で
き
る
容
器
に
入
れ
た
状
態
で
行
う
こ
と
。

二

当
該
所
持
を
す
る
間
保
管
庫
を
確
実
に
施
錠
す
る
等
、
や
む
を
得
な
い
場
合
を
除
き
届
出
伝
染
病
等
病
原
体

を
持
ち
出
す
こ
と
が
で
き
な
い
よ
う
に
す
る
た
め
の
措
置
を
講
ず
る
こ
と
。

三

滅
菌
等
を
す
る
場
合
に
あ
つ
て
は
、
所
持
の
開
始
の
日
か
ら
十
日
以
内
に
、
第
五
十
六
条
の
三
十
三
第
四
項

に
規
定
す
る
基
準
に
従
い
、
自
ら
又
は
他
者
に
委
託
し
て
行
う
こ
と
と
し
、譲
渡
し
を
す
る
場
合
に
あ
つ
て
は
、

所
持
の
開
始
の
日
後
遅
滞
な
く
行
う
こ
と
。

（
所
持
の
届
出
に
係
る
変
更
及
び
不
所
持
の
届
出
）

第
五
十
六
条
の
三
十

法
第
四
十
六
条
の
十
九
第
二
項
の
規
定
に
よ
る
変
更
及
び
不
所
持
の
届
出
は
、
別
記
様
式
第

四
十
七
号
に
よ
る
届
出
書
に
、
変
更
の
届
出
に
あ
つ
て
は
第
五
十
六
条
の
二
十
八
第
一
項
第
二
号
か
ら
第
五
号
ま

で
に
掲
げ
る
書
類
を
添
え
て
す
る
も
の
と
す
る
。

（
記
帳
）

第
五
十
六
条
の
三
十
一

法
第
四
十
六
条
の
二
十
第
一
項
に
お
い
て
読
み
替
え
て
準
用
す
る
法
第
四
十
六
条
の
十
五

第
一
項
の
規
定
に
よ
り
届
出
所
持
者
が
備
え
る
べ
き
帳
簿
に
記
載
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
事
項
の
細
目
は
、
次
の

と
お
り
と
す
る
。

一

受
入
れ
又
は
払
出
し
に
係
る
届
出
伝
染
病
等
病
原
体
の
種
類
及
び
数
量

二

届
出
伝
染
病
等
病
原
体
の
受
入
れ
又
は
払
出
し
の
年
月
日

三

届
出
伝
染
病
等
病
原
体
の
保
管
の
方
法
及
び
場
所

四

使
用
に
係
る
届
出
伝
染
病
等
病
原
体
の
種
類

五

届
出
伝
染
病
等
病
原
体
の
使
用
の
年
月
日

六

滅
菌
譲
渡
に
係
る
届
出
伝
染
病
等
病
原
体
の
種
類

七

届
出
伝
染
病
等
病
原
体
の
滅
菌
譲
渡
の
年
月
日

八

届
出
伝
染
病
等
病
原
体
の
滅
菌
等
の
方
法
及
び
場
所

九

届
出
伝
染
病
等
病
原
体
の
受
入
れ
又
は
払
出
し
を
し
た
者
の
氏
名

十

届
出
伝
染
病
等
病
原
体
の
使
用
を
し
た
者
の
氏
名

十
一

届
出
伝
染
病
等
病
原
体
の
滅
菌
等
を
し
た
者
の
氏
名

十
二

届
出
伝
染
病
等
病
原
体
取
扱
施
設
の
点
検
の
実
施
年
月
日
、
点
検
の
結
果
及
び
こ
れ
に
伴
う
措
置
の
内
容

並
び
に
点
検
し
た
者
の
氏
名

２

前
項
の
帳
簿
に
は
、
第
五
十
六
条
の
二
十
二
第
二
項
か
ら
第
四
項
ま
で
の
規
定
を
準
用
す
る
。

（
届
出
伝
染
病
等
病
原
体
取
扱
施
設
の
基
準
）

第
五
十
六
条
の
三
十
二

法
第
四
十
六
条
の
二
十
第
一
項
に
お
い
て
読
み
替
え
て
準
用
す
る
法
第
四
十
六
条
の
十
六

第
一
項
の
届
出
伝
染
病
等
病
原
体
取
扱
施
設
に
係
る
農
林
水
産
省
令
で
定
め
る
技
術
上
の
基
準
は
、
次
の
と
お
り

と
す
る
。

一

当
該
届
出
伝
染
病
等
病
原
体
取
扱
施
設
に
、
管
理
区
域
を
設
定
す
る
こ
と
。

二

届
出
伝
染
病
等
病
原
体
の
保
管
庫
は
、
実
験
室
等
の
内
部
（
出
入
口
に
施
錠
そ
の
他
の
通
行
制
限
の
た
め
の

措
置
が
講
じ
ら
れ
て
い
る
保
管
施
設
が
管
理
区
域
内
に
設
け
ら
れ
て
い
る
と
き
は
、
当
該
保
管
施
設
の
内
部
）

に
設
け
、
鍵
そ
の
他
の
閉
鎖
の
た
め
の
設
備
又
は
器
具
を
設
け
る
こ
と
。

三

届
出
伝
染
病
等
病
原
体
の
実
験
室
等
は
、
次
の
と
お
り
と
す
る
こ
と
。

イ

実
験
室
等
の
内
部
の
壁
、
床
、
天
井
そ
の
他
届
出
伝
染
病
等
病
原
体
に
よ
り
汚
染
さ
れ
る
お
そ
れ
が
あ
る

部
分
は
、
そ
の
表
面
が
消
毒
の
容
易
な
構
造
で
あ
る
こ
と
。

ロ

実
験
室
等
の
内
部
に
安
全
キ
ャ
ビ
ネ
ッ
ト
を
備
え
て
い
る
こ
と
（
製
造
施
設
に
あ
つ
て
は
、
当
該
製
造
施

設
か
ら
の
届
出
伝
染
病
等
病
原
体
の
拡
散
を
防
止
す
る
た
め
の
措
置
を
講
じ
て
い
る
こ
と
。）。
た
だ
し
、
次

に
掲
げ
る
場
合
は
、
こ
の
限
り
で
な
い
。

\

届
出
伝
染
病
等
病
原
体
の
使
用
が
エ
ア
ロ
ゾ
ル
の
発
生
を
伴
う
も
の
で
な
い
場
合

]

動
物
に
対
し
て
届
出
伝
染
病
等
病
原
体
を
使
用
す
る
場
合
に
お
い
て
、
そ
の
大
き
さ
の
た
め
に
当
該
動

物
を
安
全
キ
ャ
ビ
ネ
ッ
ト
に
収
容
す
る
こ
と
が
で
き
な
い
と
き
。

ハ

実
験
室
等
に
、
足
若
し
く
は
肘
で
又
は
自
動
で
操
作
す
る
こ
と
が
で
き
る
手
洗
い
設
備
を
設
け
る
こ
と
。

た
だ
し
、
当
該
設
備
と
同
等
以
上
の
効
果
を
有
す
る
措
置
を
講
じ
て
い
る
場
合
は
、
こ
の
限
り
で
な
い
。

ニ

実
験
室
等
に
、
鍵
そ
の
他
の
閉
鎖
の
た
め
の
設
備
又
は
器
具
を
設
け
る
こ
と
。

四

実
験
室
等
に
お
い
て
動
物
に
対
し
て
届
出
伝
染
病
等
病
原
体
を
使
用
す
る
場
合
に
は
、
次
の
と
お
り
と
す
る

こ
と
。

イ

飼
育
設
備
は
、
当
該
実
験
室
等
の
内
部
に
設
け
る
こ
と
。

ロ

第
五
十
六
条
の
二
十
七
第
一
号
か
ら
第
四
号
ま
で
、
第
六
号
か
ら
第
八
号
ま
で
、
第
十
号
か
ら
第
十
二
号

ま
で
、
第
十
六
号
及
び
第
十
七
号
に
掲
げ
る
病
原
体
の
実
験
室
等
に
あ
つ
て
は
、
次
に
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ

り
、
排
気
設
備
を
設
け
る
こ
と
又
は
飼
育
設
備
を
ア
イ
ソ
レ
ー
タ
ー
内
に
設
け
る
こ
と
。

\

排
気
設
備
は
、
常
に
空
気
が
実
験
室
等
の
出
入
口
か
ら
実
験
室
等
の
内
部
へ
流
れ
る
よ
う
管
理
す
る
こ

と
が
で
き
る
構
造
で
あ
る
こ
と
。

]

排
気
設
備
は
、
実
験
室
等
か
ら
の
排
気
が
、
一
以
上
の
ヘ
パ
フ
ィ
ル
タ
ー
を
通
じ
て
な
さ
れ
る
構
造
で

あ
る
こ
と
。

^

排
気
設
備
は
、
そ
の
稼
働
状
況
を
確
認
す
る
装
置
を
備
え
て
い
る
こ
と
。

五

届
出
伝
染
病
等
病
原
体
の
滅
菌
等
設
備
は
、当
該
届
出
伝
染
病
等
病
原
体
取
扱
施
設
の
内
部
に
設
け
る
こ
と
。

六

一
年
に
一
回
以
上
定
期
的
に
当
該
届
出
伝
染
病
等
病
原
体
取
扱
施
設
を
点
検
し
、
前
各
号
に
掲
げ
る
基
準
に

適
合
す
る
よ
う
そ
の
機
能
の
維
持
が
図
ら
れ
る
こ
と
。

２

前
項
の
規
定
は
、
第
五
十
六
条
の
三
第
九
号
ハ
か
ら
ト
ま
で
に
掲
げ
る
病
原
体
の
取
扱
い
を
す
る
施
設
で
あ
つ

て
、
当
該
病
原
体
の
み
を
取
り
扱
い
、
か
つ
、
動
物
に
対
し
て
当
該
病
原
体
を
使
用
し
な
い
も
の
に
つ
い
て
は
、

適
用
し
な
い
。

˜š
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（
届
出
伝
染
病
等
病
原
体
の
保
管
及
び
使
用
の
基
準
）

第
五
十
六
条
の
三
十
三

法
第
四
十
六
条
の
二
十
第
二
項
に
お
い
て
読
み
替
え
て
準
用
す
る
法
第
四
十
六
条
の
十
七

第
一
項
の
農
林
水
産
省
令
で
定
め
る
技
術
上
の
基
準
の
う
ち
、
届
出
伝
染
病
等
病
原
体
の
保
管
に
係
る
も
の
は
、

次
の
と
お
り
と
す
る
。

一

届
出
伝
染
病
等
病
原
体
の
保
管
は
、
保
管
庫
に
お
い
て
、
密
封
す
る
こ
と
が
で
き
る
容
器
に
入
れ
た
状
態
で

行
う
こ
と
。

二

届
出
伝
染
病
等
病
原
体
を
保
管
す
る
間
保
管
庫
を
確
実
に
施
錠
す
る
等
、
や
む
を
得
な
い
場
合
を
除
き
届
出

伝
染
病
等
病
原
体
を
持
ち
出
す
こ
と
が
で
き
な
い
よ
う
に
す
る
た
め
の
措
置
を
講
ず
る
こ
と
。

三

届
出
伝
染
病
等
病
原
体
の
保
管
施
設
（
届
出
伝
染
病
等
病
原
体
を
実
験
室
等
内
に
お
い
て
保
管
す
る
場
合
に

あ
つ
て
は
、
当
該
実
験
室
等
）
の
出
入
口
に
は
、
別
記
様
式
第
三
十
二
号
に
よ
る
標
識
を
付
す
る
こ
と
。

２

法
第
四
十
六
条
の
二
十
第
二
項
に
お
い
て
読
み
替
え
て
準
用
す
る
法
第
四
十
六
条
の
十
七
第
一
項
の
農
林
水
産

省
令
で
定
め
る
技
術
上
の
基
準
の
う
ち
、
届
出
伝
染
病
等
病
原
体
の
使
用
に
係
る
も
の
は
、次
の
と
お
り
と
す
る
。

一

実
験
室
等
内
に
お
い
て
は
、
専
用
の
衣
服
（
実
験
室
等
に
立
ち
入
る
者
が
着
用
し
て
い
る
衣
服
の
上
か
ら
着

用
す
る
衣
服
を
い
う
。
以
下
こ
の
項
に
お
い
て
同
じ
。）及
び
防
護
具
を
着
用
し
て
作
業
す
る
こ
と
。

二

届
出
伝
染
病
等
病
原
体
の
使
用
は
、
次
に
掲
げ
る
場
合
を
除
き
、
実
験
室
等
（
製
造
施
設
を
除
く
。）の
内
部

に
備
え
ら
れ
た
安
全
キ
ャ
ビ
ネ
ッ
ト
に
お
い
て
行
う
こ
と
。

イ

当
該
使
用
が
エ
ア
ロ
ゾ
ル
の
発
生
を
伴
う
も
の
で
な
い
場
合

ロ

動
物
に
対
し
て
届
出
伝
染
病
等
病
原
体
を
使
用
す
る
場
合
に
お
い
て
、
そ
の
大
き
さ
の
た
め
に
当
該
動
物

を
安
全
キ
ャ
ビ
ネ
ッ
ト
に
収
容
す
る
こ
と
が
で
き
な
い
と
き
。

三

届
出
伝
染
病
等
病
原
体
を
使
用
す
る
際
に
は
、
実
験
室
等
の
ド
ア
を
閉
め
て
お
く
こ
と
。

四

実
験
室
等
の
作
業
区
域
に
お
け
る
飲
食
、
喫
煙
及
び
化
粧
を
禁
止
す
る
こ
と
。

五

実
験
室
等
か
ら
退
出
す
る
と
き
は
、
衣
服
及
び
防
護
具
を
脱
ぐ
こ
と
。

六

実
験
室
等
か
ら
退
出
す
る
と
き
は
、
手
洗
い
設
備
に
よ
り
手
指
を
洗
浄
す
る
こ
と
。
た
だ
し
、
当
該
設
備
と

同
等
以
上
の
効
果
を
有
す
る
措
置
を
講
じ
て
い
る
場
合
は
、
こ
の
限
り
で
な
い
。

七

届
出
伝
染
病
等
病
原
体
に
よ
り
汚
染
し
、
又
は
汚
染
し
た
お
そ
れ
が
あ
る
実
験
室
等
か
ら
の
排
水
は
、
当
該

実
験
室
等
に
お
い
て
滅
菌
等
を
す
る
場
合
を
除
き
、
密
封
す
る
こ
と
が
で
き
る
容
器
に
入
れ
て
当
該
実
験
室
等

か
ら
持
ち
出
し
、届
出
伝
染
病
等
病
原
体
取
扱
施
設
に
設
け
ら
れ
た
滅
菌
等
設
備
に
よ
り
滅
菌
等
を
す
る
こ
と
。

八

届
出
伝
染
病
等
病
原
体
に
よ
り
汚
染
し
、
又
は
汚
染
し
た
お
そ
れ
が
あ
る
物
品
を
実
験
室
等
か
ら
持
ち
出
す

場
合
に
は
、
当
該
実
験
室
等
に
お
い
て
滅
菌
等
を
す
る
場
合
を
除
き
、
密
封
す
る
こ
と
が
で
き
る
容
器
に
入
れ

る
と
と
も
に
、
持
ち
出
し
た
当
該
物
品
を
届
出
伝
染
病
等
病
原
体
取
扱
施
設
に
設
け
ら
れ
た
滅
菌
等
設
備
に
よ

り
滅
菌
等
を
す
る
こ
と
。

九

実
験
室
等
に
お
け
る
作
業
に
関
係
し
な
い
動
物
を
実
験
室
等
内
に
入
れ
な
い
こ
と
。

（
適
用
除
外
と
な
る
病
原
体
）

第
五
十
六
条
の
三
十
四

法
第
四
十
六
条
の
二
十
二
第
一
号
の
農
林
水
産
省
令
で
定
め
る
病
原
体
は
、
次
に
掲
げ
る

も
の
と
す
る
。

一

モ
ル
ビ
リ
ウ
イ
ル
ス
・
リ
ン
ダ
ー
ペ
ス
ト
ウ
イ
ル
ス
（
Ｌ
Ａ
株
及
び
赤
穂
株
に
限
る
。）

二

マ
イ
コ
プ
ラ
ズ
マ
・
マ
イ
コ
イ
デ
ス
（
亜
種
が
マ
イ
コ
イ
デ
ス
で
あ
る
も
の
の
Ｓ
Ｃ
株
の
Ｖ
株
に
限
る
。）

三

ペ
ス
チ
ウ
イ
ル
ス
・
ク
ラ
シ
カ
ル
ス
ワ
イ
ン
フ
ィ
ー
バ
ー
ウ
イ
ル
ス
（G

P
E
-

株
に
限
る
。）

四

マ
イ
コ
バ
ク
テ
リ
ウ
ム
・
ボ
ー
ビ
ス
（b

a
c
ille

C
a
lm

e
tte

-
G
u
e
rin

株
に
限
る
。）

五

生
物
学
的
製
剤
（
動
物
用
医
薬
品
等
取
締
規
則
（
平
成
十
六
年
農
林
水
産
省
令
第
百
七
号
）
第
二
百
十
三
条

第
四
号
の
生
物
学
的
製
剤
に
限
る
。）に
含
ま
れ
て
い
る
病
原
体

六

生
物
学
的
製
剤
の
製
造
の
た
め
緊
急
の
必
要
が
あ
る
場
合
に
お
い
て
当
該
製
造
に
使
用
さ
れ
る
病
原
体
そ
の

他
農
林
水
産
大
臣
が
法
第
四
十
六
条
の
五
か
ら
第
四
十
六
条
の
二
十
一
ま
で
の
規
定
を
適
用
す
る
こ
と
が
適
当

で
な
い
と
認
め
て
公
示
し
た
病
原
体

（
適
用
除
外
と
な
ら
な
い
病
原
体
）

第
五
十
六
条
の
三
十
五

法
第
四
十
六
条
の
二
十
二
第
二
号
の
農
林
水
産
省
令
で
定
め
る
病
原
体
は
、
次
に
掲
げ
る

も
の
と
す
る
。

一

第
五
十
六
条
の
三
第
八
号
に
掲
げ
る
病
原
体
で
あ
つ
て
、
血
清
亜
型
が
Ｈ
二
Ｎ
二
、
Ｈ
五
Ｎ
一
又
は
Ｈ
七
Ｎ

七
で
あ
る
も
の
（
感
染
症
の
予
防
及
び
感
染
症
の
患
者
に
対
す
る
医
療
に
関
す
る
法
律
（
平
成
十
年
法
律
第
百

十
四
号
）
第
六
条
第
七
項
に
規
定
す
る
新
型
イ
ン
フ
ル
エ
ン
ザ
等
感
染
症
（
以
下
「
新
型
イ
ン
フ
ル
エ
ン
ザ
等

感
染
症
」
と
い
う
。）の
病
原
体
を
除
く
。）

二

第
五
十
六
条
の
三
第
九
号
に
掲
げ
る
病
原
体
で
あ
つ
て
、
血
清
亜
型
が
Ｈ
五
Ｎ
一
又
は
Ｈ
七
Ｎ
七
で
あ
る
も

の
（
新
型
イ
ン
フ
ル
エ
ン
ザ
等
感
染
症
の
病
原
体
を
除
く
。）

三

第
五
十
六
条
の
三
第
九
号
ハ
か
ら
ト
ま
で
に
掲
げ
る
病
原
体

四

第
五
十
六
条
の
二
十
七
第
十
六
号
に
掲
げ
る
病
原
体
で
あ
つ
て
、
血
清
亜
型
が
Ｈ
七
Ｎ
七
で
あ
る
も
の
（
新

型
イ
ン
フ
ル
エ
ン
ザ
等
感
染
症
の
病
原
体
を
除
く
。）

第
六
章

雑
則

第
五
十
七
条
の
次
に
次
の
一
条
を
加
え
る
。

（
証
明
書
）

第
五
十
七
条
の
二

法
第
五
十
一
条
第
三
項
の
証
明
書
の
様
式
は
、
別
記
様
式
第
四
十
八
号
と
す
る
。

第
五
十
八
条
中
「
第
五
十
二
条
」
を
「
第
五
十
二
条
第
一
項
及
び
第
二
項
」
に
改
め
、
同
条
た
だ
し
書
中
「
者
か

ら
」
の
下
に
「
同
条
第
一
項
の
」
を
加
え
る
。

第
五
十
九
条
中
「
別
記
様
式
第
三
十
一
号
」
を
「
別
記
様
式
第
四
十
九
号
」
に
改
め
る
。

別
記
様
式
第
十
一
号
を
削
り
、
別
記
様
式
第
十
二
号
を
別
記
様
式
第
十
一
号
と
し
、
別
記
第
十
三
号
を
削
り
、
別

記
様
式
第
十
四
号
を
別
記
様
式
第
十
二
号
と
し
、
別
記
様
式
第
十
四
号
の
二
を
別
記
様
式
第
十
三
号
と
し
、
同
様
式

の
次
に
次
の
一
様
式
を
加
え
る
。

十

実
験
室
等
に
お
い
て
動
物
に
対
し
て
届
出
伝
染
病
等
病
原
体
を
使
用
す
る
場
合
に
は
、次
の
と
お
り
と
す
る
。

イ

当
該
実
験
室
等
に
立
ち
入
る
と
き
は
、
病
原
体
取
扱
主
任
者
の
許
可
を
受
け
る
こ
と
。

ロ

当
該
実
験
室
等
の
窓
を
閉
鎖
す
る
と
と
も
に
、
当
該
窓
が
割
れ
な
い
よ
う
に
す
る
こ
と
。

ハ

前
条
第
一
項
第
四
号
ロ
の
実
験
室
等
に
お
い
て
同
号
ロ
の
排
気
設
備
を
設
け
て
い
る
場
合
に
は
、
当
該
実

験
室
等
か
ら
の
排
気
は
、
当
該
排
気
設
備
に
よ
り
滅
菌
等
を
す
る
こ
と
。

ニ

や
む
を
得
な
い
場
合
を
除
き
、
届
出
伝
染
病
等
病
原
体
を
使
用
し
た
動
物
を
当
該
実
験
室
等
か
ら
持
ち
出

さ
な
い
こ
と
。

ホ

届
出
伝
染
病
等
病
原
体
を
使
用
し
た
動
物
の
死
体
を
当
該
実
験
室
等
か
ら
持
ち
出
す
場
合
に
は
、
当
該
実

験
室
等
に
お
い
て
滅
菌
等
を
す
る
場
合
を
除
き
、
密
封
す
る
こ
と
が
で
き
る
容
器
に
入
れ
る
と
と
も
に
、
持

ち
出
し
た
当
該
死
体
に
つ
い
て
は
、
届
出
伝
染
病
等
病
原
体
取
扱
施
設
に
設
け
ら
れ
た
滅
菌
等
設
備
に
よ
り

滅
菌
等
を
し
、
か
つ
、
焼
却
又
は
こ
れ
と
同
等
以
上
の
効
果
を
有
す
る
措
置
を
講
ず
る
こ
と
。
た
だ
し
、
届

出
伝
染
病
等
病
原
体
に
よ
る
汚
染
を
除
去
し
た
当
該
死
体
を
学
術
研
究
の
用
に
供
す
る
場
合
は
、
こ
の
限
り

で
な
い
。

ヘ

衣
服
及
び
防
護
具
並
び
に
飼
育
設
備
は
、
洗
浄
す
る
前
に
届
出
伝
染
病
等
病
原
体
に
よ
る
汚
染
を
除
去
す

る
こ
と
。

ト

節
足
動
物
及
び
齧げ
つ

歯
類
の
侵
入
を
防
止
す
る
た
め
に
必
要
な
措
置
を
講
ず
る
こ
と
。

十
一

実
験
室
等
の
出
入
口
に
は
、
別
記
様
式
第
三
十
二
号
に
よ
る
標
識
を
付
す
る
こ
と
。

十
二

実
験
室
等
に
は
、
や
む
を
得
な
い
場
合
を
除
き
人
が
立
ち
入
ら
な
い
よ
う
に
す
る
た
め
の
措
置
を
講
じ
、

病
原
体
業
務
従
事
者
以
外
の
者
が
立
ち
入
る
と
き
は
、
病
原
体
業
務
従
事
者
の
指
示
に
従
わ
せ
る
こ
と
。

３

前
二
項
の
規
定
は
、
前
条
第
二
項
の
施
設
に
つ
い
て
は
、
適
用
し
な
い
。
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別
記
様
式
第
三
十
一
号
二
の
裏
面
を
次
の
よ
う
に
改
め
る
。

裏

家
畜
伝
染
病
予
防
法
（
抄
）

第
五
十
一
条

家
畜
防
疫
官
又
は
家
畜
防
疫
員
は
、
家
畜
の
伝
染
性
疾
病
を
予
防
す
る
た
め
必
要
が
あ

る
と
き
は
、
競
馬
場
、
家
畜
市
場
、
家
畜
共
進
会
場
等
家
畜
の
集
合
す
る
場
所
、
畜
舎
、
化
製
場
若

し
く
は
死
亡
獣
畜
取
扱
場
、
と
畜
場
、
倉
庫
、
船
舶
、
車
両
、
航
空
機
又
は
家
畜
の
伝
染
性
疾
病
の

病
原
体
に
よ
り
汚
染
し
、
若
し
く
は
汚
染
し
た
お
そ
れ
が
あ
る
そ
の
他
の
場
所
に
立
ち
入
つ
て
動
物

そ
の
他
の
物
を
検
査
し
、
関
係
者
に
質
問
し
、
又
は
検
査
の
た
め
必
要
な
限
度
に
お
い
て
、
動
物
の

血
液
、
乳
汁
等
を
採
取
し
、
若
し
く
は
動
物
の
死
体
そ
の
他
の
物
を
集
取
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

２
・
３

（
略
）

４

第
一
項
及
び
第
二
項
の
規
定
に
よ
る
立
入
検
査
、
質
問
、
採
取
又
は
集
取
の
権
限
は
、
犯
罪
捜
査

の
た
め
に
認
め
ら
れ
た
も
の
と
解
し
て
は
な
ら
な
い
。

第
五
十
三
条

（
略
）

２

（
略
）

３

こ
の
法
律
に
規
定
す
る
事
務
に
従
事
さ
せ
る
た
め
、
都
道
府
県
知
事
は
、
当
該
都
道
府
県
の
職
員

で
獣
医
師
で
あ
る
も
の
の
中
か
ら
、
家
畜
防
疫
員
を
任
命
す
る
。
た
だ
し
、
特
に
必
要
が
あ
る
と
き

は
、
当
該
都
道
府
県
の
職
員
で
家
畜
の
伝
染
性
疾
病
予
防
に
関
し
学
識
経
験
の
あ
る
獣
医
師
以
外
の

者
を
任
命
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

４

（
略
）

第
五
十
四
条

家
畜
防
疫
官
又
は
家
畜
防
疫
員
は
、
こ
の
法
律
に
よ
り
職
務
を
執
行
す
る
と
き
は
、
農

林
水
産
省
令
の
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
、
そ
の
身
分
を
示
す
証
票
を
携
帯
し
、
関
係
者
の
請
求
が
あ

つ
た
と
き
は
、
こ
れ
を
呈
示
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

別
記
様
式
第
三
十
一
号
三
中
「
第
六
条
」
を
「
対
し
、
第
六
条
第
一
項
」
に
改
め
、「
第
十
七
条
」
の
下
に
「
、
第

十
七
条
の
二
第
五
項
若
し
く
は
第
六
項
」
を
加
え
、「
若
し
く
は
第
三
項
」
を
「
、
第
三
項
若
し
く
は
第
五
項
、
第
二

十
八
条
の
二
第
一
項
」
に
、「
第
三
十
一
条
」
を
「
第
三
十
一
条
第
一
項
」
に
、「
又
は
第
三
十
四
条
」
を
「
若
し
く
は

第
三
十
四
条
」
に
、「
実
施
す
べ
き
」
を
「
実
施
し
、
又
は
家
畜
防
疫
員
に
第
十
六
条
第
三
項
の
規
定
に
よ
る
措
置
を

実
施
さ
せ
る
べ
き
」
に
改
め
、
同
様
式
を
別
記
様
式
第
四
十
九
号
と
し
、
別
記
様
式
第
三
十
号
の
次
に
次
の
十
八
様

式
を
加
え
る
。
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別
表
第
三
中
「
第
二
十
九
条
」
を
「
第
三
十
条
」
に
改
め
、
同
表
を
別
表
第
四
と
し
、
同
表
の
次
に
次
の
一
表
を

加
え
る
。

別
表
第
五
（
第
三
十
三
条
の
四
関
係
）

家
畜
伝
染
病
の
種
類

消
毒
設
備

消

毒

薬

の

種

類

牛
疫
、流
行
性
脳
炎
、

狂
犬
病
、
水
胞
性
口

炎
、
リ
フ
ト
バ
レ
ー

熱
、馬
伝
染
性
貧
血
、

小
反
芻す

う

獣
疫
、
豚
コ

レ
ラ
、
ア
フ
リ
カ
豚

コ
レ
ラ
、
高
病
原
性

鳥
イ
ン
フ
ル
エ
ン

ザ
、
低
病
原
性
鳥
イ

ン
フ
ル
エ
ン
ザ
、

ニ
ュ
ー
カ
ッ
ス
ル
病

踏
込
消
毒
槽
そ
の
他
こ

れ
に
準
ず
る
設
備
で
あ

つ
て
、
身
体
を
消
毒
す

る
た
め
の
も
の

次
に
掲
げ
る
い
ず
れ
か
の
消
毒
薬

１

消
石
灰
液
（
一
〇
％
）

２

両
性
界
面
活
性
剤
（
ア
ル
キ
ル
ジ
グ
リ
シ
ン
塩
酸

塩
を
成
分
と
す
る
も
の
）

消
毒
薬
噴
霧
装
置
そ
の

他
こ
れ
に
準
ず
る
設
備

で
あ
つ
て
、
身
体
を
消

毒
す
る
た
め
の
も
の

次
に
掲
げ
る
い
ず
れ
か
の
消
毒
薬

１

ア
ル
コ
ー
ル
類
（
エ
タ
ノ
ー
ル
又
は
イ
ソ
プ
ロ
パ

ノ
ー
ル
を
成
分
と
す
る
も
の
）

２

逆
性
石
け
ん
（
塩
化
ベ
ン
ザ
ル
コ
ニ
ウ
ム
を
成
分

と
す
る
も
の
）

消
毒
薬
噴
霧
装
置
そ
の

他
こ
れ
に
準
ず
る
設
備

で
あ
つ
て
、
車
両
を
消

毒
す
る
た
め
の
も
の

次
に
掲
げ
る
い
ず
れ
か
の
消
毒
薬

１

ハ
ロ
ゲ
ン
化
合
物
（
次
亜
塩
素
酸
ナ
ト
リ
ウ
ム
を

成
分
と
す
る
も
の
）

２

逆
性
石
け
ん
（
塩
化
ベ
ン
ゼ
ト
ニ
ウ
ム
又
は
塩
化

ベ
ン
ザ
ル
コ
ニ
ウ
ム
を
成
分
と
す
る
も
の
）

３

炭
酸
ナ
ト
リ
ウ
ム
溶
液
（
四
％
）

４

水
酸
化
ナ
ト
リ
ウ
ム
溶
液
（
二
％
）

口
蹄て
い

疫
、
ア
フ
リ
カ

馬
疫
、
豚
水
胞
病

踏
込
消
毒
槽
そ
の
他
こ

れ
に
準
ず
る
設
備
で
あ

つ
て
、
身
体
を
消
毒
す

る
た
め
の
も
の

消
石
灰
液
（
一
〇
％
）

消
毒
薬
噴
霧
装
置
そ
の

他
こ
れ
に
準
ず
る
設
備

で
あ
つ
て
、
身
体
を
消

毒
す
る
た
め
の
も
の

ハ
ロ
ゲ
ン
化
合
物
（
ヨ
ー
ド
ホ
ー
ル
を
成
分
と
す
る
も

の
）

消
毒
薬
噴
霧
装
置
そ
の

他
こ
れ
に
準
ず
る
設
備

で
あ
つ
て
、
車
両
を
消

毒
す
る
た
め
の
も
の

次
に
掲
げ
る
い
ず
れ
か
の
消
毒
薬

１

ハ
ロ
ゲ
ン
化
合
物
（
次
亜
塩
素
酸
ナ
ト
リ
ウ
ム
を

成
分
と
す
る
も
の
）

２

炭
酸
ナ
ト
リ
ウ
ム
溶
液
（
四
％
）

３

水
酸
化
ナ
ト
リ
ウ
ム
溶
液
（
二
％
）

出
血
性
敗
血
症
、
ブ

ル
セ
ラ
病
、
ヨ
ー
ネ

病
、
鼻
疽そ

、
家
き
ん

コ
レ
ラ
、
家
き
ん
サ

ル
モ
ネ
ラ
感
染
症

踏
込
消
毒
槽
そ
の
他
こ

れ
に
準
ず
る
設
備
で
あ

つ
て
、
身
体
を
消
毒
す

る
た
め
の
も
の

次
に
掲
げ
る
い
ず
れ
か
の
消
毒
薬

１

消
石
灰
液
（
一
〇
％
）

２

両
性
界
面
活
性
剤
（
ア
ル
キ
ル
ジ
グ
リ
シ
ン
塩
酸

塩
を
成
分
と
す
る
も
の
）

３

逆
性
石
け
ん
（
塩
化
ベ
ン
ザ
ル
コ
ニ
ウ
ム
を
成
分

と
す
る
も
の
）

結
核
病

踏
込
消
毒
槽
そ
の
他
こ

れ
に
準
ず
る
設
備
で
あ

つ
て
、
身
体
を
消
毒
す

る
た
め
の
も
の

次
に
掲
げ
る
い
ず
れ
か
の
消
毒
薬

１

消
石
灰
液
（
一
〇
％
）

２

両
性
界
面
活
性
剤
（
ア
ル
キ
ル
ジ
グ
リ
シ
ン
塩
酸

塩
を
成
分
と
す
る
も
の
）

消
毒
薬
噴
霧
装
置
そ
の

他
こ
れ
に
準
ず
る
設
備

で
あ
つ
て
、
身
体
を
消

毒
す
る
た
め
の
も
の

ア
ル
コ
ー
ル
類
（
エ
タ
ノ
ー
ル
又
は
イ
ソ
プ
ロ
パ
ノ
ー

ル
を
成
分
と
す
る
も
の
）

消
毒
薬
噴
霧
装
置
そ
の

他
こ
れ
に
準
ず
る
設
備

で
あ
つ
て
、
車
両
を
消

毒
す
る
た
め
の
も
の

次
に
掲
げ
る
い
ず
れ
か
の
消
毒
薬

１

両
性
界
面
活
性
剤
（
ア
ル
キ
ル
ジ
グ
リ
シ
ン
塩
酸

塩
を
成
分
と
す
る
も
の
）

２

炭
酸
ナ
ト
リ
ウ
ム
溶
液
（
四
％
）

３

水
酸
化
ナ
ト
リ
ウ
ム
溶
液
（
二
％
）

牛
肺
疫
、
ア
ナ
プ
ラ

ズ
マ
病

踏
込
消
毒
槽
そ
の
他
こ

れ
に
準
ず
る
設
備
で
あ

つ
て
、
身
体
を
消
毒
す

る
た
め
の
も
の

次
に
掲
げ
る
い
ず
れ
か
の
消
毒
薬

１

消
石
灰
液
（
一
〇
％
）

２

両
性
界
面
活
性
剤
（
ア
ル
キ
ル
ジ
グ
リ
シ
ン
塩
酸

塩
を
成
分
と
す
る
も
の
）

３

逆
性
石
け
ん
（
塩
化
ベ
ン
ザ
ル
コ
ニ
ウ
ム
を
成
分

と
す
る
も
の
）

消
毒
薬
噴
霧
装
置
そ
の

他
こ
れ
に
準
ず
る
設
備

で
あ
つ
て
、
身
体
を
消

毒
す
る
た
め
の
も
の

次
に
掲
げ
る
い
ず
れ
か
の
消
毒
薬

１

ア
ル
コ
ー
ル
類
（
エ
タ
ノ
ー
ル
又
は
イ
ソ
プ
ロ
パ

ノ
ー
ル
を
成
分
と
す
る
も
の
）

２

グ
ル
コ
ン
酸
ク
ロ
ル
ヘ
キ
シ
ジ
ン

３

逆
性
石
け
ん
（
塩
化
ベ
ン
ザ
ル
コ
ニ
ウ
ム
を
成
分

と
す
る
も
の
）

消
毒
薬
噴
霧
装
置
そ
の

他
こ
れ
に
準
ず
る
設
備

で
あ
つ
て
、
車
両
を
消

毒
す
る
た
め
の
も
の

次
に
掲
げ
る
い
ず
れ
か
の
消
毒
薬

１

逆
性
石
け
ん
（
塩
化
ベ
ン
ゼ
ト
ニ
ウ
ム
又
は
塩
化

ベ
ン
ザ
ル
コ
ニ
ウ
ム
を
成
分
と
す
る
も
の
）

２

両
性
界
面
活
性
剤
（
ア
ル
キ
ル
ジ
グ
リ
シ
ン
塩
酸

塩
を
成
分
と
す
る
も
の
）

３

ハ
ロ
ゲ
ン
化
合
物
（
次
亜
塩
素
酸
ナ
ト
リ
ウ
ム
を

成
分
と
す
る
も
の
）

４

炭
酸
ナ
ト
リ
ウ
ム
溶
液
（
四
％
）

５

水
酸
化
ナ
ト
リ
ウ
ム
溶
液
（
二
％
）

炭
疽そ

踏
込
消
毒
槽
そ
の
他
こ

れ
に
準
ず
る
設
備
で
あ

つ
て
、
身
体
を
消
毒
す

る
た
め
の
も
の

ハ
ロ
ゲ
ン
化
合
物
（
次
亜
塩
素
酸
ナ
ト
リ
ウ
ム
を
成
分

と
す
る
も
の
）

消
毒
薬
噴
霧
装
置
そ
の

他
こ
れ
に
準
ず
る
設
備

で
あ
つ
て
、
身
体
を
消

毒
す
る
た
め
の
も
の

ハ
ロ
ゲ
ン
化
合
物
（
ヨ
ー
ド
ホ
ー
ル
を
成
分
と
す
る
も

の
）

消
毒
薬
噴
霧
装
置
そ
の

他
こ
れ
に
準
ず
る
設
備

で
あ
つ
て
、
車
両
を
消

毒
す
る
た
め
の
も
の

グ
ル
タ
ル
ア
ル
デ
ヒ
ド
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消
毒
薬
噴
霧
装
置
そ
の

他
こ
れ
に
準
ず
る
設
備

で
あ
つ
て
、
身
体
を
消

毒
す
る
た
め
の
も
の

ア
ル
コ
ー
ル
類
（
エ
タ
ノ
ー
ル
又
は
イ
ソ
プ
ロ
パ
ノ
ー

ル
を
成
分
と
す
る
も
の
）

消
毒
薬
噴
霧
装
置
そ
の

他
こ
れ
に
準
ず
る
設
備

で
あ
つ
て
、
車
両
を
消

毒
す
る
た
め
の
も
の

次
に
掲
げ
る
い
ず
れ
か
の
消
毒
薬

１

炭
酸
ナ
ト
リ
ウ
ム
溶
液
（
四
％
）

２

水
酸
化
ナ
ト
リ
ウ
ム
溶
液
（
二
％
）

別
表
第
二
中
「
第
二
十
九
条
」
を
「
第
三
十
条
」
に
改
め
、
同
表
を
別
表
第
三
と
し
、
別
表
第
一
の
次
に
次
の
一

表
を
加
え
る
。

別
表
第
二
（
第
二
十
一
条
関
係
）

家
畜
の
種
類

飼

養

衛

生

管

理

基

準

一

牛
、
水

牛
、
鹿
、

め
ん
羊
及

び
山
羊

第
一

家
畜
防
疫
に
関
す
る
最
新
情
報
の
把
握
等

１

自
ら
が
飼
養
す
る
家
畜
が
感
染
す
る
伝
染
性
疾
病
の
発
生
の
予
防
及
び
ま
ん
延
の
防

止
に
関
し
、
家
畜
保
健
衛
生
所
か
ら
提
供
さ
れ
る
情
報
を
必
ず
確
認
し
、
家
畜
保
健
衛

生
所
の
指
導
等
に
従
う
こ
と
。
家
畜
保
健
衛
生
所
等
が
開
催
す
る
家
畜
衛
生
に
関
す
る

講
習
会
へ
の
参
加
、
農
林
水
産
省
の
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
の
閲
覧
等
を
通
じ
て
、
家
畜
防
疫

に
関
す
る
情
報
を
積
極
的
に
把
握
す
る
こ
と
。
ま
た
、
関
係
法
令
を
遵
守
す
る
と
と
も

に
、
家
畜
保
健
衛
生
所
が
行
う
検
査
を
受
け
る
こ
と
。

第
二

衛
生
管
理
区
域
の
設
定

２

自
ら
の
農
場
を
、
衛
生
管
理
区
域
と
そ
れ
以
外
の
区
域
と
に
分
け
、
両
区
域
の
境
界

が
分
か
る
よ
う
に
す
る
こ
と
。

第
三

衛
生
管
理
区
域
へ
の
病
原
体
の
持
込
み
の
防
止

（
衛
生
管
理
区
域
へ
の
必
要
の
な
い
者
の
立
入
り
の
制
限
）

３

衛
生
管
理
区
域
の
出
入
口
の
数
を
必
要
最
小
限
と
す
る
こ
と
。
必
要
の
な
い
者
を
衛

生
管
理
区
域
に
立
ち
入
ら
せ
な
い
よ
う
に
す
る
と
と
も
に
、
衛
生
管
理
区
域
に
立
ち
入

つ
た
者
が
飼
養
す
る
家
畜
に
接
触
す
る
機
会
を
最
小
限
と
す
る
よ
う
、
当
該
出
入
口
付

近
へ
の
看
板
の
設
置
そ
の
他
の
必
要
な
措
置
を
講
ず
る
こ
と
。
た
だ
し
、
観
光
牧
場
そ

の
他
の
不
特
定
か
つ
多
数
の
者
が
立
ち
入
る
こ
と
が
想
定
さ
れ
る
施
設
に
お
い
て
、
当

該
出
入
口
に
お
け
る
手
指
及
び
靴
の
消
毒
な
ど
、
不
特
定
か
つ
多
数
の
者
が
衛
生
管
理

区
域
に
出
入
り
す
る
際
の
病
原
体
の
持
込
み
及
び
持
出
し
を
防
止
す
る
た
め
の
規
則
を

あ
ら
か
じ
め
作
成
し
、家
畜
防
疫
員
が
適
切
な
も
の
で
あ
る
こ
と
を
確
認
し
た
場
合
は
、

こ
の
限
り
で
な
い
。

（
衛
生
管
理
区
域
に
立
ち
入
る
車
両
の
消
毒
）

４

衛
生
管
理
区
域
の
出
入
口
付
近
に
消
毒
設
備
（
消
毒
機
器
を
含
む
。
以
下
同
じ
。）を

設
置
し
、
車
両
を
入
れ
る
者
に
対
し
、
衛
生
管
理
区
域
に
出
入
り
す
る
際
に
当
該
消
毒

設
備
を
利
用
し
て
当
該
車
両
の
消
毒
を
さ
せ
る
こ
と
（
そ
の
者
が
当
該
消
毒
設
備
と
同

等
以
上
の
効
果
を
有
す
る
消
毒
設
備
を
携
行
し
、
当
該
出
入
口
付
近
に
お
い
て
当
該
消

毒
設
備
を
利
用
し
て
消
毒
を
す
る
場
合
を
除
く
。）。

（
衛
生
管
理
区
域
及
び
畜
舎
に
立
ち
入
る
者
の
消
毒
）

５

衛
生
管
理
区
域
及
び
畜
舎
の
出
入
口
付
近
に
消
毒
設
備
を
設
置
し
、
立
ち
入
る
者
に

対
し
、
衛
生
管
理
区
域
及
び
畜
舎
に
出
入
り
す
る
際
に
当
該
消
毒
設
備
を
利
用
し
て
手

指
の
洗
浄
又
は
消
毒
及
び
靴
の
消
毒
を
さ
せ
る
こ
と
（
そ
の
者
が
当
該
消
毒
設
備
と
同

等
以
上
の
効
果
を
有
す
る
消
毒
設
備
を
携
行
し
、
当
該
出
入
口
付
近
に
お
い
て
当
該
消

毒
設
備
を
利
用
し
て
消
毒
を
す
る
場
合
を
除
く
。）。

（
他
の
畜
産
関
係
施
設
等
に
立
ち
入
つ
た
者
等
が
衛
生
管
理
区
域
に
立
ち
入
る
際
の
措

置
）

６

当
日
に
他
の
畜
産
関
係
施
設
等
に
立
ち
入
つ
た
者
（
家
畜
防
疫
員
、
獣
医
師
、
家
畜

人
工
授
精
師
、
削
蹄
師
、飼
料
運
搬
業
者
、集
乳
業
者
そ
の
他
の
畜
産
関
係
者
を
除
く
。）

及
び
過
去
一
週
間
以
内
に
海
外
か
ら
入
国
し
、
又
は
帰
国
し
た
者
を
、
必
要
が
あ
る
場

合
を
除
き
、
衛
生
管
理
区
域
に
立
ち
入
ら
せ
な
い
よ
う
に
す
る
こ
と
。

第
六

家
畜
の
健
康
観
察
と
異
状
が
確
認
さ
れ
た
場
合
の
対
処

（
特
定
症
状
が
確
認
さ
れ
た
場
合
の
早
期
通
報
並
び
に
出
荷
及
び
移
動
の
停
止
）

14

飼
養
す
る
家
畜
が
特
定
症
状
を
呈
し
て
い
る
こ
と
を
発
見
し
た
と
き
は
、
直
ち
に
家

畜
保
健
衛
生
所
に
通
報
す
る
こ
と
。
ま
た
、
農
場
か
ら
の
家
畜
及
び
そ
の
死
体
、
畜
産

物
並
び
に
排
せ
つ
物
の
出
荷
及
び
移
動
を
行
わ
な
い
こ
と
。
必
要
が
な
い
に
も
か
か
わ

ら
ず
、
衛
生
管
理
区
域
内
に
あ
る
物
品
を
衛
生
管
理
区
域
外
に
持
ち
出
さ
な
い
こ
と
。

（
特
定
症
状
以
外
の
異
状
が
確
認
さ
れ
た
場
合
の
出
荷
及
び
移
動
の
停
止
）

15

飼
養
す
る
家
畜
に
特
定
症
状
以
外
の
異
状
（
死
亡
を
含
む
。以
下
同
じ
。）で
あ
つ
て
、

家
畜
の
死
亡
率
の
急
激
な
上
昇
又
は
同
様
の
症
状
を
呈
し
て
い
る
家
畜
の
増
加
が
確
認

さ
れ
た
場
合
（
そ
の
原
因
が
家
畜
の
伝
染
性
疾
病
に
よ
る
も
の
で
な
い
こ
と
が
明
ら
か

で
あ
る
場
合
を
除
く
。）に
は
、
直
ち
に
獣
医
師
の
診
療
を
受
け
る
と
と
も
に
、
当
該
家

畜
が
監
視
伝
染
病
に
か
か
つ
て
い
な
い
こ
と
が
確
認
さ
れ
る
ま
で
の
間
、
農
場
か
ら
の

家
畜
の
出
荷
及
び
移
動
を
行
わ
な
い
こ
と
。
当
該
家
畜
が
監
視
伝
染
病
に
か
か
つ
て
い

る
こ
と
が
確
認
さ
れ
た
場
合
に
は
、
家
畜
保
健
衛
生
所
の
指
導
に
従
う
こ
と
。
ま
た
、

飼
養
す
る
家
畜
に
そ
の
他
の
特
定
症
状
以
外
の
異
状
が
確
認
さ
れ
た
場
合
に
は
、
速
や

か
に
獣
医
師
の
診
療
を
受
け
、
又
は
指
導
を
求
め
る
こ
と
。

（
毎
日
の
健
康
観
察
）

16

毎
日
、
飼
養
す
る
家
畜
の
健
康
観
察
を
行
う
こ
と
。

（
家
畜
を
導
入
す
る
際
の
健
康
観
察
等
）

17

他
の
農
場
等
か
ら
家
畜
を
導
入
す
る
場
合
に
は
、
導
入
元
の
農
場
等
に
お
け
る
疾
病

の
発
生
状
況
、
導
入
す
る
家
畜
の
健
康
状
態
の
確
認
等
に
よ
り
健
康
な
家
畜
を
導
入
す

る
こ
と
。
導
入
し
た
家
畜
に
家
畜
の
伝
染
性
疾
病
に
か
か
つ
て
い
る
可
能
性
の
あ
る
異

状
が
な
い
こ
と
を
確
認
す
る
ま
で
の
間
、
他
の
家
畜
と
直
接
接
触
さ
せ
な
い
よ
う
に
す

る
こ
と
。

（
他
の
畜
産
関
係
施
設
等
で
使
用
し
た
物
品
等
を
衛
生
管
理
区
域
に
持
ち
込
む
際
の
措

置
）

７

他
の
畜
産
関
係
施
設
等
で
使
用
し
、又
は
使
用
し
た
お
そ
れ
が
あ
る
物
品
で
あ
つ
て
、

飼
養
す
る
家
畜
に
直
接
接
触
す
る
も
の
を
衛
生
管
理
区
域
に
持
ち
込
む
場
合
に
は
、
洗

浄
又
は
消
毒
を
す
る
こ
と
。
家
畜
の
飼
養
管
理
に
必
要
の
な
い
物
品
を
畜
舎
に
持
ち
込

ま
な
い
こ
と
。

（
海
外
で
使
用
し
た
衣
服
等
を
衛
生
管
理
区
域
に
持
ち
込
む
際
の
措
置
）

８

過
去
四
月
以
内
に
海
外
で
使
用
し
た
衣
服
及
び
靴
を
衛
生
管
理
区
域
に
持
ち
込
ま
な

い
こ
と
。
や
む
を
得
ず
持
ち
込
む
場
合
に
は
、
事
前
に
洗
浄
、
消
毒
そ
の
他
の
措
置
を

講
ず
る
こ
と
。

第
四

野
生
動
物
等
か
ら
の
病
原
体
の
侵
入
防
止

（
給
餌
設
備
、
給
水
設
備
等
へ
の
野
生
動
物
の
排
せ
つ
物
等
の
混
入
の
防
止
）

９

畜
舎
の
給
餌
設
備
及
び
給
水
設
備
並
び
に
飼
料
の
保
管
場
所
に
ね
ず
み
、
野
鳥
等
の

野
生
動
物
の
排
せ
つ
物
等
が
混
入
し
な
い
よ
う
必
要
な
措
置
を
講
ず
る
こ
と
。

（
飲
用
に
適
し
た
水
の
給
与
）

10

飼
養
す
る
家
畜
に
飲
用
に
適
し
た
水
を
給
与
す
る
こ
と
。

第
五

衛
生
管
理
区
域
の
衛
生
状
態
の
確
保

（
畜
舎
等
及
び
器
具
の
定
期
的
な
清
掃
又
は
消
毒
等
）

11

畜
舎
そ
の
他
の
衛
生
管
理
区
域
内
に
あ
る
施
設
及
び
器
具
の
清
掃
又
は
消
毒
を
定
期

的
に
す
る
こ
と
。
注
射
針
、
人
工
授
精
用
器
具
そ
の
他
体
液
（
生
乳
を
除
く
。）が
付
着

す
る
物
品
を
使
用
す
る
際
は
、
一
頭
ご
と
に
交
換
又
は
消
毒
を
す
る
こ
と
。

（
空
房
又
は
空
ハ
ッ
チ
の
清
掃
及
び
消
毒
）

12

家
畜
の
出
荷
又
は
移
動
に
よ
り
畜
房
又
は
ハ
ッ
チ
（
子
牛
を
個
別
に
飼
養
す
る
た
め

の
小
型
の
畜
舎
を
い
う
。）が
空
に
な
つ
た
場
合
に
は
、
清
掃
及
び
消
毒
を
す
る
こ
と
。

（
密
飼
い
の
防
止
）

13

家
畜
の
健
康
に
悪
影
響
を
及
ぼ
す
よ
う
な
過
密
な
状
態
で
家
畜
を
飼
養
し
な
い
こ

と
。
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（
家
畜
の
出
荷
又
は
移
動
時
の
健
康
観
察
等
）

18

家
畜
の
出
荷
又
は
移
動
を
行
う
場
合
に
は
、
家
畜
に
付
着
し
た
排
せ
つ
物
等
の
汚
れ

を
取
り
除
く
と
と
も
に
、
出
荷
又
は
移
動
の
直
前
に
当
該
家
畜
の
健
康
状
態
を
確
認
す

る
こ
と
。

第
七

埋
却
等
の
準
備

19

埋
却
の
用
に
供
す
る
土
地
（
成
牛
（
月
齢
が
満
二
十
四
月
以
上
の
牛
を
い
う
。）一
頭

当
た
り
五
平
方
メ
ー
ト
ル
を
標
準
と
す
る
。）の
確
保
又
は
焼
却
若
し
く
は
化
製
の
た
め

の
準
備
措
置
を
講
ず
る
こ
と
。

第
八

感
染
ル
ー
ト
等
の
早
期
特
定
の
た
め
の
記
録
の
作
成
及
び
保
管

20

次
に
掲
げ
る
事
項
に
関
す
る
記
録
を
作
成
し
、少
な
く
と
も
一
年
間
保
存
す
る
こ
と
。

\

衛
生
管
理
区
域
に
立
ち
入
つ
た
者
（
家
畜
の
所
有
者
及
び
従
業
員
を
除
く
。）の
氏

名
及
び
住
所
又
は
所
属
並
び
に
当
該
衛
生
管
理
区
域
へ
の
立
入
り
の
年
月
日
及
び
そ

の
目
的
（
目
的
に
あ
つ
て
は
、
所
属
等
か
ら
明
ら
か
な
場
合
を
除
く
。）並
び
に
当
該

立
ち
入
つ
た
者
が
過
去
一
週
間
以
内
に
海
外
か
ら
入
国
し
、
又
は
帰
国
し
た
場
合
に

あ
つ
て
は
過
去
一
週
間
以
内
に
滞
在
し
た
全
て
の
国
又
は
地
域
名
及
び
当
該
国
又
は

地
域
に
お
け
る
畜
産
関
係
施
設
等
へ
の
立
入
り
の
有
無
。
た
だ
し
、
観
光
牧
場
そ
の

他
の
不
特
定
か
つ
多
数
の
者
が
立
ち
入
る
こ
と
が
想
定
さ
れ
る
施
設
に
お
い
て
、
衛

生
管
理
区
域
の
出
入
口
に
お
け
る
手
指
及
び
靴
の
消
毒
な
ど
、
不
特
定
か
つ
多
数
の

者
が
衛
生
管
理
区
域
に
出
入
り
す
る
際
の
病
原
体
の
持
込
み
及
び
持
出
し
を
防
止
す

る
た
め
の
規
則
を
あ
ら
か
じ
め
作
成
し
、
家
畜
防
疫
員
が
適
切
な
も
の
で
あ
る
こ
と

を
確
認
し
た
場
合
は
、
こ
の
限
り
で
な
い
。

]

家
畜
の
所
有
者
及
び
従
業
員
が
海
外
に
渡
航
し
た
場
合
に
は
、
そ
の
滞
在
期
間
及

び
国
又
は
地
域
名

^

導
入
し
た
家
畜
の
種
類
、
頭
数
、
健
康
状
態
、
導
入
元
の
農
場
等
の
名
称
及
び
導

入
の
年
月
日

_

出
荷
又
は
移
動
を
行
つ
た
家
畜
の
種
類
、
頭
数
、
健
康
状
態
、
出
荷
又
は
移
動
先

の
農
場
等
の
名
称
及
び
出
荷
又
は
移
動
の
年
月
日

`

飼
養
す
る
家
畜
の
異
状
の
有
無
並
び
に
異
状
が
あ
る
場
合
に
あ
つ
て
は
そ
の
症

状
、
頭
数
及
び
月
齢

第
九

大
規
模
所
有
者
に
関
す
る
追
加
措
置

（
獣
医
師
等
の
健
康
管
理
指
導
）

21

大
規
模
所
有
者
は
、
農
場
ご
と
に
、
家
畜
保
健
衛
生
所
と
緊
密
に
連
絡
を
行
つ
て
い

る
担
当
の
獣
医
師
又
は
診
療
施
設
を
定
め
、
定
期
的
に
当
該
獣
医
師
又
は
診
療
施
設
か

ら
当
該
農
場
に
お
い
て
飼
養
す
る
家
畜
の
健
康
管
理
に
つ
い
て
指
導
を
受
け
る
こ
と
。

（
通
報
ル
ー
ル
の
作
成
等
）

22

大
規
模
所
有
者
は
、
従
業
員
が
飼
養
す
る
家
畜
が
特
定
症
状
を
呈
し
て
い
る
こ
と
を

発
見
し
た
と
き
に
お
い
て
、
当
該
大
規
模
所
有
者
（
当
該
大
規
模
所
有
者
以
外
に
管
理

者
が
あ
る
場
合
に
あ
つ
て
は
、
当
該
大
規
模
所
有
者
及
び
管
理
者
）
の
許
可
を
得
ず
、

直
ち
に
家
畜
保
健
衛
生
所
に
通
報
す
る
こ
と
を
規
定
し
た
も
の
を
作
成
し
、
こ
れ
を
全

従
業
員
に
周
知
徹
底
す
る
こ
と
。
家
畜
の
伝
染
性
疾
病
の
発
生
の
予
防
及
び
ま
ん
延
の

防
止
に
関
す
る
情
報
を
全
従
業
員
に
周
知
徹
底
す
る
こ
と
。

二

豚
及
び

い
の
し
し

第
一

家
畜
防
疫
に
関
す
る
最
新
情
報
の
把
握
等

１

自
ら
が
飼
養
す
る
家
畜
が
感
染
す
る
伝
染
性
疾
病
の
発
生
の
予
防
及
び
ま
ん
延
の
防

止
に
関
し
、
家
畜
保
健
衛
生
所
か
ら
提
供
さ
れ
る
情
報
を
必
ず
確
認
し
、
家
畜
保
健
衛

生
所
の
指
導
等
に
従
う
こ
と
。
家
畜
保
健
衛
生
所
等
が
開
催
す
る
家
畜
衛
生
に
関
す
る

講
習
会
へ
の
参
加
、
農
林
水
産
省
の
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
の
閲
覧
等
を
通
じ
て
、
家
畜
防
疫

に
関
す
る
情
報
を
積
極
的
に
把
握
す
る
こ
と
。
ま
た
、
関
係
法
令
を
遵
守
す
る
と
と
も

に
、
家
畜
保
健
衛
生
所
が
行
う
検
査
を
受
け
る
こ
と
。

第
二

衛
生
管
理
区
域
の
設
定

２

自
ら
の
農
場
を
、
衛
生
管
理
区
域
と
そ
れ
以
外
の
区
域
と
に
分
け
、
両
区
域
の
境
界

が
分
か
る
よ
う
に
す
る
こ
と
。

（
他
の
畜
産
関
係
施
設
等
に
立
ち
入
つ
た
者
等
が
衛
生
管
理
区
域
に
立
ち
入
る
際
の
措

置
）

７

当
日
に
他
の
畜
産
関
係
施
設
等
に
立
ち
入
つ
た
者
（
家
畜
防
疫
員
、
獣
医
師
、
家
畜

人
工
授
精
師
、
飼
料
運
搬
業
者
そ
の
他
の
畜
産
関
係
者
を
除
く
。）及
び
過
去
一
週
間
以

内
に
海
外
か
ら
入
国
し
、
又
は
帰
国
し
た
者
を
、
必
要
が
あ
る
場
合
を
除
き
、
衛
生
管

理
区
域
に
立
ち
入
ら
せ
な
い
よ
う
に
す
る
こ
と
。

（
他
の
畜
産
関
係
施
設
等
で
使
用
し
た
物
品
等
を
衛
生
管
理
区
域
に
持
ち
込
む
際
の
措

置
）

８

他
の
畜
産
関
係
施
設
等
で
使
用
し
、又
は
使
用
し
た
お
そ
れ
が
あ
る
物
品
で
あ
つ
て
、

飼
養
す
る
家
畜
に
直
接
接
触
す
る
も
の
を
衛
生
管
理
区
域
に
持
ち
込
む
場
合
に
は
、
洗

浄
又
は
消
毒
を
す
る
こ
と
。
家
畜
の
飼
養
管
理
に
必
要
の
な
い
物
品
を
畜
舎
に
持
ち
込

ま
な
い
こ
と
。

（
海
外
で
使
用
し
た
衣
服
等
を
衛
生
管
理
区
域
に
持
ち
込
む
際
の
措
置
）

９

過
去
四
月
以
内
に
海
外
で
使
用
し
た
衣
服
及
び
靴
を
衛
生
管
理
区
域
に
持
ち
込
ま
な

い
こ
と
。
や
む
を
得
ず
持
ち
込
む
場
合
に
は
、
事
前
に
洗
浄
、
消
毒
そ
の
他
の
措
置
を

講
ず
る
こ
と
。

（
処
理
済
み
の
飼
料
の
利
用
）

10

飼
養
す
る
家
畜
に
食
品
循
環
資
源
の
再
生
利
用
等
の
促
進
に
関
す
る
法
律
（
平
成
十

二
年
法
律
第
百
十
六
号
）
第
二
条
第
三
項
に
規
定
す
る
食
品
循
環
資
源
を
原
材
料
と
す

る
飼
料
を
給
与
す
る
場
合
に
は
、
事
前
に
加
熱
そ
の
他
の
適
切
な
処
理
が
行
わ
れ
た
も

の
を
用
い
る
こ
と
。

第
三

衛
生
管
理
区
域
へ
の
病
原
体
の
持
込
み
の
防
止

（
衛
生
管
理
区
域
へ
の
必
要
の
な
い
者
の
立
入
り
の
制
限
）

３

衛
生
管
理
区
域
の
出
入
口
の
数
を
必
要
最
小
限
と
す
る
こ
と
。
必
要
の
な
い
者
を
衛

生
管
理
区
域
に
立
ち
入
ら
せ
な
い
よ
う
に
す
る
と
と
も
に
、
衛
生
管
理
区
域
に
立
ち
入

つ
た
者
が
飼
養
す
る
家
畜
に
接
触
す
る
機
会
を
最
小
限
と
す
る
よ
う
、
当
該
出
入
口
付

近
へ
の
看
板
の
設
置
そ
の
他
の
必
要
な
措
置
を
講
ず
る
こ
と
。
た
だ
し
、
観
光
牧
場
そ

の
他
の
不
特
定
か
つ
多
数
の
者
が
立
ち
入
る
こ
と
が
想
定
さ
れ
る
施
設
に
お
い
て
、
当

該
出
入
口
に
お
け
る
手
指
及
び
靴
の
消
毒
な
ど
、
不
特
定
か
つ
多
数
の
者
が
衛
生
管
理

区
域
に
出
入
り
す
る
際
の
病
原
体
の
持
込
み
及
び
持
出
し
を
防
止
す
る
た
め
の
規
則
を

あ
ら
か
じ
め
作
成
し
、家
畜
防
疫
員
が
適
切
な
も
の
で
あ
る
こ
と
を
確
認
し
た
場
合
は
、

こ
の
限
り
で
な
い
。

（
衛
生
管
理
区
域
に
立
ち
入
る
車
両
の
消
毒
）

４

衛
生
管
理
区
域
の
出
入
口
付
近
に
消
毒
設
備
を
設
置
し
、車
両
を
入
れ
る
者
に
対
し
、

衛
生
管
理
区
域
に
出
入
り
す
る
際
に
当
該
消
毒
設
備
を
利
用
し
て
当
該
車
両
の
消
毒
を

さ
せ
る
こ
と
（
そ
の
者
が
当
該
消
毒
設
備
と
同
等
以
上
の
効
果
を
有
す
る
消
毒
設
備
を

携
行
し
、
当
該
出
入
口
付
近
に
お
い
て
当
該
消
毒
設
備
を
利
用
し
て
消
毒
を
す
る
場
合

を
除
く
。）。

（
衛
生
管
理
区
域
及
び
畜
舎
に
立
ち
入
る
者
の
消
毒
）

５

衛
生
管
理
区
域
及
び
畜
舎
の
出
入
口
付
近
に
消
毒
設
備
を
設
置
し
、
立
ち
入
る
者
に

対
し
、
衛
生
管
理
区
域
及
び
畜
舎
に
出
入
り
す
る
際
に
当
該
消
毒
設
備
を
利
用
し
て
手

指
の
洗
浄
又
は
消
毒
及
び
靴
の
消
毒
を
さ
せ
る
こ
と
（
そ
の
者
が
当
該
消
毒
設
備
と
同

等
以
上
の
効
果
を
有
す
る
消
毒
設
備
を
携
行
し
、
当
該
出
入
口
付
近
に
お
い
て
当
該
消

毒
設
備
を
利
用
し
て
消
毒
を
す
る
場
合
を
除
く
。）。

（
衛
生
管
理
区
域
専
用
の
衣
服
及
び
靴
の
設
置
及
び
使
用
）

６

衛
生
管
理
区
域
専
用
の
衣
服
（
衛
生
管
理
区
域
に
立
ち
入
る
際
に
着
用
し
て
い
る
衣

服
の
上
か
ら
着
用
す
る
も
の
を
含
む
。）及
び
靴
（
衛
生
管
理
区
域
に
立
ち
入
る
際
に
着

用
し
て
い
る
靴
の
上
か
ら
着
用
す
る
ブ
ー
ツ
カ
バ
ー
を
含
む
。）を
設
置
し
、
衛
生
管
理

区
域
に
立
ち
入
る
者
に
対
し
、
こ
れ
ら
を
確
実
に
着
用
さ
せ
る
こ
と
（
そ
の
者
が
当
該

衛
生
管
理
区
域
専
用
の
衣
服
及
び
靴
を
持
参
し
、こ
れ
ら
を
着
用
す
る
場
合
を
除
く
。）。
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第
四

野
生
動
物
等
か
ら
の
病
原
体
の
侵
入
防
止

（
給
餌
設
備
、
給
水
設
備
等
へ
の
野
生
動
物
の
排
せ
つ
物
等
の
混
入
の
防
止
）

11

畜
舎
の
給
餌
設
備
及
び
給
水
設
備
並
び
に
飼
料
の
保
管
場
所
に
ね
ず
み
、
野
鳥
等
の

野
生
動
物
の
排
せ
つ
物
等
が
混
入
し
な
い
よ
う
必
要
な
措
置
を
講
ず
る
こ
と
。

（
飲
用
に
適
し
た
水
の
給
与
）

12

飼
養
す
る
家
畜
に
飲
用
に
適
し
た
水
を
給
与
す
る
こ
と
。

第
五

衛
生
管
理
区
域
の
衛
生
状
態
の
確
保

（
畜
舎
等
及
び
器
具
の
定
期
的
な
清
掃
又
は
消
毒
等
）

13

畜
舎
そ
の
他
の
衛
生
管
理
区
域
内
に
あ
る
施
設
及
び
器
具
の
清
掃
又
は
消
毒
を
定
期

的
に
す
る
こ
と
。
注
射
針
、
人
工
授
精
用
器
具
そ
の
他
体
液
が
付
着
す
る
物
品
を
使
用

す
る
際
は
、
注
射
針
に
あ
つ
て
は
少
な
く
と
も
畜
房
ご
と
に
、
人
工
授
精
用
器
具
そ
の

他
の
物
品
に
あ
つ
て
は
一
頭
ご
と
に
交
換
又
は
消
毒
を
す
る
こ
と
。

（
空
舎
又
は
空
房
の
清
掃
及
び
消
毒
）

14

家
畜
の
出
荷
又
は
移
動
に
よ
り
畜
舎
又
は
畜
房
が
空
に
な
つ
た
場
合
に
は
、
清
掃
及

び
消
毒
を
す
る
こ
と
。

（
密
飼
い
の
防
止
）

15

家
畜
の
健
康
に
悪
影
響
を
及
ぼ
す
よ
う
な
過
密
な
状
態
で
家
畜
を
飼
養
し
な
い
こ

と
。

第
六

家
畜
の
健
康
観
察
と
異
状
が
確
認
さ
れ
た
場
合
の
対
処

（
特
定
症
状
が
確
認
さ
れ
た
場
合
の
早
期
通
報
並
び
に
出
荷
及
び
移
動
の
停
止
）

16

飼
養
す
る
家
畜
が
特
定
症
状
を
呈
し
て
い
る
こ
と
を
発
見
し
た
と
き
は
、
直
ち
に
家

畜
保
健
衛
生
所
に
通
報
す
る
こ
と
。
ま
た
、
農
場
か
ら
の
家
畜
及
び
そ
の
死
体
、
畜
産

物
並
び
に
排
せ
つ
物
の
出
荷
及
び
移
動
を
行
わ
な
い
こ
と
。
必
要
が
な
い
に
も
か
か
わ

ら
ず
、
衛
生
管
理
区
域
内
に
あ
る
物
品
を
衛
生
管
理
区
域
外
に
持
ち
出
さ
な
い
こ
と
。

（
特
定
症
状
以
外
の
異
状
が
確
認
さ
れ
た
場
合
の
出
荷
及
び
移
動
の
停
止
）

17

飼
養
す
る
家
畜
に
特
定
症
状
以
外
の
異
状
で
あ
つ
て
、
家
畜
の
死
亡
率
の
急
激
な
上

昇
又
は
同
様
の
症
状
を
呈
し
て
い
る
家
畜
の
増
加
が
確
認
さ
れ
た
場
合
（
そ
の
原
因
が

家
畜
の
伝
染
性
疾
病
に
よ
る
も
の
で
な
い
こ
と
が
明
ら
か
で
あ
る
場
合
を
除
く
。）に

は
、
直
ち
に
獣
医
師
の
診
療
若
し
く
は
指
導
又
は
家
畜
保
健
衛
生
所
の
指
導
を
受
け
る

と
と
も
に
、
当
該
家
畜
が
監
視
伝
染
病
に
か
か
つ
て
い
な
い
こ
と
が
確
認
さ
れ
る
ま
で

の
間
、
農
場
か
ら
の
家
畜
の
出
荷
及
び
移
動
を
行
わ
な
い
こ
と
。
当
該
家
畜
が
監
視
伝

染
病
に
か
か
つ
て
い
る
こ
と
が
確
認
さ
れ
た
場
合
に
は
、
家
畜
保
健
衛
生
所
の
指
導
に

従
う
こ
と
。
ま
た
、
飼
養
す
る
家
畜
に
そ
の
他
の
特
定
症
状
以
外
の
異
状
が
確
認
さ
れ

た
場
合
に
は
、
速
や
か
に
獣
医
師
の
診
療
を
受
け
、
又
は
指
導
を
求
め
る
こ
と
。

（
毎
日
の
健
康
観
察
）

18

毎
日
、
飼
養
す
る
家
畜
の
健
康
観
察
を
行
う
こ
と
。

（
家
畜
を
導
入
す
る
際
の
健
康
観
察
等
）

19

他
の
農
場
等
か
ら
家
畜
を
導
入
す
る
場
合
に
は
、
導
入
元
の
農
場
等
に
お
け
る
疾
病

の
発
生
状
況
、
導
入
す
る
家
畜
の
健
康
状
態
の
確
認
等
に
よ
り
健
康
な
家
畜
を
導
入
す

る
こ
と
。
導
入
し
た
家
畜
に
家
畜
の
伝
染
性
疾
病
に
か
か
つ
て
い
る
可
能
性
の
あ
る
異

状
が
な
い
こ
と
を
確
認
す
る
ま
で
の
間
、
他
の
家
畜
と
直
接
接
触
さ
せ
な
い
よ
う
に
す

る
こ
と
。

（
家
畜
の
出
荷
又
は
移
動
時
の
健
康
観
察
）

20

家
畜
の
出
荷
又
は
移
動
を
行
う
場
合
に
は
、
出
荷
又
は
移
動
の
直
前
に
当
該
家
畜
の

健
康
状
態
を
確
認
す
る
こ
と
。

第
八

感
染
ル
ー
ト
等
の
早
期
特
定
の
た
め
の
記
録
の
作
成
及
び
保
管

22

次
に
掲
げ
る
事
項
に
関
す
る
記
録
を
作
成
し
、少
な
く
と
も
一
年
間
保
存
す
る
こ
と
。

\

衛
生
管
理
区
域
に
立
ち
入
つ
た
者
（
家
畜
の
所
有
者
及
び
従
業
員
を
除
く
。）の
氏

名
及
び
住
所
又
は
所
属
並
び
に
当
該
衛
生
管
理
区
域
へ
の
立
入
り
の
年
月
日
及
び
そ

の
目
的
（
目
的
に
あ
つ
て
は
、
所
属
等
か
ら
明
ら
か
な
場
合
を
除
く
。）並
び
に
当
該

立
ち
入
つ
た
者
が
過
去
一
週
間
以
内
に
海
外
か
ら
入
国
し
、
又
は
帰
国
し
た
場
合
に

あ
つ
て
は
過
去
一
週
間
以
内
に
滞
在
し
た
全
て
の
国
又
は
地
域
名
及
び
当
該
国
又
は

地
域
に
お
け
る
畜
産
関
係
施
設
等
へ
の
立
入
り
の
有
無
。
た
だ
し
、
観
光
牧
場
そ
の

他
の
不
特
定
か
つ
多
数
の
者
が
立
ち
入
る
こ
と
が
想
定
さ
れ
る
施
設
に
お
い
て
、
衛

生
管
理
区
域
の
出
入
口
に
お
け
る
手
指
及
び
靴
の
消
毒
な
ど
、
不
特
定
か
つ
多
数
の

者
が
衛
生
管
理
区
域
に
出
入
り
す
る
際
の
病
原
体
の
持
込
み
及
び
持
出
し
を
防
止
す

る
た
め
の
規
則
を
あ
ら
か
じ
め
作
成
し
、
家
畜
防
疫
員
が
適
切
な
も
の
で
あ
る
こ
と

を
確
認
し
た
場
合
は
、
こ
の
限
り
で
な
い
。

]

家
畜
の
所
有
者
及
び
従
業
員
が
海
外
に
渡
航
し
た
場
合
に
は
、
そ
の
滞
在
期
間
及

び
国
又
は
地
域
名

^

導
入
し
た
家
畜
の
種
類
、
頭
数
、
健
康
状
態
、
導
入
元
の
農
場
等
の
名
称
及
び
導

入
の
年
月
日

_

出
荷
又
は
移
動
を
行
つ
た
家
畜
の
種
類
、
頭
数
、
健
康
状
態
、
出
荷
又
は
移
動
先

の
農
場
等
の
名
称
及
び
出
荷
又
は
移
動
の
年
月
日

`

飼
養
す
る
家
畜
の
異
状
の
有
無
並
び
に
異
状
が
あ
る
場
合
に
あ
つ
て
は
そ
の
症

状
、
頭
数
及
び
月
齢

第
九

大
規
模
所
有
者
に
関
す
る
追
加
措
置

（
獣
医
師
等
の
健
康
管
理
指
導
）

23

大
規
模
所
有
者
は
、
農
場
ご
と
に
、
家
畜
保
健
衛
生
所
と
緊
密
に
連
絡
を
行
つ
て
い

る
担
当
の
獣
医
師
又
は
診
療
施
設
を
定
め
、
定
期
的
に
当
該
獣
医
師
又
は
診
療
施
設
か

ら
当
該
農
場
に
お
い
て
飼
養
す
る
家
畜
の
健
康
管
理
に
つ
い
て
指
導
を
受
け
る
こ
と
。

（
通
報
ル
ー
ル
の
作
成
等
）

24

大
規
模
所
有
者
は
、
従
業
員
が
飼
養
す
る
家
畜
が
特
定
症
状
を
呈
し
て
い
る
こ
と
を

発
見
し
た
と
き
に
お
い
て
、
当
該
大
規
模
所
有
者
（
当
該
大
規
模
所
有
者
以
外
に
管
理

者
が
あ
る
場
合
に
あ
つ
て
は
、
当
該
大
規
模
所
有
者
及
び
管
理
者
）
の
許
可
を
得
ず
、

直
ち
に
家
畜
保
健
衛
生
所
に
通
報
す
る
こ
と
を
規
定
し
た
も
の
を
作
成
し
、
こ
れ
を
全

従
業
員
に
周
知
徹
底
す
る
こ
と
。
家
畜
の
伝
染
性
疾
病
の
発
生
の
予
防
及
び
ま
ん
延
の

防
止
に
関
す
る
情
報
を
全
従
業
員
に
周
知
徹
底
す
る
こ
と
。

三

鶏
、
あ

ひ
る
、
う

ず
ら
、
き

じ
、
だ
ち

よ
う
、
ほ

ろ
ほ
ろ
鳥

及
び
七
面

鳥

第
一

家
畜
防
疫
に
関
す
る
最
新
情
報
の
把
握
等

１

自
ら
が
飼
養
す
る
家
き
ん
が
感
染
す
る
伝
染
性
疾
病
の
発
生
の
予
防
及
び
ま
ん
延
の

防
止
に
関
し
、
家
畜
保
健
衛
生
所
か
ら
提
供
さ
れ
る
情
報
を
必
ず
確
認
し
、
家
畜
保
健

衛
生
所
の
指
導
等
に
従
う
こ
と
。
家
畜
保
健
衛
生
所
等
が
開
催
す
る
家
畜
衛
生
に
関
す

る
講
習
会
へ
の
参
加
、
農
林
水
産
省
の
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
の
閲
覧
等
を
通
じ
て
、
家
畜
防

疫
に
関
す
る
情
報
を
積
極
的
に
把
握
す
る
こ
と
。
ま
た
、
関
係
法
令
を
遵
守
す
る
と
と

も
に
、
家
畜
保
健
衛
生
所
が
行
う
検
査
を
受
け
る
こ
と
。

第
二

衛
生
管
理
区
域
の
設
定

２

自
ら
の
農
場
を
、
衛
生
管
理
区
域
と
そ
れ
以
外
の
区
域
と
に
分
け
、
両
区
域
の
境
界

が
分
か
る
よ
う
に
す
る
こ
と
。

第
七

埋
却
等
の
準
備

21

埋
却
の
用
に
供
す
る
土
地
（
肥
育
豚
（
月
齢
が
満
三
月
以
上
の
も
の
に
限
る
。）一
頭

当
た
り
〇
・
九
平
方
メ
ー
ト
ル
を
標
準
と
す
る
。）の
確
保
又
は
焼
却
若
し
く
は
化
製
の

た
め
の
準
備
措
置
を
講
ず
る
こ
と
。
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第
三

衛
生
管
理
区
域
へ
の
病
原
体
の
持
込
み
の
防
止

（
衛
生
管
理
区
域
へ
の
必
要
の
な
い
者
の
立
入
り
の
制
限
）

３

衛
生
管
理
区
域
の
出
入
口
の
数
を
必
要
最
小
限
と
す
る
こ
と
。
必
要
の
な
い
者
を
衛

生
管
理
区
域
に
立
ち
入
ら
せ
な
い
よ
う
に
す
る
と
と
も
に
、
衛
生
管
理
区
域
に
立
ち
入

つ
た
者
が
飼
養
す
る
家
き
ん
に
接
触
す
る
機
会
を
最
小
限
と
す
る
よ
う
、
当
該
出
入
口

付
近
へ
の
看
板
の
設
置
そ
の
他
の
必
要
な
措
置
を
講
ず
る
こ
と
。
た
だ
し
、
観
光
牧
場

そ
の
他
の
不
特
定
か
つ
多
数
の
者
が
立
ち
入
る
こ
と
が
想
定
さ
れ
る
施
設
に
お
い
て
、

当
該
出
入
口
に
お
け
る
手
指
及
び
靴
の
消
毒
な
ど
、
不
特
定
か
つ
多
数
の
者
が
衛
生
管

理
区
域
に
出
入
り
す
る
際
の
病
原
体
の
持
込
み
及
び
持
出
し
を
防
止
す
る
た
め
の
規
則

を
あ
ら
か
じ
め
作
成
し
、
家
畜
防
疫
員
が
適
切
な
も
の
で
あ
る
こ
と
を
確
認
し
た
場
合

は
、
こ
の
限
り
で
な
い
。

（
衛
生
管
理
区
域
に
立
ち
入
る
車
両
の
消
毒
）

４

衛
生
管
理
区
域
の
出
入
口
付
近
に
消
毒
設
備
を
設
置
し
、車
両
を
入
れ
る
者
に
対
し
、

衛
生
管
理
区
域
に
出
入
り
す
る
際
に
当
該
消
毒
設
備
を
利
用
し
て
当
該
車
両
の
消
毒
を

さ
せ
る
こ
と
（
そ
の
者
が
当
該
消
毒
設
備
と
同
等
以
上
の
効
果
を
有
す
る
消
毒
設
備
を

携
行
し
、
当
該
出
入
口
付
近
に
お
い
て
当
該
消
毒
設
備
を
利
用
し
て
消
毒
を
す
る
場
合

を
除
く
。）。

（
衛
生
管
理
区
域
及
び
家
き
ん
舎
に
立
ち
入
る
者
の
消
毒
）

５

衛
生
管
理
区
域
及
び
家
き
ん
舎
の
出
入
口
付
近
に
消
毒
設
備
を
設
置
し
、
立
ち
入
る

者
に
対
し
、
衛
生
管
理
区
域
及
び
家
き
ん
舎
に
出
入
り
す
る
際
に
当
該
消
毒
設
備
を
利

用
し
て
手
指
の
洗
浄
又
は
消
毒
及
び
靴
の
消
毒
を
さ
せ
る
こ
と
（
そ
の
者
が
当
該
消
毒

設
備
と
同
等
以
上
の
効
果
を
有
す
る
消
毒
設
備
を
携
行
し
、
当
該
出
入
口
付
近
に
お
い

て
当
該
消
毒
設
備
を
利
用
し
て
消
毒
を
す
る
場
合
を
除
く
。）。

（
衛
生
管
理
区
域
専
用
の
衣
服
及
び
靴
の
設
置
及
び
使
用
）

６

衛
生
管
理
区
域
専
用
の
衣
服
（
衛
生
管
理
区
域
に
立
ち
入
る
際
に
着
用
し
て
い
る
衣

服
の
上
か
ら
着
用
す
る
も
の
を
含
む
。）及
び
靴
（
衛
生
管
理
区
域
に
立
ち
入
る
際
に
着

用
し
て
い
る
靴
の
上
か
ら
着
用
す
る
ブ
ー
ツ
カ
バ
ー
を
含
む
。）を
設
置
す
る
と
と
も

に
、
家
き
ん
舎
ご
と
の
専
用
の
靴
（
家
き
ん
舎
に
立
ち
入
る
際
に
着
用
し
て
い
る
靴
の

上
か
ら
着
用
す
る
ブ
ー
ツ
カ
バ
ー
を
含
む
。）を
設
置
し
、
衛
生
管
理
区
域
及
び
家
き
ん

舎
に
立
ち
入
る
者
に
対
し
、
こ
れ
ら
を
確
実
に
着
用
さ
せ
る
こ
と
（
そ
の
者
が
当
該
衛

生
管
理
区
域
専
用
の
衣
服
及
び
靴
並
び
に
当
該
家
き
ん
舎
ご
と
の
専
用
の
靴
を
持
参

し
、
こ
れ
ら
を
着
用
す
る
場
合
を
除
く
。）。

（
他
の
畜
産
関
係
施
設
等
に
立
ち
入
つ
た
者
等
が
衛
生
管
理
区
域
に
立
ち
入
る
際
の
措

置
）

７

当
日
に
他
の
畜
産
関
係
施
設
等
に
立
ち
入
つ
た
者
（
家
畜
防
疫
員
、
獣
医
師
、
飼
料

運
搬
業
者
そ
の
他
の
畜
産
関
係
者
を
除
く
。）及
び
過
去
一
週
間
以
内
に
海
外
か
ら
入
国

し
、
又
は
帰
国
し
た
者
を
、
必
要
が
あ
る
場
合
を
除
き
、
衛
生
管
理
区
域
に
立
ち
入
ら

せ
な
い
よ
う
に
す
る
こ
と
。

（
他
の
畜
産
関
係
施
設
等
で
使
用
し
た
物
品
等
を
衛
生
管
理
区
域
に
持
ち
込
む
際
の
措

置
）

８

他
の
畜
産
関
係
施
設
等
で
使
用
し
、又
は
使
用
し
た
お
そ
れ
が
あ
る
物
品
で
あ
つ
て
、

飼
養
す
る
家
き
ん
若
し
く
は
そ
の
死
体
又
は
当
該
家
き
ん
が
生
産
し
た
卵
に
直
接
接
触

す
る
も
の
を
衛
生
管
理
区
域
に
持
ち
込
む
場
合
に
は
、
洗
浄
又
は
消
毒
を
す
る
こ
と
。

家
き
ん
の
飼
養
管
理
に
必
要
の
な
い
物
品
を
家
き
ん
舎
に
持
ち
込
ま
な
い
こ
と
。

（
海
外
で
使
用
し
た
衣
服
等
を
衛
生
管
理
区
域
に
持
ち
込
む
際
の
措
置
）

９

過
去
二
月
以
内
に
海
外
で
使
用
し
た
衣
服
及
び
靴
を
衛
生
管
理
区
域
に
持
ち
込
ま
な

い
こ
と
。
や
む
を
得
ず
持
ち
込
む
場
合
に
は
、
事
前
に
洗
浄
、
消
毒
そ
の
他
の
措
置
を

講
ず
る
こ
と
。

第
四

野
生
動
物
等
か
ら
の
病
原
体
の
侵
入
防
止

（
給
餌
設
備
、
給
水
設
備
等
へ
の
野
生
動
物
の
排
せ
つ
物
等
の
混
入
の
防
止
）

10

家
き
ん
舎
の
給
餌
設
備
及
び
給
水
設
備
並
び
に
飼
料
の
保
管
場
所
に
ね
ず
み
、
野
鳥

等
の
野
生
動
物
の
排
せ
つ
物
等
が
混
入
し
な
い
よ
う
必
要
な
措
置
を
講
ず
る
こ
と
。

（
飲
用
水
の
消
毒
）

11

野
生
動
物
の
排
せ
つ
物
等
が
混
入
す
る
お
そ
れ
が
あ
る
水
を
飲
用
水
と
し
て
飼
養
す

る
家
き
ん
に
給
与
す
る
場
合
に
は
、
こ
れ
を
消
毒
す
る
こ
と
。

、

第
五

衛
生
管
理
区
域
の
衛
生
状
態
の
確
保

（
家
き
ん
舎
等
及
び
器
具
の
定
期
的
な
清
掃
又
は
消
毒
等
）

14

家
き
ん
舎
そ
の
他
の
衛
生
管
理
区
域
内
に
あ
る
施
設
及
び
器
具
の
清
掃
又
は
消
毒
を

定
期
的
に
す
る
こ
と
。

（
空
舎
又
は
空
ケ
ー
ジ
の
清
掃
及
び
消
毒
）

15

家
き
ん
の
出
荷
又
は
移
動
に
よ
り
家
き
ん
舎
又
は
ケ
ー
ジ
（
家
き
ん
を
飼
養
す
る
た

め
の
か
ご
を
い
う
。）が
空
に
な
つ
た
場
合
に
は
、
清
掃
及
び
消
毒
を
す
る
こ
と
。

（
密
飼
い
の
防
止
）

16

家
き
ん
の
健
康
に
悪
影
響
を
及
ぼ
す
よ
う
な
過
密
な
状
態
で
家
き
ん
を
飼
養
し
な
い

こ
と
。

第
六

家
き
ん
の
健
康
観
察
と
異
状
が
確
認
さ
れ
た
場
合
の
対
処

（
特
定
症
状
が
確
認
さ
れ
た
場
合
の
早
期
通
報
並
び
に
出
荷
及
び
移
動
の
停
止
）

17

飼
養
す
る
家
き
ん
が
特
定
症
状
を
呈
し
て
い
る
こ
と
を
発
見
し
た
と
き
は
、
直
ち
に

家
畜
保
健
衛
生
所
に
通
報
す
る
こ
と
。
ま
た
、
農
場
か
ら
の
家
き
ん
及
び
そ
の
死
体
、

畜
産
物
並
び
に
排
せ
つ
物
の
出
荷
及
び
移
動
を
行
わ
な
い
こ
と
。
必
要
が
な
い
に
も
か

か
わ
ら
ず
、
衛
生
管
理
区
域
内
に
あ
る
物
品
を
衛
生
管
理
区
域
外
に
持
ち
出
さ
な
い
こ

と
。

（
特
定
症
状
以
外
の
異
状
が
確
認
さ
れ
た
場
合
の
出
荷
及
び
移
動
の
停
止
）

18

飼
養
す
る
家
き
ん
に
特
定
症
状
以
外
の
異
状
で
あ
つ
て
、
家
き
ん
の
死
亡
率
の
急
激

な
上
昇
又
は
同
様
の
症
状
を
呈
し
て
い
る
家
き
ん
の
増
加
が
確
認
さ
れ
た
場
合
（
そ
の

原
因
が
家
畜
の
伝
染
性
疾
病
に
よ
る
も
の
で
な
い
こ
と
が
明
ら
か
で
あ
る
場
合
を
除

く
。）に
は
、
直
ち
に
獣
医
師
の
診
療
若
し
く
は
指
導
又
は
家
畜
保
健
衛
生
所
の
指
導
を

受
け
る
と
と
も
に
、
当
該
家
き
ん
が
監
視
伝
染
病
に
か
か
つ
て
い
な
い
こ
と
が
確
認
さ

れ
る
ま
で
の
間
、
農
場
か
ら
の
家
き
ん
の
出
荷
及
び
移
動
を
行
わ
な
い
こ
と
。
当
該
家

き
ん
が
監
視
伝
染
病
に
か
か
つ
て
い
る
こ
と
が
確
認
さ
れ
た
場
合
に
は
、
家
畜
保
健
衛

生
所
の
指
導
に
従
う
こ
と
。
ま
た
、
飼
養
す
る
家
き
ん
に
そ
の
他
の
特
定
症
状
以
外
の

異
状
が
確
認
さ
れ
た
場
合
に
は
、
速
や
か
に
獣
医
師
の
診
療
を
受
け
、
又
は
指
導
を
求

め
る
こ
と
。

（
毎
日
の
健
康
観
察
）

19

毎
日
、
飼
養
す
る
家
き
ん
の
健
康
観
察
を
行
う
こ
と
。

（
家
畜
を
導
入
す
る
際
の
健
康
観
察
等
）

20

他
の
農
場
等
か
ら
家
き
ん
を
導
入
す
る
場
合
に
は
、
導
入
元
の
農
場
等
に
お
け
る
疾

病
の
発
生
状
況
、
導
入
す
る
家
き
ん
の
健
康
状
態
の
確
認
等
に
よ
り
健
康
な
家
き
ん
を

導
入
す
る
こ
と
。
導
入
し
た
家
き
ん
に
家
畜
の
伝
染
性
疾
病
に
か
か
つ
て
い
る
可
能
性

の
あ
る
異
状
が
な
い
こ
と
を
確
認
す
る
ま
で
の
間
、
他
の
家
き
ん
と
直
接
接
触
さ
せ
な

い
よ
う
に
す
る
こ
と
。

（
家
畜
の
出
荷
又
は
移
動
時
の
健
康
観
察
）

21

家
き
ん
の
出
荷
又
は
移
動
を
行
う
場
合
に
は
、
出
荷
又
は
移
動
の
直
前
に
当
該
家
き

ん
の
健
康
状
態
を
確
認
す
る
こ
と
。

第
七

埋
却
等
の
準
備

22

埋
却
の
用
に
供
す
る
土
地
（
成
鶏
（
日
齢
が
満
百
五
十
日
以
上
の
鶏
を
い
う
。）百
羽

当
た
り
〇
・
七
平
方
メ
ー
ト
ル
を
標
準
と
す
る
。）の
確
保
又
は
焼
却
若
し
く
は
化
製
の

た
め
の
準
備
措
置
を
講
ず
る
こ
と
。

（
野
生
動
物
の
侵
入
防
止
の
た
め
の
ネ
ッ
ト
等
の
設
置
、
点
検
及
び
修
繕
）

12

野
鳥
等
の
野
生
動
物
の
家
き
ん
舎
へ
の
侵
入
を
防
止
す
る
こ
と
が
で
き
る
防
鳥
ネ
ッ

ト
（
網
目
の
大
き
さ
が
二
セ
ン
チ
メ
ー
ト
ル
以
下
の
も
の
又
は
こ
れ
と
同
等
の
効
果
を

有
す
る
と
認
め
ら
れ
る
も
の
に
限
る
。）そ
の
他
の
設
備
を
設
置
す
る
と
と
も
に
、
定
期

的
に
当
該
設
備
の
破
損
状
況
を
確
認
し
、
破
損
が
あ
る
場
合
に
は
、
遅
滞
な
く
そ
の
破

損
箇
所
を
修
繕
す
る
こ
と
。

（
ね
ず
み
及
び
害
虫
の
駆
除
）

13

家
き
ん
舎
の
屋
根
又
は
壁
面
に
破
損
が
あ
る
場
合
に
は
、
遅
滞
な
く
そ
の
破
損
箇
所

を
修
繕
す
る
と
と
も
に
、
ね
ず
み
及
び
は
え
等
の
害
虫
の
駆
除
を
行
う
た
め
に
必
要
な

措
置
を
講
ず
る
こ
と
。
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第
八

感
染
ル
ー
ト
等
の
早
期
特
定
の
た
め
の
記
録
の
作
成
及
び
保
管

23

次
に
掲
げ
る
事
項
に
関
す
る
記
録
を
作
成
し
、少
な
く
と
も
一
年
間
保
存
す
る
こ
と
。

\

衛
生
管
理
区
域
に
立
ち
入
つ
た
者
（
家
き
ん
の
所
有
者
及
び
従
業
員
を
除
く
。）の

氏
名
及
び
住
所
又
は
所
属
並
び
に
当
該
衛
生
管
理
区
域
へ
の
立
入
り
の
年
月
日
及
び

そ
の
目
的
（
目
的
に
あ
つ
て
は
、
所
属
等
か
ら
明
ら
か
な
場
合
を
除
く
。）並
び
に
当

該
立
ち
入
つ
た
者
が
過
去
一
週
間
以
内
に
海
外
か
ら
入
国
し
、
又
は
帰
国
し
た
場
合

に
あ
つ
て
は
過
去
一
週
間
以
内
に
滞
在
し
た
全
て
の
国
又
は
地
域
名
及
び
当
該
国
又

は
地
域
に
お
け
る
畜
産
関
係
施
設
等
へ
の
立
入
り
の
有
無
。
た
だ
し
、
観
光
牧
場
そ

の
他
の
不
特
定
か
つ
多
数
の
者
が
立
ち
入
る
こ
と
が
想
定
さ
れ
る
施
設
に
お
い
て
、

衛
生
管
理
区
域
の
出
入
口
に
お
け
る
手
指
及
び
靴
の
消
毒
な
ど
、
不
特
定
か
つ
多
数

の
者
が
衛
生
管
理
区
域
に
出
入
り
す
る
際
の
病
原
体
の
持
込
み
及
び
持
出
し
を
防
止

す
る
た
め
の
規
則
を
あ
ら
か
じ
め
作
成
し
、
家
畜
防
疫
員
が
適
切
な
も
の
で
あ
る
こ

と
を
確
認
し
た
場
合
は
、
こ
の
限
り
で
な
い
。

]

家
き
ん
の
所
有
者
及
び
従
業
員
が
海
外
に
渡
航
し
た
場
合
に
は
、
そ
の
滞
在
期
間

及
び
国
又
は
地
域
名

^

導
入
し
た
家
き
ん
の
種
類
、
羽
数
、
健
康
状
態
、
導
入
元
の
農
場
等
の
名
称
及
び

導
入
の
年
月
日

_

出
荷
又
は
移
動
を
行
つ
た
家
き
ん
の
種
類
、
羽
数
、
健
康
状
態
、
出
荷
又
は
移
動

先
の
農
場
等
の
名
称
及
び
出
荷
又
は
移
動
の
年
月
日

`

飼
養
す
る
家
き
ん
の
異
状
の
有
無
及
び
産
卵
個
数
又
は
産
卵
重
量
並
び
に
異
状
が

あ
る
場
合
に
あ
つ
て
は
そ
の
症
状
、
羽
数
、
日
齢
及
び
当
該
異
状
が
確
認
さ
れ
た
農

場
内
の
場
所

第
九

大
規
模
所
有
者
に
関
す
る
追
加
措
置

（
獣
医
師
等
の
健
康
管
理
指
導
）

24

大
規
模
所
有
者
は
、
農
場
ご
と
に
、
家
畜
保
健
衛
生
所
と
緊
密
に
連
絡
を
行
つ
て
い

る
担
当
の
獣
医
師
又
は
診
療
施
設
を
定
め
、
定
期
的
に
当
該
獣
医
師
又
は
診
療
施
設
か

ら
当
該
農
場
に
お
い
て
飼
養
す
る
家
き
ん
の
健
康
管
理
に
つ
い
て
指
導
を
受
け
る
こ

と
。

（
通
報
ル
ー
ル
の
作
成
等
）

25

大
規
模
所
有
者
は
、
従
業
員
が
飼
養
す
る
家
き
ん
が
特
定
症
状
を
呈
し
て
い
る
こ
と

を
発
見
し
た
と
き
に
お
い
て
、
当
該
大
規
模
所
有
者
（
当
該
大
規
模
所
有
者
以
外
に
管

理
者
が
あ
る
場
合
に
あ
つ
て
は
、
当
該
大
規
模
所
有
者
及
び
管
理
者
）の
許
可
を
得
ず
、

直
ち
に
家
畜
保
健
衛
生
所
に
通
報
す
る
こ
と
を
規
定
し
た
も
の
を
作
成
し
、
こ
れ
を
全

従
業
員
に
周
知
徹
底
す
る
こ
と
。
家
畜
の
伝
染
性
疾
病
の
発
生
の
予
防
及
び
ま
ん
延
の

防
止
に
関
す
る
情
報
を
全
従
業
員
に
周
知
徹
底
す
る
こ
と
。

四

馬

第
一

家
畜
防
疫
に
関
す
る
最
新
情
報
の
把
握
等

１

自
ら
が
飼
養
す
る
馬
が
感
染
す
る
伝
染
性
疾
病
の
発
生
の
予
防
及
び
ま
ん
延
の
防
止

に
関
し
、
家
畜
保
健
衛
生
所
か
ら
提
供
さ
れ
る
情
報
を
必
ず
確
認
し
、
家
畜
保
健
衛
生

所
の
指
導
等
に
従
う
こ
と
。
家
畜
保
健
衛
生
所
等
が
開
催
す
る
家
畜
衛
生
に
関
す
る
講

習
会
へ
の
参
加
、
農
林
水
産
省
の
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
の
閲
覧
等
を
通
じ
て
、
家
畜
防
疫
に

関
す
る
情
報
を
積
極
的
に
把
握
す
る
こ
と
。
ま
た
、関
係
法
令
を
遵
守
す
る
と
と
も
に
、

家
畜
保
健
衛
生
所
が
行
う
検
査
を
受
け
る
こ
と
。

第
二

衛
生
管
理
区
域
の
設
定

２

自
ら
の
農
場
を
、
衛
生
管
理
区
域
と
そ
れ
以
外
の
区
域
と
に
分
け
、
両
区
域
の
境
界

が
分
か
る
よ
う
に
す
る
こ
と
。

第
四

野
生
動
物
等
か
ら
の
病
原
体
の
侵
入
防
止

（
給
餌
設
備
、
給
水
設
備
等
へ
の
野
生
動
物
の
排
せ
つ
物
等
の
混
入
の
防
止
）

６

厩
舎
の
給
餌
設
備
及
び
給
水
設
備
並
び
に
飼
料
の
保
管
場
所
に
ね
ず
み
、
野
鳥
等
の

野
生
動
物
の
排
せ
つ
物
等
が
混
入
し
な
い
よ
う
必
要
な
措
置
を
講
ず
る
こ
と
。

（
飲
用
に
適
し
た
水
の
給
与
）

７

飼
養
す
る
馬
に
飲
用
に
適
し
た
水
を
給
与
す
る
こ
と
。

第
五

衛
生
管
理
区
域
の
衛
生
状
態
の
確
保

（
厩
舎
等
及
び
器
具
の
定
期
的
な
清
掃
又
は
消
毒
等
）

８

厩
舎
そ
の
他
の
衛
生
管
理
区
域
内
に
あ
る
施
設
及
び
器
具
の
清
掃
又
は
消
毒
を
定
期

的
に
す
る
こ
と
。
注
射
針
、
繁
殖
検
査
用
器
具
そ
の
他
体
液
が
付
着
す
る
物
品
を
使
用

す
る
際
は
、
一
頭
ご
と
に
交
換
又
は
消
毒
を
す
る
こ
と
。

（
空
房
の
清
掃
及
び
消
毒
）

９

馬
の
移
動
又
は
出
荷
に
よ
り
馬
房
が
空
に
な
つ
た
場
合
に
は
、
清
掃
及
び
消
毒
を
す

る
こ
と
。

第
六

家
畜
の
健
康
観
察
と
異
状
が
確
認
さ
れ
た
場
合
の
対
処

（
馬
に
異
状
が
確
認
さ
れ
た
場
合
の
移
動
及
び
出
荷
の
停
止
）

10

飼
養
す
る
馬
に
異
状
が
確
認
さ
れ
た
場
合
（
そ
の
原
因
が
家
畜
の
伝
染
性
疾
病
に
よ

る
も
の
で
な
い
こ
と
が
明
ら
か
で
あ
る
場
合
を
除
く
。）に
は
、
直
ち
に
獣
医
師
の
診
療

を
受
け
る
と
と
も
に
、
当
該
馬
が
監
視
伝
染
病
に
か
か
つ
て
い
な
い
こ
と
が
確
認
さ
れ

る
ま
で
の
間
、
農
場
か
ら
の
馬
の
移
動
及
び
出
荷
を
行
わ
な
い
こ
と
。
当
該
馬
が
監
視

伝
染
病
に
か
か
つ
て
い
る
こ
と
が
確
認
さ
れ
た
場
合
に
は
、
家
畜
保
健
衛
生
所
の
指
導

に
従
う
こ
と
。

（
毎
日
の
健
康
観
察
）

11

毎
日
、
飼
養
す
る
馬
の
健
康
観
察
を
行
う
こ
と
。

第
三

衛
生
管
理
区
域
へ
の
病
原
体
の
持
込
み
の
防
止

（
衛
生
管
理
区
域
へ
の
必
要
の
な
い
者
の
立
入
り
の
制
限
）

３

衛
生
管
理
区
域
の
出
入
口
の
数
を
必
要
最
小
限
と
す
る
こ
と
。
必
要
の
な
い
者
を
衛

生
管
理
区
域
に
立
ち
入
ら
せ
な
い
よ
う
に
す
る
と
と
も
に
、
衛
生
管
理
区
域
に
立
ち
入

つ
た
者
が
飼
養
す
る
馬
に
接
触
す
る
機
会
を
最
小
限
と
す
る
よ
う
、
当
該
出
入
口
付
近

へ
の
看
板
の
設
置
そ
の
他
の
必
要
な
措
置
を
講
ず
る
こ
と
。
た
だ
し
、
競
馬
場
、
乗
馬

施
設
そ
の
他
の
不
特
定
か
つ
多
数
の
者
が
立
ち
入
る
こ
と
が
想
定
さ
れ
る
施
設
に
お
い

て
、
当
該
出
入
口
に
お
け
る
手
指
及
び
靴
の
消
毒
な
ど
、
不
特
定
か
つ
多
数
の
者
が
衛

生
管
理
区
域
に
出
入
り
す
る
際
の
病
原
体
の
持
込
み
及
び
持
出
し
を
防
止
す
る
た
め
の

規
則
を
あ
ら
か
じ
め
作
成
し
、
家
畜
防
疫
員
が
適
切
な
も
の
で
あ
る
こ
と
を
確
認
し
た

場
合
は
、
こ
の
限
り
で
な
い
。

（
衛
生
管
理
区
域
に
立
ち
入
る
車
両
の
消
毒
）

４

衛
生
管
理
区
域
の
出
入
口
付
近
に
消
毒
設
備
を
設
置
し
、車
両
を
入
れ
る
者
に
対
し
、

衛
生
管
理
区
域
に
出
入
り
す
る
際
に
当
該
消
毒
設
備
を
利
用
し
て
当
該
車
両
の
消
毒
を

さ
せ
る
こ
と
（
そ
の
者
が
当
該
消
毒
設
備
と
同
等
以
上
の
効
果
を
有
す
る
消
毒
設
備
を

携
行
し
、
当
該
出
入
口
付
近
に
お
い
て
当
該
消
毒
設
備
を
利
用
し
て
消
毒
を
す
る
場
合

を
除
く
。）。

（
厩
舎
に
立
ち
入
る
者
の
消
毒
）

５

厩
舎
の
出
入
口
付
近
に
消
毒
設
備
を
設
置
し
、
立
ち
入
る
者
に
対
し
、
厩
舎
に
出
入

り
す
る
際
に
当
該
消
毒
設
備
を
利
用
し
て
手
指
の
洗
浄
又
は
消
毒
及
び
靴
の
消
毒
を
さ

せ
る
こ
と
（
そ
の
者
が
当
該
消
毒
設
備
と
同
等
以
上
の
効
果
を
有
す
る
消
毒
設
備
を
携

行
し
、
当
該
出
入
口
付
近
に
お
い
て
当
該
消
毒
設
備
を
利
用
し
て
消
毒
を
す
る
場
合
を

除
く
。）。
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（
馬
を
導
入
す
る
際
の
健
康
観
察
等
）

12

他
の
農
場
等
か
ら
馬
を
導
入
す
る
場
合
に
は
、
導
入
元
の
農
場
等
に
お
け
る
疾
病
の

発
生
状
況
、導
入
す
る
馬
の
健
康
状
態
の
確
認
等
に
よ
り
健
康
な
馬
を
導
入
す
る
こ
と
。

導
入
し
た
馬
に
家
畜
の
伝
染
性
疾
病
に
か
か
つ
て
い
る
可
能
性
の
あ
る
異
状
が
な
い
こ

と
を
確
認
す
る
ま
で
の
間
、
他
の
家
畜
と
直
接
接
触
さ
せ
な
い
よ
う
に
す
る
こ
と
。

（
馬
の
移
動
又
は
出
荷
時
の
健
康
観
察
等
）

13

馬
の
移
動
又
は
出
荷
を
行
う
場
合
に
は
、
移
動
又
は
出
荷
の
直
前
に
当
該
馬
の
健
康

状
態
を
確
認
す
る
こ
と
。

第
七

感
染
ル
ー
ト
等
の
早
期
特
定
の
た
め
の
記
録
の
作
成
及
び
保
管

14

次
に
掲
げ
る
事
項
に
関
す
る
記
録
を
作
成
し
、少
な
く
と
も
一
年
間
保
存
す
る
こ
と
。

\

導
入
し
た
馬
の
種
類
、
頭
数
、
健
康
状
態
、
導
入
元
の
農
場
等
の
名
称
及
び
導
入

の
年
月
日

]

移
動
又
は
出
荷
を
行
つ
た
馬
の
種
類
、
頭
数
、
健
康
状
態
、
移
動
又
は
出
荷
先
の

農
場
等
の
名
称
及
び
移
動
又
は
出
荷
の
年
月
日

^

飼
養
す
る
馬
の
異
状
の
有
無
並
び
に
異
状
が
あ
る
場
合
に
あ
つ
て
は
そ
の
症
状
、

頭
数
及
び
月
齢

第
八

大
規
模
所
有
者
に
関
す
る
追
加
措
置

（
獣
医
師
等
の
健
康
管
理
指
導
）

15

大
規
模
所
有
者
は
、
農
場
ご
と
に
、
家
畜
保
健
衛
生
所
と
緊
密
に
連
絡
を
行
つ
て
い

る
担
当
の
獣
医
師
又
は
診
療
施
設
を
定
め
、
定
期
的
に
当
該
獣
医
師
又
は
診
療
施
設
か

ら
当
該
農
場
に
お
い
て
飼
養
す
る
馬
の
健
康
管
理
に
つ
い
て
指
導
を
受
け
る
こ
と
。

（
情
報
の
周
知
）

16

大
規
模
所
有
者
は
、
家
畜
の
伝
染
性
疾
病
の
発
生
の
予
防
及
び
ま
ん
延
の
防
止
に
関

す
る
情
報
を
全
従
業
員
に
周
知
徹
底
す
る
こ
と
。
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（
検
査
の
た
め
の
係
留
期
間
に
関
す
る
経
過
措
置
）

第
三
条

こ
の
省
令
の
施
行
の
日
（
以
下
「
施
行
日
」
と
い
う
。）に
お
い
て
現
に
第
一
条
の
規
定
に
よ
る
改
正
前
の
家

畜
伝
染
病
予
防
法
施
行
規
則
（
以
下
「
旧
規
則
」
と
い
う
。）第
五
十
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
係
留
し
て
い
る
動
物

に
係
る
係
留
期
間
に
つ
い
て
は
、
な
お
従
前
の
例
に
よ
る
。

（
監
視
伝
染
病
病
原
体
の
所
持
に
関
す
る
経
過
措
置
）

第
四
条

改
正
法
附
則
第
六
条
第
四
項
に
お
い
て
準
用
す
る
新
法
第
四
十
六
条
の
十
一
第
二
項
の
規
定
に
よ
る
滅
菌
譲

渡
の
届
出
は
、
新
規
則
別
記
様
式
第
三
十
八
号
に
よ
り
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
場
合
の
区
分
に
応
じ
、
当
該
各
号
に

定
め
る
日
ま
で
に
行
わ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

一

施
行
日
に
お
い
て
現
に
家
畜
伝
染
病
病
原
体
（
改
正
法
附
則
第
六
条
第
一
項
に
規
定
す
る
家
畜
伝
染
病
病
原
体

を
い
う
。
以
下
同
じ
。）を
所
持
し
て
い
る
者
が
同
項
に
規
定
す
る
猶
予
期
間
（
以
下
「
猶
予
期
間
」
と
い
う
。）に

新
法
第
四
十
六
条
の
五
第
一
項
本
文
の
許
可
の
申
請
を
し
な
か
っ
た
場
合

当
該
猶
予
期
間
が
経
過
し
た
日

二

施
行
日
に
お
い
て
現
に
家
畜
伝
染
病
病
原
体
を
所
持
し
て
い
る
者
が
猶
予
期
間
に
申
請
し
た
新
法
第
四
十
六
条

の
五
第
一
項
本
文
の
許
可
を
拒
否
さ
れ
た
場
合

当
該
家
畜
伝
染
病
病
原
体
の
滅
菌
譲
渡
（
新
法
第
四
十
六
条
の

十
一
第
二
項
に
規
定
す
る
滅
菌
譲
渡
を
い
う
。）の
予
定
日
前
の
日

２

新
規
則
第
五
十
六
条
の
十
六
第
二
項
の
規
定
は
、
改
正
法
附
則
第
六
条
第
四
項
に
お
い
て
準
用
す
る
新
法
第
四
十

六
条
の
十
一
第
二
項
の
農
林
水
産
省
令
で
定
め
る
事
項
に
つ
い
て
準
用
す
る
。

３

新
規
則
第
五
十
六
条
の
十
七
の
規
定
は
、
改
正
法
附
則
第
六
条
第
四
項
に
お
い
て
準
用
す
る
新
法
第
四
十
六
条
の

十
一
第
四
項
の
規
定
に
よ
る
命
令
に
つ
い
て
準
用
す
る
。

第
五
条

新
規
則
第
五
十
六
条
の
二
十
三
第
一
項
の
規
定
は
、
改
正
法
附
則
第
六
条
第
五
項
に
お
い
て
読
み
替
え
て
準

用
す
る
新
法
第
四
十
六
条
の
十
七
第
一
項
の
農
林
水
産
省
令
で
定
め
る
技
術
上
の
基
準
の
う
ち
、
重
点
管
理
家
畜
伝

染
病
病
原
体
（
家
畜
伝
染
病
病
原
体
で
あ
っ
て
新
規
則
第
五
十
六
条
の
八
に
規
定
す
る
重
点
管
理
家
畜
伝
染
病
病
原

体
で
あ
る
も
の
を
い
う
。
以
下
同
じ
。）の
保
管
に
係
る
も
の
に
つ
い
て
準
用
す
る
。

２

新
規
則
第
五
十
六
条
の
二
十
三
第
二
項
及
び
第
三
項
の
規
定
は
、
改
正
法
附
則
第
六
条
第
五
項
に
お
い
て
読
み
替

え
て
準
用
す
る
新
法
第
四
十
六
条
の
十
七
第
一
項
の
農
林
水
産
省
令
で
定
め
る
技
術
上
の
基
準
の
う
ち
、
要
管
理
家

畜
伝
染
病
病
原
体
（
家
畜
伝
染
病
病
原
体
で
あ
っ
て
新
規
則
第
五
十
六
条
の
九
第
一
項
に
規
定
す
る
要
管
理
家
畜
伝

染
病
病
原
体
で
あ
る
も
の
を
い
う
。
以
下
同
じ
。）の
保
管
に
係
る
も
の
に
つ
い
て
準
用
す
る
。

３

新
規
則
第
五
十
六
条
の
二
十
四
第
一
項
の
規
定
は
、
改
正
法
附
則
第
六
条
第
五
項
に
お
い
て
読
み
替
え
て
準
用
す

る
新
法
第
四
十
六
条
の
十
七
第
一
項
の
農
林
水
産
省
令
で
定
め
る
技
術
上
の
基
準
の
う
ち
、
重
点
管
理
家
畜
伝
染
病

病
原
体
の
使
用
に
係
る
も
の
に
つ
い
て
準
用
す
る
。

４

新
規
則
第
五
十
六
条
の
二
十
四
第
二
項
及
び
第
三
項
の
規
定
は
、
改
正
法
附
則
第
六
条
第
五
項
に
お
い
て
読
み
替

え
て
準
用
す
る
新
法
第
四
十
六
条
の
十
七
第
一
項
の
農
林
水
産
省
令
で
定
め
る
技
術
上
の
基
準
の
う
ち
、
要
管
理
家

畜
伝
染
病
病
原
体
の
使
用
に
係
る
も
の
に
つ
い
て
準
用
す
る
。

５

新
規
則
第
五
十
六
条
の
二
十
五
第
一
項
及
び
第
二
項
の
規
定
は
、
改
正
法
附
則
第
六
条
第
五
項
に
お
い
て
読
み
替

え
て
準
用
す
る
新
法
第
四
十
六
条
の
十
七
第
一
項
の
農
林
水
産
省
令
で
定
め
る
技
術
上
の
基
準
の
う
ち
、
家
畜
伝
染

病
病
原
体
の
運
搬
に
係
る
も
の
に
つ
い
て
準
用
す
る
。

（
農
業
災
害
補
償
法
施
行
規
則
の
一
部
改
正
）

第
二
条

農
業
災
害
補
償
法
施
行
規
則
（
昭
和
二
十
二
年
農
林
省
令
第
九
十
五
号
）の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

第
十
六
条
第
一
項
第
二
号
中
「
家
畜
が
」
を
削
り
、「
第
十
六
条
第
一
項
第
一
号
の
患
畜
若
し
く
は
同
項
第
二
号
の

疑
似
患
畜
と
な
つ
た
こ
と
を
獣
医
師
、
当
該
家
畜
の
所
有
者
若
し
く
は
運
送
業
者
が
発
見
し
た
と
き
又
は
同
法
第
十

七
条
の
二
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
農
林
水
産
大
臣
が
家
畜
を
指
定
家
畜
と
し
て
指
定
し
た
」
を
「
第
五
十
八
条
第
二

項
の
規
定
に
よ
る
特
別
手
当
金
又
は
同
法
第
六
十
条
の
二
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
補
償
金
の
交
付
の
原
因
と
な
る
と

殺
又
は
殺
処
分
が
行
わ
れ
る
こ
と
が
判
明
し
た
」
に
改
め
る
。

（
牛
海
綿
状
脳
症
対
策
特
別
措
置
法
施
行
規
則
の
一
部
改
正
）

第
三
条

牛
海
綿
状
脳
症
対
策
特
別
措
置
法
施
行
規
則
（
平
成
十
四
年
農
林
水
産
省
令
第
五
十
八
号
）
の
一
部
を
次
の

よ
う
に
改
正
す
る
。

第
二
条
第
一
号
中
「
又
は
第
四
条
の
二
第
一
項
」
を
「
、
第
四
条
の
二
第
一
項
又
は
第
十
三
条
の
二
第
一
項
」
に

改
め
、
同
条
第
三
号
中
「
第
十
三
条
第
一
項
」
の
下
に「（
同
法
第
八
十
三
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
読
み
替
え
て
適

用
さ
れ
る
場
合
を
含
む
。）」
を
加
え
、「
け
い
留
す
る
」
を
「
係
留
す
る
」
に
改
め
、
同
条
第
四
号
中「
け
い
留
す
る
」

を
「
係
留
す
る
」
に
改
め
、
同
条
第
五
号
中
「
当
該
」
を
削
り
、「
け
い
留
す
る
」
を
「
係
留
す
る
」
に
改
め
る
。

附

則

（
施
行
期
日
）

第
一
条

こ
の
省
令
は
、
家
畜
伝
染
病
予
防
法
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
（
以
下
「
改
正
法
」
と
い
う
。）附
則
第
一
条

第
二
号
に
掲
げ
る
規
定
の
施
行
の
日
（
平
成
二
十
三
年
十
月
一
日
）
か
ら
施
行
す
る
。

（
定
期
の
報
告
に
関
す
る
経
過
措
置
）

第
二
条

平
成
二
十
三
年
に
お
け
る
改
正
法
に
よ
る
改
正
後
の
家
畜
伝
染
病
予
防
法
（
以
下
「
新
法
」
と
い
う
。）第
十

二
条
の
四
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
報
告
は
、
第
一
条
の
規
定
に
よ
る
改
正
後
の
家
畜
伝
染
病
予
防
法
施
行
規
則
（
以

下
「
新
規
則
」
と
い
う
。）第
二
十
一
条
の
二
及
び
第
二
十
一
条
の
三
の
規
定
に
か
か
わ
ら
ず
、
農
場
（
畜
舎
及
び
ふ

卵
舎
そ
の
他
の
家
畜
の
飼
養
に
関
す
る
施
設
を
含
む
一
団
の
場
所
を
い
う
。）ご
と
に
、同
年
十
二
月
十
五
日
ま
で
に
、

次
に
掲
げ
る
事
項
（
そ
の
飼
養
し
て
い
る
家
畜
の
頭
羽
数
が
、
牛
、
水
牛
及
び
馬
に
あ
っ
て
は
一
頭
、
鹿
、め
ん
羊
、

山
羊
、
豚
及
び
い
の
し
し
に
あ
っ
て
は
六
頭
未
満
、
鶏
、
あ
ひ
る
、
う
ず
ら
、
き
じ
、
ほ
ろ
ほ
ろ
鳥
及
び
七
面
鳥
に

あ
っ
て
は
百
羽
未
満
、
だ
ち
ょ
う
に
あ
っ
て
は
十
羽
未
満
の
家
畜
の
所
有
者
に
つ
い
て
は
、
第
一
号
に
掲
げ
る
も
の

に
限
る
。）を
記
載
し
た
別
記
様
式
に
よ
る
報
告
書
を
提
出
し
て
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

一

そ
の
飼
養
し
て
い
る
家
畜
の
種
類
及
び
頭
羽
数

二

畜
舎
及
び
ふ
卵
舎
の
数

２

前
項
の
規
定
に
よ
る
同
項
第
一
号
に
掲
げ
る
事
項
の
報
告
は
、
平
成
二
十
四
年
に
お
け
る
新
法
第
十
二
条
の
四
第

一
項
の
規
定
に
よ
る
新
規
則
第
二
十
一
条
の
三
第
一
号
に
掲
げ
る
事
項
の
報
告
と
み
な
す
こ
と
が
で
き
る
。

šš
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新
規
則
第
五
十
六
条
の
二
十
五
第
四
項
の
規
定
は
、
改
正
法
附
則
第
六
条
第
五
項
に
お
い
て
読
み
替
え
て
準
用
す

る
新
法
第
四
十
六
条
の
十
七
第
一
項
の
農
林
水
産
省
令
で
定
め
る
技
術
上
の
基
準
の
う
ち
、
家
畜
伝
染
病
病
原
体
の

滅
菌
等
（
新
法
第
四
十
六
条
の
十
一
第
一
項
に
規
定
す
る
滅
菌
等
を
い
う
。
以
下
同
じ
。）に
係
る
も
の
に
つ
い
て
準

用
す
る
。

第
六
条

新
規
則
第
五
十
六
条
の
九
第
一
項
第
三
号
ニ
（
取
扱
施
設
（
新
法
第
四
十
六
条
の
五
第
二
項
第
四
号
に
規
定

す
る
取
扱
施
設
を
い
う
。
以
下
同
じ
。）に
お
い
て
動
物
に
対
し
て
要
管
理
家
畜
伝
染
病
病
原
体
を
使
用
す
る
場
合
を

除
く
。）、
第
四
号
ハ
及
び
第
六
号
並
び
に
第
五
十
六
条
の
二
十
四
第
二
項
第
七
号
（
取
扱
施
設
に
お
い
て
動
物
に
対

し
て
要
管
理
家
畜
伝
染
病
病
原
体
を
使
用
す
る
場
合
を
除
く
。）及
び
第
十
一
号
ニ
（
こ
れ
ら
の
規
定
を
前
条
第
四
項

に
お
い
て
準
用
す
る
場
合
を
含
む
。）の
規
定
は
、
平
成
二
十
九
年
三
月
三
十
一
日
ま
で
の
間
は
、
適
用
し
な
い
。
こ

の
場
合
に
お
い
て
、
新
法
第
四
十
六
条
の
五
第
一
項
第
二
号
に
規
定
す
る
許
可
所
持
者
は
、
同
日
ま
で
の
間
、
必
要

な
措
置
を
講
ず
る
よ
う
努
め
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

２

新
規
則
第
五
十
六
条
の
三
十
二
第
一
項
第
三
号
イ
の
規
定
は
、
平
成
二
十
九
年
三
月
三
十
一
日
ま
で
の
間
は
、
適

用
し
な
い
。
こ
の
場
合
に
お
い
て
、
新
法
第
四
十
六
条
の
十
九
第
二
項
に
規
定
す
る
届
出
所
持
者
は
、
同
日
ま
で
の

間
、
必
要
な
措
置
を
講
ず
る
よ
う
努
め
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

３

施
行
日
に
お
い
て
現
に
改
正
法
附
則
第
八
条
第
一
項
に
規
定
す
る
届
出
伝
染
病
等
病
原
体
を
所
持
し
て
い
る
者
が

同
項
本
文
の
規
定
に
よ
る
届
出
を
す
る
場
合
に
お
け
る
新
規
則
第
五
十
六
条
の
二
十
八
第
一
項
の
規
定
の
適
用
に
つ

い
て
は
、
同
項
中
「
に
次
に
掲
げ
る
書
類
を
添
え
て
」
と
あ
る
の
は
、「
の
ほ
か
、
平
成
二
十
三
年
十
一
月
一
日
ま
で

に
次
に
掲
げ
る
書
類
を
提
出
し
て
」
と
す
る
。

４

新
規
則
第
五
十
六
条
の
八
第
四
号
、
第
五
十
六
条
の
九
第
一
項
第
四
号
イ
及
び
ロ
並
び
に
第
三
項
に
お
い
て
読
み

替
え
て
準
用
す
る
同
条
第
一
項
第
三
号
ニ
、
第
五
十
六
条
の
二
十
四
第
一
項
第
十
二
号
（
前
条
第
三
項
に
お
い
て
準

用
す
る
場
合
を
含
む
。）、
第
五
十
六
条
の
二
十
四
第
二
項
第
十
一
号
イ
か
ら
ハ
ま
で
、
ホ
及
び
ヘ
並
び
に
第
三
項
第

六
号
及
び
第
十
号
（
こ
れ
ら
の
規
定
を
前
条
第
四
項
に
お
い
て
準
用
す
る
場
合
を
含
む
。）、
第
五
十
六
条
の
三
十
二

第
一
項
第
四
号
並
び
に
第
五
十
六
条
の
三
十
三
第
二
項
第
十
号
の
規
定
は
、
次
に
掲
げ
る
者
で
あ
っ
て
、
そ
の
許
可

（
第
二
号
及
び
第
三
号
に
掲
げ
る
者
に
あ
っ
て
は
、
そ
の
指
定
）
に
係
る
監
視
伝
染
病
病
原
体
の
保
管
、
使
用
及
び

滅
菌
等
を
す
る
施
設
に
お
い
て
動
物
に
対
し
て
当
該
監
視
伝
染
病
病
原
体
を
使
用
す
る
も
の
に
つ
い
て
は
、
平
成
二

十
四
年
三
月
三
十
一
日
ま
で
の
間
は
、
適
用
し
な
い
。

一

施
行
日
に
お
い
て
現
に
薬
事
法
（
昭
和
三
十
五
年
法
律
第
百
四
十
五
号
）
第
十
二
条
第
一
項
又
は
第
十
三
条
第

一
項
（
こ
れ
ら
の
規
定
が
同
法
第
八
十
三
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
読
み
替
え
て
適
用
さ
れ
る
場
合
を
含
む
。）の

許
可
を
受
け
て
い
る
製
造
販
売
業
者
又
は
製
造
業
者

二

施
行
日
に
お
い
て
現
に
薬
事
法
第
八
十
三
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
読
み
替
え
て
適
用
さ
れ
る
同
法
第
四
十
三

条
第
一
項
の
農
林
水
産
大
臣
の
指
定
し
た
者
で
あ
る
者

三

施
行
日
に
お
い
て
現
に
旧
規
則
第
三
条
第
三
号
、
第
二
十
三
条
第
三
号
、
第
二
十
七
条
第
四
号
、
第
二
十
八
条

第
三
号
、
第
三
十
一
条
第
三
号
又
は
第
三
十
三
条
第
三
号
の
農
林
水
産
大
臣
の
指
定
を
受
け
た
学
術
研
究
機
関
で

あ
る
も
の

（
証
票
に
関
す
る
経
過
措
置
）

第
七
条

施
行
日
に
お
い
て
現
に
あ
る
旧
規
則
別
記
様
式
第
三
十
一
号
（
以
下
「
旧
様
式
」
と
い
う
。）に
よ
り
使
用
さ

れ
て
い
る
書
類
は
、
新
規
則
別
記
様
式
第
四
十
九
号
に
よ
る
も
の
と
み
な
す
。

２

施
行
日
に
お
い
て
現
に
あ
る
旧
様
式
に
よ
り
調
製
し
た
用
紙
は
、
施
行
日
以
後
に
お
い
て
も
当
分
の
間
、
こ
れ
を

取
り
繕
っ
て
使
用
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

（
農
業
災
害
補
償
法
施
行
規
則
の
一
部
改
正
に
伴
う
経
過
措
置
）

第
八
条

第
二
条
の
規
定
に
よ
る
改
正
後
の
農
業
災
害
補
償
法
施
行
規
則
第
十
六
条
第
一
項
第
二
号
の
規
定
は
、
施
行

日
以
後
に
共
済
掛
金
期
間
の
開
始
す
る
家
畜
共
済
に
つ
い
て
適
用
し
、
施
行
日
前
に
共
済
掛
金
期
間
の
開
始
す
る
家

畜
共
済
に
つ
い
て
は
、
な
お
従
前
の
例
に
よ
る
。
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○
農
林
水
産
省
告
示
第
千
八
百
六
十
五
号

家
畜
伝
染
病
予
防
法
（
昭
和
二
十
六
年
法
律
第
百
六
十
六
号
）
第
十
三
条
の
二
第
一
項
及
び
第
四
項
の
規
定
に
基
づ
き
、
同

条
第
一
項
の
農
林
水
産
大
臣
が
指
定
す
る
症
状
及
び
同
条
第
四
項
の
農
林
水
産
大
臣
の
指
定
す
る
検
体
を
次
の
よ
う
に
定
め
、

平
成
二
十
三
年
十
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
。

平
成
二
十
三
年
九
月
二
十
八
日

農
林
水
産
大
臣

鹿
野

道
彦

一

家
畜
伝
染
病
予
防
法
第
十
三
条
の
二
第
一
項
の
農
林
水
産
大
臣
が
指
定
す
る
症
状
は
、
次
の
表
の
上
欄
に
掲
げ
る
家
畜
の

種
類
ご
と
に
、
そ
れ
ぞ
れ
同
表
の
中
欄
に
定
め
る
い
ず
れ
か
の
症
状
と
す
る
。

家
畜
の
種
類

症

状

備
考
（
対
象
と
す
る

家
畜
伝
染
病
）

牛
、
水
牛
、
め
ん

摂
氏
三
十
九
・
〇
度
以
上
の
発
熱
及
び
泡
沫
性
流
涎
、
跛
行
、
起
立
不
能

口
蹄
疫

ま
つ

ぜ
ん

は

て
い

羊
、
山
羊
、
豚
及

、
泌
乳
量
の
大
幅
な
低
下
又
は
泌
乳
の
停
止
が
あ
り
、
か
つ
、
そ
の
口
腔く

う

び
い
の
し
し

内
、
口
唇
、
鼻
腔
内
、
鼻
部
、
蹄
部
、
乳
頭
又
は
乳
房
（
以
下
「
口
腔
内
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等
」
と
い
う
。
）
に
水
疱
、
び
ら
ん
、
潰
瘍
又
は
瘢
痕
（
外
傷
に
起
因
す

ほ
う

は
ん

る
も
の
を
除
く
。
以
下
「
水
疱
等
」
と
い
う
。
）
が
あ
る
こ
と
。

同
一
の
畜
房
内
（
一
の
畜
房
に
つ
き
一
の
家
畜
を
飼
養
し
て
い
る
場
合
に

あ
っ
て
は
、
同
一
の
畜
舎
内
）
に
お
い
て
、
複
数
の
家
畜
の
口
腔
内
等
に

水
疱
等
が
あ
る
こ
と
。

同
一
の
畜
房
内
に
お
い
て
、
半
数
以
上
の
哺
乳
畜
（
一
の
畜
房
に
つ
き
一

の
哺
乳
畜
を
飼
養
し
て
い
る
場
合
に
あ
っ
て
は
、
同
一
の
畜
舎
内
に
お
い

て
、
隣
接
す
る
複
数
の
畜
房
内
の
哺
乳
畜
）
が
当
日
及
び
そ
の
前
日
の
二

日
間
に
お
い
て
死
亡
す
る
こ
と
。
た
だ
し
、
家
畜
の
飼
養
管
理
の
た
め
の

設
備
の
故
障
、
気
温
の
急
激
な
変
化
、
火
災
、
風
水
害
そ
の
他
の
非
常
災

害
等
口
蹄
疫
以
外
の
事
情
に
よ
る
も
の
で
あ
る
こ
と
が
明
ら
か
な
場
合
は

、
こ
の
限
り
で
な
い
。

鹿

摂
氏
三
十
九
・
〇
度
以
上
の
発
熱
が
あ
り
、
か
つ
、
そ
の
口
腔
内
等
に
水



- 3 -

疱
等
が
あ
る
こ
と
。

同
一
の
畜
房
内
（
一
の
畜
房
に
つ
き
一
の
家
畜
を
飼
養
し
て
い
る
場
合
に

あ
っ
て
は
、
同
一
の
畜
舎
内
）
に
お
い
て
、
複
数
の
家
畜
の
口
腔
内
等
に

水
疱
等
が
あ
る
こ
と
。

同
一
の
畜
房
内
に
お
い
て
、
半
数
以
上
の
哺
乳
畜
（
一
の
畜
房
に
つ
き
一

の
哺
乳
畜
を
飼
養
し
て
い
る
場
合
に
あ
っ
て
は
、
同
一
の
畜
舎
内
に
お
い

て
、
隣
接
す
る
複
数
の
畜
房
内
の
哺
乳
畜
）
が
当
日
及
び
そ
の
前
日
の
二

日
間
に
お
い
て
死
亡
す
る
こ
と
。
た
だ
し
、
家
畜
の
飼
養
管
理
の
た
め
の

設
備
の
故
障
、
気
温
の
急
激
な
変
化
、
火
災
、
風
水
害
そ
の
他
の
非
常
災

害
等
口
蹄
疫
以
外
の
事
情
に
よ
る
も
の
で
あ
る
こ
と
が
明
ら
か
な
場
合
は

、
こ
の
限
り
で
な
い
。

鶏
、
あ
ひ
る
、
う

同
一
の
家
き
ん
舎
内
に
お
い
て
、
一
日
の
家
き
ん
の
死
亡
率
が
対
象
期
間

高
病
原
性
鳥
イ
ン
フ

ず
ら
、
き
じ
、
だ

に
お
け
る
平
均
の
家
き
ん
の
死
亡
率
の
二
倍
以
上
と
な
る
こ
と
。
た
だ
し

ル
エ
ン
ザ
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ち
ょ
う
、
ほ
ろ
ほ

、
家
き
ん
の
飼
養
管
理
の
た
め
の
設
備
の
故
障
、
気
温
の
急
激
な
変
化
、

ろ
鳥
及
び
七
面
鳥

火
災
、
風
水
害
そ
の
他
の
非
常
災
害
等
高
病
原
性
鳥
イ
ン
フ
ル
エ
ン
ザ
以

外
の
事
情
に
よ
る
も
の
で
あ
る
こ
と
が
明
ら
か
な
場
合
は
、
こ
の
限
り
で

な
い
。

家
き
ん
に
対
し
て
動
物
用
生
物
学
的
製
剤
を
使
用
し
た
場
合
に
お
い
て
、

高
病
原
性
鳥
イ
ン
フ

当
該
家
き
ん
に
Ａ
型
イ
ン
フ
ル
エ
ン
ザ
ウ
イ
ル
ス
の
抗
原
又
は
Ａ
型
イ
ン

ル
エ
ン
ザ
又
は
低
病

フ
ル
エ
ン
ザ
ウ
イ
ル
ス
に
対
す
る
抗
体
が
確
認
さ
れ
る
こ
と
。

原
性
鳥
イ
ン
フ
ル
エ

ン
ザ

（
注
）

一

こ
の
表
に
お
い
て
「
畜
房
」
と
は
、
畜
舎
内
の
一
部
を
柵
等
で
囲
っ
た
収
容
空
間
を
い
う
。

二

こ
の
表
に
お
い
て
「
哺
乳
畜
」
と
は
、
離
乳
し
て
い
な
い
家
畜
を
い
う
。

三

こ
の
表
に
お
い
て
「
対
象
期
間
」
と
は
、
当
日
か
ら
遡
っ
て
二
十
一
日
間
（
当
該
期
間
中
に
家
畜
の
伝
染
性
疾

病
、
家
き
ん
の
飼
養
管
理
の
た
め
の
設
備
の
故
障
、
気
温
の
急
激
な
変
化
、
火
災
、
風
水
害
そ
の
他
の
非
常
災
害
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等
家
き
ん
の
死
亡
率
の
上
昇
の
原
因
と
な
る
特
段
の
事
情
の
存
し
た
日
又
は
家
き
ん
の
出
荷
等
に
よ
り
家
き
ん
舎

が
空
と
な
っ
て
い
た
日
が
含
ま
れ
る
場
合
に
あ
っ
て
は
、
こ
れ
ら
の
日
を
除
く
通
算
二
十
一
日
間
）
を
い
う
。

四

こ
の
表
に
お
い
て
「
動
物
用
生
物
学
的
製
剤
」
と
は
、
薬
事
法
（
昭
和
三
十
五
年
法
律
第
百
四
十
五
号
）
第
八

十
三
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
読
み
替
え
て
適
用
さ
れ
る
同
法
第
十
四
条
第
一
項
又
は
第
十
九
条
の
二
第
一
項
の

承
認
を
受
け
た
動
物
用
生
物
学
的
製
剤
を
い
う
。

二

家
畜
伝
染
病
予
防
法
第
十
三
条
の
二
第
四
項
の
農
林
水
産
大
臣
の
指
定
す
る
検
体
は
、
家
畜
の
口
腔
内
等
に
お
け
る
水
疱

等
か
ら
採
取
し
た
水
疱
液
、
上
皮
及
び
拭
い
液
並
び
に
当
該
家
畜
の
血
液
と
す
る
。
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飼養衛生管理基準の改正に関するＱ＆Ａ

－ 都道府県担当者用 －

－ 目 次 －

Ⅰ 全体 ・・・・・・・・・・・・・・・ １

Ⅱ 衛生管理区域関連 ・・・・・・・・・・・・・・・ ４

Ⅲ 小規模飼養者関連 ・・・・・・・・・・・・・・・ ９

Ⅳ 消毒関連 ・・・・・・・・・・・・・・・１０

Ⅴ 野生動物等との接触防止 ・・・・・・・・・・・・・・・１２

Ⅵ 家畜の健康管理関連 ・・・・・・・・・・・・・・・１３

Ⅶ 埋却等関連 ・・・・・・・・・・・・・・・１４

Ⅷ 記録の保存関連 ・・・・・・・・・・・・・・・１８

Ⅸ 大規模農場関連 ・・・・・・・・・・・・・・・１９

Ⅹ 水際関連 ・・・・・・・・・・・・・・・２０

Ⅺ その他 ・・・・・・・・・・・・・・・２１

【Ⅰ 全体】

Ｑ１．飼養衛生管理基準を改正した趣旨や背景を教えてください。

（答）

１．家畜伝染病の防疫対策上、最も重要なことは、「発生の予防」と「早期の発見・通

報」、さらには「初動の対応」です。

このうち、「発生の予防」を実効あるものにするため、家畜伝染病予防法（以下「家

伝法」という。）第１２条の３の規定に基づく飼養衛生管理基準を定め、家畜の所有

者に対し、その遵守を義務付けているところです。

２．昨年の宮崎県における口蹄疫の発生を踏まえて設けられた口蹄疫対策検証委員会の

報告書において、飼養衛生管理基準については、畜産農家へのウイルスの侵入防止を

日頃から徹底する観点から、より具体的なものとする必要がある旨、提言されていま

す。

このため、今般、飼養衛生管理基準を改正し、

① 農家の防疫意識の向上

② 消毒等を徹底するエリアの設定

③ 毎日の健康観察と異状確認時における早期通報・出荷停止

④ 埋却地の確保

⑤ 大規模農場に関する追加措置の新設
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等について、畜種ごとにより具体的に定めることとしました。

３．また、現場で飼養衛生管理基準を適切に守っていただくためには、

① 家畜保健衛生所による適切な指導

② 農場へ出入りする関係者の理解・協力

が不可欠であり、農林水産省としても、広く関係者に対して飼養衛生管理基準につい

ての普及・啓発を進めていきます。

４．なお、我が国への病原体の侵入防止対策としては、空海港において動物検疫所によ

る輸入検疫を行っているところであり、今般の家畜伝染病予防法の改正において、口

蹄疫等の発生国からの入国者に対して質問を行うなど、その強化を図っているところ

です。

Ｑ２．今回の改正後の飼養衛生管理基準は口蹄疫や鳥インフルエンザを念頭に置いて

作成したと思いますが、普段の衛生管理としては厳しすぎるのではないでしょう

か。

（答）

１．飼養衛生管理基準は、口蹄疫や鳥インフルエンザのみならず、一般的な疾病の予防

に関する基本的な対策を取りまとめたものです。

２．既に実践されている方もかなりいらっしゃるかと思いますが、地域全体で取り組む

ことによって、自らの経営改善にもつながることはもちろんですし、地域全体での衛

生レベルの向上により、疾病の発生リスクを下げることにつながります。

３．口蹄疫の発生を機に衛生管理の向上に取り組んでこられた生産者からは、「消毒の

徹底など衛生管理に取り組んできたところ、下痢などの通常の疾病が減った」との意

見もありましたので、日々の衛生管理を向上させ、経営改善にもつなげていただけれ

ばと思います。

［事例］

※ Ｍ市では、口蹄疫の発生を機に入場者の制限や出入口への消石灰散布などの衛生

管理を徹底した結果、子牛の下痢が減ったとの生産者の声がありました。

Ｑ３．飼養衛生管理基準は農家にばかり規制がかかっています。農家に出入りする獣

医師、人工授精師、家畜商、飼料運送業者、集乳業者などに対しても義務を課す

べきではないでしょうか。

（答）
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１．飼養衛生管理基準は、各農場において疾病の発生を予防するため、家畜の所有者が

遵守すべき基準です。

２．しかしながら、病原体の侵入防止・拡散防止のためには、農場に出入りする畜産関

係者の協力が必要です。

３．国や都道府県としても、農場に出入りする関係者に対して、関係団体等を通じ、飼

養衛生管理基準の遵守に関する普及・啓発を進めていきますが、家畜の所有者の方か

らも農場に出入りする関係者に対して理解と協力を求めるようお願いします。

Ｑ４．飼養衛生管理基準は家畜の所有者が遵守し、都道府県に対しても年に１度報告

することになりますが、家畜を預託している場合や公共牧場に預けている場合は、

どうなるのでしょうか。

（答）

１．飼養衛生管理基準の遵守や都道府県への報告は、家畜の所有者に義務付けられるも

のですが、預託しているような場合には、預託を受けている管理者の方がその義務を

負うことになります。

２．したがって、埋却等の準備も管理者の義務となります。

（参考）関連条文

家伝法第３条（管理者に対する適用）

この法律中家畜、物品又は施設の所有者に対する規定（第５６条及び第５８条から第６０条までの

規定を除く。）は、当該家畜、物品又は施設を管理する所有者以外の者（鉄道、軌道、自動車、船舶又

は航空機による運送業者で当該家畜、物品又は施設の運送の委託を受けた者を除く。）があるときは、

その者に対して適用する。

家伝法施行規則第６３条（管理者に対する適用）

この省令中家畜、物品又は施設の所有者に対する規定は、当該家畜、物品又は施設を管理する所有

者以外の者（鉄道、軌道、自動車、船舶又は航空機による運送業者で当該家畜、物品又は施設の運送

の委託を受けた者を除く。）があるときは、その者に対して適用する。

Ｑ５．飼養衛生管理基準の全ての項目を遵守するのは無理ではないでしょうか。基準

を守れなかった場合は、すぐに罰則が適用されるのでしょうか。

（答）

１．飼養衛生管理基準の遵守状況については、都道府県の家畜保健衛生所が確認し、必

要があれば、指導や助言を行うことになります。
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２．家畜の所有者がその指導・助言に従わない場合には、必要に応じて勧告が出され、

これにも従わない場合には、都道府県知事から改善のための命令が出されることにな

ります。

３．最後に、この命令にも従わなかった場合には、罰則（３０万以下の罰金）が適用さ

れることになります。

なお、飼養衛生管理基準の遵守状況は、手当金の交付額を決定する際にも減

額要因として考慮されます。最終的な減額割合は学識経験者からなる手当金審

査会の意見を聴いて決定されることとなりますが、発生農家における日頃の飼

養衛生管理状況が飼養衛生管理基準から大きく逸脱していないか、さらに、適

切に早期通報がなされたかどうかといった点を精査し、標準的な飼養衛生管理

水準と比べて大きく劣っている場合には、減額される又は交付されないおそれ

があります。

Ｑ６．飼養衛生管理基準を守れない状態で、口蹄疫や鳥インフルエンザなどの病気が

発生した場合、手当金が減額されるのでしょうか。

（答）

１．改正後の家伝法では、と殺された家畜に係る手当金について、評価額の４／５から

５／５（患畜にあっては、１／３から３／３）に引き上げる一方で、発生の予防等に

必要な措置を講じなかった場合には、手当金を減額し、又は交付しないことになりま

した。

２．具体的には、飼養衛生管理基準に関する全体の遵守状況や標準的な飼養衛生管理水

準も考慮しながら、発生農家における日頃の飼養衛生管理状況が飼養衛生管理基準か

ら大きく逸脱していないか、さらに、適切に早期通報がなされたかどうかといった点

を精査した上で判断することになります。

３．したがって、飼養衛生管理基準の一部項目の遵守が不十分であることのみを理由と

して、手当金が直ちに減額されることにはなりません。

【Ⅱ 衛生管理区域関連】

Ｑ７．衛生管理区域とはどのような区域ですか。

（答）

１．衛生管理区域は、居住空間等と区別することにより、畜舎周辺を病原体に汚染され

る可能性が少ない清浄区域とし、畜舎への家畜伝染病の侵入リスクを低減することを



- 5/22 -

目的として設定するものです。

２．このため、畜舎やその周辺の飼料タンク、飼料倉庫、生乳処理室、たい肥化施設、

農機具庫等を含む区域を衛生管理区域とし、当該区域への家畜と関係ない者の立入り

の制限や立ち入る者及び持ち込む物品の消毒等を行ってください。

Ｑ８．何をもって衛生管理区域とそうでない区域と区分したことになるのですか。

（答）

１．通常は柵などによって区分していただきますが、柵以外でもロープや白線、プラン

ターなどによっても区分することができます。

２．こうした方法により区分した上で、立て看板などにより衛生管理区域であることを

明確にし、部外者の立入りを制限するようにしてください。

３．なお、積雪が多い地域では、雪かきによって区分する方法や色のついた石灰を利用

して区分する方法などが考えられます。

Ｑ９．畜舎のみを衛生管理区域とすることはできますか。

（答）

１．畜舎内の作業者は畜舎やその周囲を通行したり、飼料倉庫などに入って作業を行っ

たりすると考えられることから、畜舎のみではなくその周辺も含め、衛生管理区域を

設定し重点的な衛生管理を実施していただく必要があります。

２．したがって、畜舎のみを衛生管理区域とすることは、作業者が衛生管理区域と域外

の出入りを頻繁に繰り返すこととなり、作業の支障となりかねません。なお、衛生管

理区域の設定方法も含めて、飼養衛生管理基準の遵守方法について御不明の点があれ

ば、最寄りの家畜保健衛生所に御相談ください。

Ｑ１０．農場が公道や私道で分断されている場合、その行き来をする場合にも消毒等

の実施が必要ですか。

（答）

１．両農場が道路を隔てて隣接しており、又は両農場間に別の畜産関係施設が存在しな

い場合には、公道や私道を含めて両農場を同一の衛生管理区域とみなすことができま

す。
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２．ただし、この場合には、公道を通行する人や車両に消毒を義務付けることはできな

いので、両農場間の移動に当たっては、両農場の出入口で踏込消毒槽等による長靴の

入念な消毒を行ってください。

Ｑ１１．農場の中に自宅がありますが、農場全体を衛生管理区域とした場合、郵便や

新聞配達のバイク、宅配便、家族や友人の自家用車などの車両も消毒しなけれ

ばならないのですか。また、近所の人が来たときも消毒しなければならないの

ですか。

（答）

１．農場全体を衛生管理区域とした場合には、農場に入る全ての人及び車両に対して消

毒する必要があります。

２．しかしながら、近所の人や生活関係車両まで全て消毒するのは、現実的には難しい

面があるかと思いますので、そのような場合は、ロープや白線などの簡便な方法で結

構ですので、生活関係車両や人の通行帯を設け、衛生管理区域と区分することが望ま

しいと考えています。

Ｑ１２．衛生管理区域の出入口での消毒は具体的にどのようにするのでしょうか。

（答）

１．車両が出入りする際には、消毒薬噴霧器、車両用消毒槽、車両用消毒ゲート、消石

灰帯などを用いて消毒します。

２．人が出入りする際には、消毒薬噴霧器、踏込消毒槽などを用いて足元を消毒します。

Ｑ１３．衣服や靴の交換は衛生管理区域の出入口で行わなければいけないのですか。

（答）

１．衛生管理区域を設置する意味を考えれば、その出入口のすぐ近くで更衣や靴の履き

替えを行うことが望ましいと考えています。

２．出入口での更衣等が困難な場合には、なるべく出入口に近いところにある建物等で

行ってください。その場合、入るときはまずはその建物等へ直行して更衣し、出ると

きは建物等で更衣した後、出口へ直行し、消毒前と消毒後の動線が重ならないように

工夫してください。
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Ｑ１４．家畜に直接接触する物品とは何ですか。

（答）

家畜の保定用具や体温計等家畜に接触させて使用する物品をいいます。

Ｑ１５．観光牧場などであらかじめ定めておく病原体の持込み・持出し防止ルールと

はどのようなものですか。

（答）

１．家畜に接触する際及び接触後の手指の洗浄又は消毒や靴底の消毒を実施することに

関するルールが必要になると考えています。なお、近隣において家畜伝染病が発生し

た場合には、一般の農場と同水準の厳格な取組が必要です。

２．また、大規模農場以外であっても、通報ルール等を作成しておくことが望ましいと

考えています。

【観光牧場等が定めておくべき病原体の持込み・持出し防止ルールの例】

１．入場車両の消毒

来客者の車両に対して、駐車場の出入口付近に消毒設備を設置

２．入場者の消毒

① 入場ゲート付近に家畜伝染病の発生予防のための措置を実施している旨の立て看

板等を設置

② 入場ゲートに靴に対する消毒設備を設置

３．家畜と接触する場所での接触前及び接触後の措置

① 家畜伝染病の発生予防のための措置を実施している旨の立て看板等を設置

② 手指に対する手洗い設備又は消毒設備の設置

③ 靴に対する消毒設備の設置

４．家畜関連施設での措置

① 家畜伝染病の発生予防のための措置を実施している旨の立て看板等を設置

② 手洗い設備又は消毒設備の設置

③ 靴に対する消毒設備の設置

５．診療獣医師又は診療施設の確保及び異状確認時の通報ルールの作成

Ｑ１６．競馬場や動物園では、どこを衛生管理区域とすべきなのでしょうか。

（答）

１．競馬場においては、厩舎地区を衛生管理区域として、より厳格な衛生管理を行うよ

う指導をお願いします。
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２．また、動物園においては、動物の飼育エリアなどを衛生管理区域とし、入園者が動

物に直接接触する場合にあっては、Ｑ１５の答に示した観光牧場等が定めておくべき

病原体の持込み・持出し防止ルールを参考にして、必要な措置を講じていただくよう

指導をお願いします。

Ｑ１７．飼料運搬業者等は同日中に複数の農場を訪問することが多いですが、直接畜

舎に立ち入ることはありません。そのような業者まで、農場に立ち入る都度、

更衣することは現実的ではないので、消毒等他の代替措置を認めてもらえない

のでしょうか。（豚、家きんの場合）

（答）

１．同日中に複数の農場に立ち入る者（飼料運搬業者等）は、家畜伝染病を持ち込むリ

スクが高いと考えられることから、畜舎に立ち入ることがない者であっても、衣服や

靴の交換をお願いします。

２．ただし、交換が困難な場合には、農場に備えた上着を着用したり、ブーツカバーを

着用しても構いません。

３．なお、牛の飼養農場に対しては、基準としては衛生管理区域専用の衣服や靴の設置

義務はありませんが、農場に立ち入る畜産関係者は、畜産の専門家として可能な限り

病原体の侵入防止・拡大防止に留意した対応をお願いします。

［事例］

※ Ｍ県のＪＡでは、自らの地域を自ら守る観点から、管内の組合員に「農場専用」

と大きく記した長靴を自ら配布するなど、地域ぐるみで取り組んでいます。

Ｑ１８．死亡獣畜や廃用鶏等の取扱業者や運搬業者を始めとして、衛生管理区域に立

ち入る畜産関係者への周知も必要ではないでしょうか。

（答）

１．飼養衛生管理基準は、家畜の所有者が遵守すべき基準ですが、病原体の侵入やまん

延を防ぐためには、日常的に衛生管理区域に立ち入る畜産関係者についても、飼養衛

生管理基準について十分に理解していただくことが大切です。特に、入場する際の消

毒の励行や衛生管理区域等専用の衣服や靴の使用については、真摯に協力していただ

く必要があることから、国から中央団体に対して、飼養衛生管理基準の見直し等に関

する説明を行っています。

２．また、改正後の飼養衛生管理基準を施行する際に、国から関係団体に対して協力依
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頼の通知を発出したところです。

Ｑ１９．酪農教育ファームや地域住民に理解を得るため、幼稚園児などを農場で受け

入れていますが、今後そのような活動はできなくなるのでしょうか。

（答）

受け入れる際には、衛生管理の重要性についてもお話しいただき、衛生管理区域や畜

舎への入場及び退場の際には、靴の消毒や手指の洗浄などを行ってもらうよう、指導を

お願いします。

【Ⅲ 小規模飼養者関連】

Ｑ２０．愛玩動物の飼養者や小規模の生産者については、対象外とするか別途の基準

を設けるべきではないですか。

（答）

１．飼養衛生管理基準は、家畜の飼養に係る衛生管理の方法に関して、家畜の所有者が

遵守すべき基準ですが、愛玩動物として飼っていても、小規模であっても、家畜伝染

病が発生するリスクはありますし、一般の畜産農家が飼養する家畜へまん延させるリ

スクもあることから、対象外にする、あるいは通常の畜産農家とは別の基準を設ける

といったことはしていません。

２．したがって、そのような飼養者におかれましても、可能な限り、各都道府県の関係

部局とも連携して把握していただくようお願いします。

３．一方、改正後の飼養衛生管理基準は、牛豚等の対象家畜を愛玩動物として自宅で飼

養しているようなレアなケースを想定したものではないため、そのような場合には、

そのリスクの程度に鑑み、動物と部外者との無用な接触を極力避けるなどの対応をす

るよう指導をお願いします。

Ｑ２１．自宅の室内で対象動物を飼養している場合など衛生管理区域とそれ以外の区

域とに分けることが不可能な場合にはどのようにすればよいですか。直ちに罰則

がかかりますか。

（答）

１．自宅の室内で対象動物を飼養している場合などは、室内にケージを設置し、来客の

際などには不特定多数との接触を避けるとともに、もしも異状があれば、獣医師や家

畜保健衛生所に相談していただくなど、日頃から健康管理に努め家畜伝染病に感染し
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ないよう、十分に注意を払うなどの指導をお願いします。

２．なお、罰則に関しては、都道府県知事からの指導・助言、さらには勧告に従わず、

都道府県知事から命令を受けた後もその命令に従わなかった場合に、適用されること

になります。

Ｑ２２．住居と畜舎が隣り合っているような場合や複雑に入り組んでいるような場合

では、衛生管理区域とそれ以外の区域を区分するのは無理ではないでしょうか。

（答）

１．衛生管理区域とそれ以外の区域との区分には、白線、ロープやプランターなどを活

用していただくことも可能です。

２．これらを活用することによって区分できるとは思いますが、御不明の点があれば、

最寄りの家畜保健衛生所に御相談ください。

【Ⅳ 消毒関連】

Ｑ２３．衛生管理区域内にある施設及び器具を定期的に清掃又は消毒するということ

ですが、どのくらいの頻度で行う必要がありますか。

（答）

１．汚れの程度に応じて行うべきものと考えていますが、少なくとも月に１～２回は行

うべきであると考えています。

２．なお、家畜が接する部分はもちろんですが、人や車両の通路についても気を付けま

しょう。

Ｑ２４．清掃や消毒の対象となる器具とは何ですか。

（答）

紙等の消毒に適さないものを除き、家畜の保定用の器具、飼料給餌の際に使用する器

具（運搬用のカート、スコップ等）、糞をかき出す際に使用する器具（運搬用の荷車、

スコップ等）及び重機など畜舎内で使用する全てのものが対象になります。
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Ｑ２５．空房等の清掃は可能ですが、隣接する房に家畜がいる場合やおが粉畜舎もあ

ることから、水洗や消毒までを行うことは困難ではないでしょうか。

（答）

１．出荷等で畜房等が空になった場合には、畜房を清掃し、新たに導入する家畜への伝

染病の伝播リスクを低減させる事が重要です。このため、可能な限り、水洗し、汚れ

を取り除いた上で消毒を行ってください。

２．おが粉畜舎については、畜房が空になった後、適切な管理により発酵床の温度を上

げることにより、消毒の実施とみなすことができると考えています。

３．なお、隣接畜房で家畜が飼養されていること等により水洗及び動力噴霧器による消

毒の実施が困難な場合でも、糞等による汚れを除去し、簡易な装置等で消毒薬を散布

してください。

Ｑ２６．家畜市場、食肉センター、配合飼料工場、レンダリング工場、さらには、民

間獣医師や動物医薬品販売業者の拠点などでも、人や車両の出入りに当たって、

消毒を徹底すべきではないでしょうか。

（答）

１．飼養衛生管理基準は、家畜の所有者に対する基準ですが、御指摘のような畜産関係

施設における衛生レベルの向上は、農場と同様に重要です。

２．今回の飼養衛生管理基準の改正に合わせて、関係団体に対して、畜産関係施設へ出

入りする際の消毒を始めとする衛生管理の徹底を促すための通知を発出したほか、関

係者に対する普及啓発活動を進めていきたいと考えています。

３．さらに、地域の畜産関係施設に対しては、家畜保健衛生所等からも指導していただ

きたいと考えています。

Ｑ２７．厳寒期には消毒液が凍結してしまいますが、そのような場合は、どのように

消毒したらよいでしょうか。

（答）

消毒液の加温や希釈濃度を高くすることなどによる対応が困難な場合には、消石灰帯

を設けるなどの形でできる限りの対応をお願いします。
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【Ⅴ 野生生物等との接触防止】

Ｑ２８．ねずみや野鳥の侵入を完全に防ぐことは困難だと思いますが、侵入防止とし

てどのようなことをすればよいですか。（家きんの場合）

（答）

１．確かにねずみや小鳥の侵入を完全に防ぐことは難しい面もありますが、畜舎への侵

入する機会をなるべく小さくするとともに、ねずみについては忌避剤や殺鼠剤を、野

鳥については防鳥ネット、野鳥避けの装置（道具）などを用いて、できる限り侵入を

防いでいただくようお願いします。特に、ねずみ等の駆除は、地域一帯となった取組

が必要ですので、関係者が協力、連携して対応するようお願いします。

２．なお、牛や豚の飼養農場に対しては、野生動物の侵入防止措置の義務はありません

が、衛生管理水準の向上のため、できる限りの侵入防止措置やねずみの駆除等を適時

に行っていただくようお願いします。

Ｑ２９．野生生物の排せつ物が混入するおそれのある水とはどのようなものですか。

（家きんの場合）

（答）

溜池や沢の水など、野鳥等の野生動物が接する可能性がある水です。ふたのある井戸

の水や水道水は適切に使用されているのであれば、問題はありません。

Ｑ３０．だちょうなど屋外で飼育する家きんについて、防鳥ネットは必要ないのです

か。

（答）

１．だちょうなどを飼養するためには、屋外の運動場が必要ですが、運動場全体に防鳥

ネットなどをかけることが望まれます。

２．飼養する区域全てを防鳥ネットなどでカバーすることが難しい場合でも、家きん舎

には防鳥ネットなどを設置し、給餌や給水もなるべく防鳥ネットなどが設置された場

所で行うなど、飼養家きんが野鳥と接触する可能性はなるべく減らすようにしてくだ

さい。
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Ｑ３１．野生生物の排せつ物が混入しないようにするためには給餌設備にふたをする

ことになると思いますが、実行上は不可能ではないですか。

（答）

給餌設備にふたまでする必要はありません。普段から飼槽などの給餌設備やウォータ

ーカップなどの給水設備を清掃したり、給餌の際には飼槽を確認して排せつ物があった

場合はこれを取り除くなどしていただくようお願いします。

Ｑ３２．防鳥ネットなどの網目の大きさについて２㎝以下を目安にしていますが、こ

んな大きさではネットが羽毛やゴミで詰まってしまい、鶏舎の換気が悪くなり、

鶏の健康に悪影響を及ぼしてしまうので、もっと大きくてもよいのではないで

しょうか。

（答）

１．小型の野鳥の侵入を防ぐためには、一般的には網目の大きさを２㎝以下にする必要

があると考えられます。

２．なお、２㎝以上の網目であっても、二重にかけるなど工夫することによって、２㎝

以下の網と同等の効果が得られますので、最寄りの家畜保健衛生所に御相談ください。

なお、パンフレットに具体的な事例も示してあります。

【Ⅵ 家畜の健康管理関連】

Ｑ３３．家畜を導入する際に導入元農場の伝染病の発生状況を確認することは不可能

ではないでしょうか。

（答）

１．家畜市場などを介して導入する際には、導入元農場の疾病発生状況が確認できない

ことが往々にしてあります。そのような場合には、農場へ導入する際に家畜の健康状

態をよく確認するようにしてください。また、導入後１週間程度は他の家畜との接触

を避け、異状がないことを確認するようにしてください。

２．また、導入家畜のみならず、預託先や公共牧野、共進会などから家畜が戻った際に

ついても同様な対応をお願いします。

Ｑ３４．密飼いについては、何か具体的な基準はあるのでしょうか。

（答）
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１．明確な数値基準は示していませんが、畜産技術協会が専門家の意見を聴きながら作

成したアニマルウェルフェアに関する基準が参考になると考えています。

２．この基準では、乳牛では 2.4 ㎡（単飼）、5.5 ㎡（群飼）、肉用牛では 2.0 ㎡（単飼）、5.4

㎡（群飼）、豚では 0.8 ㎡（肥育）、1.2 ㎡（母豚）、肉用鶏では 60 羽/坪、採卵鶏では 0.04

～ 0.06 ㎡／羽となっています。畜舎構造や舎内の環境によっても異なります。

Ｑ３５．特定症状が確認された場合、出荷を行わなかったことによる損失は補償され

るのでしょうか。

（答）

検査に当たり、家伝法第３２条に基づく移動制限がなされ、これに従ったことにより

生じた損失については補償の対象となりますが、出荷を自主的に取りやめた場合には、

補償の対象にはなりません。

Ｑ３６．特定症状以外の異状とは具体的にどのようなものでしょうか。

（答）

発熱、下痢、発咳等の呼吸器症状等が想定されます。

Ｑ３７．小規模飼養農家では、導入家畜と他の家畜とを異状がないことを確認するま

で隔離しておくことは不可能ではないでしょうか。

（答）

完全な隔離が不可能な場合であっても、コンパネ等で仕切るなど、可能な限り、接触

しないようにした上で健康観察を行ってください。

【Ⅶ 埋却等関連】

Ｑ３８．埋却用地を確保していましたが、いざ使用しようとしたら、水や岩が出たた

めに使用できませんでした。そのような場合にも罰則がかかったり、手当金が

削減されますか。

また、埋却地を探している矢先に家畜伝染病が発生してしまったような場合

も罰則や削減の対象となりますか。

（答）

１．いずれの場合も直ちに罰則が適用される、あるいは手当金の削減対象となることは



- 15/22 -

ないと考えますが、なるべく早めに確保していただくようお願いします。

２．なお、埋却地を選定する際には、埋却に適した土地であるかをできるだけ確認し

ておいていただきたいと思います。実際に試掘することが困難であったとしても、

地下水位や土質に関して既に調査している場合（例：国土交通省の地下水マップ）

があります。入手できる場合には、埋却地を選定する際の参考にしてください。

Ｑ３９．埋却地をあらかじめ確保できなければ、規模拡大等はできなくなるのですか。

（答）

規模拡大をするのであれば、発生時に備えて、飼養規模に応じた埋却地の確保や、

焼却又はレンダリング処理の準備を行っていただく必要があります。

Ｑ４０．移動式レンダリング車や移動式焼却炉の使用予定をもって処理方法を確保し

たことになりますか。

（答）

地域全体の処理計画の中に、移動式レンダリング車や移動式焼却炉による処理を組み

込むことは可能ですが、各農家が個別に、当該車両の使用を見込んで埋却地を確保して

いない場合には、処理方法を確保したことにはなりません。

※ 地域全体の処理計画とは、都道府県や市町村の単位で作成された、公用地を用いた

埋却計画や焼却施設を利用した焼却計画のことをいいます。

Ｑ４１．埋却地ではなく、焼却やレンダリングで対応したいと思いますが、どうした

らよいでしょうか。

（答）

１．焼却やレンダリングで対応する場合には、まずは地域内に処分家畜を受け入れるこ

とが可能な焼却場やレンダリング施設があることが必要です。これらの施設があるか

どうか分からない場合には、最寄りの家畜保健衛生所又は関係部署に御相談ください。

２．また、焼却やレンダリングで対応する場合には、同じような農家やＪＡ、市町村等

と相談した上で、これらの施設と話し合っていただき、運搬・消毒方法なども含めて

具体的な処分方法などについても事前に調整しておいてください。
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Ｑ４２．自分で埋却地を確保できず、公用地を利用した場合、手当金の減額対象とな

りますか。

（答）

１．地域全体の処理計画の中に位置付けられずに、適切に取り組んでいなかった場合に

は、手当金の減額対象になる可能性があります。

２．なお、最終的な減額割合の決定は、学識経験者から成る手当金審査会の意見を聴い

た上で決定されることとなります。

Ｑ４３．確保が必要な面積について、成牛、肥育豚及び成鶏１頭（100 羽）当たりの

面積を飼養家畜に換算することとなっていますが、具体的な計算方法を教えて

ください。

（答）

１．牛、豚及び鶏の換算方法は、成牛、肥育豚及び成鶏を基礎とし、以下の換算係数を

実際の飼養頭数に乗じて算出することとしています。

畜種 換算方法

酪農経営 成牛（２歳以上） 育成牛（２歳未満） ヌレ子（10日齢未満）

換算係数 １ １／２ ０

肉用牛肥育経営 成牛（注１） 子牛（注１）

換算係数 １ １／３

肉用牛繁殖経営 成牛（２歳以上） 育成牛（２歳未満）

換算係数 １ １／３

繁殖豚（12か月齢以上 肥育豚（３か月齢以上。子豚（離乳後～３か

養豚経営 のみ） 繁殖候補豚（12か月未 月未満。離乳前は０）

満を含む。））

換算係数 ４ １ １／３

採卵鶏経営 成鶏（150日齢以上） 育成鶏（150日齢未満）

換算係数 １ １／２

肉用鶏経営 成鶏のみ（注２）

換算係数 １

注１：肥育専業経営では全てを成牛として考えるが、一貫経営では、和牛では９か月

齢未満を、乳用種・Ｆ１では７か月齢未満を子牛とする。

注２：1,800ｇ／羽としているが、個々の経営における平均的な出荷体重を考慮する

ことも可能。

２．なお、上記の畜種以外の家畜については、成牛（550kg）、肥育豚（75kg）及び成鶏
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（1.8kg）の体重を基礎とし、飼養家畜の平均的な体重で換算して算出します。

Ｑ４４．確保した埋却地について、試掘をして実際に使用可能であるか確認する必要

はありますか。また、試掘に対する補助はありますか。

（答）

１．試掘までは求めていません。また、試掘に対する補助もありません。

２．なお、埋却地を選定する際には、埋却に適した土地であるかをできるだけ確認して

ください。地下水位や土質に関して既に調査している場合（例：国土交通省の地下水

マップ）がありますので、入手できる場合には、埋却地を選定する際の参考にしてく

ださい。

Ｑ４５．埋却が困難な場合でも、盛土により対応をすることは可能ですか。その場合、

必要な面積はどのように算出すればよいですか。

（答）

１．埋却に当たっては、処分家畜の体液が地表へ漏出することがないようにする必要が

あり、家伝法施行規則別表第三では適切な埋却方法を規定していますが、現時点では

盛土による方法は規定していません。

２．盛土によって対応する場合、体液の漏出防止が可能となるような方法があるかにつ

いては、今後検討していきたいと考えています。

Ｑ４６．口蹄疫発生時には、殺処分後、埋却することになります。改正後の家伝法で

は、事前の埋却地確保を義務化していますが、住宅地に隣接する牧場において、

地域住民の承諾はスムーズに得られるのでしょうか。また、スムーズに得られ

ない場合には、どうすればよいのでしょうか。

（答）

１．今回の家伝法の改正においては、埋却地等の確保は一義的には家畜の所有者の義務

とし、都道府県知事は、家畜の所有者に対し、指導等を行うこととした一方で、補完

的に提供する土地の準備等の必要な措置を講ずるよう努めることとされたところで

す。

２．また、地域住民の承諾については、地域ごとに事情が異なることから、地域ごとに

きめ細やかな対応を生産者だけでなく、行政機関、関係団体等が一体となって進めて

いくことが重要であると考えています。



- 18/22 -

Ｑ４７．埋却等の準備に関して、新しく農場を開設する場合は勧告又は命令の対象と

なるとのことですが、経営者が変わったり後継者に代替わりした場合なども、

新しく農場を開設する場合となり勧告及び命令の適用対象となるのでしょう

か。

（答）

１．民法（明治２９年法律第８９号）第７２５条に規定する親族に該当する者に代替わ

りする場合については、勧告及び命令の適用対象とはしないこととしています。

２．なお、飼養衛生管理基準はいかなる農場にも遵守していただく基準であることから、

勧告及び命令の適用対象ではない場合であっても、飼養衛生管理基準の遵守義務が免

除されるわけではありません。

Ｑ４８．埋却等の準備に関して、新しく農場を開設しようとしている者が埋却等の準

備をしていない場合、いつから勧告及び命令が行えるのですか。また、このよ

うな場合、開設を中止させることはできますか。

（答）

１．家伝法第１２条の６においては、家伝法第１２条の５の規定による指導及び助言を

した場合において、家畜の所有者がなお飼養衛生管理基準を遵守していないと認める

ときは、飼養衛生管理の方法を改善すべきことを勧告することができるとされており、

さらに勧告を受けた者がその勧告に従わないときは、その勧告に係る措置をとるべき

ことを命ずることができるとされています（当該命令に違反した場合は３０万円以下

の罰金）。

２．各都道府県において、新しく農場を開設する情報を入手した場合には、埋却等の準

備に関しても状況を確認し、必要に応じて指導及び助言を行っていただくようにお願

いします。

３．なお、家畜を現に飼養していない状況では、勧告及び命令を行うことはできないと

考えています。

また、家伝法の規定に基づき農場の開設を中止させることはできません。

【Ⅷ 記録の保存関連】

Ｑ４９．農場への入場記録は、農場主が自ら記入しなければならないのですか。
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（答）

１．人や車両の出入りに関する記録に関しては、農家自らが記入するか、出入りする者

に記録してもらっても構いません。その際には、確実に記録してもらえるよう、入場

する際に目に付く場所へ張り紙などをしておきましょう。

２．また、飼料配送業者を始めとする農場へ出入りする事業者等については、納品書、

指示書など、入場した月日、入場者及び入場目的が確認できる関係書類を保管してお

くことによって、農場への出入りの記録に代えることもできます。

Ｑ５０．適切なルールを作成すれば、記録を作成・保管する必要はないのですか。

（答）

１．観光牧場などの場合、経営の実態として、入場者一人一人に関して記録を取る等の

措置を行うことは現実的ではないので、当該規定を設けたところです。

２．このため、通常の農場は、当該規定の対象となるわけではありませんので、記録の

作成・保管を行ってください。

【Ⅸ 大規模農場関連】

Ｑ５１．大規模となる頭羽数規模の算定根拠は何ですか。

（答）

１．家畜の飼養に当たって、家族以外の労力が必要となる頭羽数を大規模農場の基準と

しました。

２．なお、乳牛及び和牛では月齢が 24 か月齢以上の牛を「成牛」としますが、乳用種

のオス及び交雑種については、肥育ステージを考慮して 17 か月齢以上を「成牛」と

しています。

Ｑ５２．大規模所有者となる基準として、成牛では 200 頭以上、育成牛では 3,000 頭

以上飼養していることとの基準がありますが、成牛 199 頭、育成牛 2,999 頭を

飼養する者は大規模所有者には該当しないと判断してよろしいでしょうか。

（答）

１．素牛を導入し肥育・出荷する経営や子牛の生産から肥育・出荷する一貫経営では、

成牛の頭数を基準として判断してください。
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２．ただし、肥育牛の出荷のみならず、育成牛の出荷を併せて行う経営においては、成

牛：育成牛の比（200：3,000 ＝ 1/15）を育成牛の頭数に乗じて成牛頭数へ換算した飼

養頭数で判断していただくようお願いします。

Ｑ５３．獣医師等が家畜保健衛生所と緊密な連絡を取っていることを、家畜の所有者

が把握することは困難ではないでしょうか。

（答）

都道府県の獣医師会などの関係機関に相談しながら、都道府県の家畜保健衛生所にお

いてそのような獣医師のリストを作成しておくようお願いします。

Ｑ５４．定期的な指導とはどのくらいの頻度で行えばよいのですか。

（答）

地域や経営規模によって違いますが、３か月に１回程度（季節の変わり目）は指導を

受けていただきたいと考えています。

Ｑ５５．今後、大規模農場で消毒の徹底を進めた場合、消毒剤を含んだ汚水が大量

に出ることも考えられますが、この汚水はどのように処理すべきですか。

（答）

改正後の飼養衛生管理基準において想定している消毒は、踏込消毒槽の設置や動力噴

霧器による車両消毒が主なものになると考えられ、汚水処理施設の処理能力や環境に大

きな負荷を与えるような多量の汚水が発生することはないものと考えています。

【Ⅹ 水際関連】

Ｑ５６．空港や港における水際検疫措置は十分に機能しているのか。また、検疫探知

犬等は十分に配置されているのか。

（答）

１．海外から口蹄疫等の悪性伝染病が侵入するのを防止するため、韓国等アジアを中心

に、

① 発生国からの畜産物の輸入停止

② 全ての国際空海港での入国者の靴底消毒や車両消毒

③ 稲わら等の厳密な輸入検疫

を行うとともに、発生国への渡航者への注意喚起や検疫探知犬による入国者の手荷物
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の検査強化を行っているところです。

２．検疫探知犬については、平成 17 年 12 月から成田空港に 2 頭、平成 20 年 2 月から

関西空港に 2 頭を配置しており、平成 23 年度中に、新たに羽田空港に 2 頭を導入す

る予定です。

３．さらに、家伝法の改正により、海外からの入国者に対し、海外での家畜との接触歴

等の質問や携帯品の検査を実施し、必要に応じて携帯品等の消毒を行う等の水際体制

の強化を図ることとしています（平成 23 年 10 月 1 日から施行）。

今後とも、航空会社や空港等の協力を得つつ、国際線の就航する空海港の増加に的

確に対応し、リスクに応じた対応を行っていくこととしています。

【Ⅺ その他】

Ｑ５７．消毒設備の購入費用に対する補助はありますか。

（答）

平成２３年度においては、動力噴霧機等の防疫機器について、①１／２補助付きでリ

ースする「畜産防疫体制強化リース事業」や②(財)畜産環境整備機構による「畜産環境

整備リース事業」を利用することができます。

問合せ先：①の事業：農林水産省生産局畜産部畜産企画課推進班 （０３－３５０１－１０８３）

又はお近くの地方農政局生産経営流通部畜産課、北海道農政事務所若しくは内閣府

沖縄総合事務局畜産振興室

②の事業：農林水産省生産局畜産部畜産企画課環境保全班（０３－３５０２－０８７４）

又は財団法人畜産環境整備機構 （０３－３４５９－６３０９）

Ｑ５８．生産現場では多種多様な経営や生産方法があり、改正後の飼養衛生管理基準

への対応も試行錯誤しながら様々な形で進められると思います。生産現場が改

正後の飼養衛生管理基準に適応していくためには、新基準の内容や具体的な取

組方法に対する情報の伝達、生産者の意識啓発が非常に大切だと思いますが、

この普及・啓発活動をどのように実施していくのでしょうか。また、実際に、

生産現場への指導・監督を担う機関の人員は十分なのでしょうか。

（答）

１．飼養衛生管理基準は、家畜の所有者が最低限遵守すべき事項を規定しているところ

ですが、平成 23 年 10 月 1 日からの施行に先立ち各ブロック単位で都道府県の担当者

に対する説明会を行ったところであり、各都道府県においても、これを受けた説明会

等が実施されるものと考えています。また、多種多様な経営や生産方法に応じた現場
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での対応については、最寄りの家畜保健衛生所に御相談の上、進めていただきたいと

考えています。

２．今後は、都道府県に現場における指導等の主体を担っていただくことから、国から

必要な情報を都道府県に提供することとしており、改正後の飼養衛生管理基準の内容

の周知についても、Q ＆ A やパンフレットを活用して、関係団体にも協力していた

だきながら、普及・啓発に努めていきたいと考えています。

３．生産現場における遵守状況については、一義的には家畜の所有者に確認していただ

くことが重要であると考えていますが、その指導・監督を行う者についても、各都道

府県において常勤の家畜防疫員だけでなく、農業指導員や獣医師等の関係者にも協力

していただくなどして、その確保に努めていきたいと考えています。また、今回の特

定家畜伝染病防疫指針の改正においては、原則として年に１回以上の家畜防疫員によ

る立入検査を規定しています。























































































- 1 -

高病原性鳥インフルエンザ及び低病原性鳥インフルエンザ

に関する特定家畜伝染病防疫指針

平成23年10月１日

農林水産大臣公表

前文

１ 鳥類のインフルエンザは、Ａ型インフルエンザウイルスの感染による疾病で

あり、家畜伝染病予防法（以下「法」という。）では、そのうち、次の３つを

規定している。

（１）高病原性鳥インフルエンザ 国際獣疫事務局（ＯＩＥ）が作成した診断基

準により高病原性鳥インフルエンザウイルスと判定されたＡ型インフルエン

ザウイルスの感染による鶏、あひる、うずら、きじ、だちょう、ほろほろ鳥

及び七面鳥（以下「家きん」という。）の疾病

（２）低病原性鳥インフルエンザ Ｈ５又はＨ７亜型のＡ型インフルエンザウイ

ルス（高病原性鳥インフルエンザウイルスと判定されたものを除く。）の感

染による家きんの疾病

（３）鳥インフルエンザ 高病原性鳥インフルエンザウイルス及び低病原性鳥イ

ンフルエンザウイルス以外のＡ型インフルエンザウイルスの感染による鶏、

あひる、うずら及び七面鳥の疾病

２ 高病原性鳥インフルエンザは、国際連合食糧農業機関（ＦＡＯ）などの国際

機関が「国境を越えてまん延し、発生国の経済、貿易及び食料の安全保障に関

わる重要性を持ち、その防疫には多国間の協力が必要となる疾病」と定義する

「越境性動物疾病」の代表例である。

３ 高病原性鳥インフルエンザウイルスは、その伝播力の強さ及び高致死性から、

ひとたびまん延すれば、

① 養鶏産業に及ぼす影響が甚大であるほか、

② 国民への鶏肉・鶏卵の安定供給を脅かし、

③ 国際的にも、高病原性鳥インフルエンザの非清浄国として信用を失うおそ

れがある。
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さらに、海外では、家きん等との接触に起因する高病原性鳥インフルエンザ

ウイルスの感染による人の死亡事例も報告されており、公衆衛生の観点からも、

本ウイルスのまん延防止は重要である。

４ 低病原性鳥インフルエンザウイルスは、高病原性鳥インフルエンザウイルス

と同様に伝播力が強いものの、ほとんど臨床症状を示さず、発見が遅れるおそ

れがあり、また、海外では、高病原性鳥インフルエンザウイルスに変異した事

例も確認されている。

５ 高病原性鳥インフルエンザ及び低病原性鳥インフルエンザについては、現在、

我が国の近隣諸国において継続的に発生しており、これらの近隣諸国から、渡

り鳥が飛来してウイルスを持ち込む可能性があるほか、人や物を介した侵入も

考えられることから、今後も我が国に侵入する可能性は高い。

このため、常に国内にウイルスが侵入する可能性があるとの前提に立ち、家

きんの所有者（当該家きんを管理する所有者以外の者があるときは、その者。

以下同じ。）と行政（国、都道府県及び市町村）及び関係団体とが緊密に連携

し、実効ある防疫体制を構築する必要がある。

６ なお、本指針については、海外における発生の状況の変化や科学的知見・技

術の進展等があった場合には、随時見直す。また、少なくとも、３年ごとに再

検討を行う。



- 3 -

第１ 基本方針

１ 高病原性鳥インフルエンザ及び低病原性鳥インフルエンザの防疫対策上、

最も重要なのは、「発生の予防」と「早期の発見・通報」、さらには「初動

対応」である。

２ 家きんの所有者が、飼養衛生管理基準を遵守するとともに、高病原性鳥イ

ンフルエンザ又は低病原性鳥インフルエンザが疑われる症状を呈している家

きんが発見された場合に、直ちに都道府県に通報することが日常化し、確実

に実行されることが何よりも重要である。

このため、国、都道府県及び市町村並びに関係団体は、次の役割分担の下、

全ての家きんの所有者がその重要性を理解し、かつ、実践できるよう、発生

予防と発生時に備えた準備に万全を期す。

（１）国は、都道府県に対し、必要な情報の提供を行うとともに、全都道府県

の防疫レベルを高位平準化できるよう、指導・助言を行う。

（２）都道府県は、家きんの所有者への指導を徹底するとともに、発生時に備

えた準備を行う。

（３）市町村・関係団体は、都道府県の行う家きんの所有者への指導や発生時

に備えた準備に協力する。

３ 発生時には、迅速・的確な初動対応により、まん延防止・早期収束を図る

ことが重要である。

防疫対応を行うための経費については、法第58条から第60条の２までの

規定に基づき、国が負担することとなっている。

また、法第60条の３では、防疫措置が発生初期の段階から迅速・的確に

講じられるようにするため、予備費の活用を含めて、法に基づく予算を速や

かに、かつ、確実に手当てすることとしている。

このことも踏まえて、国、都道府県及び市町村並びに関係団体は、次の役

割分担の下、迅速・的確な初動対応を行う。

（１）国は、防疫方針の決定・改定を責任を持って行うとともに、これに即し

た都道府県の具体的な防疫措置を支援する。また、法に基づく予算を迅速

かつ確実に手当てする。
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（２）都道府県は、防疫方針に即した具体的な防疫措置を迅速・的確に実行す

る。

（３）市町村・関係団体は、都道府県の行う具体的な防疫措置に協力する（都

道府県が市町村・関係団体に委託して実施する場合には、当該防疫措置に

関する費用は、法に基づく国の費用負担の対象となる。）。

４ なお、国は、あらかじめ定めた防疫方針に基づく初動対応により、感染拡

大を防止できないときには、速やかに、実際の感染状況を踏まえた防疫方針

の見直しを行い、的確に特定家畜伝染病緊急防疫指針（以下「緊急防疫指針

」という。）を策定する。
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第２ 発生の予防及び発生時に備えた事前の準備

１ 農林水産省の取組

（１）次の情報を把握し、都道府県、関係団体等に迅速に情報提供するととも

に、ホームページ等を通じて公表する。

① 海外における最新の発生状況

② 環境省が実施する渡り鳥の飛来状況調査、野鳥の検査等の結果

（２）農場へのウイルスの侵入防止のための具体的な注意点を分かりやすくま

とめ、ホームページ等を通じて公表する。

（３）国境における家きん・畜産物の輸入検疫及び入国者又は帰国者の靴底消

毒を徹底する。特に、ウイルスの伝播可能期間等を考慮しつつ、高病原性

鳥インフルエンザ又は低病原性鳥インフルエンザの発生国からの入国者又

は帰国者に対して、質問及び携帯品の検査・消毒を徹底する。

（４）各都道府県段階の予防措置の実施状況、発生時に備えた準備状況及び市

町村、獣医師会、生産者団体等との連携状況を把握し、全都道府県の防疫

レベルの高位平準化を図るため、必要な改善指導を行う。

（５）定期的に全都道府県を対象とする防疫演習を開催し、問題点の把握とそ

の解消を図る。

（６）発生時に直ちに防疫専門家等を現地に派遣できるよう、常に派遣体制を

整え、あらかじめ派遣候補者のリストアップを行う。

（７）周辺国で分離されたウイルスに対して有効なワクチンに関する情報を収

集した上で、必要な事態になったときに活用できる可能性の高いワクチン

を検討し、必要十分な量を備蓄する。

２ 都道府県の取組

（１）１の（１）により情報の提供を受けた場合には、速やかに、ファクシミ

リ、電話、電子メール、郵送等により、全ての家きんの所有者及び関係団



- 6 -

体に周知する。

（２）家きんの所有者の防疫に対する意識を高め、飼養衛生管理基準を確実に

遵守させるために、100羽以上の家きんの所有者（だちょうにあっては、

10羽以上の家きんの所有者）を対象として、定期的に次の措置を実施す

る。

① 法第51条の規定に基づく農場への立入検査（原則として、年１回以

上実施する。）

② 研修会の開催

また、特に大規模所有者（鶏及びうずらにあっては10万羽以上、あひ

る、きじ、だちょう、ほろほろ鳥及び七面鳥にあっては１万羽以上の家き

んの所有者をいう。）については、法第52条の規定に基づき、担当獣医

師から飼養衛生管理の状況を定期的に都道府県に報告させるなど、十分な

指導を行う。

（３）飼養衛生管理基準を遵守していない家きんの所有者に対しては、随時、

法に基づく指導・助言、勧告及び命令を行う。

（４）家きんの所有者ごとに、本病が発生した場合の初動防疫に必要な情報

（農場の所在地、鳥種、飼養羽数、埋却地等の確保状況等）を把握する。

（５）移動制限区域内の農場等が瞬時に把握できるよう、地図情報システム等

を活用して農場の所在地を整理する。

（６）発生時に円滑かつ迅速に初動防疫対応を実施することができるよう、防

疫に必要な人員の確保、消毒ポイントの設置場所の調整、衛生資材及び薬

品等の備蓄、重機等の調達先の確認、死亡家きん保管場所の確保等を行う。

（７）家きんの所有者に対する指導及び発生時の円滑な初動対応に必要な家畜

防疫員の確保に努める。常勤の家畜防疫員を確保した上で、一時的又は緊

急に必要な場合は非常勤の家畜防疫員の確保が行えるよう、獣医師会等と

協議してリストアップを行う。

また、他の都道府県で発生した場合に応援で派遣する家畜防疫員のリス
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トアップを行う。

（８）発生時には、市町村、警察、自衛隊、獣医師会、生産者団体等の協力が

必要となることを踏まえ、これら市町村、関係機関及び関係団体との連絡

窓口の明確化、地域の家きんの飼養状況等の情報共有等を行い、連携体制

を整備する。

（９）家きんの所有者の埋却地等の事前確保が十分でない場合には、次の措置

を講ずる。

① 当該家きんの所有者に対し、利用可能な土地に関する情報等を提供す

る。

② 市町村、関係機関及び関係団体と連携し、地域ごとに、利用可能な公

有地を具体的に決定する。なお、都道府県知事は、法第21条第７項の

規定に基づき、特に必要があると認めるときは、農林水産大臣及び市町

村長に対し、協力を求める。

③ 焼却施設又は化製処理施設（以下「処理施設」という。）が利用可能

な場合には、処理施設をリストアップし、あらかじめ発生時の利用につ

いて処理施設及び処理施設の所在地を管轄する地方公共団体と調整する。

④ 公有地又は処理施設への移動方法及び移動ルートを決める。また、必

要に応じ、地域住民への説明を行う。

（10）発生を迅速に発見する検査体制を常に整備し、監視を適切に実施する。

（11）都道府県畜産主務課の防疫責任者の在任期間の長期化に努め、防疫責

任者が異動する場合には、十分な引継期間を確保する。

３ 市町村・関係団体の取組

（１）２に規定する都道府県の取組に協力する。

（２）家きんの所有者が行う発生予防の取組に協力する。
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第３ 発生予察のための監視

１ 定点モニタリング

（１）都道府県は、野鳥の飛来地周辺に所在する農場、開放型の飼養をしてい

る農場等の感染リスクが他と比較して高い環境にある農場のうちから、１

家畜保健衛生所当たり３農場を選定し、毎月１回、検査を行う。

（２）当該農場の検査を行う家畜防疫員は、飼養家きんの臨床検査を行うとと

もに、農場ごとに、家きん舎に偏りのないよう最低10羽（死亡家きんが

確認された場合には、当該死亡家きんを含む。）を対象に、気管スワブ、

クロアカスワブ、血液及び死亡家きんの臓器を検体として採材する。

（３）都道府県は、（２）で採材した検体について、ウイルス分離検査及び血

清抗体検査を行う。

２ 強化モニタリング

（１）都道府県は、当該都道府県内の農場について、95パーセントの信頼度

で10パーセントの感染を検出できる数の農場を検査する。検査対象の農

場の選定は、農場を飼養規模別にグループ化し、当該グループごとに無作

為抽出法により行う。

（２）当該検査は、渡り鳥の飛来状況を勘案し、原則として10月から５月ま

での間に計画的に実施する。

（３）当該農場の検査を行う家畜防疫員は、飼養家きんの臨床検査を行うとと

もに、農場ごとに、家きん舎に偏りのないよう最低10羽を対象に、血液

を検体として採材する。

（４）都道府県は、（３）で採材した検体について、血清抗体検査を行う。

【留意事項】モニタリングの検査方法

モニタリングの検査については、別紙１により行う。
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【留意事項】定点モニタリング及び強化モニタリングにおける血清抗体検査

鶏を検査する場合には、エライザ法による検査を行い、エライザ法で陽性

が確認されたときは、同一血清について、寒天ゲル内沈降反応による検査を

行う。

この間、エライザ法で陽性が確認された農場においては、臨床的に異状が

ないことを確認するとともに、陽性鶏と同一鶏舎の鶏の出荷（移動）を自粛

するよう指導する。

なお、臨床的に異状がなければ、鶏卵の出荷は認める。

鶏以外の家きんを検査する場合には、寒天ゲル内沈降反応による検査を行

う。

【留意事項】強化モニタリングにおける抽出検査の検査対象農場の選定

飼養羽数100羽以上（だちょうにあっては、10羽以上）の農場を対象

に、95％の信頼度で10％の感染を摘発することができる数の検査農場を下

表を参考に無作為で選定する。その際、サンプリングの偏りを排除するた

め、①農場を飼養規模別（※）にグループ分けし、②各グループの戸数に応

じて按分した検査農場数を乱数表を用いて無作為に抽出する（階層別無作為

抽出）。

（※）飼養規模は、次のとおりグループ分けする。

Ⅰ 100羽以上（だちょうにあっては、10羽以上）～1,000羽未満

Ⅱ 1,000羽以上～10,000羽未満

Ⅲ 10,000羽以上

母 集 団 標 本 数

１ ～ 15戸 全戸

16 ～ 20戸 16戸

21 ～ 40戸 21戸

41 ～ 100戸 25戸

101戸以上 30戸

３ モニタリング結果の報告等

（１）都道府県畜産主務課は、定点モニタリング及び強化モニタリングの対象
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農場について、農場の概要（所在地、飼養鳥種、飼養羽数等）及び定点モ

ニタリングにあってはその選定理由について、遅滞なく、農林水産省消費

・安全局動物衛生課（以下「動物衛生課」という。）に報告する。

（２）都道府県畜産主務課は、定点モニタリング及び強化モニタリングの結果

について、毎月、動物衛生課に報告する。

【留意事項】モニタリングの報告様式

１ 定点モニタリング及び強化モニタリング対象農場の概要等の報告は、

様式１－１及び１－２により行う。

２ 都道府県畜産主務課は、毎月20日までに前月のモニタリングの状況

を、様式２により動物衛生課宛ファクシミリ又は電子メールで報告す

る。

４ モニタリングを行う検査員の遵守事項

採材を行った者は、次の事項を遵守する。

① 農場を出る際には、身体、衣服、靴、眼鏡その他の携行用具の消毒及び

車両の消毒を行うこと。

② 帰宅後は、入浴して身体を十分に洗うこと。

③ 立ち入った農場における臨床検査により異状が確認された場合には、第

４の４の（１）の①の遺伝子検査の結果が判明するまで、他の農場に立ち

入らないこと。

５ 野鳥等で感染が確認された場合の対応等

（１）野鳥等の家きん以外の鳥類で高病原性鳥インフルエンザウイルスの感染

が確認された場合には、次の措置を講ずる。

① 当該鳥類（その死体を含む。）を確保した場所又は当該鳥類を飼養し

ていた場所の消毒及び通行制限・遮断（山中、住宅密集地等で発見され

た場合など、家きんへの感染防止の観点から必要と認められない場合を

除く。）

② 発生地点を中心とした半径３キロメートル以内の区域にある農場（家
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きんを100羽以上飼養する農場に限る。）に対する速やかな立入検査

（死亡率の増加、産卵率の低下等の異状の有無及び飼養衛生管理基準の

遵守状況の確認）

（２）都道府県は、当該都道府県の職員で野生動物の事務に従事するもの（自

然環境部局）及び家畜防疫員が相互に連絡し、及び適切に分担して、野鳥

のサーベイランス検査を実施する。

この際、家畜防疫員は、農場に対する指導及び検査を優先的に実施する

ものとするが、可能な限り自然環境部局の行う野鳥のサーベイランス検査

に協力するものとする。
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第４ 異常家きん等の発見及び検査の実施

１ 家きんの所有者等から届出等を受けたときの対応

（１）都道府県は、次の場合には、動物衛生課に報告するとともに、直ちに家

畜防疫員を現地の農場に派遣する。

① 家きんの所有者又は獣医師から、同一の家きん舎内において、１日の

家きんの死亡率が対象期間（当日から遡って21日間（当該期間中に家

畜の伝染性疾病、家きんの飼養管理のための設備の故障、気温の急激な

変化、火災、風水害その他の非常災害等家きんの死亡率の上昇の原因と

なる特段の事情の存した日又は家きんの出荷等により家きん舎が空とな

っていた日が含まれる場合にあっては、これらの日を除く通算21日

間）をいう。以下同じ。）における平均の家きんの死亡率の２倍以上と

なっている旨の届出を受けた場合。ただし、家きんの飼養管理のための

設備の故障、気温の急激な変化、火災、風水害その他の非常災害等高病

原性鳥インフルエンザ以外の事情によるものであることが明らかな場合

は、この限りでない。

② 民間獣医師等が行った簡易検査キットを用いた抗原検査（以下「簡易

検査」という。）や血清抗体検査により陽性となった旨の届出を受けた

場合

③ ①及び②のほか、次に掲げる場合など高病原性鳥インフルエンザウイ

ルス又は低病原性鳥インフルエンザウイルスの感染の疑いを否定できな

い家きんがいる旨の通報を受けた場合

ア 鶏冠、肉垂等のチアノーゼ、沈うつ、産卵率の低下等の症状を呈し

ている家きんがいる場合

イ ５羽以上の家きんが、まとまって死亡している場合（家きんの飼養

管理のための設備の故障、気温の急激な変化、火災、風水害その他の

非常災害等高病原性鳥インフルエンザ以外の事情によるものであるこ

とが明らかな場合を除く。）又はまとまってうずくまっている場合

（２）都道府県は、（１）の届出を受けた場合には、届出者等に対し、当該農

場の飼養家きん及び家きんの死体の移動自粛等の必要な指導を行う。

【留意事項】異常家きん等の届出を受けた際の報告

異常家きん等の届出を受けた場合には、様式３により動物衛生課に報告す
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る。

【留意事項】家畜防疫員が現地に携行する用具

１ 農場立入用衣類：長靴、防疫衣類、手袋等

２ 臨床検査用器材：タワシ、懐中電灯等

３ 簡易検査用器材：簡易検査用検査キット等

４ 病性鑑定材料採取用器材：綿棒、材料保存液、採血器具（採血針、採

血管）、保冷資材、クーラーボックス、病性鑑定材料輸送箱等

５ 連絡及び記録用器材：携帯電話、事務用具、各種様式用紙、地図、デ

ジタルカメラ、画像送受信機等

６ 消毒用器材：バケツ、消毒薬、噴霧消毒器等

７ その他：ビニール袋、着替え、食料品等

【留意事項】都道府県が行う指導に関する事項

１ 家きんの所有者から通報があった場合

（１）異常家きん以外の家きんを含む全ての家きんについて、当該農場か

らの移動を自粛すること。

（２）農場の出入口を１か所に限り、農場及び防疫関係者以外の者の立入

りをさせないこと。

（３）農場外に物を搬出しないこと。家きんの所有者及び従業員等が外出

する場合には、適切な消毒等を行うこと。

（４）異常家きんの卵、排せつ物、敷料等は、他の家きんと接触すること

がないようにすること。

２ 獣医師から通報があった場合

（１）原則として、家畜防疫員の現地到着まで当該農場にとどまり、高病

原性鳥インフルエンザウイルス及び低病原性鳥インフルエンザウイル

スの拡散を防止するよう助言・指導をすること。

（２）家畜防疫員の到着後、当該農場を出る際には、身体、衣服、靴、眼

鏡その他の携行用具の消毒及び車両の消毒を行い、直ちに帰宅するこ

と。

（３）帰宅後は、車両を十分に洗浄するとともに、入浴して身体を十分に

洗うこと。



- 14 -

（４）異常家きんが高病原性鳥インフルエンザ及び低病原性鳥インフルエ

ンザでないと判明するまでの間は、家きんの飼養農場に立ち入らない

こと。

（５）高病原性鳥インフルエンザ及び低病原性鳥インフルエンザと判明し

た場合には、異常家きんを診察し、又はその死体を検案した日から７

日間は、家畜防疫員の許可を得ずに家きんの飼養農場に立ち入らない

こと。

３ 食鳥処理場から通報があった場合

（１）異常家きん及びこれと同一の農場から出荷された家きんのと殺を中

止すること。

（２）畜産関係車両の出入りを禁止すること。

（３）従業員等が外出する場合には、適切な消毒等を行うこと。

（４）従業員等は、異常家きんが高病原性鳥インフルエンザ及び低病原性

鳥インフルエンザでないと判明するまでの間は、家きんの飼養農場に

立ち入らないこと。

（５）異常家きんの出荷農場を直ちに特定し、１の（１）から（４）まで

の指導を行うこと。

（６）異常家きんの出荷に使用された車両を特定し、当該車両の消毒を徹

底するとともに、当該車両が農場等に出入りしないよう指導するこ

と。

２ 都道府県による農場での検査等

（１）家畜防疫員は、１の農場に到着した後、車両を当該農場の敷地外に置き、

防疫服を着用して家きん舎に入り、死亡羽数の推移を確認するとともに、

死亡家きん及び異常家きん（異常家きんがいない場合には、生きた家き

ん）のそれぞれ複数羽を対象とした簡易検査を行う。

（２）家畜防疫員は、簡易検査が終了し次第、死亡羽数の推移及び簡易検査の

結果を都道府県畜産主務課に電話で報告する。

（３）都道府県畜産主務課は、家畜防疫員による検査の結果、次のいずれかを
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確認した場合には、死亡羽数の推移及び簡易検査の結果の状況等の情報を

添えて、直ちに動物衛生課に報告する。

① 同一の家きん舎内において、１日の家きんの死亡率が対象期間におけ

る平均の家きんの死亡率の２倍以上となっている場合。ただし、家きん

の飼養管理のための設備の故障、気温の急激な変化、火災、風水害その

他の非常災害等高病原性鳥インフルエンザ以外の事情によるものである

ことが明らかな場合は、この限りでない。

② 簡易検査によりＡ型インフルエンザウイルスの抗原が検出された場合

③ 民間獣医師等が行った簡易検査や血清抗体検査により陽性となったこ

とが確認できた場合

（４）都道府県は、（３）により動物衛生課に報告した場合には、動物衛生課

と協議の上、直ちに次の措置を講ずる。

① 気管スワブ、クロアカスワブ、血液及び死亡家きんの臓器を検体とし

て採材する。

② 法第32条第１項の規定に基づき、当該農場の次に掲げるものの移動

を制限する。

ア 生きた家きん

イ 家きん卵

ウ 家きんの死体

エ 敷料、飼料、排せつ物等

オ 家きん飼養器具

③ 当該農場への関係者以外の者の立入りを制限する。

④ 当該農場の出入口及び当該農場で使用している衣類・飼養器具を消毒

する。

（５）都道府県は、（３）により動物衛生課に報告した場合には、速やかに、

当該農場に関する次の疫学情報を動物衛生課に提出する。

① 飼養家きんの過去21日間の移動履歴

② 当該農場に出入りしている次の人・車両の巡回範囲

ア 獣医師、農場指導員及びキャッチャー（鶏をケージから取り出し、

出荷用のカゴ等に入れる作業員）

イ 家きん運搬車両、集卵車、飼料運搬車両、死亡鳥回収車両及び排せ
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つ物・堆肥運搬車両

③ 堆肥の出荷先

【留意事項】動物衛生課への報告

防疫指針の第４の２の（３）の報告及び（５）の疫学情報の提出は様式４

により行う。

３ 陽性判定時に備えた準備

都道府県は、２の（３）により動物衛生課に報告した場合には、次の措置

を講じ、その内容について、遅くとも４の（１）の①の遺伝子検査の結果が

出る前に、動物衛生課に報告する。

（１）当該農場における家きん舎等の配置の把握

（２）周辺農場における家きんの飼養状況の整理

（３）家きんのと殺に当たる人員及び資材の確保

（４）患畜又は疑似患畜の死体の埋却地又は処理施設の確保（農林水産省の保

有する移動式焼却炉の利用の有無を含む。）

（５）消毒ポイントの設置場所の検討

（６）当該農場の所在する市町村、隣接の都道府県及び関係機関への連絡

【留意事項】陽性判定時に備えた準備に関する報告

陽性判定時に備えて講じた措置の内容については、それぞれの項目ごとに

情報を整理し、速やかに動物衛生課にファックス又は電子メールにより報告

すること。

４ 都道府県による家畜保健衛生所での検査

（１）都道府県は、家畜保健衛生所で次の検査を行う。

① Ｈ５又はＨ７亜型に特異的な遺伝子を検出する遺伝子検査（ＰＣＲ検

査及びリアルタイムＰＣＲ検査をいう。以下「遺伝子検査」という。）

② 寒天ゲル内沈降反応による血清抗体検査

③ ウイルス分離検査
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（２）都道府県は、次のいずれかに該当する場合には、動物衛生課とあらかじ

め協議した上で、分離されたウイルス又は遺伝子増幅産物を独立行政法人

農業・食品産業技術総合研究機構動物衛生研究所（以下「動物衛生研究所

」という。）に送付する。

① ウイルス分離検査の結果、赤血球凝集能があるウイルス（赤血球凝集

抑制反応試験（以下「ＨＩ試験」という。）により、ニューカッスル病

ウイルスではないことを確認したものに限る。）が分離された場合

② 遺伝子検査の結果、Ｈ５又はＨ７亜型に特異的な遺伝子が検出された

場合

【留意事項】病性鑑定時の検査方法等

都道府県（家畜保健衛生所）で実施する病性鑑定時の検査等については、

別紙１により行う。

【留意事項】動物衛生研究所へのウイルス又は遺伝子増幅産物の送付に関す

る事項

１ 動物衛生研究所へのウイルスの送付に当たっては、ＨＡ価が32倍以

上であることを確認する。送付すべき尿膜腔液の量は、動物衛生研究所

に確認すること。

２ 動物衛生研究所への遺伝子増幅産物の送付は、ウイルスが分離され

ず、農場における臨床症状等から、至急に病原性判定試験を行う必要が

ある場合に行う。

３ 動物衛生研究所へ検査を依頼する際は様式５により行う。

５ 都道府県が実施するモニタリングで発見された場合の対応

（１）ウイルスが分離された場合

都道府県は、第３の１の定点モニタリングにおいて、インフルエンザウ

イルスである疑いのあるウイルス（ＨＩ試験により、ニューカッスル病ウ

イルスではないことを確認したものに限る。）が分離された場合には、直

ちに次の措置を講ずる。

① 動物衛生課とあらかじめ協議した上で、分離されたウイルスを動物衛

生研究所に送付する。
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② 分離されたウイルスについて、遺伝子検査を実施する。

③ 家畜防疫員を現地に派遣し、当該農場における死亡羽数の推移を確認

する。

④ ２の（４）の②から④まで及び（５）の措置を講ずる。

（２）ウイルスが分離されずに血清抗体検査のみが陽性となった場合

① 都道府県は、第３の１の定点モニタリング又は第３の２の強化モニタ

リングにおいて、ウイルスが分離されずにＡ型インフルエンザウイルス

に対する抗体が確認された場合には、動物衛生課に連絡の上、直ちに家

畜防疫員を現地に派遣し、２の（１）及び４の（１）の検査を実施する。

② ①の検査の結果、血清抗体検査のみが陽性となった場合には、動物衛

生課とあらかじめ協議した上で、Ｈ５又はＨ７亜型に特異的な抗体の有

無を検査するため、当該血清を動物衛生研究所に送付する。

６ その他

２から４までの措置は、家きんの所有者等からの通報によらず、家畜防疫

員の立入検査等により異常家きんが発見された場合についても、同様に行う

ものとする。
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第５ 病性の判定

１ 病性の判定方法

農林水産省は、次の（１）及び（２）により病性を判定する。病性判定の

結果については、判定後直ちに、動物衛生課から都道府県畜産主務課に通知

する。

（１）異常家きんの届出・通報があった場合

① 死亡率の推移、都道府県が行う臨床検査、簡易検査及び遺伝子検査の

結果により判定する。なお、異常家きんが発生農場と疫学的関連のある

農場で飼養されている場合には、遺伝子検査の結果によらず、簡易検査

の結果により判定することができる。

② ①により病性が判定されなかった場合には、都道府県が行うウイルス

分離検査及び動物衛生研究所が行うウイルスのＨＡ亜型を特定する検査

（以下「ウイルス亜型特定検査」という。）の結果に基づき判定する。

③ ②により病性が判定されなかった場合には、②により分離されたウイ

ルスについて動物衛生研究所が行う病原性判定試験（鶏への接種試験及

びＨＡ領域の遺伝子解析をいう。以下同じ。）の結果に基づき判定する。

（２）モニタリング検査で発見された場合など、臨床的異常所見を伴わず検査

結果が陽性となった場合

① インフルエンザウイルスが分離された場合には、都道府県が行う遺伝

子検査並びに動物衛生研究所が行うウイルス亜型特定検査及び病原性判

定試験の結果に基づき判定する。

② 血清抗体検査のみが陽性となった場合には、都道府県が速やかに実施

する再検査（臨床検査、遺伝子検査、血清抗体検査及びウイルス分離検

査）を踏まえ、次のとおり判定する。

ア 再検査の結果、臨床症状が確認された場合には、（１）により判定

する。

イ 再検査の結果、臨床症状が確認されなかった場合には、都道府県が

行う遺伝子検査の結果に基づき判定する。

ウ イにより病性が判定されない場合には、都道府県が行うウイルス分
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離検査並びに動物衛生研究所が行うウイルス亜型特定検査及び病原性

判定試験の結果に基づき判定する。

エ ウによりウイルスが分離されず、血清抗体検査のみが陽性となった

場合には、動物衛生研究所が行う抗体のＨＡ亜型を判別する検査（Ｈ

Ｉ試験）の結果に基づき、第15の農場監視プログラムの適用を判断

する。
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（参考）通常想定される検査の流れ（鶏の検査で通常想定されるもの）

１．異常家きんの届出・通報があった場合

※：発生農場と疫学的関連のある農場

で飼養されている場合

２．モニタリング検査の場合

※：ELISA陽性

の検体の再検査

HPAI：高病原性鳥インフルエンザ、LPAI：低病原性鳥インフルエンザ

死亡、典型的症状

Ａ型陽性

Ｈ５又はＨ７ Ｈ５、７陰性

Ｈ５又はＨ７ Ｈ５、７以外

高病原性

簡易検査

ウイルス分離検査・ウイルス亜型特定検査

ウイルス遺伝子解析、病原性確認検査

Ａ型陰性

HPAI疑似

遺伝子検査

低病原性
LPAI患畜HPAI患畜

HPAI疑似
（※）

HPAI疑似

臨床異常なし
ウイルス分離陽性

H5又はH7抗体

臨床異常なし
Ａ型抗体検査（ゲル沈※）のみ陽性

遺伝子検査

Ｈ５又はＨ７ Ｈ５、７以外

ウイルス分離検査

LPAI疑似

農場監視プログラム

抗体検査（ＨＩ検査）

臨床検査

Ｈ５又はＨ７ Ｈ５、７陰性

ウイルス遺伝子解析、病原性確認検査

LPAI疑似

抗体検査（ｹﾞﾙ沈）

（抗体検査のみが陽性の場合）

分離あり 分離なし

高病原性 低病原性

LPAI患畜HPAI患畜

（再検査）

ウイルス亜型特定検査
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２ 患畜及び疑似患畜

（１）高病原性鳥インフルエンザ

病性判定の結果等に基づき、次の家きんを高病原性鳥インフルエンザの

患畜又は疑似患畜とする。

① 患畜

ア 分離されたウイルスが病原性判定試験により病原性が高いと判断さ

れる家きん

イ 遺伝子検査によりＨ５又はＨ７亜型に特異的な遺伝子が検出され、

かつ、ＨＡ領域の遺伝子解析により高病原性と判断される配列が検出

された家きん

② 疑似患畜

ア 患畜が確認された農場で飼養されている家きん

イ 死亡、チアノーゼ等の高病原性鳥インフルエンザウイルスの感染が

疑われる症状を示す家きんが確認された農場において飼養されており、

かつ、次のいずれかに該当する家きん

（ア）患畜又は疑似患畜（イ（（ア）を除く。）に掲げる家きんに限

る。）が確認された農場と疫学的関連のある農場（当該患畜又は疑

似患畜が確認された農場と同一の飼料運搬車等が出入りしている農

場）で飼養されており、簡易検査によりＡ型インフルエンザウイル

スの抗原が検出された家きん

（イ）遺伝子検査によりＨ５又はＨ７亜型に特異的な遺伝子が検出され

た家きん

（ウ）分離されたウイルスについて、遺伝子検査によりＨ５若しくはＨ

７亜型に特異的な遺伝子が検出され、又はＨＩ試験によりＨ５若し

くはＨ７亜型であることが確認された家きん

（エ）血清抗体検査によりＨ５又はＨ７亜型のＡ型インフルエンザウイ

ルスに対する抗体が検出された家きん

ウ イに掲げる家きんが確認された農場において飼養されている家きん

エ 患畜又は疑似患畜（イに掲げる家きんに限る。）が確認された農場

で家きんの飼養管理に直接携わっている者が直接の飼養管理を行って

いる他の農場において飼養されている家きん

オ 疫学調査の結果等により、患畜又は疑似患畜（イに掲げる家きんに
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限る。）と判定した日（発症していた日が推定できる場合には、発症

日。以下「病性判定日」という。）から遡って７日目の日から現在ま

での間に当該患畜又は疑似患畜と接触したことが明らかとなった家き

ん

カ 疫学調査の結果等により、病性判定日から遡って７日目の日前に患

畜又は疑似患畜（イに掲げる家きんに限る。）と接触したことが明ら

かとなった家きんであって、家畜防疫員が患畜となるおそれがあると

判断した家きん

【留意事項】簡易検査の結果に基づき疑似患畜と判定された場合の対応につ

いて

②のイの（ア）に基づき判定された疑似患畜が確認された農場と疫学的関

連がある農場おいて、高病原性鳥インフルエンザウイルスの感染が疑われる

症状を示す家きんが確認され、当該農場の飼養家きんの簡易検査でＡ型イン

フルエンザウイルスの抗原が確認された場合、当該家きんは②のイの（ア）

に基づき判定された疑似患畜とみなす。

（２）低病原性鳥インフルエンザ

病性判定の結果等に基づき、次の家きんを低病原性鳥インフルエンザの

患畜又は疑似患畜とする。ただし、高病原性鳥インフルエンザの患畜又は

疑似患畜と判定されるものを除く。

① 患畜

分離されたウイルスがＨ５又はＨ７亜型のＡ型インフルエンザウイル

スであって、病原性判定試験により病原性が低いと判断される家きん

② 疑似患畜

ア 患畜が確認された農場で飼養されている家きん

イ 血清抗体検査によりＡ型インフルエンザウイルスに対する抗体が検

出された家きんが確認された農場において、採材した検体についての

遺伝子検査によりＨ５又はＨ７亜型のＡ型インフルエンザウイルスに

特異的な遺伝子が検出された家きん

ウ 分離されたウイルスについて、遺伝子検査によりＨ５若しくはＨ７
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亜型に特異的な遺伝子が検出され、又はＨＩ試験によりＨ５若しくは

Ｈ７亜型であると確認された家きん

エ 血清抗体検査によりＨ５又はＨ７亜型のＡ型インフルエンザウイル

スに対する抗体が検出された家きんが確認された農場で飼養されてお

り、抗体の陽転又は抗体価の上昇が確認された家きん

オ イからエまでに掲げる家きんが確認された農場において飼養されて

いる家きん

カ 患畜又は疑似患畜（イからエまでに掲げる家きんに限る。）が確認

された農場で家畜の飼養管理に直接携わっている者が直接の飼養管理

を行っている他の農場において飼養されている家きん

キ 疫学調査の結果等により、患畜又は疑似患畜（イからエまでに掲げ

る家きんに限る。）の病性判定日から遡って７日目の日から現在まで

の間に当該患畜又は疑似患畜と接触したことが明らかとなった家きん

ク 疫学調査の結果等により、病性判定日から遡って７日目の日前に患

畜又は疑似患畜（イからエまでに掲げる家きんに限る。）と接触した

ことが明らかとなった家きんであって、家畜防疫員が患畜となるおそ

れがあると判断した家きん

３ 農場監視プログラムの対象家きん

ウイルスが分離されずに、Ｈ５又はＨ７亜型のＡ型インフルエンザウイル

スに特異的な抗体が検出された家きんを飼養する農場については、第15の

農場監視プログラムを適用する。
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第６ 病性判定時の措置

１ 関係者への連絡

（１）都道府県は、家きんが患畜又は疑似患畜であると判定する旨の連絡を受

けた場合には、速やかに、次の者に対し、その旨及び発生農場（高病原性

鳥インフルエンザの患畜若しくは疑似患畜（第５の２の（１）の②のイに

掲げる家きんに限る。）又は低病原性鳥インフルエンザの患畜若しくは疑

似患畜（第５の２の（２）の②のイからエまでに掲げる家きんに限る。）

が確認された農場をいう。以下同じ。）の所在地について、電話、ファク

シミリ等により連絡する。

① 当該家きんの所有者

② 当該都道府県内の市町村

③ 当該都道府県の獣医師会、生産者団体その他関係団体

④ 隣接の都道府県

（２）都道府県は、家きんが患畜又は疑似患畜でないと判定する旨の連絡を受

けた場合には、その旨を当該家きんの所有者に連絡する。また、届出に係

る異状の原因の調査を行い、その結果について当該家きんの所有者に説明

するとともに、動物衛生課に報告する。

２ 対策本部の設置及び国・都道府県等の連携

（１）農林水産省は、患畜又は疑似患畜の判定後、速やかに、農林水産大臣を

本部長とする農林水産省鳥インフルエンザ防疫対策本部（以下「農林水産

省対策本部」という。）を設置し、具体的な防疫方針を決定する。ただし、

特段の必要があるときは、病性の判定前に設置する。

（２）農林水産省は、動物衛生研究所、独立行政法人家畜改良センターその他

の関係機関の協力を得て、次の職員等を発生都道府県に派遣する。

① 国の防疫方針を都道府県に正確に伝達し、国と都道府県が連携を密に

できるよう調整する職員

② 国の防疫方針の改定（緊急防疫指針の策定を含む。）を適時適切に行

うための感染状況の正確な把握を行う疫学の専門家

③ と殺及び埋却等の防疫措置に習熟し、都道府県の具体的な防疫措置を
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サポートする緊急支援チーム

④ 食料・農業・農村政策審議会家畜衛生部会家きん疾病小委員会に設置

する疫学調査チーム

（３）都道府県は、農林水産省対策本部の決定した防疫方針に即した具体的な

防疫措置を円滑に実行するため、患畜又は疑似患畜の判定後、速やかに、

関係部局で構成する都道府県鳥インフルエンザ防疫対策本部（以下「都道

府県対策本部」という。）を設置する。ただし、円滑・的確な防疫対応を

行う上で特段の必要があるときは、病性の判定前に設置する。

（４）都道府県は、都道府県対策本部について、その役割及び機能が円滑かつ

十分に発揮できるよう、防疫作業、資材調達、疫学調査、広報、出納管理

等の本部内での役割分担を定める。

（５）農林水産省から派遣された（２）の①の職員は、都道府県対策本部に出

席し、農林水産省対策本部の決定した防疫方針を伝達し、必要な調整を行

う。

（６）都道府県対策本部は、防疫措置を円滑に実行するため、市町村、獣医師

会、生産者団体等との連絡体制を構築する。

（７）農林水産省は、都道府県からの申請に応じ、速やかに、保有する防疫資

材・機材を譲与し、又は貸し付ける。

（８）農林水産省対策本部及び都道府県対策本部以外の対策本部を設置する場

合には、その目的と所掌範囲を明確にし、事務の重複や指揮命令系統が混

乱することのないよう留意する。

【留意事項】都道府県対策本部

１ 都道府県対策本部の設置

都道府県は、２の組織構成を考慮して都道府県対策本部を設置するこ

ととし、防疫措置の円滑な実施及び国や周辺都道府県との連絡調整を図

る。なお、必要に応じて、発生農場等における防疫措置を円滑に行うた
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め、発生農場の近くの家畜保健衛生所等に現地対策本部を設置する。

２ 組織構成

都道府県知事を本部長とし、本部長の下に次の各班を置くとともに、

関係部局を構成員とする庁内連絡会議を開催し、防疫の円滑な推進を図

る。

・総 務 班：防疫指針に基づく具体的な防疫方針の策定、予算の編成

及び執行、情勢分析、農林水産省、その他の関係機関との連絡調整及び

庁内連絡会議の開催を行う。

・情 報 班：発生状況及び防疫対応状況等の収集、広報資料の作成、

広報連絡及び問合せの対応を行う。

・病性鑑定班：異常家きんの届出に対する立入調査、病性鑑定のための

検体の採取、同検体の受入れ及び送付並びに病性鑑定を行う。

・防疫指導班：発生農場の調査並びに防疫措置の企画及び指導を行う。

・防疫支援班：焼却、埋却、消毒等防疫用の資材・機材の調達及び配

布、防疫要員の動員並びに関連事業の調整を行う。

・防疫対応班：立入制限、殺処分、農場消毒等の防疫措置及び制限区域

内農場等の検査等の対応を行う。

・評 価 班：発生農場及び周辺農場における手当金の交付のための家

畜や物品の評価等を行う。

・疫学調査班：現地調査を行い、疫学関連農場の特定や感染経路の究明

に必要な情報の収集及び整理を行う。また、国の疫学調査チームと連携

し、現地調査等を行う。

・庶 務 班：所要経費の確保及び手当金等の支出に関する事務を行

う。

３ 報道機関への公表等

（１）農林水産省は、第５の規定により患畜又は疑似患畜と判定したときには、

報道機関に公表する。ただし、円滑・的確な防疫対応を行う上で特段の必

要があるときは、動物衛生課と都道府県畜産主務課で協議の上、病性の判

定前に公表する。
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（２）（１）の規定による公表は、動物衛生課と都道府県畜産主務課で協議の

上、原則として、農林水産省及び都道府県が同時に行う。

（３）（１）の規定による公表に当たっては、人・車両を介して感染が拡大す

るおそれがあること等について正確な情報提供を行う。また、発生農場に

関する情報を公表する場合には、当該農場の所在地までに留め、当該農場

の名称等の公表は、差し控える。

（４）（１）の規定による公表に当たっては、我が国ではこれまで家きん肉・

家きん卵を食べることにより人に感染した例は報告されていないこと等に

ついて正確な情報提供を行う。

（５）防疫措置の進捗状況についても、動物衛生課と都道府県畜産主務課で協

議の上、必要に応じ、報道機関に公表する。

（６）報道機関等に対し、次の事項について、協力を求める。

① プライバシーの保護に十分に配慮すること。

② 発生農場には近づかないなど、感染拡大防止及び防疫作業の支障にな

らないようにすること。

【留意事項】報道機関への公表

病性決定時の公表は、様式６により行う。

４ 防疫措置に必要な人員の確保

（１）都道府県は、疫学調査、発生農場におけると殺等の防疫措置、移動制限

の実施、消毒ポイントの運営等に必要な人員に関する計画を立て、関係機

関及び関係団体の協力を得て、必要な人員を速やかに確保する。

（２）当該都道府県のみでは、発生農場における防疫措置、周辺農場の調査等

を実施することが困難な場合には、農林水産省の職員や他の都道府県から

の家畜防疫員の派遣要請及び自衛隊の派遣要請の実施について、動物衛生

課と協議する。
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【留意事項】防疫措置に必要な人員の確保に関する事項

１ 本病の発生が確認された時点で、速やかに防疫措置を開始することが

できるよう、都道府県は、あらかじめ必要な人員の所在を把握し、必要

に応じて集合を命ずる。

２ 防疫従事者の確保に当たっては、あらかじめ作業に従事させようとす

る者の家きんの飼養の有無を確認し、家きんを飼養している場合には、

直接防疫業務に当たらせないようにする。

３ 都道府県は、他の都道府県からの家畜防疫員の派遣要請を行う場合に

は、必要な人員、期間、作業内容等について、動物衛生課と協議する。

動物衛生課は、各都道府県と調整し、具体的な派遣スケジュールを作

成する。

４ 都道府県は、自衛隊の派遣について農林水産省との協議が整った場合

には、発生状況、派遣期間、活動区域、活動内容等について現地の自衛

隊災害担当窓口と十分に調整した上で、自衛隊法（昭和29年法律第16

5号）第83条第１項の規定に基づく災害派遣要請を行う。
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第７ 発生農場における防疫措置

１ と殺（法第16条）

（１）家畜防疫員は、患畜又は疑似患畜の所有者に対し、と殺指示書を交付す

る。

（２）発生農場への出入口は、原則として１か所に限定し、その他の出入口に

ついては、門を閉じる、綱を張る等の方法により閉鎖する。

（３）患畜又は疑似患畜は、当該農場内で、原則として病性の判定後24時間

以内にと殺を完了する。

（４）と殺は、原則として家きん舎内で行う。やむを得ず家きん舎外でと殺す

る場合には、ケージ等を用意し、ウイルスの拡散防止、死体処理場所の選

定に配慮して実施する。

（５）と殺は、二酸化炭素ガス、泡殺鳥機等により行う。また、臨床症状が確

認されている家きん舎を優先して行う。

（６）と殺に当たっては、作業者の感染防止及び安全確保に留意する。

（７）感染経路の究明のため、と殺時に発症している家きんの病変部位、発症

家きんがいる場所等を鮮明に撮影する。また、動物衛生課と協議の上、発

症していない家きんを含めて、飼養規模に応じた検査材料の採材を行う。

【留意事項】発生農場における防疫措置の実施に関する事項

１ 都道府県は、事前に現地調査を行い、農場の建物の配置等を考慮し

て、テントの設営場所、資材置場等について検討するとともに、総括責

任者、各作業ごとの責任者及び指揮命令系統を明確にする。

２ 家畜防疫員は、家きんの所有者に対し、高病原性鳥インフルエンザ又

は低病原性鳥インフルエンザの概要、関係法令の内容、所有者の義務及

び防疫方針を説明するとともに、家畜伝染病予防法（昭和26年法律第

166号）第52条の３の規定により行政不服審査法（昭和37年法律第1

60号）に基づく不服申立てをすることができないことについて、遺漏
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なく説明する。

３ 現地の総括責任者は、鳥種別のと殺予定羽数、と殺の方法、死体処理

方法、消毒面積その他必要な事項について、あらかじめ都道府県対策本

部に確認し、その指示を受けるものとする。

４ 感染経路の究明のために行う検体の採取にあたっての検体の種類及び

検体数は、農場ごとの飼養状況や発生状況に応じて、動物衛生課と協議

して決定する。

【留意事項】防疫措置従事者に関する事項

防疫措置従事者が防疫措置を実施するに当たっては、次の事項に留意す

る。

１ 入場時には、防疫服、長靴等を着用し、私物を持ち込まないこと。

２ 退場時には、身体、衣服、靴及び眼鏡を消毒した後、入場時に着用し

た作業着等を脱ぎ、手洗い、洗顔及びうがいを行うこと。また、場内で

着用した作業着等は、消毒液に浸漬した後ビニール袋に入れ、外装を噴

霧消毒した後持ち帰ること。

３ 都道府県対策本部は、現地での着替えや靴の履き替えを円滑に行える

よう、農場の出入口に仮設テントを設置する等の配慮を行うこと。その

際、作業の前後で作業者の動線が交差しないようにすること。

４ 帰庁（宅）後、移動に利用した車両の消毒及び着用していた全ての衣

服の洗濯を行うとともに、入浴して身体を十分に洗うこと。

５ 防疫作業に従事した日から７日間は発生農場以外の鳥類に接触しない

こと。

６ 都道府県対策本部は、必要に応じて防疫措置前後に防疫作業者の健康

状態を確認するなど、公衆衛生部局（保健所設置市の場合は、当該市の

部局も含める。）と連携して、防疫作業者の感染防止に努めること。

【留意事項】と殺指示書の交付

と殺の指示書は、様式７により作成する。

２ 死体の処理（法第21条）

（１）患畜又は疑似患畜の死体については、原則として、患畜又は疑似患畜と
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判定した後72時間以内に焼却し、又は発生農場若しくはその周辺（人家、

水源、河川及び道路に近接しない場所であって、日常人及び家きんが接近

しない場所に限る。）において埋却する。

（２）やむを得ず、焼却又は埋却のため死体を農場から移動させる必要がある

場合には、動物衛生課と協議の上、次の措置を講ずる。

① 原則として、密閉車両又は密閉容器を用いる。これらがない場合には、

運搬物が漏出しないよう、床及び側面をシートで覆い、さらに、運搬物

を積載した後、上部もシートで覆う等の措置を講ずる。

② 積込み前後に車両表面全体を消毒する。

③ 原則として、他の農場の付近の通行を避け、かつ、他の畜産関係車両

が利用しない移動ルートを設定する。

④ 移動中は、消毒ポイントにおいて運搬車両を十分に消毒する。

⑤ 死体を処理する場所まで家畜防疫員が同行する。

⑥ 運搬後は、車両及び資材を直ちに消毒する。

（３）焼却又は埋却による処理が困難な場合には、動物衛生課と協議の上、化

製処理を行う。また、当該死体の移動に当たっては、（２）の措置を講ず

る。

（４）焼却又は化製処理をする場合には、次の措置を講ずる。

① 運搬車両から原料投入場所までシートを敷く。

② 原料置場を製品置場と隔てて設置する等の措置を講ずる。

③ 焼却又は化製処理が完了し、設備及び資材の消毒が終了するまで、家

畜防疫員が立ち会う。

④ 焼却又は化製処理の完了後直ちに、処理施設の出入口から原料投入場

所までの経路を消毒する。

（５）焼却、埋却又は化製処理が困難な場合には、発酵による消毒を行う。

【留意事項】患畜等の死体の発酵による消毒の方法（例）

防疫指針第７の２の（５）の発酵による消毒は、以下の基準に基づき病原

体の拡散防止に万全を期しつつ実施する。
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１ 敷料等を15～25ｃｍの厚さ、４ｍの幅、処理する鶏の羽数により適

切な長さ（1, 000羽で１ｍを目安とする。）で敷く。

２ 死体を周辺から30ｃｍ程度内側に、20ｃｍから25ｃｍの厚さに載

せる。

３ 死体の上に羽根が十分にぬれるまで水をかける。

４ 死体を覆うように、おがくず、もみがら、敷料等を15ｃｍの厚さに

載せる。

５ 死体が数層に重なるまで、１から４までの操作を同様に行う。

６ 病原体に汚染されていないおがくず、わら等を20ｃｍの厚さに載

せ、最上部に消石灰を散布する。屋外の場合には、防水性で通気性のあ

る特殊ビニールシート等で覆う。

７ 温度計を挿し、内部の温度を毎日チェックする（通常、１週間以内に

57℃から63 ℃になる。）。通常、７日から10日後には、温度は46

℃から52℃に低下するので、 必要に応じて撹拌し、通気を良くす

る。

８ 死体が表面に出ないように、新たに、病原体に汚染されていないおが

くず又はわらを載せる。

９ 撹拌して３週間から４週間で発酵による消毒は完了する。

10 撹拌しない場合には、少なくとも３か月間静置する。

３ 汚染物品の処理（法第23条）

（１）発生農場における次の物品は、汚染物品として、原則として、焼却し、

又は発生農場若しくはその周辺（人家、水源、河川及び道路に近接しない

場所であって、日常人及び家きんが接近しない場所に限る。）において埋

却する。焼却又は埋却が困難な場合には、動物衛生課と協議の上、化製処

理又は消毒を行う。

① 家きん卵（ただし、病性判定日から遡って７日目の日前に採取され区

分管理されていたもの、ＧＰセンター（液卵加工場を含む。以下同

じ。）等で既に食用に処理されていたもの及び種卵を除く。）

② 種卵（ただし、病性判定日から遡って21日目の日前に採取され、区

分管理されていたものを除く。）

③ 排せつ物
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④ 敷料

⑤ 飼料

⑥ その他ウイルスにより汚染したおそれのある物品

（２）やむを得ず汚染物品を農場から移動させる必要がある場合には、動物衛

生課と協議の上、次の措置を講ずる。

① 原則として、密閉車両又は密閉容器を用いる。これらがない場合には、

運搬物が漏出しないよう、床及び側面をシートで覆い、さらに、運搬物

を積載した後、上部もシートで覆う等の措置を講ずる。

② 積込み前後に車両表面全体を消毒する。

③ 原則として、他の農場の付近の通行を避け、かつ、他の畜産関係車両

が利用しない移動ルートを設定する。

④ 移動中は、消毒ポイントにおいて運搬車両を十分に消毒する。

⑤ 移動時には、制限の対象外となっていることを証明する書類を携行し、

消毒ポイント等で提示する。

⑥ 運搬後は、車両及び資材を直ちに消毒する。

⑦ 移動経過を記録する。

（３）焼却又は化製処理をする場合には、次の措置を講ずる。

① 運搬車両から原料投入場所までシートを敷く。

② 原料置場を製品置場と隔てて設置する等の措置を講ずる。

③ 焼却又は化製処理の完了後直ちに、処理施設の出入口から原料投入場

所までの経路を消毒する。

４ 家きん舎等の消毒（法第25条）

と殺の終了後、患畜又は疑似患畜の所在した家きん舎等における消毒を、

家畜伝染病予防法施行規則（昭和26年農林省令第35号）第30条の基準に

従い、１週間間隔で３回以上実施する。

消毒は、次亜塩素酸ナトリウム液、アルカリ液、ホルムアルデヒド、クレ

ゾール液、逆性石けん液、高温蒸気等を用いて行う。

５ 家きんの評価

（１）患畜又は疑似患畜であることが確認される前の状態についての評価額と
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し、家きんが患畜又は疑似患畜であることは、考慮しない。

（２）評価額は、原則として、当該家きんの導入価格に、導入日から患畜又は

疑似患畜であることが確認された日までの期間の生産費（統計データを用

いて産出する。）を加算した額とし、これに産卵供用残存期間等を考慮し、

必要な加算又は減算を行う。

（３）家きんの所有者等は、と殺に先立ち、家きんの評価額の算定の参考とす

るため、と殺の対象となる代表的な個体について、体格が分かるように写

真を撮影する。

（４）農林水産省は、家きんの評価額の算定を速やかに実施することが困難と

認められるときは、関係省庁と協議の上、直ちに概算払を行う。

【留意事項】家きんの評価額の算定方法

家きんの評価額の算定方法は、原則として別紙２により行う。
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第８ 通行の制限（法第15条）

１ 都道府県又は市町村は、本病の発生の確認後速やかに、管轄の警察署及び

関係自治体の協力を得て、発生農場周辺の通行の制限又は遮断を行う。この

場合において、通勤・通学、医療・福祉等のための通行については、十分な

消毒を行った上で、これを認めることとする。

２ 法に規定されている上限の72時間を経過した後も通行の制限又は遮断を

継続する必要がある場合には、道路管理者等との協議を行い、必要な通行の

制限が確実に実施できるよう、あらかじめ調整する。

３ 通行の制限又は遮断の手続、標示等については、家畜伝染病予防法施行令

（昭和28年政令第235号）第５条の規定に基づき行うこととし、原則とし

て、事前に関係市町村の住民に対し、その概要及び必要性を説明する。なお、

事前に説明することが困難な場合には、実施後速やかに説明する。
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第９ 移動制限区域及び搬出制限区域の設定（法第32条）

１ 制限区域の設定

（１）高病原性鳥インフルエンザの場合

① 移動制限区域

ア 都道府県は、高病原性鳥インフルエンザの患畜又は疑似患畜の判定

後、動物衛生課と協議の上、速やかに、原則として、発生農場を中心

とした半径３キロメートル以内の区域について、家きん等の移動を禁

止する区域（以下「移動制限区域」という。）として設定する。ただ

し、動物衛生課と協議の上、判定前であっても高病原性鳥インフルエ

ンザである可能性が高いと認められる場合には、判定結果を待たずに

移動制限区域を設定する。

イ 都道府県は、発生農場における感染状況等から通報が遅れたことが

明らかであり、かつ、疫学情報により既に感染が拡大しているおそれ

があると考えられる場合等には、動物衛生課と協議の上、原則として、

半径10キロメートル以内の区域を移動制限区域として設定する。

なお、感染の拡大がより広範囲に及んでいると考えられる場合には、

10キロメートルを超えて設定する。

② 搬出制限区域

都道府県は、原則として、発生農場を中心とした半径10キロメート

ル以内の移動制限区域に外接する区域について、家きん等の当該区域か

らの搬出を禁止する区域（以下「搬出制限区域」という。）として設定

する。

なお、①のイの場合には、移動制限区域の外縁から10キロメートル

以内の区域について、搬出制限区域として設定する。

③ 食鳥処理場で発生した場合

都道府県は、食鳥処理場に所在する家きんが高病原性鳥インフルエン

ザの患畜又は疑似患畜と判定された場合には、動物衛生課と協議の上、

次の措置を講ずる。

ア 原則として、当該食鳥処理場を中心とした半径１キロメートル以内

の区域について、移動制限区域として設定する。
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イ 当該家きんの出荷元の農場を中心として、①及び②と同様に移動制

限区域及び搬出制限区域を設定する。

（２）低病原性鳥インフルエンザの場合

① 移動制限区域

ア 都道府県は、低病原性鳥インフルエンザの患畜又は疑似患畜の判定

後、動物衛生課と協議の上、速やかに、原則として、発生農場を中心

とした半径１キロメートル以内の区域について、移動制限区域として

設定する。

イ 都道府県は、発生農場における感染状況等から通報が遅れたことが

明らかであり、かつ、疫学情報により既に感染が拡大しているおそれ

があると考えられる場合等には、動物衛生課と協議の上、原則として、

半径５キロメートル以内の区域を移動制限区域として設定する。

なお、感染の拡大がより広範囲に及んでいると考えられる場合には、

５キロメートルを超えて設定する。

② 搬出制限区域

都道府県は、原則として、発生農場を中心とした半径５キロメートル

以内の移動制限区域に外接する区域について、搬出制限区域として設定

する。

なお、①のイの場合には、移動制限区域の外縁から５キロメートル以

内の区域について、搬出制限区域として設定する。

（３）制限区域の設定方法

① 移動制限区域の外縁の境界及び搬出制限区域の外縁の境界は、市町村

等の行政単位又は道路、河川、鉄道その他境界を明示するのに適当なも

のに基づき設定する。

② 移動制限区域又は搬出制限区域が複数の都道府県にわたる場合には、

動物衛生課の指導の下、事前に、当該都道府県の間で十分に協議を行う。

③ 移動制限区域及び搬出制限区域の設定に先立ち、その都度、次の措置
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を講ずる。なお、事前にこれらの措置を講ずることが困難な場合には、

設定後速やかにこれらの措置を講ずる。

ア 移動制限区域及び搬出制限区域内の家きんの所有者、市町村及び関

係機関への通知

イ 報道機関への公表等を通じた広報

ウ 主要道路と移動制限区域及び搬出制限区域との境界地点での標示

（４）家きんの所有者への連絡

都道府県は、移動制限区域及び搬出制限区域の設定を行った場合には、

速やかに、当該区域内の家きんの所有者に対し、その旨及び発生農場の所

在地について、電話、ファクシミリ、電子メール等により連絡する。

（５）移動制限区域内及び搬出制限区域内の農場への指導

都道府県知事は、高病原性鳥インフルエンザの発生が確認された場合に

は、移動制限区域及び搬出制限区域内の全ての家きんの所有者を対象に、

毎日の健康観察を徹底するよう指導するとともに、法第52条の規定に基

づき、毎日、当日の死亡羽数（次の①から③までに掲げる異状を確認した

場合にあっては、直ちに、その旨）を報告するよう求める。

① 同一の家きん舎内において、１日の家きんの死亡率が対象期間におけ

る平均の家きんの死亡率の２倍以上となっている場合。ただし、家きん

の飼養管理のための設備の故障、気温の急激な変化、火災、風水害その

他の非常災害等高病原性鳥インフルエンザ以外の事情によるものである

ことが明らかな場合は、この限りでない。

② 飼養家きんに鶏冠、肉垂等のチアノーゼ、沈うつ、産卵率の低下等、

高病原性鳥インフルエンザウイルス又は低病原性鳥インフルエンザウイ

ルスの感染家きんが呈する症状を確認した場合

③ ５羽以上の飼養家きんが、まとまって死亡している場合（家きんの飼

養管理のための設備の故障、気温の急激な変化、火災、風水害その他の

非常災害等高病原性鳥インフルエンザ以外の事情によるものであること

が明らかな場合を除く。）又はまとまってうずくまっていることを確認

した場合

【留意事項】移動制限区域内での指導事項
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家畜防疫員は、移動制限区域内において、防疫指針第９の１の（５）に定

めるもののほか、次に掲げる者に対し、それぞれ次に定める事項について関

係者への指導を行う。また、必要に応じ関係施設に立ち入り、その履行状況

を監視する。

１ 家きんの所有者

（１）家きん舎等への関係者以外の者の出入りを自粛すること。

（２）農場関係者等の入出場時の消毒を徹底すること。

（３）家きん舎の出入口、家きん舎周辺及び家きん衛生管理区域外縁部

については、消石灰等を用いて消毒すること。

（４）家きん舎内については、高病原性鳥インフルエンザウイルス及び

低病原性鳥インフルエンザウイルスに効果のある消毒薬を用いて消

毒すること。

２ 獣医師等の畜産関係者

（１）携行する器具及び薬品は、最小限とすること。

（２）農場への入出場時には、身体、器具、車両等の消毒を徹底するこ

と。

（３）消毒又は廃棄が容易な衣服、器具等を使用すること。

（４）車両の農場の敷地内への乗入れを自粛すること。

（５）移動経路を記録し、保存すること。

３ 飼料輸送業者・集卵業者

（１）農場の入出場時には、身体、器具、車両等の消毒を徹底すること。

（２）感染リスクの低い運搬経路を選択すること。

（３）複数の農場を連続して配送又は集卵を行わないこと。

（４）配送経路を記録し、保存すること。

４ 家きん取扱業者・廃鶏取扱業者

（１）農場の入出場時には、身体、器具、車両等の消毒を徹底すること。

（２）感染リスクの低い運搬経路を選択すること。

（３）複数の農場を連続して配送又は集荷を行わないこと。

（４）配送経路を記録し、保存すること。
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５ 死亡鳥取扱業者

（１）農場の入出場時には、身体、器具、車両等の消毒を徹底すること。

（２）感染リスクの低い運搬経路を選択すること。

（３）原則として、農場の出入口で受渡しを行うこと。

（４）配送経路を記録し、保存すること。

６ 化製場、食肉加工施設等の畜産関係施設

車両の消毒を徹底すること。

２ 制限区域の変更

（１）制限区域の拡大

発生状況等から、移動制限区域外での発生が多発すると考えられる場合

には、動物衛生課と協議の上、移動制限区域及び搬出制限区域を拡大する。

（２）制限区域の縮小

１の（１）の①のア又は（２）の①のアの区域を超えて移動制限区域の

設定・拡大を行った場合であって、発生状況及び周辺農場の清浄性確認の

結果から、感染拡大が限定的なものとなっていることが明らかとなったと

きは、動物衛生課と協議の上、移動制限区域の範囲を高病原性鳥インフル

エンザの場合は半径３キロメートルまで、低病原性鳥インフルエンザの場

合は半径１キロメートルまで縮小することができる。

３ 制限区域の解除

（１）高病原性鳥インフルエンザの場合

① 移動制限区域

次の要件のいずれにも該当する場合に解除する。

ア 移動制限区域内の全ての発生農場の防疫措置の完了（と殺、死体の

処理及び農場の消毒が全て完了していることをいう。以下同じ。）後

10日が経過した後に実施する第12の２の（２）の清浄性確認検査に

より全て陰性を確認すること。

イ 移動制限区域内の全ての発生農場の防疫措置の完了後21日が経過
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していること。

② 搬出制限区域

①のアの検査により全て陰性を確認した時に解除する。

（２）低病原性鳥インフルエンザの場合

① 移動制限区域

高病原性鳥インフルエンザの場合と同様に、（１）の①の要件のいず

れにも該当する場合に解除する。

② 搬出制限区域

第12の２の（１）の発生状況確認検査において、移動制限区域及び

搬出制限区域内の全ての農場で陰性を確認した時に解除する。

４ 制限の対象

（１）生きた家きん

（２）家きん卵（ただし、ＧＰセンター等で既に食用に処理されていたものを

除く。）

（３）家きんの死体

（４）敷料、飼料、排せつ物等

（５）家きん飼養器具

５ 制限の対象外

（１）移動制限区域内の家きんの食鳥処理場への出荷

① 次の要件のいずれにも該当する移動制限区域内の農場の家きんは、動

物衛生課と協議の上、第10の３の（１）により事業を再開した移動制

限区域内の食鳥処理場に出荷することができる（移動制限区域外の食鳥

処理場には出荷できない。）。

ア 当該農場について、第12の２の（１）の発生状況確認検査により

陰性が確認されていること。

イ 出荷日から遡って３日以内に採材した検体が遺伝子検査により陰性
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と確認された家きんと同一の家きん舎であること。

【留意事項】家きんの食鳥処理場への出荷のための遺伝子検査の検体数

出荷する家きん舎ごとに５羽（高病原性鳥インフルエンザにあっては、う

ち３羽を死亡家きん（明らかに食害・外傷等により死亡したと認められるも

のを除く。また、死亡家きんがいない場合には、活力低下や脚弱等何らかの

臨床症状を認めるものから選択する。同一家きん舎内に、明らかに健康な家

きんしか認められない場合には、健康な家きんから採材する。）とする。）

を対象に気管スワブ及びクロアカスワブを検体として採材する。

② 家きんの移動時には、次の措置を講ずる。

ア 食鳥処理をする当日に移動させる。

イ 移動前に、臨床的に農場の家きんに異状がないか確認する。

ウ 積込み前後に車両表面全体を消毒する。

エ 荷台は、羽毛等の飛散を防止するために、ネット等で覆う。

オ 車両は、他の家きんの飼養場所を含む関連施設に進入しない。

カ 原則として、他の農場の付近の通行を避け、かつ、他の畜産関係車

両が利用しない移動ルートを設定する。

キ 運搬後は、車両及び資材を直ちに消毒する。

ク 移動経過を記録する。

（２）移動制限区域内の家きん卵（種卵を除く。）のＧＰセンターへの出荷

臨床検査、遺伝子検査及び血清抗体検査により全て陰性を確認した移動

制限区域内の農場の家きん卵（種卵を除く。）は、動物衛生課と協議の上、

移動制限区域内の第10の３の（２）により事業を再開したＧＰセンター

又は移動制限区域外にあるＧＰセンターに出荷することができる。

【留意事項】家きん卵の出荷のための検査の検体数

１ 家きん舎ごとに５羽（高病原性鳥インフルエンザにあっては、うち３

羽を死亡家きん（明らかに食害・外傷等により死亡したと認められるも

のを除く。また、死亡家きんがいない場合には、活力低下や脚弱等何ら

かの臨床症状を認めるものから選択する。同一家きん舎内に、明らかに
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健康な家きんしか認められない場合には、健康な家きんから採材す

る。）とする。）を対象に気管スワブ、クロアカスワブ及び血液を検体

として採材する。

２ 本検査の結果のうち、血清抗体検査の結果は発生状況確認検査の結果

とみなすことができる。

（３）移動制限区域内の種卵のふ卵場への出荷と当該種卵から生まれたひなの

出荷

① 臨床検査、遺伝子検査及び血清抗体検査により全て陰性を確認した移

動制限区域内の農場の種卵は、動物衛生課と協議の上、次の要件に該当

するふ卵場に出荷することができる。

ア 移動制限区域内のふ卵場で次の要件のいずれにも該当するものであ

ること。

（ア）第10の３の（３）により事業を再開したこと。

（イ）移動制限区域内の農場から出荷された種卵から生まれたひな（初

生ひなをいう。以下同じ。）を出荷する（出荷先の農場の所在地を

問わない。）場合には、次の要件に該当するものであること。

ａ 当該ひなの種卵の出荷元の農場で高病原性鳥インフルエンザ又

は低病原性鳥インフルエンザの患畜又は疑似患畜が確認されてい

ないこと。

ｂ ふ卵器に入れる前及びふ化前に消毒を受けており、ロットごと

で区分管理されていること。

ｃ 出荷日に家畜防疫員が行う次の検査により陰性が確認されてい

ること。

(a) 臨床検査

(b) 当該ふ卵場の死ごもり卵及び死亡ひなを対象に行う簡易検査

【留意事項】ふ卵場からのひなの出荷のための簡易検査の検体数

１ 死ごもり卵を中心に25検体を採材すること。

２ ５検体を１プールとして、５プール検体の検査を実施すること。

３ 採材に当たっては、異常卵の増加等の臨床検査を確実に行うこと。
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イ 移動制限区域外のふ卵場で次の要件のいずれにも該当するものであ

ること。

（ア）第10の３の（３）の①の要件のいずれにも該当すること及び第

10の３の（３）の②の事項を遵守していることを家畜防疫員が確

認したこと。

（イ）アの（イ）に該当すること。

② ①の種卵から生まれたひなを移動制限区域内のふ卵場から出荷する場

合（出荷先の農場の所在地を問わない。）及び移動制限区域内の農場に

出荷する場合（出荷元のふ卵場の所在地を問わない。）には、次の措置

を講ずる。

ア 密閉車両を用いる。

イ 積込み前後に車両表面全体を消毒する。

ウ 原則として、他の農場の付近の通行を避け、かつ、他の畜産関係車

両が利用しない移動ルートを設定する。

エ 消毒ポイント等において運搬車両を十分に消毒する。

オ 運搬後は、車両及び資材を直ちに消毒する。

カ 移動経過を記録する。

（４）移動制限区域内のふ卵場のひな（移動制限区域外の農場から出荷された

種卵から生まれたものに限る。）の出荷

第10の３の（３）により事業を再開した移動制限区域内のふ卵場のひ

なであって移動制限区域外の農場から出荷された種卵から生まれたものは、

動物衛生課と協議の上、移動制限区域内又は移動制限区域外の農場に出荷

することができる。

この場合、移動に際しては、次の措置を講ずる。

ア 密閉車両を用いる。

イ 積込み前後に車両表面全体を消毒する。

ウ 原則として、他の農場の付近の通行を避け、かつ、他の畜産関係車

両が利用しない移動ルートを設定する。

エ 消毒ポイント等において運搬車両を十分に消毒する。

オ 運搬後は、車両及び資材を直ちに消毒する。
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カ 移動経過を記録する。

（５）搬出制限区域内の家きん・家きん卵（種卵を含む。）・ひなの食鳥処理

場・ＧＰセンター・ふ卵場・農場への出荷

① 家きん

搬出制限区域内の農場の家きんは、動物衛生課と協議の上、移動制限

区域内又は制限区域（移動制限区域及び搬出制限区域をいう。以下同

じ。）外（移動制限区域でも搬出制限区域でもない区域）の食鳥処理場

に出荷することができる（搬出制限区域内への出荷は、もともと禁止さ

れていない。）。

この場合、移動前後及び移動中に消毒ポイント等において運搬車両を

十分に消毒する。

② 家きん卵

搬出制限区域内の農場の家きん卵は、動物衛生課と協議の上、移動制

限区域内又は制限区域外のＧＰセンター又はふ卵場に出荷することがで

きる（搬出制限区域内への出荷は、もともと禁止されていない。）。

この場合、移動前後及び移動中に消毒ポイント等において運搬車両を

十分に消毒する。

③ ひな

搬出制限区域内のふ卵場のひな（移動制限区域外の種卵から生まれた

ものに限る。）は、動物衛生課と協議の上、移動制限区域内又は制限区

域外の農場に出荷することができる（搬出制限区域内への出荷は、もと

もと禁止されていない。）。ただし、移動制限区域内の農場に出荷する

場合には、次の措置を講ずる。

ア 密閉車両を用いる。

イ 原則として、他の農場の付近の通行避け、かつ、他の畜産関係車両

が利用しない移動ルートを設定する。

ウ 消毒ポイント等において運搬車両を十分に消毒する。

エ 運搬後は、車両及び資材を直ちに消毒する。

オ 移動経過を記録する。
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（６）制限区域外の家きん・家きん卵（種卵を含む。）・ひなの食鳥処理場・

ＧＰセンター・ふ卵場・農場等への出荷

① 家きん

制限区域外の農場の家きんは、動物衛生課と協議の上、移動制限区域

内の食鳥処理場に他の農場等を経由しないで出荷することができる（搬

出制限区域内への出荷は、もともと禁止されていない。）。

この場合、移動前後及び移動中に消毒ポイント等において運搬車両を

十分に消毒する。

② 家きん卵

制限区域外の農場の家きん卵は、動物衛生課と協議の上、移動制限区

域内のＧＰセンター又はふ卵場に他の農場等を経由しないで出荷するこ

とができる（搬出制限区域内への出荷は、もともと禁止されていな

い。）。

この場合、移動前後及び移動中に消毒ポイント等において運搬車両を

十分に消毒する。

③ ひな

制限区域外のふ卵場のひな（移動制限区域外の農場から出荷された種

卵から生まれたものに限る。）は、動物衛生課と協議の上、移動制限区

域内の農場に他の農場等を経由しないで出荷することができる（搬出制

限区域内への出荷は、もともと禁止されていない。）。

この場合、移動に際しては、次の措置を講ずる。

ア 密閉車両を用いる。

イ 原則として、他の農場の付近の通行を避け、かつ、他の畜産関係車

両が利用しない移動ルートを設定する。

ウ 消毒ポイント等において運搬車両を十分に消毒する。

エ 運搬後は、車両及び資材を直ちに消毒する。

オ 移動経過を記録する。

（７）敷料等の処分のための移動

① 発生の状況、環境保全の観点等を勘案して、家畜防疫員が飼養家きん

に臨床的な異状がないことを確認した農場の敷料、排せつ物及び家きん
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の死体は、動物衛生課と協議の上、焼却、埋却、化製処理又は消毒をす

ることを目的に処理施設等に移動することができる。

② 移動時には、次の措置を講ずる。

ア 原則として、密閉車両又は密閉容器を用いる。これらが確保できな

い場合には、運搬物が漏出しないよう、床及び側面をシートで覆い、

さらに、運搬物を積載した後、上部もシートで覆う等の必要な措置を

講ずる。

イ 積込み前後に車両表面全体を消毒する。

ウ 原則として、他の農場の付近の通行を避け、かつ、他の畜産関係車

両が利用しない移動ルートを設定する。

エ 複数の農場を連続して配送しないようにする。

オ 移動中は、消毒ポイントにおいて運搬車両を十分に消毒する。

カ 移動時には、制限の対象外となっていることを証明する書類を携行

し、消毒ポイント等で提示する。

キ 運搬後は、車両及び資材を直ちに消毒する。

ク 移動経過を記録する。

③ 焼却又は化製処理をする場合には、次の措置を講ずる。

ア 運搬車両から原料投入場所までシートを敷く。

イ 原料置場を製品置場と隔てて設置する等の措置を講ずる。

ウ 焼却又は化製処理の完了後直ちに、処理施設の出入口から原料投入

場所までの経路を消毒する。

（８）制限区域外の家きんの死体の処理施設への移動

制限区域外の農場の家きんの死体は、動物衛生課と協議の上、移動制限

区域内の処理施設に移動させることができる。

この場合、移動制限区域内の農場には立ち寄らないようにするとともに、

移動前後及び移動中に消毒ポイント等において運搬車両を十分に消毒する

ほか、（７）の③のアからウまでの措置を講ずる。

（９）制限区域外の家きん等の通過

制限区域外の農場の家きん、家きん卵等について、制限区域を通過しな
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ければ、制限区域外の他の農場、食鳥処理場等の目的地に移動させること

ができない場合には、動物衛生課と協議の上、制限区域を通過させること

ができる。

この場合、移動前後及び移動中に消毒ポイント等において運搬車両を十

分に消毒する。

（10）異状発見時の措置

上記の移動制限の対象外となり、家きん、家きん卵又はひなの移動を行

っている農場又はふ卵場に、１の（５）の①から③までのいずれかの異状

が認められた場合には、直ちに、家きん、家きん卵及びひなの移動を禁止

する。

当該禁止は、高病原性鳥インフルエンザ又は低病原性鳥インフルエンザ

による症状でないことが明らかとなるまで、継続する。
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表：移動・搬出制限の対象外の概要

○：条件無しで移動可能

△：条件付きで移動可能

×：移動不可

（数字は本文中の条件（第９の５の（１）～（６））に対応）

出荷元 出荷先

食用家きん

（農場→食鳥処理場）

食用卵

（農場→GPセンター）

種卵

（農場→ふ卵場）

ひな

（移動制限内の種卵

に由来するもの）

（ふ卵場→農場）

ひな

（移動制限外の種卵

に由来するもの）

（ふ卵場→農場）

移動制限区域

移動制限区域 △（１） △（２） △（３） △（３） △（４）

搬出制限区域 × △（２） △（３） △（３） △（４）

制限区域外 × △（２） △（３） △（３） △（４）

搬出制限区域

移動制限区域 △（５） △（５） △（５） △（３） △（５）

搬出制限区域 ○ ○ ○ △（３） ○

制限区域外 △（５） △（５） △（５） △（３） △（５）

制限区域外

移動制限区域 △（６） △（６） △（６） △（３） △（６）

搬出制限区域 ○ ○ ○ △（３） ○

制限区域外 ○ ○ ○ ○ ○



- 51 -

第10 家きん集合施設の開催等の制限（法第33条・第34条）

１ 移動制限区域内の制限

都道府県は、動物衛生課と協議の上、移動制限区域内における次の事業の

実施、催物の開催等を停止する。

（１）食鳥処理場（食肉加工場を除く。）

（２）ＧＰセンター

（３）ふ卵場

（４）品評会等の家きんを集合させる催物

２ 搬出制限区域内の制限

都道府県は、動物衛生課と協議の上、搬出制限区域内における品評会等の

家きんを集合させる催物の開催を禁止する。

３ 制限の対象外

（１）食鳥処理場の再開

① 再開の要件

次の要件のいずれにも該当する移動制限区域内の食鳥処理場は、動物

衛生課と協議の上、事業を再開することができる。なお、食鳥処理場で

本病が発生した場合には、これらの要件に加え、場内の消毒が完了して

いる必要がある。

ア 車両消毒設備が整備されていること。

イ 生体受入施設は、施設の他の場所と明確に区別されていること。

ウ 定期的に清掃・消毒をしていること。

エ 衛生管理マニュアルが適切に定められており、かつ、実際に従業員

が当該マニュアルに従って業務を行っていること。

オ ②の事項を遵守する体制が整備されていること。

② 再開後の遵守事項

再開後には、次の事項を遵守するよう徹底する。

ア 作業従事者が食鳥処理施設に立ち入る場合には、専用の作業服、靴、

帽子、手袋等を使用すること。
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イ 車両の出入り時の消毒を徹底すること。

ウ 家きんの搬入は農場ごとに行い、運搬車両は複数の農場に立ち寄ら

ないこと。

エ 移動制限区域内の農場から家きんを搬入する場合には、搬入時に食

鳥処理場内に他の農場から搬入する車両が存在しないよう調整すると

ともに、当該家きんを搬入する前後に生体受入場所を消毒すること。

オ 移動制限区域内の農場から家きんを搬入する場合には、その日の最

後に搬入し、搬入したその日のうちに食鳥処理をすること。

カ 搬入した家きんについて、食鳥処理の事業の規制及び食鳥検査に関

する法律（平成２年法律第70号）に基づき、食鳥処理をすることが

不適当と判断された場合には、農場には戻さず、速やかに処分するこ

と。

キ 出荷カゴ等は、原則として農場ごとの専用とし、使用前後に消毒す

るとともに、野鳥等と接触するおそれのない場所で保管すること。

ク 搬入した家きんは、農場ごとに区分管理すること。

ケ 家きん及び製品の搬出入に関する記録を作成し、保存すること。

（２）ＧＰセンターの再開

① 再開の要件

次の要件のいずれにも該当する移動制限区域内のＧＰセンターは、動

物衛生課と協議の上、事業を再開することができる。

ア 車両消毒設備が整備されていること。

イ 原卵と製品が接触しない構造になっていること。

ウ 野鳥等の侵入を防止する構造となっており、又は防止する措置を講

じていること。

エ 定期的に清掃・消毒をしていること。

オ 衛生管理マニュアルが適切に定められており、かつ、実際に従業員

が当該マニュアルに従って業務を行っていること。

カ ②の事項を遵守する体制が整備されていること。

② 再開後の遵守事項

再開後には、次の事項を遵守するよう徹底する。

ア 車両の出入り時の消毒を徹底すること。
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イ 家きん卵の収集は農場ごとに行い、運搬車両は複数の農場には立ち

寄らないこと。

ウ ＧＰセンターの関係者が当該ＧＰセンターに立ち入る場合には、専

用の作業服、靴、帽子、手袋等を使用すること。

エ トレー等は、原則として農場ごとの専用とし、使用前後に消毒する

とともに、野鳥等と接触するおそれのない場所で保管すること。

オ 搬入した家きん卵は、農場ごとに区分管理すること。

カ 家きん卵の搬出入に関する記録を作成し、保存すること。

（３）ふ卵場の再開

① 再開の要件

次の要件のいずれにも該当する移動制限区域内のふ卵場は、動物衛生

課と協議の上、事業を再開することができる。

ア 車両消毒設備が整備されていること。

イ 貯卵室、ふ卵室、ふ化室、ひな処理室等は、衛生的に区分された状

態で設置され、ロットが異なる種卵及びひなが接触しない構造である

こと。

ウ 貯卵室、ふ卵室、ふ化室、ひな処理室等は、野鳥等の侵入を防止す

る構造となっており、又は防止する措置を講じていること。

エ 定期的に清掃・消毒をしていること。

オ 衛生管理マニュアルが適切に定められており、かつ、実際に従業員

が当該マニュアルに従って業務を行っていること。

カ ②の事項を遵守する体制が整備されていること。

② 再開後の遵守事項

再開後には、次の事項を遵守するよう徹底する。

ア 第９の５の（３）又は（４）により出荷が認められるまで、ひなを

出荷しないこと。

イ 車両の出入り時の消毒を徹底すること。

ウ ふ卵場の関係者が作業場に立ち入る場合には、専用の作業服、靴、

帽子、手袋等を使用すること。

エ ハッチャー等の器具は、使用前後に消毒すること。

オ コンテナ、トレー等は、使用前後に消毒するとともに、害虫、野鳥
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等と接触するおそれのない場所で保管すること。

カ ロットが異なる種卵及びひなが接触しないようにすること。

キ 搬入する種卵は、入卵時及びふ卵中に少なくとも１回ホルマリン燻
く ん

蒸等により消毒すること。

ク ひなの出荷は、農場ごとに行うこと。

ケ ふ卵に伴う残存物等（卵殻、発育停止卵、死ごもり卵、綿毛、胎便

等）は、焼却又は消毒後廃棄等により、適切に処理すること。

コ 種卵及びひなの搬出入に関する記録を作成し、保存すること。

（４）都道府県は、（１）から（３）までの規定に基づき事業を再開した施

設において、遵守事項が遵守されていないことを確認した場合には、当

該施設における事業の実施を再度禁止する。
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第11 消毒ポイントの設置（法第28条の２）

１ 都道府県は、本病の発生の確認後速やかに、市町村、管轄の警察署、道路

管理者等の協力を得て、発生農場周辺の感染拡大を防止すること並びに移動

制限区域の外側及び搬出制限区域の外側への感染拡大を防止することに重点

を置き、消毒ポイントを設置する。

２ 具体的な消毒ポイントの設置場所については、次の事情を考慮し、発生農

場周辺（当該農場からおおむね半径１キロメートルの範囲内）、移動制限区

域及び搬出制限区域の境界その他の場所を選定する。また、移動制限区域の

拡大、縮小等に合わせ、その都度、設置場所を見直す。

（１）道路網の状況

（２）一般車両の通行量

（３）畜産関係車両の通行量

（４）山・河川等による地域の区分

３ 消毒ポイントの設置に当たっては、車両等によるウイルスの拡散防止が徹

底できるよう、畜産関係車両や防疫作業車両のみならず、必要に応じて一般

車両も効率的かつ確実に消毒されるよう、消毒設備の構造等を工夫する。

特に、畜産関係車両や防疫作業関係車両については、消毒ポイントを通行

するよう指導し、運転手や車両内部を含め、厳重な消毒を徹底する。

【留意事項】車両消毒等に関する事項

１ 消毒ポイントによる消毒

（１）消毒ポイントの設置場所

消毒ポイントの設置場所の検討に当たっては、警察署長及び道路管

理者と十分に協議するとともに、周辺の住環境、農業への影響等も十

分に勘案するものとする。

（２）消毒ポイントにおける消毒の方法

消毒ポイントにおける消毒の方法については、設置場所の特性も踏

まえ、道路上への消毒槽・消毒マットの設置又は駐車場等への引き込

み方式（動力噴霧器による消毒）により行う。また、作業従事者は、

車両を消毒ポイントに誘導する者と実際に消毒を実施する者を適切に
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配置する。

① 畜産関係車両

車両の消毒は、車体を腐食しにくい逆性石けん液、消石灰等を

用いる。また、極力車体に付着した泥等を除去した後、動力噴霧

器を用いて、車両のタイヤ周りを中心に、荷台や運転席も含めて

車両全体を消毒する。その際、可動部を動かすことによって消毒

の死角がないように留意する。また、運転手の手指の消毒及び靴

底消毒を徹底する。

② 一般車両

最低限、車両用踏込消毒槽や消毒マットを用いた消毒を実施す

る。その際、常に十分な消毒の効果が得られるよう、消毒薬を

定期的に交換するものとする。

２ 正確な情報提供・指導

発生県以外の都道府県は、適切な車両の消毒が行われているにもかか

わらず、発生県の車両の出入りが制限されるようなことがないよう、正

確な情報提供・指導を行う。
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第12 ウイルスの浸潤状況の確認

１ 疫学調査

（１）調査の実施方法

都道府県は、患畜又は疑似患畜の判定後、速やかに、病性判定日から少

なくとも21日間（低病原性鳥インフルエンザにあっては、180日間）遡

った期間を対象として、発生農場における家きん、人（獣医師、農場指導

員、キャッチャー等家きんに接触する者、地方公共団体職員等）及び車両

（集卵車、飼料運搬車両、死亡鳥回収車両、堆肥運搬車両等）の出入りに

関する疫学情報を収集し、ウイルスに汚染したおそれのある家きんに関す

る調査を実施し、極力短期間で完了させる。

（２）疫学関連家きん

調査の結果、次の家きんであることが明らかとなったものは、疫学関連

家きんとして、法第32条第１項の規定に基づき移動を禁止し、臨床症状

の観察を行うとともに、患畜又は疑似患畜との接触後14日を経過した後

に血清抗体検査を行う。

① 病性判定日から遡って８日以上21日以内に患畜と接触した家きん

② 病性判定日から遡って８日以上21日以内に疑似患畜（臨床症状を呈

していたものに限る。）と接触した家きん

③ 病性判定日から遡って21日以内に発生農場に出入りした人、物又は

車両が当該出入りした日から７日以内に出入りした他の農場等で飼養さ

れている家きん

④ 第５の２の（１）の②のオ及びカ並びに（２）の②のキ及びクに規定

する疑似患畜が飼養されていた農場で飼養されている家きん

【留意事項】疫学調査に関する事項

１ 都道府県は、家きん、人及び車両の出入り、農場従業員の行動歴、農

場への外部の者の訪問（当該訪問者の訪問前後の行動歴を含む。）その

他高病原性鳥インフルエンザウイルス及び低病原性鳥インフルエンザウ

イルスを伝播する可能性のある事項について幅広く調査を行う。

２ このため、都道府県は、農場所有者（又は管理者）、畜産関連業者そ

の他の関係者に対し、疫学調査時に速やかに情報が提供されるよう、日

ごろから、農場に出入りする人、車両及び物品に関する情報を整理する
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よう指導すること。

３ 都道府県畜産主務課は、調査対象が他の都道府県にある場合には、動

物衛生課に連絡の上、当該他の都道府県畜産主務課に連絡する。連絡を

受けた都道府県の畜産主務課は、発生都道府県と同様に、調査を行う。

４ 農場等への立入検査及び報告徴求は、法第51条第１項及び第52条第

１項の規定に基づき、実施する。

【留意事項】疫学調査に関する実施項目

本病の感染経路をあらゆる面から検証するため、以下を参考に、関係者か

らの聴き取り調査等を実施することにより疫学情報の収集を行う。

１ 調査対象

（１）発生農場

（２）発生農場と疫学関連のある畜産関係施設(種鶏場、ふ卵場、ＧＰセ

ンター、食鳥処理場、家きんの飼養農場、飼料工場、飼料販売先、農

協等）

（３）発生農場周辺の水きん類の飛来している池等

２ 調査事項

（１）河川、池、湖沼、ダム、山、湿地、道路、田畑、野鳥飛来地などの

状況及び農場との位置関係

（２）気温、湿度、天候、風量・風向など

（３）飼料運搬車両、集卵車両、機器搬入車両などの車両や運搬物資の動

き

（４）農場所有者（又は管理者）及び従業員、管理獣医師、薬品業者、農

協職員、郵便局員、宅配業者、家族、知人等の動き（海外渡航歴、野

鳥等との接触の有無を含む。）

（５）野鳥、ねずみ、いたち等の野生動物、はえ、ごきぶり等の衛生害虫

の分布、侵入及び接触機会の有無

（６）家きん舎及び付帯施設の構造、野生動物の侵入対策、給餌方法、給

水方法（給与水の消毒を含む）、機器・設備の他農場との共有の有無

など
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３ ウイルス分離検査及び抗体保有状況調査

下記のものを参考に検査を行う。

（１）野鳥：猟友会等の協力、捕獲器等により発生地周辺の野鳥を捕獲し

て採材する。また、発生農場周辺で発見された死亡野鳥についても検

査を実施する。

（２）野生動物：捕獲器等により発生農場周辺のねずみ、いたち等を捕獲

して採材する。

（３）豚：必要に応じて、発生地を中心とした半径５km周辺の豚飼養農

場を抽出し、農場当たり10頭程度の検査を実施する。

２ 制限区域内の周辺農場の検査

（１）発生状況確認検査

都道府県は、患畜又は疑似患畜の判定後、原則として24時間以内に、

次の①又は②に掲げる場合の区分に応じ、当該①又は②に定める農場（家

きんを100羽以上飼養する農場に限る。）に立ち入り、臨床検査を行う

とともに、ウイルス分離検査及び血清抗体検査を実施する。

① 高病原性鳥インフルエンザの場合 移動制限区域内の農場

② 低病原性鳥インフルエンザの場合 制限区域内の農場

（２）清浄性確認検査

制限区域内における清浄性を確認するため、移動制限区域内の全ての発

生農場の防疫措置の完了後10日が経過した後に、（１）と同様の検査を

行う。

【留意事項】発生状況確認検査及び清浄性確認検査の方法

１ 家きん舎ごとに５羽（高病原性鳥インフルエンザにあっては、うち３

羽を死亡家きん（明らかに食害・外傷等により死亡したと認められるも

のを除く。また、死亡家きんがいない場合には、活力低下や脚弱等何ら

かの臨床症状を認めるものから選択する。同一家きん舎内に、明らかに

健康な家きんしか認められない場合には、健康な家きんから採材す

る。）とする。）を対象に気管スワブ、クロアカスワブ及び血液を検体

として採材する。

２ 都道府県は、１で採材した検体について、ウイルス分離検査及び血清
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抗体検査を行う。

３ 検査員の遵守事項

２の検査を行う者は、次の事項を遵守する。

① 当該農場を出る際には、身体、衣服、靴、眼鏡その他の携行用具の消毒

及び車両の消毒を行うこと。

② 帰宅後は、入浴して身体を十分に洗うこと。

③ 立ち入った農場における臨床検査により異状が確認された場合には、遺

伝子検査の結果が判明するまで、他の農場に立ち入らないこと。

４ その他

（１）農林水産省は、１の調査及び２の検査並びに動物衛生研究所の行う検査

の結果を踏まえ、必要がある場合には、速やかに防疫方針の見直し（緊急

防疫指針の策定を含む。）を行う。

（２）発生農場の防疫措置に従事した日から７日を経過していない者は、１の

調査及び２の検査において、農場に立ち入らないものとする。
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第13 ワクチン（法第31条）

１ 現行のワクチンは、本病の発症の抑制に効果があるものの、感染を完全に

防御することはできないため、無計画・無秩序なワクチンの使用は、本病の

発生又は流行を見逃すおそれを生ずることに加え、清浄性確認のための抗体

検査の際に支障を来し、清浄化を達成するまでに長期間かつ多大な経済的負

担や混乱を招くおそれがある。また、肉用鶏については、ワクチン接種した

場合に、休薬期間に係る食品衛生法（昭和22年法律第233号）上の問題も

ある。

このため、ワクチンの使用については、慎重に判断する必要があり、我が

国における本病の防疫措置は、早期の発見と患畜又は疑似患畜の迅速なと殺

を原則とし、平常時の予防的なワクチンの接種は行わない。

２ 農林水産省は、次の要素を考慮して、発生農場におけると殺及び周辺農場

の移動制限のみによっては、感染拡大の防止が困難と考えられる場合には、

まん延防止のための緊急ワクチン接種の実施を決定する（なお、高病原性鳥

インフルエンザ及び低病原性鳥インフルエンザについては、法上、予防的殺

処分は認められていない。）。

① 埋却を含む防疫措置の進捗状況

② 感染の広がり（疫学関連農場数）

③ 環境要因（周辺家きん農場数、家きん飼養密度、山・河川の有無等の地

理的状況）

３ 農林水産省は、緊急ワクチン接種の実施を決定した場合には、直ちに、次

の事項について定めた緊急防疫指針を策定し、公表する。

① 実施時期

② 実施地域

③ 対象家きん

④ その他必要な事項（本病の発生の有無を監視するための非接種家きんの

設置、移動制限の対象等）

４ 都道府県は、緊急防疫指針に基づき、速やかに緊急ワクチン接種を実施す

る。この際、農林水産省は、必要十分なワクチン及び注射関連資材を当該都

道府県に譲渡し、又は貸し付ける。
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【留意事項】ワクチン受領書及びワクチン使用報告書

ワクチンの受領は、様式８により行う。また、ワクチンの使用が終了した

場合には、別記様式９により、動物衛生課に報告する。

５ 農林水産省は、感染予防が可能なワクチンの研究・開発を強力に進め、そ

の成果が出た場合には、本指針を速やかに見直すものとする。

【留意事項】ワクチンに関する事項

１ ワクチン及び注射関連資材の備蓄場所は、原則として、動物検疫所と

し、農林水産省は、発生時に都道府県の施設等に移送する。

２ ワクチンの接種は、法第31条の規定に基づき実施し、原則として、

接種地域の外側から発生農場側に向けて、迅速かつ計画的に実施する。

３ ワクチンを接種するに当たっては、定められた用法及び用量に従うも

のとする。注射事故があった場合には、動物衛生課に連絡し、その指示

に従うものとする。

４ 未開梱のワクチンについては、動物衛生課及び動物検疫所と調整し返

還する。また、開梱又は使用期限切れのワクチンについては、焼却処分

するなど適切に処理を行う。
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第14 家きんの再導入

第７の４の消毒を行った後、都道府県は、家きんの再導入を予定する農場

を対象に、次の検査を行う。この際、都道府県は、当該農場に対し、再導入

後は毎日家きんの臨床観察を行うとともに、異状を認めた際には、直ちに家

畜保健衛生所に通報するよう指導を徹底する。

１ 家きん舎の床、壁、天井等のウイルス分離検査

２ 清浄性確認のため導入した家きん（以下「モニター家きん」という。）

の臨床検査、ウイルス分離検査及び血清抗体検査

【留意事項】家きんの再導入に関する事項

１ 再導入予定農場の立入検査は、家畜防疫員が行う。

２ 確認する内容は、次のとおりとする。

（１）農場内の消毒を、と殺終了後１週間間隔で３回（防疫措置の完了時

の消毒を含む。）以上実施していること。

（２）農場内の飼料、家きん排せつ物等に含まれる病原体の不活化に必要

な処理が完了していること。

３ 家畜防疫員等は、当該農場に対し、初回の再導入の際は、念のため、

家きん舎ごとの導入羽数を少数とし、その後は段階的な導入に努めるよ

う指導する。

４ 家きんの再導入に当たっては、都道府県は、万一の発生に備え、迅速

にと殺を行える体制を維持するとともに、家きんの所有者による埋却地

の確保が十分でない場合には、あらかじめ市町村と協議を行い、地域ご

とに十分な焼却施設又は埋却予定地を確保しておくものとする。

５ 原則として、家畜防疫員等が農場内の飼料、排せつ物等に含まれる病

原体の不活化に必要な処理が完了していることを確認するまでの間は、

農場内の飼料、排せつ物等の移動を禁止する。ただし、家畜防疫員等の

指示の下、輸送中の散逸防止の徹底等を図った上で、不活化に必要な処

理のために農場外に移動する場合には、この限りでない。
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第15 農場監視プログラム

１ 農場監視プログラムの適用

（１）患畜又は疑似患畜とは判定されなかったものの、Ｈ５又はＨ７亜型のＡ

型インフルエンザウイルスに特異的な抗体が確認された家きんを飼養する

農場については、次の２から５までに掲げる措置（以下「農場監視プログ

ラム」という。）を適用する。

（２）農場監視プログラムは、農場監視プログラムの適用開始時において飼養

されている全ての家きんが処理された時点で、適用を終了する。

（３）なお、都道府県知事は、適用農場（農場監視プログラムが適用された農

場をいう。以下同じ。）において第９の１の（５）の①から③までに掲げ

る異状を確認した場合には、直ちに報告を行うよう家きんの所有者に求め

る。

２ 移動制限

（１）適用農場においては、法第32条の規定に基づき、次に掲げるものの移

動を禁止する。

① 生きた家きん

② 家きん卵

③ 家きんの死体

④ 敷料、飼料、排せつ物等

⑤ 家きん飼養器具

（２）制限の対象外

① 敷料等の移動

敷料、飼料、排せつ物、家きんの死体等は、動物衛生課と協議の上、

これらを焼却し、埋却し、又は消毒することを目的に処理施設等に移動

することができる。この場合、移動時に第９の５の（７）の②のアから

クまでの措置を講ずる。

② 家きん卵の出荷
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家きん卵は、動物衛生課と協議の上、ＧＰセンター及びふ卵場に出荷

することができる。

③ 家きんの出荷

モニター家きんを対象とする４の（２）の検査により全て陰性を確認

している場合には、飼養家きんを食鳥処理場に直接搬入することができ

る。この場合、移動時に第９の５の（１）の②のアからクまでの措置を

講ずる。

３ 周辺農場の検査

適用農場を中心とした半径５キロメートル以内の区域にある農場について、

１の（１）の抗体の確認後、原則として24時間以内に、遺伝子検査及び血

清抗体検査を実施する。

４ 清浄性の確認のための検査

（１）適用農場においては、家畜防疫員が標識を付したモニター家きんを、全

ての家きん舎を対象に、１家きん舎当たり30羽以上配置する。この際、

家きん舎内での偏りがないよう配置する。

（２）都道府県は、モニター家きんを配置した日から14日後及び28日後に、

適用農場における全ての家きん舎に立ち入り、モニター家きんを対象とし

た臨床検査、ウイルス分離検査及び血清抗体検査を実施する。

（３）都道府県は、モニター家きんを配置した日から28日が経過した後は、

原則として28日ごとに、（２）の検査を実施する。

【留意事項】農場監視プログラムにおけるモニター家きん検査開始前の検査

都道府県は、農場監視プログラムの適用開始時から最初のモニター家きん

の検査が実施されるまでの間、飼養家きんの臨床検査を実施するとともに、

１家きん舎当たり30羽以上を対象にウイルス分離検査及び血清抗体検査を

実施する。
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５ 家きんの再導入

適用農場における家きんの再導入は、次の要件のいずれにも該当している

場合に行うことができる。

（１）再導入しようとする家きん舎に、農場監視プログラムの適用開始時に飼

養されていた家きんがいないこと。

（２）適用農場の全ての家きん舎において、モニター家きんを対象とする４の

（２）の検査により全て陰性を確認していること。

（３）再導入しようとする家きん舎の床、壁、天井等のウイルス分離検査を行

い、陰性を確認すること。

６ 疫学調査

（１）調査の実施方法

都道府県は、農場監視プログラムの適用の開始後、１の（１）の抗体の

確認日から少なくとも180日間遡った期間を対象として、適用農場にお

ける家きん、人（獣医師、農場指導員、キャッチャー等家きんに接触する

者、地方公共団体職員等）及び車両（集卵車、飼料運搬車、死亡鳥回収車

両、堆肥運搬車両等）の出入りに関する疫学情報を収集する。

（２）検査

都道府県は、（１）の調査の結果、適用農場と疫学的関連があると確認

された農場を対象に、飼養家きんの臨床検査を実施するとともに、１家き

ん舎当たり10羽以上を対象にウイルス分離検査及び血清抗体検査を実施

する。
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第16 発生の原因究明

１ 農林水産省及び都道府県は、本病の発生の確認後直ちに、発生農場に関す

る疫学情報の収集、家きん、人（獣医師、農場指導員、キャッチャー等家き

んに接触する者、地方公共団体職員等）及び車両（集卵車、飼料運搬車、死

亡鳥回収車両、堆肥運搬車両等）の移動、飲用水・飼料の利用、物品の移動、

野鳥の飛来状況、気象条件等に関する網羅的な調査を、動物衛生研究所等の

関係機関と連携して実施する。

２ 食料・農業・農村政策審議会家畜衛生部会家きん疾病小委員会の委員等の

専門家から成る疫学調査チームは、１の調査が迅速かつ的確に行えるよう、

必要な助言・指導を行うとともに、調査の結果を踏まえ、原因究明の分析・

取りまとめを行う。
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第17 その他

１ 種鶏など遺伝的に重要な家きんを含め、畜産関係者の保有する家きんにつ

いて、個別の特例的な扱いは、一切行わない。畜産関係者は、このことを前

提として、種鶏の分散配置などにより、日頃からリスク分散を図る。

２ 農林水産省は、必要に応じ、本指針に基づく防疫措置の実施に当たっての

留意事項を別に定める。

３ 農林水産省は、防疫措置の改善に寄与する研究・開発を強力に進め、その

成果が出た場合は、本指針を速やかに見直す。



（別紙１）

１ 家畜保健衛生所で行うモニタリング又は病性鑑定の検査方法

防疫指針第３の１及び２の都道府県において実施するモニタリングのウイルス分離

検査及び血清抗体検査の方法並びに防疫指針第４の４の都道府県による家畜保健衛生所

での検査の方法は、以下のとおりとする。

（１）遺伝子検査

防疫指針に定められた検査対象家きん及びその他家畜防疫員が必要と認める家きん

の気管スワブ及びクロアカスワブについて、別記１－１～１－３の方法又は動物衛生

課と協議の上、適当と認められた方法による検査を行う。当該検査の結果、陽性であ

った検体については、（２）の検査を行う。

（２）ウイルス分離検査

① 材料の採取

家きんから気管スワブ及びクロアカスワブを採取する。

② 材料の運搬

材料は密閉容器に入れ、容器の外側は消毒し、破損や水漏れがないように包装を

厳重にして、冷蔵状態で運搬する。

③ 材料の処理

材料は抗生物質を添加したブイヨン、細胞培養液又はPBS（pH7.0～7.4）中に入

れる。抗生物質は、例えばペニシリン（10,000単位／mL）、ストレプトマイシン（1

0mg／mL）、ゲンタマイシン（50μg／mL）及びマイコスタチン（1,000単位／mL）を

使用し、抗生物質添加後のpHは7.0～7.4に合わせる。

排せつ物や臓器は抗生物質添加液で10～20％（w／v）乳剤にし、室温に１～２時

間静置後ウイルス分離に供する。

④ 発育鶏卵への接種（ウイルス分離）

Ａ型インフルエンザウイルスの分離には発育鶏卵を用いる。材料乳剤を1,000Ｇ

で遠心し、その上清を２個以上の９～11日齢発育鶏卵の尿膜腔内に0.2mL接種し、3

5～37℃で48時間ふ卵する。原則として24時間以内に鶏胚が死亡した場合は事故死

とする。ふ卵24時間以降に鶏胚が死亡した場合はその時点で、48時間後に生残した

場合は４℃に１夜冷却した後、尿膜腔液の赤血球凝集性（以下「ＨＡ」という。）

についてマイクロプレート法による検査（以下「ＨＡ試験」という。）を行う。Ｈ

Ａ試験が陰性の場合はさらに１回発育鶏卵への接種を行う。

⑤ 鳥パラミクソウイルスとの鑑別

接種発育鶏卵から採取した雑菌増殖のない尿膜腔液のＨＡ試験が陽性であればＡ

型インフルエンザウイルス又は鳥パラミクソウイルスによるものであると推定でき

る。ＨＡ試験が陽性の場合、鳥パラミクソウイルスであることを否定するため、９

血清型が知られている鳥パラミクソウイルスのうち、１型のニューカッスル病ウイ

ルスが広く分布していることから、まず、抗ニューカッスル病ウイルス血清を用い

て赤血球凝集抑制反応試験（以下「ＨＩ試験」という。）を行う。

この結果、ニューカッスル病ウイルスが否定された場合には、分離されたウイル

ス又は遺伝子増幅産物を冷蔵状態で動物衛生研究所に送付し、病性鑑定に供する。



（３）血清抗体検査

鶏を検査する場合にあっては、②の方法（②の診断薬を入手できない場合その他や

むを得ない事情により②の方法による検査を実施できない場合には、①の方法）で行

い、鶏以外の家きんを検査する場合にあっては、①の方法で行う。

① すべてのＡ型インフルエンザウイルスは共通したヌクレオカプシド（NP）抗原と

マトリックス（Ｍ）抗原を有していることから、これらの抗体が検出可能な寒天ゲ

ル内沈降反応を行う。

ア 抗原作製

10日齢の発育鶏卵に指定のウイルスを接種し、漿尿膜を採取する。漿尿膜の乳

剤を作製し、３回の凍結融解後、1,000Ｇで遠心し、上清を得る。遠心上清は0.1

％のホルマリン又は１％のベータプロピオラクトンで不活化し、抗原とする。

イ 反応法

試験は８％（w/v）のNaClを含む0.1Ｍリン酸緩衝液（PBS、pH7.2）に１％(w/v)

にアガロース又は精製寒天を加え溶解し、シャーレに２～３mm厚に流し込んだも

のを用いる。寒天に直径５mmの穴で２～５mm離れたパターンを作製し、中央の穴

には抗原、周囲の穴には検査血清と指定の陽性血清を交互に0.05mLずつ入れ、48

時間反応させる。その結果、検査血清の沈降線が陽性抗体の沈降線と連結した場

合には、血清抗体検査陽性と判定する。沈降線が交差した場合には、非特異反応

と判定する。

② 薬事法により動物用医薬品として承認された診断薬を用いてエライザ法による検

査を行い、当該検査の結果、陽性であった場合には、引き続き①の検査を行う。そ

の結果、陽性であった場合には、血清抗体検査陽性と判定する。

（４）モニタリング又は病性鑑定結果に関する記録

家畜保健衛生所は、モニタリング又は病性鑑定時に採材した材料、家きんの飼養形

態等の情報及びモニタリング等の結果について、参考様式を用いて電子媒体にて記録

する。

２ 家畜保健衛生所から動物衛生研究所への材料送付

防疫指針第４の４の（２）並びに５の（１）及び（２）による家畜保健衛生所から動

物衛生研究所への材料送付は、以下のとおり行うこととする。

（１）材料の送付

家畜保健衛生所等における病性鑑定又はモニタリングの結果、Ａ型インフルエンザ

ウイルスを疑うウイルスが分離された場合、家畜保健衛生所は、分離されたウイルス

又は遺伝子増幅産物を別記２の記載事項に留意しつつ動物衛生研究所に送付する。こ

の場合には、「病性鑑定依頼書」（留意事項の様式５）及び「異常家畜が所在する農

場等の疫学情報（現地調査票）」（留意事項の様式４）を添付する。

（２）連絡

① 家畜保健衛生所は、都道府県畜産主務課に対し、動物衛生研究所に材料を送付す

る旨を連絡するとともに、「異常家畜が所在する農場等の疫学情報（現地調査票）」

（留意事項の様式４）をファクシミリ又は電子メールにて送付する。



② 都道府県畜産主務課は、動物衛生課に対し動物衛生研究所に材料を送付する旨を

連絡するとともに、「異常家畜が所在する農場等の疫学情報（現地調査票）」（留意

事項の様式４）をファクシミリ又は電子メールにて送付する。

３ 動物衛生研究所で行う病性鑑定

防疫指針第５の１の（１）及び（２）の動物衛生研究所において実施する病性鑑定方

法は、以下のとおりとする。

（１）Ａ型インフルエンザウイルスの同定

寒天ゲル内沈降反応等によりＡ型インフルエンザウイルスの同定を行う。

検査用の抗原は感染尿膜腔液中のウイルスの濃縮又は感染漿尿膜からの抽出とす

る。検査用抗原及び陽性抗原と既知陽性血清間に形成された沈降線が連結した場合に

は、陽性と判定する。ウイルスの濃縮は感染尿膜腔液の超遠心の沈殿による。

（２）ウイルスの性状判定

① 抗原性判定

分離ウイルスのＨＡ及びＮＡ亜型は、ＨＡ及びＮＡ亜型の特異抗血清を用いてＨ

Ｉ試験及びノイラミニダーゼ活性抑制試験（ＮＩ試験）により決定する。

② 病原性判定試験

分離ウイルスの病原性判定試験は国際獣疫事務局（ＯＩＥ）マニュアルに準拠し

て次の試験により行う。

滅菌PBSで10倍に希釈した感染尿膜腔0.2mLを４～８週齢の感受性鶏８羽に接種

し、10日間経過観察を行い、以下のア～ウに該当する場合、分離ウイルスを高病原

性と判定する。

ア 10日以内に６～８羽を死亡させた場合。

イ 10日以内に０～５羽を死亡させた場合であって、分離されたウイルスがＨ５又

はＨ７亜型であり、かつ、赤血球凝集素たん白の結合ペプチドのアミノ酸配列が

他の高病原性鳥インフルエンザウイルスと類似している場合。

ウ 10日以内に１～５羽を死亡させた場合であって、分離されたウイルスがＨ５又

はＨ７亜型以外の亜型であり、かつ、トリプシン無添加下の細胞培養でウイルス

の増殖性（細胞変性効果又はプラークの形成）が観察され、かつ、赤血球凝集素

たん白の結合ペプチドのアミノ酸配列が他の高病原性鳥インフルエンザウイルス

の配列と類似している場合。



（別記１－１）

ウイルス遺伝子検出検査（RT-PCR検査）

NP遺伝子を標的にしたプライマーでＡ型インフルエンザウイルスを検出する。

１ プライマー

NP1200f：CAG RTA CTG GGC HAT AAG RAC

（注：R＝A or G、H＝A or T or C）

NP1529r：GCA TTG TCT CCG AAG AAA TAA G

プライマーはそれぞれ20pmole/μL濃度に調整し、等量混合（Primer mix）して分注

保存する。

（参考文献：Lee M, et al. J Virol Methods 97, 13-22 (2001)）

２ RNA抽出

市販のRNA抽出キットを用い、添付マニュアルに従う。

３ RT-PCR反応

（１）以下のように調整した反応液を１サンプル当たり19μLずつ反応チューブに分注す

る。

RN ase-free 蒸留水 6.8μL

5X Buffer (100mM Tris-HCL、pH8.3、500mM KCl) 4.0μL

DTT 2.0μL

dNTP mix (10mM) 4.0μL

M-MLV Reverse transcriptase (200μ/μL) 1.0μL

Random 9 mer 1.0μL

RN ase inhibitor (10μ/μL) 0.2μL

（２）反応液を分注した各チューブに抽出したRNAを１μL加える。（陽性対照にはウイル

スRNAを、陰性対照にはRN ase-free 蒸留水を加える。）

（３）以下の反応条件でRT反応を行う。

30℃ 10分

42℃ 30～60分

95℃ ５分



４℃ 保持

（４）以下のように調整したPCR反応液を、１サンプル当たり49μLずつPCR反応用チュー

ブに分注する。合成したcDNAを各反応用チューブに１μL加える。

RN ase-free 蒸留水 38.75μL

10X Buffer (100mM Tris-HCL、pH8.3、500mM KCl、MgCl2) 5.00μL

dNTP mix (10mM) 4.00μL

Ex Taq (５μ/μL) 0.25μL

Primer mix (forward & reverse) 1.00μL

（５）以下の反応条件でPCR反応を行う。

94℃ 10分

94℃ 30秒

50℃ 30秒 35サイクル

72℃ 30秒

４℃ 保持

（６）アガロース電気泳動でPCR産物（329bp）を確認する。



（別記１－２）

ウイルス遺伝子検出検査（リアルタイムRT-PCR検査・輸入）

Matrix遺伝子の保存領域を標的にしたプライマーでA型インフルエンザウイルスを検出

するとともに、必要に応じて、HA遺伝子HA2領域を標的にしたプライマーでH5亜型、H7亜

型の同定を行う。

１ RNA抽出

キアゲン社のRNeasy MiniKit又はこれと同等の能力を有するRNA抽出キットを用い、

それぞれ添付マニュアルに従う。

２ リアルタイムRT-PCR検査

x-OvO社のThe FLOCKSCREEN AI-4 PCR Kitを用い、以下の方法で検査を行う。なお、A

型インフルエンザウイルスの検出を先に行い、陽性であった検体について、必要に応

じて、H5亜型及びH7亜型のA型インフルエンザウイルスの検出を行う。

（１）プライマー・プローブ混合液の作成

凍結乾燥されたプライマー・プローブを1.2mLのRNase-free 蒸留水で融解し、プラ

イマー・プローブ混合液とする。

（２）陽性対照RNAの作成

凍結乾燥された不活化ウイルスを1mLのRNase-free 蒸留水で融解後、１の方法でRN

Aを抽出して、陽性対照RNAとする。

（３）リアルタイムRT-PCR反応

ア 以下のように試薬を１サンプル当たり20μLずつチューブで調整し、反応液とす

る。

試薬 容量

RNase-free 蒸留水 4.8μL

プライマー・プローブ混合液 2.5μL

2 x RT-PCR master mix 12.5μL

酵素混合液 0.2μL

合計 20μL

イ 反応液を数秒ボルテックスした後、遠心し各20μLずつ滅菌PCRチューブ又はリ

アルタイムPCR用96穴プレートのウェルに分注する。

ウ 反応液を分注した各チューブ又は各プレートのウェルに１により抽出したRNAを

5μLずつ加える。また、陽性対照には（２）の陽性対照RNAを、陰性対照にはRNase

-free 蒸留水をそれぞれ5μLずつ加える。

エ リアルタイムPCR機器の蛍光フィルターをFAMに設定し、以下の反応条件でリア



ルタイムRT-PCR反応を行う。

（ア）A型インフルエンザウイルス検出用反応（FAM蛍光検出）

反応 温度 時間

逆転写 50℃ 20分

初期変性 95℃ 15分

変性 94℃ 45秒

40サイクル

アニーリング・伸長 60℃ 45秒

（イ）H5亜型、H7亜型のA型インフルエンザウイルス検出用反応（FAM蛍光検出）

反応 温度 時間

逆転写 50℃ 20分

初期変性 95℃ 15分

変性 94℃ 45秒

40サイクル

アニーリング・伸長 54℃ 45秒

ただし、以下のａ及びｂが認められない場合、その検査は無効とみなし、再検

査を行うこと。

ａ 陽性対照の増幅曲線に明瞭な増幅が認められ、9から20の間のCycle thresh

old (Ct)値を示すこと。

ｂ 陰性対照の増幅曲線に閾値以上の蛍光の増加が一切認められないこと。
い き ち

（４）結果の判定

以下により結果の判定を行う。

ア 明瞭で一定した蛍光の増加が認められ、Ct値が9から37の間にあった場合、陽性

と判定する。

イ 閾値以上のFAMの蛍光の上昇が認められなかった場合、陰性と判定する。

ウ Ct値が9未満の場合、抽出した被検RNAをRNase-free 蒸留水で10倍希釈し、再検

査を行う。

エ Ct値が37より大きく、一定しない弱い蛍光の上昇を示す場合、非特異的反応とみ

なし、陰性と判定する。

オ Ct値が37より大きく40未満であり、弱いながらも一定の蛍光上昇を示す場合、疑

陽性とみなし、再検査を行う。

３ 注意事項

（１）A型インフルエンザウイルスの検出とH5亜型及びH7亜型のA型インフルエンザウイル

スの検出で温度条件が異なるため、注意すること。



（２）プローブは反応検出のためFAMで標識されているため、FAMに対するフィルターを

有するリアルタイムPCR機器を使用すること。

（３）検査の全過程を通して、酵素が含まれる溶液は4℃前後に保つこと。

（４）１の抽出したRNAを保存する場合は、1週間程度であれば-20℃前後、長期間であれ

ば-70℃前後で保存すること。

（５）２の（１）のプライマー・プローブ混合液を保存する場合は、分注して、暗所で紫

外線を避け-20℃前後で保管すること。

（６）２の（２）の陽性対照RNAを保存する場合は、数日間であれば4℃前後、長期間で

あれば-70℃前後で保存する。なお、保存の際は凍結融解の繰り返しによるRNA分解

を避けるため、分注保存すること。

（７）再検査の結果、陽性又は陰性と判定できなかったものは、ウイルス分離検査を行う。



（別記１－３）

ウイルス遺伝子検出検査（リアルタイムRT-PCR検査・国産）

A型インフルエンザウイルスに広く保存されているNP（Nucleoprotein）遺伝子領域を標

的にしたプライマー及びプローブで、A型インフルエンザウイルスを検出する。

１ RNA抽出

キアゲン社のRNeasy MiniKit又はこれと同等の能力を有するRNA抽出キットを用い、

添付マニュアルに従ってサンプルからRNAを抽出する。

２ 相補鎖DNA（cDNA）の合成

cDNA合成試薬[PrimeScript RT reagent Kit, Takara RR037A]を用いて、以下の方法

でサンプルRNAからcDNAを合する。

（１）RT master mixtureの作成

１サンプル当たり以下の試薬と容量で、RT masuter mixtureを調整し、１ウェル（チ

ューブを用いる場合はチューブ。以下「ウェル等」という。）当たり5.0μLずつ分注

する。

試薬 容量

RNase-free 蒸留水 2.0μL

5x PrimeScript Buffer (for Real Time) 2.0μL

PrimeScript RT Enzyme Mix 0.5μL

Random 6 mers (100μＭ）) 0.5μL

合計 5.0μL

（２）ウイルスRNAの添加

サンプルのウェル等にはサンプルRNAを、陰性対照のウェル等には蒸留水を、陽性

対照のウェル等には陽性対照のウイルスRNAをそれぞれの5μLずつ添加する。

（３）cDNAの合成

（２）のチューブ又はプレートをPCR装置にセットし、以下のプログラムに従って、

cDNAを合成する。

37℃ 15分間 → 85℃ 5秒間 → 4℃

３ リアルタイムPCR検査

リアルタイムPCR試薬[Premix Ex Taq (Perfect Real Time), Takara RR039A)]、NP遺

伝子検査用のプライマー及びプローブを用いて、以下の方法でNP遺伝子を検出する。

（１）PCR master mixtureの調整



ア １サンプル当たり以下の試薬と容量で、PCR master mixtureを調整する（検査に

は１サンプルに対し2つのウェル等を使用する。）。

試薬 容量

PreMix Ex Taq 20.0μL

Forward Primer (10 pmol/μL) 4.0μL

Reverse Primer (10 pmol/μL) 4.0μL

Probe (5 pmol/μL) 4.0μL

Dye IIの5倍希釈液 4.0μL

RNase-free 蒸留水 2.0μL

合計 38.0μL

イ PCR Master Mixtureを１サンプルにつき２つのウェル等に19μLずつ分注する。

鳥インフルエンザウイルスのNP遺伝子を検出するプライマーとプローブ

プライマーと プライマーと 塩基配列

プローブの番号 プローブの場所

#551 NP-1200F AGRTAYTGGGCYATAAGRAC
#806 NP-1529R GCATTGTCTCCGAAGAAATAAG
#553 NP-Probe FAM-ATCGGGYTCGTYGCCTTTTCGTCY-BHQ

※ PCRの増幅産物のサイズは330bp

※※R：AとGの混合塩基、Y：TとCの混合塩基

注意：ROX Dyeの調整は機種及び解析ソフトによって異なるため、事前にメーカーに問

い合わせて確認すること。なお、代表的なリアルタイムPCR機器に使用するROX

Dyeの種類と添加量は以下のとおり。

メーカー 機種 使用する Dye の種類 Master Mixture 調整

希釈 添加量

ABI 7300、7900HT ROX Reference Dye （50×） Dye : DW = 2 : 8 2µ ｌ

7500、7500Fast ROX Reference Dye Ⅱ（50×） Dye II : DW = 2 : 8 2µ ｌ

Step One Plus ROX Reference Dye （50×） Dye : DW = 2 : 8 2µ ｌ

Bio-rad CFD3240 不要 DW 2µ ｌ

CFX96 不要 DW 2µ ｌ



iQ5 不要 DW 2µ ｌ

Stratagene MX3000P ROX Reference Dye Ⅱ（50×） Dye II : DW = 2 : 8 2µ ｌ

Takara TP800 不要 DW 2µ ｌ

（２）cDNAの添加

ア cDNAを1μLずつウェル等に添加する。

イ プレートをシール後、遠心（1000 rpm 5秒間）し、試薬をウェル等の底に落とす。

（３）遺伝子増幅

ア プレートをリアルタイムPCR装置にセットし、蛍光フィルターをFAMに設定し、

以下のプログラムで遺伝子増幅反応を行う。

イ 増幅プログラム

(ア) 95℃ 30秒間 １回

(イ) 95℃ 10秒間 → 50℃ 20秒間 → 60℃ 32秒間を35サイクル

ウ 以下の（ア）及び（イ）が認められない場合、その検査は無効とみなし、再検査

を行うこと。

（ア）陽性対照に明瞭な増幅曲線が認められ、Cycle threshold (Ct)値が15～25回

の間を示すこと。

（イ）陰性対照に明瞭な増幅曲線が認められないこと。

（４）結果の判定

以下により結果の判定を行う。

ア 明瞭な蛍光増殖が2つのウェル等に認められCt値が33回以内の場合は、陽性と判

定する。

イ 以下の場合は陰性と判定する。

（ア）閾値以上の明瞭な増幅曲線が2つのウェル等ともに認められなかった場合

（イ）1つのウェル等に明瞭な増幅曲線が認められず、1つのウェル等に非増殖性の蛍

光ラインが認められる場合

（ウ）2つのウェル等ともに非増殖性の蛍光ラインが認められる場合

（エ）1つのウェル等に明瞭な増殖曲線が認められれず、もう1つのウェル等でCt値が

34回以降に弱い増幅曲線が認められた場合

ウ 以下の場合は再検査を実施する。

（ア）Ct値が9未満の場合、抽出した被検RNAをRNase-free 蒸留水で10倍希釈し、cDN

Aを合成後、再検査を実施する。

（イ）Ct値が2つのウェル等で34～35回で、弱いながらも一定の蛍光上昇を示す場合、

疑陽性とみなし、再検査を実施する。

４ 注意事項

（１）プローブは反応検出のためFAMで標識されているため、FAMに対するフィルターを

有するリアルタイムPCR機器を使用すること。

（２）検査の全過程を通して、酵素、プライマー及びプローブが含まれる溶液は4℃前後

に保つこと。

（３）１で抽出したRNAは-70℃で、cDNAは-20℃でそれぞれ保存すること。

（４）３のプライマー液、プローブ液（遮光）は分注して、-20℃で保管すること。

（５）陽性対照RNAは分注して、-70℃で保存すること。



（６）３の（１）で調整したPCR master mixtureを入れたプレートは、確実にシールした

状態であれば、-70℃で半年間程度は保存することができる。

（７）再検査の結果、陽性又は陰性と判定できなかったものは、ウイルス分離検査を行う。



（参考様式）

検体
番号

検体 採取年月日
採取地

(市、郡)
週齢 性別 用途

家きん
舎構造

飼養形態
AGP抗体
検査

HAｳｲﾙｽ
分離

ND-HI
試験

備考

（記入例）
A-001 血清 2003/10/10 ○○市 10 雌 採卵用鶏 解放 ケージ ＋

合計
記入例

※野鳥に関するモニタリング実施成績については、用途欄に野鳥の種類を記入する。

　飼養形態：ケージ、平飼い、その他（具体的に記入）
　AGP抗体検査：＋、－
　ウイルス分離：＋、－

高病原性鳥インフルエンザ及び低病原性鳥インフルエンザモニタリング実施成績

都道府県名　　　　
平成　　年　　月分

　用途別：採卵用鶏、採卵用種鶏、肉用鶏、肉用種鶏、その他（具体的に記入）
　家きん舎構造：解放、無窓、その他（具体的に記入）



（様式１－１）

定点モニタリングにおける選定農場の概要

番号 農　場　名 飼養者名 農場住所 飼養鳥種 飼養羽数 鶏舎数 用　途 農場選定理由

（記載例） ○○市○○町 採卵用鶏 開放型の飼養をしている。
1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

26

27

（備考）

都道府県名：

１　用途欄には、採卵用鶏、採卵用種鶏、肉用鶏、肉用鶏種鶏又はその他（具体的に記載すること）の



（様式１－２）

強化モニタリングにおける選定農場の概要

番号 農　場　名 飼養者名 農場住所 飼養鳥種 飼養羽数 家きん舎数 用　途

（記載例） ○○市○○町 採卵用鶏

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

26

27

28

29

（備考）

都道府県名：

１　用途欄には、採卵用鶏、採卵用種鶏、肉用鶏、肉用鶏種鶏又はその他（具体的に記載すること）の別を記載すること。

２　毎月20日までに報告すること。



（様式２）

（ 年

 

戸数 羽数 戸数 羽数 戸数 羽数 戸数 羽数 戸数 羽数 戸数 羽数 戸数 羽数 戸数 羽数 戸数 羽数

（内訳） 気管

クロアカ

戸数 羽数 戸数 羽数 戸数 羽数 戸数 羽数 戸数 羽数 戸数 羽数 戸数 羽数 戸数 羽数 戸数 羽数

（内訳） Ⅰ

Ⅱ

Ⅲ

（内訳） Ⅰ
Ⅱ
Ⅲ

（備考）

（１）検査実戸数、実羽数(当月分)

高病原性鳥インフルエンザ（低病原性鳥インフルエンザ）に係るモニタリング 都道府県名： 月分）

家きんの種類 採卵鶏 肉用鶏 あひる うずら きじ だちょう ほろほろ鳥 七面鳥 計

１　定点モニタリング

　　III：10,000羽以上

　①ウイルス分離検体数（当月分）

　②抗体検査検体数（当月分）

（２）検査延べ数（10月以降累計）

（３）検査実戸数（10月以降）

２　強化モニタリング

（１）抗体検査数(当月分)

（２）検査延べ数（10月以降累計）

1　検査実戸数とは、毎年10月分以降、当月分までに検査を行った重複しない戸数をいう。
2　強化モニタリングにおける内訳は、農場の飼養規模に応じてⅠ～Ⅲに分類すること。
　　Ｉ：100羽以上～1,000羽未満
　　II：1,000羽以上～10,000羽未満

※3　毎月の検査実施分を、翌月20日までに報告すること。



（別記２）

採取した検体の郵送に当たっての注意

内国郵便約款第９条第４項の規定に基づき、国連規格容器による適切な包装等を行い、
送付すること。

なお、送付に当たっては、当該郵便物の送付方法を自所の配達を受け持つ集配郵便局
（以下「受持郵便局」という。）に照会し、次のとおり措置の上、当該郵便局に差し出す
こと。

１ 送付の途中で航空機による輸送が行われない検体在中郵便物
次の様式の紙片に必要事項をすべて記入し、郵便物の表面の見やすいところに貼付

すること。
品 名：家きんの組織等「危険物」※

差出人：
自治体名：
検査所名：
住 所：
電話番号：
資 格：家畜防疫員（獣医師）
氏 名：

※朱記すること。

２ 送付の途中で航空機による輸送が行われる検体在中郵便物（注１）
（１）次の様式の紙片に必要事項をすべて記入し、郵便物の表面の見やすいところに貼

付すること。
品 名：家きんの組織等「危険物」※１

国連番号：
差出人：

自治体名：
検査所名：
住 所：
電話番号：
資 格：家畜防疫員（獣医師）
氏 名：

ドライアイス○○kg在中※２

※１朱記すること。
※２ドライアイスを入れて送付する場合は朱記すること。

（２）検体を格納する容器は「国連規格容器」とすること。
（３）１容器当たりの内容量は、液体の場合は1,000mL未満、個体の場合は50ｇを限度と

すること。
（４）郵便物の表面の見やすいところに輸送許容物件表示ラベル（分類番号：6.2）を貼

付すること。（注２）
（５）国連規格容器の外側にドライアイスを入れダンボール等で包んだ場合は、郵便物

の表面の見やすいところに輸送許容物件表示ラベル（分類番号：９）を貼付するこ
と。（注３）

（６）上記（５）の場合は、郵便物の引受時に、検体が国連規格容器に格納されている
かどうかを確認するため、郵便局職員が外側のダンボール等の開示を求める場合が
あるので、これに応じること。

（注１）航空機による輸送が行われる場合、航空法（昭和27年法律第231号）第86条、
航空法施行規則（昭和27年運輸省令第56号）第194条及び関係告示等による規制
を受ける。

（注２、３）ラベルの様式は３のとおり。（受持郵便局に必要分を請求願います。）



３ 郵便物に表示するラベル様式

（１） 輸送許容物件表示ラベル（分類番号：6.2）

（２） 輸送許容物件表示ラベル（分類番号：9)



（別紙２）

家きんの評価額の算出方法

１ 肉用鶏

（１）評価額の基本的な算定方法

素畜の導入価格 ＋ 肥育経費（１日当たりの生産費×飼養日数）

（２）素畜の導入価格及び肥育経費の算定方法

① 導入価格は、素畜の導入に要した費用とし、購入伝票等により確認する。

② １日当たりの生産費は、帳簿により確認した飼料費、物材費（水道・光熱費、医薬品費等）、設備消

耗費及び人件費等を基に算定した当該農場における１日当たりの生産費とする。

③ 飼養日数は、素畜を導入した日から患畜又は疑似患畜と判定された日までの日数とする。

【例】肉用鶏（ブロイラー）を出荷時（50日齢）で評価

導入価格 （１日当たりの生産費×育成日数）

75円（肉用鶏初生ひな平均購入価格）＋9円（H22年度鳥フル発生時の１日当たりブロイラー生産費単価平均）×50日 ＝ 525円

肉用鶏

（ブロイラー）



２ 採卵鶏

【産卵能力の最盛期まで】

（１）評価額の基本的な算定方法

素畜の導入価格 ＋ 育成経費（１日当たりの生産費×飼養日数）

（２）素畜の導入価格及び育成経費の算定方法

① 導入価格は、素畜の導入に要した費用とし、購入伝票等により確認する。

② １日当たりの生産費は、帳簿により確認した飼料費、物材費（水道・光熱費、医薬品費等）、設備消

耗費及び人件費等を基に算定した当該農場における１日当たりの生産費とする。

③ 飼養日数は、素畜を導入した日から患畜又は疑似患畜と判定された日までの日数とする。

【産卵能力の最盛期から廃用時まで】

（１）評価額の基本的な算定方法

産卵最盛期価格－（１日当たりの減損費×産卵最盛期からの飼養日数）

（２）産卵最盛期価格及び１日当たりの減損費の算定方法

① 産卵最盛期価格は、次により算定する。

素畜の導入価格 ＋産卵最盛期までの育成経費（１日当たりの生産費×飼養日数）

なお、産卵最盛期日齢は210日齢とし、品種等によりこれと大きく異なる場合には、当該品種の産卵

最盛期の日齢を利用する。

② １日当たりの減損費については、次により算定する。

（産卵最盛期価格－廃鶏出荷時平均価格）÷（廃鶏出荷平均日齢－産卵最盛期の日齢）

なお、廃鶏出荷時平均価格及び廃鶏出荷平均日齢は、当該農場の帳簿等により算定する。

【例】採卵鶏を採卵最盛期（約210日齢）で評価

導入価格（120日齢） （１日当たりの生産費×育成日数）

933円（卵用鶏大ひな平均購入価格）＋6円（H22年度高病原性鳥インフルエンザ発生時の１日当たり採卵鶏生産費単価平均）

×（210日－120日）＝ 1,473円

※ 本文中の生産費及び生産費に係る統計指標については、基本的に各都道府県独自が算定する直近年度の

ものとし、都道府県において算定できない場合等においては、農林水産省が公表する全国平均の数値を活

用することとする。

採卵鶏



（様式３）

異常家きん等の届出を受けた際の報告

○○県○○家畜保健衛生所

１ 届出受理年月日時間： 年 月 日 時 分

２ 届出者

氏 名： （職 業： ）

住 所： （電話番号： ）

３ 異常家畜等の所在場所

住 所： （電話番号： ）

所有者氏名：

飼養状況：（種類、用途、頭羽数など）

４ 届出事項

異常家畜の頭羽数：

異常の内容：

５ おおまかな症状、病歴、診療歴等：

６ 既に講じた措置：

７ その他関連事項（疫学情報など）：

８ 届出者への指示事項：

９ 届出受理者氏名：

10 処置

(1) 通報（時間）

所長： 都道府県畜産主務課：

(2) 現地調査

氏名： 出 発 時 間：



（様式４）
異常家畜が所在する農場等に関する疫学情報（現地調査票）

都道府県：
家畜保健衛生所：
担当：

１ 現地調査（立入検査）
平成 年 月 日 時

２ 異常家きん等の通報
通報日時：
通報者氏名：
通報者住所：
通報内容：

３ 農場詳細
名称：
住所：
所有者（管理者）：
飼養羽数：
用途：採卵用鶏、採卵用種鶏、肉用鶏、肉用種鶏、その他（ ）
羽数： 羽

家きん舎：
構造：解放、無窓、その他（ ）
飼育形態：ケージ、平飼い、その他（ ）

（※飼養羽数は用途ごと、家きん舎ごとに報告する。）

４ 病歴、病状、病変の概要

５ 検査所見
(1)異常家きん、死亡家きん

異常家きん 種類： 週齢： 羽数： （うち死亡羽数： 羽）
死亡家きん 種類： 週齢： 羽数：
備考

(2)死亡羽数の推移（家きん舎ごと）
日
家きん舎番号
農場全体

(3)鳥インフルエンザ簡易検査の結果（検査材料）

６ 疫学情報（判明次第追記すること。）
(1)飼養者が管理する系列農場
(2)家きんの導入又は搬出（過去21日間）
(3)人・車両の出入り（過去21日間）
(4)家きん糞の処理・搬出
(5)死亡家きんの処理・搬出
(6)その他

７ 農場への指示事項

８ 検査材料の採取（検体数）
気管スワブ、クロアカスワブ、血液、その他（ ）

９ その他参考となる情報
(1)ＮＤワクチン接種歴、ＮＤワクチンの種類
(2)焼却場所、埋却地の確保状況
(3)周辺農場戸数、羽数（３ｋｍ、１０ｋｍ）

１０ 備考



（様式５）

病 性 鑑 定 依 頼 書

平成 年 月 日

独立行政法人農業・食品産業技術総合研究機構

動物衛生研究所長 殿

依頼機関代表者・氏名 （印）

下記のとおり病性鑑定を依頼いたします。

記

１ 動物種（品種、性別等を含む。）

２ 鑑定材料（種類及び数量を含む。）

３ 鑑定目的

高病原性鳥インフルエンザ又は低病原性鳥インフルエンザの診断

４ 発生状況

別添のとおり（様式４を添付）

５ 連絡先

６ その他特記事項



（様式６）

プレスリリース

年 月 日

農 林 水 産 省

［ ○ ○ 県 ］

高病原性鳥インフルエンザ（低病原性鳥インフルエンザ）の

（疑似）患畜の確認について

・本日、家畜伝染病である「高病原性鳥インフルエンザ（低病原性鳥イン

フルエンザ）」の（疑似）患畜が○○県［県内］で確認されました。

・当該農場は、感染が疑われるとの報告があった時点から飼養家きんの移

動を自粛しています。なお、我が国ではこれまで家きん肉、家きん卵を

食べることにより、人に感染した例は報告されていません。

・現場での取材は、本病のまん延を引き起こすおそれもあること、農家の

方のプライバシーを侵害しかねないことから、厳に慎むよう御協力をお

願いいたします。

１ 農場の概要

所在地：○○県○○市○○

飼養状況：○○鶏（採卵鶏、肉用鶏、種鶏） 飼養羽数 ○○羽

２ 経緯

（１）○○月○○日、○○から○○である旨、○○家畜保健衛生所に通報があ

りました。

（２）同日、○○家畜保健衛生所の家畜防疫員が現地調査を行うとともに、独

立行政法人農業・食品産業技術総合研究機構動物衛生研究所に検体を送

付しました。

（３）同研究所による○○検査及び○○検査で陽性となったことから、高病原

性鳥インフルエンザ（低病原性鳥インフルエンザ）の（疑似）患畜と判

定しました。



３ 今後の対応

農林水産省は、本日の高病原性鳥インフルエンザ（低病原性鳥インフル

エンザ）対策本部で決定したとおり、以下の対応方針に基づき、初動防疫

を開始します。

（１）「高病原性鳥インフルエンザ及び低病原性鳥インフルエンザに関する特

定家畜伝染病防疫指針」（平成23年10月１日農林水産大臣公表）に基づき、

当該農場の飼養家きんのと殺及び埋却、移動制限区域の設定等の必要な

防疫措置を迅速かつ的確に実施。

（２）移動制限区域内の農場について、速やかに発生状況確認検査を実施。

（３）感染拡大防止のため、発生農場周辺の消毒を強化し、主要道に消毒ポイ

ントを設置。

（４）県との的確な連携を図るため、政務三役が県と密接に連絡をとる。（現

地派遣又は電話連絡）。

（５）感染状況、感染経路等を正確に把握し、的確な防疫方針の検討を行える

ようにするため、農林水産省の専門家を現地に派遣。

（６）殺処分・埋却等の防疫措置を支援するため、動物検疫所から「緊急支援

チーム」を派遣。

（７）感染経路の究明のため、「疫学調査チーム」を派遣。

（８）全都道府県に対し、本病の早期発見及び早期通報の徹底を通知。

（９）関係府省と十分に連携を図りつつ、生産者、消費者、流通業者等への正

確な情報の提供に努める。

４ その他

（１）我が国ではこれまで家きん肉、家きん卵を食べることにより、人に感染

した例は報告されていません。

（２）現場での取材は、本病のまん延を引き起こすおそれもあること、農家の

方のプライバシーを侵害しかねないことから、厳に慎むよう御協力をお

願いいたします。

（３）今後とも、本病に関する情報提供に努めていきますので、生産者等の関

係者が根拠のない噂などにより混乱することがないよう、ご協力をお願

いします。

お問合せ先

所属：○○

担当：○○

TEL：○○

FAX：○○



（様式７）

と 殺 指 示 書

番 号

年 月 日

○○ 殿

○○家畜保健衛生所
家畜防疫員○○ 印

あなたが所有する（管理する）次の家きんは、高病原性鳥インフルエンザ（低病原性
鳥インフルエンザ）の患畜（疑似患畜）と判定されたので、家畜伝染病予防法（昭和26
年法律第166号）第16条第１項の規定に基づき、下記によりと殺することを指示する。

家きんの所在する場所

家きんの種類及び羽数

記

１ と殺を行う場所

２ と 殺 の 方 法

３ そ の 他

（備 考）

１ この指示については、行政不服審査法（昭和37年法律第160号）により不服申立てを

することはできません。

２ この指示に違反した場合には、３年以下の懲役又は100万円以下の罰金に処せられま

す。

３ この指示によりと殺された家きんについては、家畜伝染病予防法第58条第１項及び第

２項の規定により手当金及び特別手当金が交付されます。

ただし、本病の発生を予防し、又はまん延を防止するために必要な措置を講じなかっ

たと認められる者等に対しては、手当金若しくは特別手当金の全部若しくは一部を交付

せず、又は交付した手当金若しくは特別手当金の全部若しくは一部を返還させることが

あります。



（様式８）

受 領 書

年 月 日

分任物品監理官 殿

都道府県知事 氏 名 （印）

年 月 日付け農林水産省指令 消安第 号の鳥インフルエンザ予防液及び譲与

指令書に基づき、下記の物品を正に受領いたしました。

記

品 名 鳥インフルエンザ予防液

数 量 型（ロット番号） 本（ ドース）



（様式９）

鳥インフルエンザ予防液使用報告書

年 月 日

農林水産省消費・安全局長 殿

都道府県知事 氏 名 （印）

年 月 日に譲与を受けた鳥インフルエンザ予防液の使用について、下記のとおり報
告いたします。

記

１ 受領数量 型（ロット番号）
本（ドース）

２ 使用数量 型（ロット番号）
本（ドース）

３ 残 数 量 型（ロット番号）
本（ドース）

うち処分数量 型（ロット番号）
本（ドース）

処分理由：

４ 返還数量 型（ロット番号）
本（ドース）

５ 注射実施状況

注射羽数 備 考
実施市町村名 実施時期 （注射反応等）

家きんの種類 羽 数

月 日 肉用鶏
～ 採卵鶏

月 日 種鶏

月 日 肉用鶏
県 計 ～ 採卵鶏

月 日 種鶏

※ 家畜保健衛生所において、農場の名称又は所在地、使用者、接種家畜リスト等につい
て記載した個票を備えておくこと。

※ 鳥インフルエンザ予防液を処分する際には、その型、本数が分かる写真を撮り、本報
告書に添付すること。
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口蹄疫に関する特定家畜伝染病防疫指針

平成23年10月１日

農林水産大臣公表

前文

１ 口蹄疫は、国際連合食糧農業機関（ＦＡＯ）などの国際機関が「国境を越え
て い

てまん延し、発生国の経済、貿易及び食料の安全保障に関わる重要性を持ち、

その防疫には多国間の協力が必要となる疾病」と定義する「越境性動物疾病」

の代表例である。

２ 口蹄疫は、伝播力が強いことから、ひとたびまん延すれば、

① 長期にわたり、畜産業の生産性を低下させ、

② 国民への畜産物の安定供給を脅かし、

③ 地域社会・地域経済に深刻な打撃を与え、

④ 国際的にも、口蹄疫の非清浄国として信用を失うおそれがある。

３ 現在、我が国の近隣諸国においては、口蹄疫の発生が継続して確認されてお

り、国際的な人・物の往来が増加していることから、今後も我が国に口蹄疫が

侵入する可能性は高い。

４ このため、国民、旅行者等の協力を得て水際検疫を徹底するとともに、常に

国内に口蹄疫が侵入する可能性があるという前提に立ち、家畜（牛、水牛、鹿、

めん羊、山羊、豚及びいのししをいう。以下同じ。）の所有者（当該家畜を管

理する所有者以外の者があるときは、その者。以下同じ。）と行政（国、都道

府県及び市町村）及び関係団体とが緊密に連携し、実効ある防疫体制を構築す

る必要がある。

５ なお、本指針については、海外における発生の状況の変化や科学的知見・技

術の進展等があった場合には、随時見直す。また、少なくとも、３年ごとに再

検討を行う。
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第１ 基本方針

１ 口蹄疫の防疫対策上、最も重要なのは、「発生の予防」と「早期の発見・

通報」さらには「初動対応」である。

２ 家畜の所有者が、飼養衛生管理基準を遵守するとともに、口蹄疫が疑われ

る症状を呈している家畜が発見された場合に、直ちに都道府県に通報するこ

とが日常化し、確実に実行されることが何よりも重要である。

このため、国、都道府県及び市町村並びに関係団体は、次の役割分担の下、

全ての家畜の所有者がその重要性を理解し、かつ、実践できるよう、発生予

防と発生時に備えた準備に万全を期す。

（１）国は、都道府県に対し、必要な情報の提供を行うとともに、全都道府県

の防疫レベルを高位平準化できるよう、指導・助言を行う。

（２）都道府県は、家畜の所有者への指導を徹底するとともに、発生時に備え

た準備を行う。

（３）市町村・関係団体は、都道府県の行う家畜の所有者への指導や発生時に

備えた準備に協力する。

３ 発生時には、迅速・的確な初動対応により、まん延防止・早期収束を図る

ことが重要である。

防疫対応を行うための経費については、家畜伝染病予防法（以下「法」と

いう。）第58条から第60条の２までの規定に基づき、国が負担することと

なっている。

また、法第60条の３では、防疫措置が発生初期の段階から迅速・的確に

講じられるようにするため、予備費の活用を含めて、法に基づく予算を速や

かに、かつ、確実に手当てすることとしている。

このことも踏まえて、国、都道府県及び市町村並びに関係団体は、次の役

割分担の下、迅速・的確な初動対応を行う。

（１）国は、防疫方針の決定・改定を責任を持って行うとともに、これに即し

た都道府県の具体的な防疫措置を支援する。また、法に基づく予算を迅速

かつ確実に手当てする。
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（２）都道府県は、防疫方針に即した具体的な防疫措置を迅速・的確に実行す

る。

（３）市町村・関係団体は、都道府県の行う具体的な防疫措置に協力する（都

道府県が市町村・関係団体に委託して実施する場合には、当該防疫措置に

関する費用は、法に基づく国の費用負担の対象となる。）。

４ なお、国は、あらかじめ定めた防疫方針に基づく初動対応により、感染拡

大を防止できないときには、速やかに、実際の感染状況を踏まえた防疫方針

の見直しを行い、的確な特定家畜伝染病緊急防疫指針（以下「緊急防疫指針

」という。）を策定する。
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第２ 発生の予防及び発生時に備えた事前の準備

１ 農林水産省の取組

（１）常に海外における最新の発生状況を把握し、都道府県、関係団体等に迅

速に情報提供するとともに、ホームページ等を通じて公表する。

（２）農場へのウイルスの侵入防止のための具体的な注意点を分かりやすくま

とめ、ホームページ等を通じて公表する。

（３）国境における家畜・畜産物の輸入検疫及び入国者又は帰国者の靴底消毒

を徹底する。特に、ウイルスの伝播可能期間を考慮しつつ、口蹄疫の発生

国からの入国者又は帰国者に対して、質問及び携帯品の検査・消毒を徹底

する。

（４）各都道府県段階の予防措置の実施状況、発生時に備えた準備状況及び市

町村、獣医師会、生産者団体等との連携状況を把握し、全都道府県の防疫

レベルの高位平準化を図るため、必要な改善指導を行う。

（５）定期的に全都道府県を対象とする防疫演習を開催し、問題点の把握とそ

の解消を図る。

（６）発生時に直ちに防疫専門家等を現地に派遣できるよう、常に派遣体制を

整え、あらかじめ派遣候補者のリストアップを行う。

（７）周辺国で分離されたウイルスに対して有効なワクチンに関する情報を収

集した上で、必要な事態になったときに活用できる可能性の高いワクチン

を検討し、必要十分な量を備蓄する。

なお、口蹄疫ウイルスには様々な血清型があり、同じ型であっても流行

株の変異が進めばワクチンの効果が期待できなくなることがあるため、現

在の口蹄疫ワクチンでは、

① 備蓄しているワクチンが常に有効であるとは限らないこと

② 感染の完全防御はできないといった性能の限界があること

等について十分周知する。
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（８）豚に感染した場合に排出されるウイルス量を軽減する抗ウイルス資材に

ついても、必要十分な量を備蓄する。

２ 都道府県の取組

（１）１の（１）により海外における最新の発生状況に関する情報の提供を受

けた場合には、速やかに、ファクシミリ、電話、電子メール、郵送等によ

り全ての家畜の所有者及び関係団体に周知する。

（２）家畜の所有者の防疫に対する意識を高め、飼養衛生管理基準を確実に遵

守させるために、家畜の所有者（鹿、めん羊、山羊、豚及びいのししにあ

っては、５頭以上の家畜の所有者）を対象として、定期的に次の措置を実

施する。

① 法第51条に基づく農場への立入検査（原則として、年１回以上実施

する。）

② 研修会の開催

また、特に大規模所有者（牛（月齢が満24月以上（肥育牛（乳用種の

雄牛及び交雑種の牛に限る。以下②において同じ。）にあっては、満17

月以上）のものに限る。）及び水牛にあっては200頭以上、牛（月齢が

満４月以上満24月未満（肥育牛にあっては、満４月以上満17月未満）の

ものに限る。）、鹿、めん羊、山羊、豚及びいのししにあっては3,000

頭以上の家畜の所有者をいう。）については、法第52条の規定に基づき、

担当獣医師から飼養衛生管理の状況を定期的に都道府県に報告させるなど、

十分な指導を行う。

（３）飼養衛生管理基準を遵守していない家畜の所有者に対しては、随時、法

に基づく指導・助言、勧告及び命令を行う。

（４）口蹄疫の発生国からの入国者が訪れる可能性の高いホテル、ゴルフ場等

の施設に対して、出入口での消毒を行うよう要請する。

（５）家畜の所有者ごとに、口蹄疫が発生した場合の初動防疫に必要な情報

（農場の所在地、畜種、飼養頭数、埋却地等の確保状況等）を把握する。
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（６）移動制限区域内の農場等が瞬時に把握できるよう、地図情報システム等

を活用して農場の所在地を整理する。

（７）発生時に円滑かつ迅速に初動防疫対応を実施することができるよう、防

疫に必要な人員の確保、消毒ポイントの設置場所の調整、衛生資材及び薬

品等の備蓄、重機等の調達先の確認、死亡獣畜保管場所の確保等を行う。

（８）家畜の所有者に対する指導及び発生時の円滑な初動対応に必要な家畜防

疫員の確保に努める。常勤の家畜防疫員を確保した上で、一時的又は緊急

に必要な場合は非常勤の家畜防疫員の確保が行えるよう、獣医師会等と協

議してリストアップを行うとともに、発生時にと殺等を円滑に実施できる

よう、偶蹄類動物の取扱いに慣れた保定者のリストアップを行う。

また、他の都道府県で発生した場合に応援で派遣する家畜防疫員のリス

トアップを行う。

（９）発生時には、市町村、警察、自衛隊、獣医師会、生産者団体等の協力が

必要となることを踏まえ、これら市町村、関係機関及び関係団体との連絡

窓口の明確化、地域の家畜の飼養状況等の情報共有等を行い、連携体制を

整備する。

（10）家畜の所有者の埋却地等の事前確保が十分でない場合は、次の措置を

講ずる。

① 当該家畜の所有者に対し、利用可能な土地に関する情報等を提供する。

② 市町村、関係機関及び関係団体と連携し、地域ごとに、利用可能な公

有地を具体的に決定する。なお、都道府県知事は、法第21条第７項の

規定に基づき、特に必要があると認めるときは、農林水産大臣及び市町

村長に対し、協力を求める。

③ 焼却施設又は化製処理施設（以下「処理施設」という。）が利用可能

な場合には、処理施設をリストアップし、あらかじめ発生時の利用につ

いて処理施設及び処理施設の所在地を管轄する地方公共団体と調整する。

④ 公有地又は処理施設への移動方法及び移動ルートを決める。また、必

要に応じ、地域住民への説明を行う。
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（11）都道府県畜産主務課の防疫責任者の在任期間の長期化に努め、防疫責

任者が異動する場合には、十分な引継期間を確保する。

３ 市町村・関係団体の取組

（１）２に規定する都道府県の取組に協力する。

（２）家畜の所有者が行う発生予防の取組に対する支援を行う。
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第３ 異常家畜の発見及び検査の実施

１ 家畜の所有者等から届出を受けたときの対応

都道府県は、家畜の所有者又は獣医師から、口蹄疫を疑う症状を呈してい

る家畜を発見した旨の届出を受けた場合には、農林水産省消費・安全局動物

衛生課（以下「動物衛生課」という。）に報告するとともに、直ちに家畜防

疫員を現地の農場に派遣する。

また、届出者等に対し、当該農場の飼養家畜及び家畜の死体の移動自粛等

の必要な指導を行う。

【留意事項】異常家畜の届出を受けた際の報告

都道府県畜産主務課は、家畜の所有者又は獣医師から、口蹄疫を疑う症状を

呈している家畜を発見した旨の届出を受けた場合には、別記様式１により、農

林水産省消費・安全局動物衛生課（以下「動物衛生課」という。）宛てに報告

する。

【留意事項】家畜防疫員が現地に携行する用具

１ 農場立入用衣類：長靴、防疫衣類、手袋等

２ 臨床検査用器材：タワシ、体温計、保定具、ロープ（保定用）、白布

(１m×30㎝)、鎮静剤、プロバングカップ、懐中電灯等

３ 病性鑑定材料採取用器材：外科用ハサミ、材料送付ビン、材料保存液、

採血器具（採血針、採血管）、保冷資材、クーラーボックス、病性鑑定材

料輸送箱等

４ 連絡及び記録用器材：携帯電話、事務用具、各種様式用紙、地図、デジ

タルカメラ、画像送受信機等

５ 消毒用器材：バケツ、消毒薬、噴霧消毒器等

６ その他：ビニール袋、着替え、食料品等

【留意事項】都道府県が行う指導に関する事項

１ 家畜の所有者から通報があった場合

（１）偶蹄類以外の動物を含む全ての動物について、当該農場からの移動を

自粛すること。

（２）飼養場所の排水については、適切な消毒措置を講ずるまでの間、活性

汚泥槽などで適切に浄化処理されている場合を除き、可能な限り流出し
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ないようにすること。

（３）農場の出入口を１か所に限り、農場及び防疫関係者以外の者の立入り

をさせないこと。

（４）農場外に物を搬出しないこと。家畜の所有者及び従業員等が外出する

場合には、適切な消毒等を行うこと。

（５）異常家畜の生乳、精液等の生産物、排せつ物、敷料等は、他の家畜と

接触することがないようにすること。

２ 獣医師から通報があった場合

（１）原則として、家畜防疫員の現地到着まで当該農場にとどまり、口蹄疫

ウイルスの拡散を防止するよう助言・指導をすること。

（２）家畜防疫員の到着後、当該農場を出る際には、身体、衣服、靴、眼鏡

その他の携行用具の消毒及び車両の消毒を行い、直ちに帰宅すること。

（３）帰宅後は、車両を十分に洗浄するとともに、入浴して身体を十分に洗

うこと。

（４）異常家畜が口蹄疫でないと判明するまでの間、偶蹄類の動物の飼養施

設に立ち入らないこと。

（５）口蹄疫と判明した場合には、異常家畜を診察し、又はその死体を検案

した日から７日間は、偶蹄類の動物の飼養施設に立ち入らないこと。

３ 家畜市場から通報があった場合

（１）家畜の移動を禁止すること。

（２）従業員等が外出する場合には、適切な消毒等を行うこと。

（３）従業員等は、異常家畜が口蹄疫でないと判明するまでの間、偶蹄類の

動物の飼養施設に立ち入らないこと。

（４）異常家畜の所有者を直ちに特定し、十分な消毒を行った上で、直ちに

帰宅するよう指導するとともに、１の（１）から（５）までの指導を行

うこと。

（５）異常家畜の出荷に使用された車両を特定し、当該車両の消毒を徹底す

るとともに、当該車両が農場等に出入りしないよう指導すること。

（６）異常家畜が搬入された日以降に家畜市場から移動した家畜の移動先を

特定すること。
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４ と畜場から通報があった場合

（１）異常家畜及びこれと同一の農場から出荷された家畜のと畜を中止する

こと。

（２）畜産関係車両の出入りを禁止すること。

（３）従業員等が外出する場合には、適切な消毒等を行うこと。

（４）従業員等は、異常家畜が口蹄疫でないと判明するまでの間、偶蹄類の

動物の飼養施設に立ち入らないこと。

（５）異常家畜の所有者を直ちに特定し、十分な消毒を行った上で、直ちに

帰宅するよう指導するとともに、１の（１）から（５）までの指導を行

うこと。

（６）異常家畜の出荷に使用された車両を特定し、当該車両の消毒を徹底す

るとともに、当該車両が農場等に出入りしないよう指導すること。

２ 都道府県による臨床検査

（１）家畜防疫員は、１の農場に到着した後、車両を当該農場の敷地外に置き、

防疫服を着用して畜舎に入り、異常家畜及び同居家畜の鼻腔、口唇、口腔、
く う

舌、蹄部、乳頭部等を中心とした徹底した臨床検査を行う。

その際、全ての異常家畜（異常家畜が多数の場合は、代表的な数頭）の

病変部位及び症状の好発部位をデジタルカメラで鮮明かつ多角的に撮影す

る。

（２）家畜防疫員は、臨床検査が終了し次第、当該農場又は最寄りの事務所か

ら、症状に関する報告及び写真を都道府県畜産主務課に電子メールで送付

する。

（３）都道府県畜産主務課は、家畜防疫員による臨床検査の結果、次のいずれ

かの症状（以下「特定症状」という。）を確認した場合には、異常家畜の

写真及び同居家畜の状況等の情報を添えて、直ちに動物衛生課に報告する。

① 39.0℃以上の発熱及び泡沫性流涎、跛行、起立不能、泌乳量の大幅
ま つ ぜ ん は

な低下又は泌乳の停止があり、かつ、その口腔内、口唇、鼻腔内、鼻部、

蹄部、乳頭又は乳房（以下「口腔内等」という。）に水疱、びらん、潰
ほ う
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瘍又は瘢痕（外傷に起因するものを除く。以下「水疱等」という。）が
は ん

あること（鹿にあっては、39.0℃以上の発熱があり、かつ、その口腔

内等に水疱等があること。）。

② 同一の畜房内（１の畜房につき１の家畜を飼養している場合にあって

は、同一の畜舎内）において、複数の家畜の口腔内等に水疱等があるこ

と。

③ 同一の畜房内において、半数以上の哺乳畜（１の畜房につき１の哺乳

畜を飼養している場合にあっては、同一の畜舎内において、隣接する複

数の畜房内の哺乳畜）が当日及びその前日の２日間において死亡するこ

と。ただし、家畜の飼養管理のための設備の故障、気温の急激な変化、

火災、風水害その他の非常災害等口蹄疫以外の事情によるものであるこ

とが明らかな場合は、この限りでない。

３ 検体の送付

（１）都道府県は、２の農場で飼養されている家畜が次のいずれかに該当する

場合には、当該家畜の口腔内等における水疱等から採取した水疱液及び上

皮、病変部スワブ並びに当該家畜の血液を検体として、適切に採材し、動

物衛生課とあらかじめ協議した上で、当該検体を独立行政法人農業・食品

産業技術総合研究機構動物衛生研究所（以下「動物衛生研究所」とい

う。）に送付する。

① 特定症状を呈している家畜が複数の畜房内で確認された場合

② １の畜房につき１の家畜を飼養している場合にあっては、特定症状を

呈している家畜が隣接する複数の畜房内で確認された場合

③ 動物衛生課が検体の提出を求めた場合

（２）都道府県は、（１）により検体の送付を行った場合には、速やかに、当

該農場に関する次の疫学情報を動物衛生課に提出する。

① 飼養家畜の過去21日間の移動履歴

② 当該農場に出入りしている次の人・車両の巡回範囲

ア 獣医師、人工授精師及び削蹄師

イ 家畜運搬車両、集乳車、飼料運搬車両、死亡畜回収車両及び堆肥運

搬車両
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③ 堆肥の出荷先

（３）都道府県は、（１）により検体の送付を行った場合には、直ちに次の措

置を講ずる。

① 法第32条第１項の規定に基づき、当該農場の次に掲げるものの移動

を制限する。

ア 生きた家畜

イ 生乳

ウ 採取された精液及び受精卵

エ 家畜の死体

オ 敷料、飼料、排せつ物等

カ 家畜飼養器具

② 当該農場への関係者以外の者の立入りを制限する。

③ 当該農場の出入口及び当該農場で使用している衣類・飼養器具を消毒

する。

【留意事項】検体の採材及び送付の方法

１ 水疱材料が得られる場合

（１）材料：水疱上皮１g以上（異常家畜の舌又は口腔内のものが最良であ

るが、蹄部のものでもよい。水疱上皮は新鮮な破裂前のものが望まし

く、同一群であれば複数頭から集めてもよい。発病当日のものが理想的

である。）

（２）水疱上皮の保存：pH7.2～7.6に調整された0.04Ｍのリン酸緩衝液

又はＭＥＭに入れる。

（３）材料の処理：保存液（水疱液そのものが得られた場合には保存液は不

要。）を入れた送付容器に入れ、密栓し、容器の外側は４％炭酸ソーダ

溶液で消毒し、破損や水漏れがないよう更に包装を厳重にして、氷を入

れた容器に収めて運搬する。

２ 水疱材料が得られない場合

（１）材料：病変部スワブ、食道咽頭粘液等（食道咽頭粘液については、採

取器による採取後、広口びんに入れ、性状を観察し細胞成分が含まれて

いることを確認する。胃内容物や血液が混入した場合には、水又は緩衝
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液で口腔を洗浄し再度採取する。）

（２）食道咽頭粘液の保存液：0.08Ｍのリン酸緩衝液に牛血清アルブミン

0.01％、フェノールレッド0.002％、抗菌性物質（ペニシリン1,000

単位、ストレプトマイシン1,000μg/mL、ファンギソン2.5μg/m

L）を添加し、pH7.2～7.6の範囲に調製する。

（３）材料の処理：病変部スワブ又は扁桃スワブ等、綿棒等で採取したスワ

ブは、綿棒等が確実に浸る量の細胞培養液（pHは中性に調製）を入れ

た送付容器に綿棒等のまま漬け込み、密栓して外側を４％炭酸ソーダで

消毒し、保冷（非凍結）して運搬する。食道咽頭粘液は、採取後直ちに

その２mLを等量の保存液が入った送付容器に入れて混和密栓する。容

器の外側は４％炭酸ソーダ溶液で消毒し、保冷（非凍結）して運搬す

る。

３ 血液採取

（１）材料：血清（常法により血液を採取し、密栓試験管に入ったまま凝固

させる。いかなる血液凝固防止剤（ヘパリン等）も用いないこと。）

（２）材料の処理：外側を消毒し、破損しないように包装を厳重にして、容

器に収めて、保冷（非凍結）して運搬する。

４ 検体の送付の方法

独立行政法人農業・食品産業技術総合研究機構動物衛生研究所（海外病

研究施設（東京都小平市）。以下「動物衛生研究所」という。）への送付

に当たっては、事前に連絡の上、直接持ち込むこと。空輸等最も早く確実

な運搬方法を選ぶこと。検体には必ず病性鑑定依頼書（別記様式２）を添

付すること。

【留意事項】疫学情報の報告

都道府県畜産主務課は、当該農場に関する疫学情報について、別記様式３に

より動物衛生課宛てに報告する。
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４ 陽性判定時に備えた準備

都道府県は、３により検体を動物衛生研究所に送付した場合には、次の措

置を講じ、その内容について、遅くとも動物衛生研究所が行う遺伝子検査の

結果が出る前に、動物衛生課に報告する。

（１）当該農場における畜舎等の配置の把握

（２）周辺農場における家畜の飼養状況の整理

（３）家畜のと殺に当たる人員及び資材の確保

（４）患畜又は疑似患畜の死体の埋却地又は処理施設の確保

（５）消毒ポイントの設置場所の検討

（６）当該農場の所在する市町村、隣接の都道府県及び関係機関への連絡

【留意事項】陽性判定時に備えた準備に関する報告

都道府県畜産主務課は、陽性判定時に備えた準備として講じた措置について

は、それぞれの項目別に、順次、速やかに動物衛生課宛てにファックス又は電

子メールにより報告する。

５ 経過観察

家畜防疫員は、検体を動物衛生研究所に送付する必要がないと動物衛生課

が判断した場合には、次の措置を講ずる。

（１）当該農場の飼養家畜について、家畜の所有者又は民間獣医師の協力を得

て、２週間、臨床症状の有無、体温等を毎日確認する。

（２）１の届出の原因となった家畜について、（１）の経過観察が終了するま

で、移動の自粛を求める。

（３）口蹄疫を疑う異状を認めた場合には、直ちに１の対応をとる。

６ その他

２から５までの措置は、家畜の所有者等からの届出によらず、家畜防疫員
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の立入検査等により異常家畜が発見された場合についても、同様に行うもの

とする。
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第４ 病性の判定

１ 病性の判定方法

（１）農林水産省は、次の①及び②により、病性を判定する。

① 病変部位の写真、疫学情報及び動物衛生研究所が行う遺伝子検査の結

果に基づき、専門家の意見を踏まえ、判定する。ただし、口蹄疫の発生

が続発しており、病変部位の写真から口蹄疫に特有の臨床症状を明確に

確認できる場合には、専門家の意見も踏まえ、遺伝子検査の結果を待た

ずに、臨床症状及び疫学情報により、直ちに判定する。

② ①の病性判定時に陽性と判定されなかったものの、動物衛生研究所が

行う血清抗体検査又はウイルス分離検査により陽性の結果が出た場合に

は、専門家の意見も踏まえ、改めて判定する。

（２）病性判定の結果については、判定後直ちに、動物衛生課から都道府県畜

産主務課に通知する。

２ 患畜及び疑似患畜

病性判定の結果等に基づき、次の家畜を患畜又は疑似患畜とする。

（１）患畜

① ウイルス分離検査により、口蹄疫ウイルスが分離された家畜

② 口蹄疫に特有の臨床症状が明確であり、遺伝子検査により口蹄疫ウイ

ルスに特異的な遺伝子が検出された家畜

③ 口蹄疫に特有の臨床症状が明確であり、血清抗体検査により口蹄疫ウ

イルスに対する抗体が検出された家畜

（２）疑似患畜

① 患畜が確認された農場で飼養されている家畜

② 発生が続発している場合において、口蹄疫に特有の臨床症状が明確で

ある家畜及び当該家畜が確認された農場で飼養されている家畜

③ 患畜又は疑似患畜（②に掲げる家畜に限る。）が確認された農場（以

下「発生農場」という。）で家畜の飼養管理に直接携わっている者が直

接の飼養管理を行っている他の農場において飼養されている家畜

④ 疫学調査の結果等により、患畜又は疑似患畜（②に掲げる家畜に限
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る。）と判定した日（発症していた日が推定できる場合にあっては、発

症日。以下「病性判定日」という。）から遡って７日目の日から現在ま

での間に当該患畜又は疑似患畜と接触したことが明らかとなった家畜

⑤ 疫学調査の結果等により、病性判定日から遡って７日目の日前に患畜

又は疑似患畜（②に掲げる家畜に限る。）と接触したことが明らかとな

った家畜であって、当該患畜又は疑似患畜の発症状況等からみて、患畜

となるおそれがあると家畜防疫員が判断した家畜
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第５ 病性判定時の措置

１ 関係者への連絡

（１）都道府県は、家畜が患畜又は疑似患畜であると判定する旨の連絡を受け

た場合には、速やかに、次の者に対し、その旨及び発生農場の所在地につ

いて、電話、ファクシミリ等により連絡する。

① 当該家畜の所有者

② 当該都道府県内の市町村

③ 当該都道府県の獣医師会、生産者団体その他関係団体

④ 隣接の都道府県

（２）都道府県は、家畜が患畜又は疑似患畜でないと判定する旨の連絡を受け

た場合には、その旨を当該家畜の所有者に連絡する。また、届出に係る異

状の原因の調査を行い、その結果について当該家畜の所有者に説明すると

ともに、動物衛生課に報告する。

２ 対策本部の設置及び国・都道府県等の連携

（１）農林水産省は、患畜又は疑似患畜の判定後、速やかに、農林水産大臣を

本部長とする農林水産省口蹄疫防疫対策本部（以下「農林水産省対策本部

」という。）を設置し、具体的な防疫方針を決定する。ただし、特段の必

要があるときは、病性の判定前に設置する。

（２）農林水産省は、動物衛生研究所、独立行政法人家畜改良センターその他

の関係機関の協力を得て、次の職員等を発生都道府県に派遣する。

① 国の防疫方針を都道府県に正確に伝達し、国と都道府県が連携を密に

できるよう調整する職員

② 国の防疫方針の改定（緊急防疫指針の策定を含む。）を適時適切に行

うための感染状況の正確な把握を行う疫学の専門家

③ と殺及び埋却等の防疫措置に習熟し、都道府県の具体的な防疫措置を

サポートする緊急支援チーム

④ 食料・農業・農村政策審議会家畜衛生部会牛豚等疾病小委員会に設置

する疫学調査チーム
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（３）都道府県は、農林水産省対策本部の決定した防疫方針に即した具体的な

防疫措置を円滑に実行するため、患畜又は疑似患畜の判定後、速やかに、

関係部局で構成する都道府県口蹄疫防疫対策本部（以下「都道府県対策本

部」という。）を設置する。ただし、円滑・的確な防疫対応を行う上で特

段の必要があるときは、病性の判定前に設置する。

（４）都道府県は、都道府県対策本部について、その役割及び機能が円滑かつ

十分に発揮できるよう、防疫作業、資材調達、疫学調査、広報、出納管理

等の本部内での役割分担を定める。

（５）農林水産省から派遣された（２）の①の職員は、都道府県対策本部に出

席し、農林水産省対策本部の決定した防疫方針を伝達し、必要な調整を行

う。

（６）都道府県対策本部は、防疫措置を円滑に実行するため、市町村、獣医師

会、生産者団体等との連絡体制を構築する。

（７）農林水産省は、都道府県からの申請に応じ、速やかに、保有する防疫資

材・機材を譲与し、又は貸し付ける。

（８）農林水産省対策本部及び都道府県対策本部以外の対策本部を設置する場

合には、その目的と所掌範囲を明確にし、事務の重複や指揮命令系統が混

乱することのないよう留意する。

【留意事項】都道府県対策本部

１ 都道府県対策本部の設置

都道府県は、２の組織構成を考慮して都道府県対策本部を設置すること

とし、防疫措置の円滑な実施及び国や周辺都道府県との連絡調整を図る。

なお、必要に応じて、発生農場等における防疫措置を円滑に行うため、発

生地近くの家畜保健衛生所等に現地対策本部を設置する。

２ 組織構成

都道府県知事を本部長とし、本部長の下に次の各班を置くとともに、関
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係部局を構成員とする庁内連絡会議を開催し、防疫の円滑な推進を図る。

・総 務 班：防疫指針に基づく具体的な防疫方針の策定、予算の編成及

び執行、情勢分析、農林水産省、その他の関係機関との連

絡調整及び庁内連絡会議の開催を行う。

・情 報 班：発生状況及び防疫対応状況等の収集、広報資料の作成、広

報連絡及び問合せの対応を行う。

・病性鑑定班：異常家畜の届出に対する立入調査、病性鑑定のための検体

の採取、当該検体の受入れ及び送付並びに病性鑑定を行

う。

・防疫指導班：発生農場の調査並びに防疫措置の企画及び指導を行う。

・防疫支援班：焼却、埋却、消毒等の防疫用の資材・機材の調達及び配

布、防疫要員の動員並びに関連事業の調整を行う。

・防疫対応班：立入制限、殺処分、農場消毒等の防疫措置及び制限区域内

農場等の検査等の対応を行う。

・評 価 班：発生農場及び周辺農場における手当金の交付のための家畜

や物品の評価等を行う。

・疫学調査班：現地調査を行い、疫学関連農場の特定や感染経路の究明に

必要な情報の収集及び整理を行う。また、国の疫学調査チ

ームと連携し、現地調査等を行う。

・庶 務 班：所要経費の確保及び手当金等の支出に関する事務を行う。

３ 報道機関への公表等

（１）農林水産省は、第４の規定により患畜又は疑似患畜と判定したときには、

報道機関に公表する。ただし、円滑・的確な防疫対応を行う上で特段の必

要があるときは、動物衛生課と都道府県畜産主務課で協議の上、病性の判

定前に公表する。

（２）（１）の規定による公表は、動物衛生課と都道府県畜産主務課で協議の

上、原則として、農林水産省及び都道府県が同時に行う。

（３）（１）の規定による公表に当たっては、人・車両を介して感染が拡大す
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るおそれがあること等について正確な情報提供を行う。また、発生農場に

関する情報を公表する場合には、当該農場の所在地までに留め、当該農場

の名称等の公表は、差し控える。

（４）防疫措置の進捗状況についても、動物衛生課と都道府県畜産主務課で協

議の上、必要に応じ、報道機関に公表する。

（５）報道機関等に対し、次の事項について、協力を求める。

① プライバシーの保護に十分配慮すること。

② 発生農場には近づかないなど、感染拡大防止及び防疫作業の支障にな

らないようにすること。

【留意事項】報道機関への公表

患畜又は疑似患畜と判定したときの報道機関への公表は、別記様式４により

行う。

４ 防疫措置に必要な人員の確保

（１）都道府県は、疫学調査、発生農場におけると殺等の防疫措置、移動制限

の実施、消毒ポイントの運営等に必要な人員に関する計画を立て、関係機

関及び関係団体の協力を得て、必要な人員を速やかに確保する。

（２）当該都道府県のみでは、発生農場における防疫措置、周辺農場の調査等

を実施することが困難な場合には、農林水産省の職員や他の都道府県から

の家畜防疫員の派遣要請及び自衛隊の派遣要請の実施について、動物衛生

課と協議する。

【留意事項】防疫措置に必要な人員の確保に関する事項

１ 口蹄疫の発生が確認された時点で、速やかに防疫措置を開始することが

できるよう、都道府県は、あらかじめ必要な人員の所在を把握し、必要に

応じて集合を命ずる。
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２ 防疫従事者の確保に当たっては、あらかじめ作業に従事させようとする

者の家畜の飼養の有無を確認し、偶蹄類の動物を飼養している場合には、

直接防疫業務に当たらせないようにする。

３ 都道府県は、他の都道府県からの家畜防疫員の派遣要請を行う場合に

は、必要な人員、期間、作業内容等について、動物衛生課と協議する。

動物衛生課は、各都道府県と調整し、具体的な派遣スケジュールを作成

する。

４ 都道府県は、自衛隊の派遣について農林水産省との協議が整った場合に

は、発生状況、派遣期間、活動区域、活動内容等について現地の自衛隊災

害担当窓口と十分に調整した上で、自衛隊法（昭和29年法律第165号）

第83条第１項の規定に基づく災害派遣要請を行う。



- 23 -

第６ 発生農場における防疫措置

１ と殺（法第16条）

（１）家畜防疫員は、患畜又は疑似患畜の所有者に対し、と殺指示書を交付す

る。

（２）発生農場への出入口は、原則として１か所に限定し、その他の出入口に

ついては、門を閉じる、綱を張る等の方法により閉鎖する。

（３）患畜又は疑似患畜は、当該農場内で、原則として病性の判定後24時間

以内にと殺を完了する。

（４）臨床症状が確認されている家畜のと殺を優先して行う。また、複数の畜

種について、と殺を行う必要がある場合には、豚を優先する。

（５）畜舎外でと殺を行う場合には、次の措置を講ずる。

① 外部から見えないよう、ブルーシート等で周囲を覆う。

② 家畜が逃亡しないよう、簡易な柵の設置又は十分な保定を行う。

（６）と殺は、作業者の安全を確保することに留意し、薬殺、電殺等の方法に

より迅速に行う。特に、豚のと殺については、電殺や炭酸ガスによると殺

など効率的な方法で行う。

また、鎮静剤又は麻酔剤を使用するなど、可能な限り動物福祉の観点か

らの配慮を行う。

（７）抗ウイルス資材が豚にのみ効果があることを踏まえ、豚の大規模飼養農

場で口蹄疫が発生し、当該農場における迅速なと殺の実施が困難な場合に

は、動物衛生課と都道府県畜産主務課が協議し、当該農場の飼養豚に、抗

ウイルス資材を投与する。

この場合、農林水産省は、と殺が完了するまで投与できる量の抗ウイル

ス資材を確保する。

また、耐性ウイルスの出現を防止するため、長期の連続使用は避ける。

（８）感染経路の究明のため、と殺時に発症している家畜の病変部位を鮮明に
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撮影する。また、動物衛生課と協議の上、発症していない家畜を含めて、

飼養規模に応じた検査材料の採材を行う。

（９）都道府県は、積極的に民間獣医師及び獣医師以外の畜産関係者に協力を

求め、家畜防疫員の指導の下、迅速にと殺を完了させる。

【留意事項】発生農場における防疫措置の実施に関する事項

１ 都道府県は、事前に現地調査を行い、農場の建物の配置等を考慮して、

テントの設営場所、資材置場等について検討するとともに、総括責任者、

各作業ごとの責任者及び指揮命令系統を明確にする。

２ 家畜防疫員は、家畜の所有者に対し、口蹄疫の概要、関係法令の内容、

所有者の義務及び防疫方針を説明するとともに、家畜伝染病予防法（昭和

26年法律第166号。以下「法」という。）第52条の３の規定により行

政不服審査法（昭和37年法律第160号）に基づく不服申立てをすること

ができないことについて、遺漏なく説明する。

３ 現地の総括責任者は、畜種別のと殺予定頭数、と殺の方法、死体処理方

法、消毒面積その他必要な事項について、あらかじめ都道府県対策本部に

確認し、その指示を受けるものとする。

４ 家畜防疫員は、と殺の実施前に、ねずみ、はえ等の駆除を実施する。

５ 感染経路の究明のために行う検体の採取に当たっての検体の種類及び検

体数は、農場ごとの飼養状況や発生状況に応じて、動物衛生課と協議の

上、決定する。

【留意事項】防疫措置従事者に関する事項

防疫措置従事者が防疫措置を実施するに当たっては、次の事項に留意する。

１ 入場時には、防疫服、長靴等を着用し、私物を持ち込まないこと。

２ 退場時には、身体、衣服、靴及び眼鏡を消毒した後、入場時に着用した

作業着等を脱ぎ、手洗い、洗顔及びうがいを行うこと。また、場内で着用

した作業着等は、消毒液に浸漬した後ビニール袋に入れ、外装を噴霧消毒

した後持ち帰ること。

３ 都道府県対策本部は、現地での着替えや靴の履き替えを円滑に行えるよ

う、農場の出入口に仮設テントを設置する等の配慮を行うこと。その際、

作業の前後で作業者の動線が交差しないようにすること。
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４ 帰庁（宅）後、移動に利用した車両の消毒及び着用していた全ての衣服

の洗濯を行うとともに、入浴して身体を十分に洗うこと。

５ 防疫作業に従事した日から７日間は発生農場以外の偶蹄類の動物に接触

しないこと。

【留意事項】と殺指示書の交付

家畜防疫員が患畜又は疑似患畜の所有者に対して交付すると殺指示書は、別

記様式５により作成する。

２ 死体の処理（法第21条）

（１）患畜又は疑似患畜の死体については、原則として、患畜又は疑似患畜と

判定した後72時間以内に、発生農場又はその周辺（人家、水源、河川及

び道路に近接しない場所であって、日常人及び家畜が接近しない場所に限

る。）において埋却する。

（２）農場内又は農場周辺に埋却地を確保できず、やむを得ず、埋却のため死

体を農場から移動させる必要がある場合には、動物衛生課と協議の上、次

の措置を講ずる。

① 当該死体を十分に消毒する。

② 原則として、密閉車両又は密閉容器を用いる。これらがない場合には、

運搬物が漏出しないよう、床及び側面をシートで覆い、さらに、運搬物

を積載した後、上部もシートで覆う等の措置を講ずる。

③ 積込み前後に車両表面全体を消毒する。

④ 原則として、他の農場の付近の通行を避け、かつ、他の畜産関係車両

が利用しない移動ルートを設定する。

⑤ 移動中は、消毒ポイントにおいて運搬車両を十分に消毒する。

⑥ 死体を処理する場所まで家畜防疫員が同行する。

⑦ 運搬後は、車両及び資材を直ちに消毒する。

（３）埋却による処理が困難な場合には、焼却又化製処理を行う（患畜の死体

は、化製処理は行わず、焼却する。）。また、当該死体の移動に当たって
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は、（２）の措置を講ずる。

（４）焼却又は化製処理をする場合は、次の措置を講ずる。

① 運搬車両から原料投入場所までシートを敷く。

② 原料置場を製品置場と隔てて設置する等の措置を講ずる。

③ 焼却又は化製処理が完了し、設備及び資材の消毒が終了するまで、家

畜防疫員が立ち会う。

④ 焼却又は化製処理の完了後直ちに、処理施設の出入口から原料投入場

所までの経路を消毒する。

３ 汚染物品の処理（法第23条）

（１）発生農場における次の物品は、汚染物品として、原則として、発生農場

又はその周辺（人家、水源、河川及び道路に近接しない場所であって、日

常人及び家畜が接近しない場所に限る。）において埋却する。埋却が困難

な場合には、動物衛生課と協議の上、焼却、化製処理又は消毒を行う。

① 生乳、精液、受精卵等の生産物（ただし、精液及び受精卵にあっては、

病性判定日から遡って21日目の日前に採取され、区分管理されていた

ものを除く。）

② 排せつ物

③ 敷料

④ 飼料

⑤ その他ウイルスにより汚染したおそれのある物品

（２）やむを得ず汚染物品を農場から移動させる必要がある場合には、動物衛

生課と協議の上、次の措置を講ずる。

① 原則として、密閉車両又は密閉容器を用いる。これらがない場合には、

運搬物が漏出しないよう、床及び側面をシートで覆い、さらに、運搬物

を積載した後、上部もシートで覆う等の措置を講ずる。

② 積込み前後に車両表面全体を消毒する。

③ 原則として、他の農場の付近の通行を避け、かつ、他の畜産関係車両

が利用しない移動ルートを設定する。

④ 移動中は、消毒ポイントにおいて運搬車両を十分に消毒する。
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⑤ 移動時には、制限の対象外となっていることを証明する書類を携行し、

消毒ポイント等で提示する。

⑥ 運搬後は、車両及び資材を直ちに消毒する。

⑦ 移動経過を記録する。

（３）焼却又は化製処理をする場合は、次の措置を講ずる。

① 運搬車両から原料投入場所までシートを敷く。

② 原料置場を製品置場と隔てて設置する等の措置を講ずる。

③ 焼却又は化製処理の完了後直ちに、処理施設の出入口から原料投入場

所までの経路を消毒する。

４ 畜舎等の消毒（法第25条）

と殺の終了後、患畜又は疑似患畜の所在した畜舎等における消毒を、家畜

伝染病予防法施行規則（昭和26年農林省令第35号）第30条の基準に従い、

１週間間隔で３回以上実施する。

消毒は、口蹄疫ウイルスが酸（ｐＨ6.0以下）又はアルカリ（ｐＨ9.0以

上）によって感染性を速やかに失うことを踏まえ、強いアルカリ性又は酸性

を有する炭酸ソーダ、消石灰、塩素系消毒剤等を用いて行う。

５ 家畜の評価

（１）患畜又は疑似患畜であることが確認される前の状態についての評価額と

し、家畜が患畜又は疑似患畜であることは、考慮しない。

（２）評価額は、原則として、当該家畜の導入価格に、導入日から患畜又は疑

似患畜であることが確認された日までの期間の生産費（統計データを用い

て算出する。）を加算した額とし、これに当該家畜の泌乳量、体型、経産

の有無、繁殖供用残存期間等を考慮し、必要な加算又は減算を行う。

（３）家畜の所有者等は、と殺に先立ち、家畜の評価額の算定の参考とするた

め、と殺の対象となる個体ごと（多頭群飼育されている場合にあっては、

群ごとの代表的な個体）について、当該家畜の体型・骨格が分かるように
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写真を撮影する。

（４）農林水産省は、家畜の評価額の算定を速やかに実施することが困難と認

められるときは、関係省庁と協議の上、直ちに概算払を行う。

【留意事項】家畜の評価額の算定方法

患畜又は疑似患畜となった家畜の評価額の算定方法は、原則として、別紙に

より行う。
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第７ 通行の制限（法第15条）

１ 都道府県又は市町村は、口蹄疫の発生の確認後速やかに、管轄の警察署及

び関係自治体の協力を得て、発生農場周辺の通行の制限又は遮断を行う。こ

の場合において、通勤・通学、医療・福祉等のための通行については、十分

な消毒を行った上で、これを認めることとする。

２ 法に規定されている上限の72時間を経過した後も通行の制限又は遮断を

継続する必要がある場合には、道路管理者等との協議を行い、必要な通行の

制限が確実に実施できるよう、あらかじめ調整する。

３ 通行の制限又は遮断の手続、標示等については、家畜伝染病予防法施行令

（昭和28年政令第235号）第５条の規定に基づき行うこととし、原則とし

て、事前に関係市町村の住民に対し、その概要及び必要性を説明する。なお、

事前に説明することが困難な場合には、実施後速やかに説明する。
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第８ 移動制限区域及び搬出制限区域の設定（法第32条）

１ 制限区域の設定

（１）移動制限区域

① 都道府県は、患畜又は疑似患畜の判定後、動物衛生課と協議の上、速

やかに、原則として、発生農場を中心とした半径10キロメートル以内

の区域について、家畜等の移動を禁止する区域（以下「移動制限区域」

という。）として設定する。ただし、動物衛生課と協議の上、判定前で

あっても口蹄疫である可能性が高いと認められる場合には、判定結果を

待たずに移動制限区域を設定する。

② 都道府県は、発生農場における感染状況等から通報が遅れたことが明

らかであり、かつ、疫学情報により既に感染が拡大しているおそれがあ

ると考えられる場合等には、動物衛生課と協議の上、周辺の農場数、家

畜の飼養密度に応じ、半径10キロメートルを超えて移動制限区域を設

定する。

この場合、当該発生農場の所在する都道府県全体又は当該都道府県を

含めた関係都道府県全体を対象として移動制限区域を設定することもで

きる。

（２）搬出制限区域

都道府県は、原則として、発生農場を中心とした半径20キロメートル

以内の移動制限区域に外接する区域について、家畜等の当該区域からの搬

出を禁止する区域（以下「搬出制限区域」という。）として設定する。

なお、（１）の②の場合には、移動制限区域の外縁から10キロメート

ル以内の区域について、搬出制限区域として設定する。

（３）家畜市場又はと畜場で発生した場合

都道府県は、家畜市場又はと畜場に所在する家畜が患畜又は疑似患畜と

判定された場合には、動物衛生課と協議の上、次の措置を講ずる。

① 原則として、当該家畜市場又はと畜場を中心とした半径１キロメート

ル以内の区域について、移動制限区域として設定する。

② 当該家畜の出荷元の農場を中心として、（１）及び（２）と同様に移

動制限区域及び搬出制限区域を設定する。
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（４）制限区域の設定方法

① 移動制限区域の外縁の境界及び搬出制限区域の外縁の境界は、市町村

等の行政単位又は道路、河川、鉄道その他境界を明示するのに適当なも

のに基づき設定する。

② 移動制限区域又は搬出制限区域が複数の都道府県にわたる場合には、

動物衛生課の指導の下、事前に、当該都道府県の間で十分に協議を行う。

③ 移動制限区域及び搬出制限区域の設定に先立ち、その都度、次の措置

を講ずる。なお、事前にこれらの措置を講ずることが困難な場合には、

設定後速やかにこれらの措置を講ずる。

ア 移動制限区域及び搬出制限区域内の家畜の所有者、市町村及び関係

機関への通知

イ 報道機関への公表等を通じた広報

ウ 主要道路と移動制限区域及び搬出制限区域との境界地点での標示

（５）家畜の所有者への連絡

都道府県は、移動制限区域及び搬出制限区域の設定を行った場合には、

速やかに、当該区域内の家畜の所有者に対し、その旨及び発生農場の所在

地について、電話、ファクシミリ、電子メール等により連絡する。

２ 制限区域の変更

（１）制限区域の拡大

発生状況等から、移動制限区域外での発生が多発すると考えられる場合

には、動物衛生課と協議の上、移動制限区域及び搬出制限区域を拡大する。

（２）制限区域の縮小

発生状況及び周辺農場の清浄性確認の結果から、感染拡大が限定的なも

のとなっていることが明らかとなったときは、動物衛生課と協議の上、移

動制限区域の範囲を半径５キロメートルまで縮小することができる。
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３ 制限区域の解除

移動制限区域及び搬出制限区域は、次の要件のいずれにも該当する場合に

解除する。

（１）移動制限区域内の全ての発生農場の防疫措置の完了（と殺、死体の処理

及び農場の消毒が全て完了していることをいう。以下同じ。）後10日が

経過した後に実施する第11の２の（２）の清浄性確認検査により、全て

陰性を確認すること。

（２）移動制限区域内の全ての発生農場の防疫措置の完了後21日が経過して

いること。

４ 制限の対象

（１）生きた家畜

（２）発生農場及び発生農場から半径１キロメートル以内の区域にある農場

（第11の２の（１）の発生状況確認検査により、陰性が確認された農場

を除く。）で搾乳された生乳

（３）移動制限区域内で採取された精液及び受精卵（病性判定日から遡って2

1日目の日前に採取され、区分管理されていたものを除く。）

（４）家畜の死体

（５）敷料、飼料、排せつ物等

（６）家畜飼養器具

５ 制限の対象外

（１）敷料等の処分のための移動

① 発生の状況、環境保全の観点等を勘案して、家畜防疫員が飼養家畜に

臨床的な異状がないことを確認した農場の敷料、排せつ物及び家畜の死

体は、動物衛生課と協議の上、焼却、埋却、化製処理又は消毒をするこ

とを目的に処理施設等に移動することができる。

② 移動時には、次の措置を講ずる。

ア 移動前に、家畜防疫員が当該農場の家畜に異状がないか確認する。
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イ 原則として、密閉車両又は密閉容器を用いる。これらが確保できな

い場合には、運搬物が漏出しないよう、床及び側面をシートで覆い、

さらに、運搬物を積載した後、上部もシートで覆う等の必要な措置を

講ずる。

ウ 積込み前後に車両表面全体を消毒する。

エ 原則として、他の農場の付近の通行を避け、かつ、他の畜産関係車

両が利用しない移動ルートを設定する。

オ 複数の農場を連続して配送しないようにする。

カ 移動中は、消毒ポイントにおいて運搬車両を十分に消毒する。

キ 移動時には、制限の対象外となっていることを証明する書類を携行

し、消毒ポイント等で提示する。

ク 運搬後は、車両及び資材を直ちに消毒する。

ケ 移動経過を記録する。

③ 焼却又は化製処理をする場合には、次の措置を講ずる。

ア 運搬車両から原料投入場所までシートを敷く。

イ 原料置場を製品置場と隔てて設置する等の措置を講ずる。

ウ 焼却又は化製処理の完了後直ちに、処理施設の出入口から原料投入

場所までの経路を消毒する。

（２）制限区域外の家畜の死体の処理施設への移動

制限区域（移動制限区域及び搬出制限区域をいう。以下同じ。）外の農

場の家畜の死体は、動物衛生課と協議の上、移動制限区域内の処理施設に

移動させることができる。

この場合、移動制限区域内の農場には立ち寄らないようにするとともに、

移動前後及び移動中に消毒ポイント等において運搬車両を十分に消毒する

ほか、（１）の③のアからウまでの措置を講ずる。

（３）制限区域外の家畜等の通過

制限区域外の農場の家畜等について、制限区域を通過しなければ、制限

区域外の他の農場、と畜場等の目的地に移動させることができない場合に

は、動物衛生課と協議の上、制限区域を通過させることができる。

この場合、移動前後及び移動中に消毒ポイント等において運搬車両を十
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分に消毒する。

（４）その他

（１）から（３）までに規定するもののほか、原則として、制限区域の

設定後21日間は、制限の対象外を設けないこととするが、当該21日間経

過後、発生状況、移動に伴うウイルスの拡散防止措置等の状況を勘案して、

動物衛生課と協議の上、移動制限区域外から移動制限区域内（発生農場か

ら半径５キロメートル以内の区域を除く。）への家畜の移入に関する制限

の対象外を設けることができる。

この場合、移動前後及び移動中に消毒ポイント等において運搬車両を十

分に消毒する。

【留意事項】移動制限区域内での指導事項

家畜防疫員は、移動制限区域内において、次に掲げる者に対し、それぞれ次

に定める事項について関係者への指導を行う。また、必要に応じ関係施設に立

ち入り、その履行状況を監視する。

１ 家畜の所有者

（１）畜舎等への関係者以外の者の出入りを自粛すること。

（２）農場関係者等の入出場時の消毒を徹底すること。

（３）口蹄疫ウイルスに対する効果が高い消毒薬を使用することとし、具

体的には、次により消毒を行うこと。

① 畜舎の出入口、畜舎周辺及び衛生管理区域外縁部については、強

いアルカリ性又は酸性を有する炭酸ソーダ、消石灰、クエン酸及び塩

素系消毒剤等を用いて消毒する。

② 畜舎内については、塩素系消毒薬、ヨウ素系消毒薬等を用いて消

毒する。

（４）パドック（運動場）の利用を控えること、農場周辺に囲障を設置する

こと、放牧家畜の囲い込みを行うこと等により、家畜と鹿、いのしし等

の野生動物との接触を防止すること。

２ 獣医師、人工授精師、削蹄師等の畜産関係者

（１）携行する器具及び薬品は最小限とすること。

（２）農場への入出場時には、身体、器具、車両等の消毒を徹底すること。
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（３）消毒又は廃棄が容易な衣服、器具等を使用すること。

（４）車両の農場の敷地内への乗入れを自粛すること。

（５）移動経路を記録、保存すること。

３ 飼料・生乳の輸送業者

（１）配送又は集乳の度ごとに車両の消毒を徹底すること。

（２）感染リスクの低い配送経路を選択すること。

（３）複数の農場を連続して配送又は集乳を行わないこと（防疫指針第11

の２の（１）の発生状況確認検査により陰性が確認された農場を除

く。）。

（４）消毒薬で濡らした布により生乳タンク排気口を被覆すること。

（５）配送経路を記録し、保存すること。

４ 死亡畜回収業者

（１）車両の消毒を徹底すること。

（２）原則として、農場出入口で受渡しを行うこと。

（３）配送経路を記録し、保存すること。

５ 化製場、食肉加工施設等の畜産関係施設

車両の消毒を徹底すること。
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第９ 家畜集合施設の開催等の制限（法第33条・第34条）

１ 移動制限区域内の制限

都道府県は、動物衛生課と協議の上、移動制限区域内における次の事業の

実施、催物の開催等を停止する。

（１）と畜場（食肉加工場を除く。）

（２）家畜市場、家畜共進会等の家畜を集合させる催物

（３）放牧

２ 搬出制限区域内の制限

都道府県は、動物衛生課と協議の上、搬出制限区域内における次の催物の

開催等を停止する。

（１）家畜市場、家畜共進会等の家畜を集合させる催物

（２）放牧

３ 制限の対象外

原則として、制限区域の設定後21日間は、制限の対象外を設けないこと

とするが、当該21日間経過後、発生状況、移動に伴うウイルスの拡散防止

措置等の状況を勘案して、動物衛生課と協議の上、移動制限区域内（発生農

場から半径５キロメートル以内の区域を除く。）のと畜場の再開に関する制

限の対象外を設けることができる。ただし、と畜する家畜は、農場からと畜

場に直行する家畜のみとする。

この場合、移動前後及び移動中に消毒ポイント等において運搬車両を十分

に消毒する。

【留意事項】家畜の集合を伴わないイベント等に関する事項

家畜の集合を伴わないイベント等については、徹底した消毒を行うことによ

り、口蹄疫のまん延防止を図ることが可能であることから、都道府県は、口蹄

疫の発生を理由としてむやみにイベント等を中止することのないよう、周知・

指導する。また、口蹄疫が発生している地域からイベント等に参加する者が参

加を制限されるなどの不当な扱いを受けることのないよう、指導する。
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第10 消毒ポイントの設置（法第28条の２）

１ 都道府県は、口蹄疫の発生の確認後速やかに、市町村、管轄の警察署、道

路管理者等の協力を得て、発生農場周辺の感染拡大を防止すること並びに移

動制限区域の外側及び搬出制限区域の外側への感染拡大を防止することに重

点を置き、消毒ポイントを設置する。

２ 具体的な消毒ポイントの設置場所については、次の事情を考慮し、発生農

場周辺（当該農場からおおむね半径１キロメートルの範囲内）、移動制限区

域及び搬出制限区域の境界その他の場所を選定する。また、移動制限区域の

拡大、縮小等に合わせ、その都度、設置場所を見直す。

（１）道路網の状況

（２）一般車両の通行量

（３）畜産関係車両の通行量

（４）山・川等による地域の区分

３ 消毒ポイントの設置に当たっては、車両等によるウイルスの拡散防止が徹

底できるよう、畜産関係車両や防疫作業車両のみならず、必要に応じて一般

車両も効率的かつ確実に消毒されるよう、消毒設備の構造等を工夫する。

特に、畜産関係車両や防疫作業関係車両については、消毒ポイントを通行

するよう指導し、運転手や車両内部を含め、厳重な消毒を徹底する。

【留意事項】車両消毒等に関する事項

１ 消毒ポイントによる消毒

（１）消毒ポイントの設置場所

消毒ポイントの設置場所の検討に当たっては、警察署長及び道路管理

者と十分に協議するとともに、周辺の住環境、農業への影響等も十分に

勘案するものとする。

（２）消毒ポイントにおける消毒の方法

消毒ポイントにおける消毒の方法については、設置場所の特性も踏ま

え、道路上への消毒槽・消毒マットの設置又は駐車場等への引き込み方

式（動力噴霧器による消毒）により行う。また、作業従事者は、車両を

消毒ポイントに誘導する者と実際に消毒を実施する者を適切に配置す
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る。

① 畜産関係車両

車両の消毒は、車体を腐食しにくい４％炭酸ソーダ、消石灰等を

用いる。また、極力車体に付着した泥等を除去した後、動力噴霧器

を用いて、車両のタイヤ周りを中心に、荷台や運転席の清拭も含め

て車両全体を消毒する。その際、可動部を動かすことによって消毒

の死角がないように留意する。また、運転手の手指の消毒及び靴底

消毒を徹底する。

② 一般車両

最低限、車両用踏込消毒槽や消毒マットを用いた消毒を実施す

る。その際、常に十分な消毒の効果が得られるよう、消毒薬を定

期的に交換するものとする。

２ ホテル、ゴルフ場等における消毒

都道府県は、口蹄疫の発生の状況及び発生のリスクの程度を踏まえつ

つ、公共施設、各種イベント、ホテル、ゴルフ場等、多数の者が集合する

施設等について、自主的な消毒設備を設置するよう、指導する。

３ 正確な情報提供・指導

発生県以外の都道府県は、適切な車両の消毒が行われているにもかかわ

らず、発生県車両の出入りが制限されるようなことがないよう、正確な情

報提供・指導を行う。
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第11 ウイルスの浸潤状況の確認

１ 疫学調査

（１）調査の実施方法

都道府県は、患畜又は疑似患畜の判定後、速やかに、病性判定日から少

なくとも21日間遡った期間を対象として、発生農場における家畜、人

（獣医師、人工授精師、削蹄師等家畜に接触する者、地方公共団体職員

等）及び車両（集乳車、飼料運搬車両、死亡畜回収車両、堆肥運搬車両

等）の出入りに関する疫学情報を収集し、ウイルスに汚染したおそれのあ

る家畜に関する調査を実施し、極力短期間で完了させる。

（２）疫学関連家畜

調査の結果、次の家畜であることが明らかとなったものは、疫学関連家

畜として、法第32条第１項の規定に基づき移動を禁止し、臨床症状の観

察を行うとともに、患畜又は疑似患畜との接触後14日を経過した後に血

清抗体検査を行う。

① 病性判定日から遡って８日以上21日以内に患畜と接触した家畜

② 病性判定日から遡って８日以上21日以内に疑似患畜（臨床症状を呈

していたものに限る。）と接触した家畜

③ 病性判定日から遡って21日以内に発生農場に出入りした人、物又は

車両が当該出入りした日から７日以内に出入りした他の農場等で飼養さ

れている家畜

④ 第４の２の（２）の④及び⑤に規定する疑似患畜が飼養されていた農

場で飼養されている家畜

【留意事項】疫学調査に関する事項

１ 都道府県は、家畜、人及び車両の出入り、農場従業員の行動歴、農場へ

の外部の者の訪問（当該訪問者の訪問前後の行動歴を含む。）その他口蹄

疫ウイルスを伝播する可能性のある事項について幅広く調査を行う。

２ 都道府県畜産主務課は、調査対象が他の都道府県にある場合には、動物

衛生課に連絡の上、当該都道府県畜産主務課に連絡する。連絡を受けた都

道府県畜産主務課は、発生都道府県と同様に、調査を行う。

３ 農場等への立入検査及び報告徴求は、法第51条第１項及び第52条第１

項の規定に基づき、実施する。
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【留意事項】疫学調査に関する実施項目

本病の感染経路をあらゆる面から検証するため、以下を参考に、関係者から

の聴き取り調査等を実施することにより疫学情報の収集を行う。

１ 調査対象

（１）発生農場

（２）発生農場と疫学関連のある偶蹄類飼養農場及び畜産関係施設(家畜市

場、と畜場、飼料・敷料工場、飼料・敷料販売先、農協等）

２ 調査事項

（１）農場の周辺環境（森、畑、住居、道路からの距離など）

（２）気温、湿度、天候、風量・風向など

（３）家畜運搬車両、集乳車、飼料運搬車両、死亡畜回収車両、堆肥運搬車

両、機器搬入などの車両や運搬物資の動き

（４）農場主、農場従業員、獣医師、人工授精師、削蹄師、家畜商、飼料販

売業者、敷料販売者、資材販売者、薬品業者、畜産関係者（農協職員

等）、郵便局員、宅配業者、家族、知人等の動き（海外渡航歴、野生動

物等との接触の有無を含む。）

（５）放牧の有無（有の場合は、その期間及び場所）

（６）しか、いのしし等の野生動物の分布、侵入及び接触機会の有無

（７）畜舎及び付帯施設の構造、野生動物の侵入対策など

（８）農作業用の機械の共有の有無

２ 移動制限区域内の周辺農場の調査

（１）発生状況確認検査

都道府県は、口蹄疫の発生が確認された場合には、次により調査及び検

査を実施する。

① 電話調査

都道府県は、患畜又は疑似患畜の判定後直ちに、市町村と協力し、少

なくとも移動制限区域内の家畜の所有者を対象に、電話等により、異常

家畜の有無を確認する。なお、当該確認は、移動制限区域が解除される
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までの間、随時行う。

② 立入検査

ア 都道府県は、動物衛生課と協議の上、患畜又は疑似患畜の判定後、

原則として24時間以内に、少なくとも発生農場から半径１キロメー

トル以内の区域にある農場（鹿、めん羊、山羊、豚及びいのししにあ

っては、５頭以上飼養する農場及び①の電話調査で異常家畜がいるこ

とが確認された農場に限る。）及び移動制限区域内の全ての大規模飼

養農場（牛（月齢が満24月以上（肥育牛（乳用種の雄牛及び交雑種

の牛に限る。以下②において同じ。）にあっては、満17月以上）の

ものに限る。）及び水牛にあっては200頭以上、牛（月齢が満４月

以上満24月未満（肥育牛にあっては、満４月以上満17月未満）のも

のに限る。）、鹿、めん羊、山羊、豚及びいのししにあっては3,00

0頭以上飼養する農場をいう。）に立ち入り、臨床検査を行うととも

に、遺伝子検査及び血清抗体検査を実施するための検体（鼻腔スワブ

及び血液）を採材し、動物衛生研究所に送付する。

イ 都道府県は、アの検査に引き続き、移動制限区域内の農場（鹿、め

ん羊、山羊、豚及びいのししにあっては、５頭以上飼養する農場及び

①の電話調査で異常家畜がいることが確認された農場に限る。）のう

ち当該検査の対象外となったものに立ち入り、臨床検査を実施する。

臨床検査の結果、遺伝子検査及び血清抗体検査を実施する必要がある

と判断したときは、検体（鼻腔スワブ及び血液）を採材し、動物衛生

研究所に送付する。なお、当該検査は、原則として、同心円状に発生

農場から近い順に実施する。

（２）清浄性確認検査

制限区域内における清浄性を確認するため、移動制限区域内の全ての発

生農場の防疫措置の完了後10日が経過した後に、当該移動制限区域内の

農場（鹿、めん羊、山羊、豚及びいのししにあっては、５頭以上飼養する

農場に限る。）に立ち入り、臨床検査を行うとともに、血清抗体検査を実

施するための検体（血液）を採材し、動物衛生研究所に送付する。
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（３）検査員の遵守事項

（１）及び（２）の検査を行う者は、次の事項を遵守する。

① 車両を当該農場の敷地の外に置き、防疫服を着用して畜舎に入ること。

② 当該農場を出る際には、身体、衣服、靴、眼鏡その他の携行用具の消

毒及び車両の消毒を行うこと。

③ 帰宅後は、入浴して身体を十分に洗うこと。

④ 立ち入った農場における臨床検査により異状が確認された場合には、

遺伝子検査の結果が判明するまで、他の農場に立ち入らないこと。

【留意事項】発生状況確認検査及び清浄性確認検査における採材頭数

発生状況確認検査及び清浄性確認検査に係る採材頭数は、95％の信頼度で

10％の感染を摘発することができる数として、以下のとおりとする

飼養頭数 採材頭数

１ ～ １５頭 全頭

１６ ～ ２０頭 １６頭

２１ ～ ４０頭 ２１頭

４１ ～ １００頭 ２５頭

１０１頭以上 ３０頭

※ 畜舎が複数ある場合は、全ての畜舎から採材すること。

３ その他

（１）農林水産省は、１及び２の調査・検査並びに動物衛生研究所が行う検査

の結果を踏まえ、必要がある場合には、速やかに防疫方針の見直し（緊急

防疫指針の策定を含む。）を行う。

（２）発生農場の防疫措置に従事した日から７日を経過していない者は、１及

び２の調査・検査において、農場に立ち入らないものとする。
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第12 予防的殺処分（法第17条の２）

１ 予防的殺処分の実施の判断

（１）予防的殺処分は、口蹄疫に感染していない健康な家畜を対象とするもの

であることから、真に他の手段がない場合のやむを得ない措置として、実

施する。

（２）このため、農林水産省は、次の要素を考慮して、発生農場におけると殺

及び周辺農場の移動制限のみによっては、感染拡大の防止が困難と考えら

れる場合に、予防的殺処分の実施を決定する。

① 通報の遅さ（病変の状態、発症畜数等）

② 感染の広がり（疫学関連農場数、豚への感染の有無）

③ 環境要因（周辺農場数、家畜飼養密度、山・川の有無等の地理的状

況）

④ 埋却を含めた防疫措置の進捗状況

（３）予防的殺処分の実施を決定する場合には、備蓄ワクチンの有効性等を考

慮した上で、予防的殺処分の対象家畜へのワクチン接種及び抗ウイルス資

材の投与の有無についても、併せて決定する。

２ 予防的殺処分の実施手順等

（１）農林水産省は、予防的殺処分の実施を決定した場合には、直ちに、次の

事項について定めた緊急防疫指針を策定し、公表する。

① 実施時期

② 実施地域

③ 対象家畜

④ ワクチン接種及び抗ウイルス資材の投与の有無（実施する場合には、

これらの実施時期、実施範囲、対象家畜等）

⑤ その他必要な事項

（２）都道府県は、当該緊急防疫指針に基づき、速やかに予防的殺処分を実施

する。予防的殺処分と併せてワクチン接種を実施する場合には、農林水産

省は、必要十分な量のワクチン及び注射関連資材を当該都道府県に譲与し、
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又は貸し付ける。

（３）この場合、農林水産省は、予防的殺処分が完了するまで投与できる量の

抗ウイルス資材を確保する。また、耐性ウイルスの出現を防止するため、

長期の連続使用は避ける。

（４）予防的殺処分は、第６の１に規定すると殺に準じて行う。また、第６の

５に規定する方法と同様に、予防的殺処分の対象家畜の評価を行う。

この場合、当該家畜の評価については、当該家畜を殺すべき旨の命令が

あった時の状態についての評価額とし、家畜が予防的殺処分の対象家畜で

あることは考慮しないものとする。

【留意事項】ワクチン受領書及びワクチン使用報告書

都道府県知事は、ワクチンの譲与又は貸付けを受けた場合には、別記様式６

による受領書を発行する。また、ワクチン及び注射関連資材を使用した場合に

は、使用した旨、農林水産省消費・安全局長に別記様式７の様式により報告す

る。なお、抗ウイルス資材の譲与又は貸付けを受けた場合についても、これら

の様式に準じた受領書及び使用報告書を発行する。
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第13 ワクチン

１ 現行のワクチンは、口蹄疫の発症の抑制に効果があるものの、感染を完全

に防御することはできないため、無計画・無秩序なワクチンの使用は、口蹄

疫の発生又は流行を見逃すおそれを生ずることに加え、清浄性確認のための

抗体検査の際に支障を来し、清浄化を達成するまでに長期間かつ多大な経済

的負担や混乱を招くおそれがある。

このため、ワクチンの使用については、慎重に判断する必要がある。

２ 動物衛生課は、ワクチン接種が必要となる場合に備え、患畜又は疑似患畜

の判定後速やかに、その原因ウイルスの血清型及び遺伝子の配列情報の分析

結果等に基づき、当該ウイルスに対する備蓄ワクチンの有効性について、判

定する。

３ 備蓄ワクチンが有効と考えられる場合は、第12に定めるところにより使

用する。

４ 農林水産省は、ワクチンについて、韓国の事例も踏まえ、更に研究・検討

を進める。

【留意事項】ワクチンに関する事項

１ ワクチン及び注射関連資材の備蓄場所は、原則として、動物検疫所と

し、農林水産省は、発生時に都道府県の施設等に移送する。

２ ワクチンの接種は、法第31条の規定に基づき実施し、原則として、接

種地域の外側から発生農場側に向けて、また、豚を優先して迅速かつ計画

的に実施する。

３ ワクチンを接種するに当たっては、定められた用法及び用量に従うもの

とする。注射事故があった場合には、動物衛生課に連絡し、その指示に従

うものとする。

４ 未開梱のワクチンについては、動物衛生課及び動物検疫所と調整し返還

する。また、開梱又は期限切れのワクチンについては、焼却処分するなど

適切に処理を行う。
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第14 家畜の再導入

１ 導入前の検査

都道府県は、家畜の再導入を予定する発生農場、予防的殺処分実施農場及

びワクチン接種農場を対象に、最初の導入予定日の１月前以内に、当該農場

に立入検査を行う。この際、当該農場に対し、再導入後は毎日家畜の臨床観

察を行うとともに、異状を認めた際には、直ちに家畜保健衛生所に通報する

よう指導徹底する。

２ 導入後の検査

都道府県は、家畜の再導入後２週間が経過した後、当該農場への立入検査

を実施し、導入した家畜の臨床検査を行う。

また、移動制限区域の解除後、少なくとも３月間、立入りによる臨床検査

を行い、監視を継続する。

【留意事項】家畜の再導入に関する事項

１ 再導入予定農場の立入検査は、原則として家畜防疫員が行う。ただし、

これにより難いときは、その他の都道府県職員又は都道府県が適当と認め

た民間獣医師、市町村職員等も行うことができる。

２ 確認する内容は、次のとおりとする。

（１）農場内の消毒を、と殺終了後１週間間隔で３回（防疫措置の完了時の

消毒を含む。）以上実施していること。

（２）農場内の飼料、家畜排せつ物等に含まれる病原体の不活化に必要な処

理が完了していること。

３ 家畜防疫員等は、当該農場に対し、初回の再導入の際は、念のため、畜

舎ごとの導入頭数を少数とし、その後段階的に導入するよう努めるととも

に、前回の消毒から１週間以上経過している場合には、導入前に再度消毒

を実施するよう、指導する。

４ 家畜の再導入に当たっては、都道府県は、万一の発生に備え、迅速に防

疫措置を行える体制の確保に努める。
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５ 原則として、家畜防疫員等が農場内の飼料、排せつ物等に含まれる病原

体の不活化に必要な処理が完了していることを確認するまでの間、農場内

の飼料、排せつ物等の移動を禁止する。ただし、家畜防疫員等の指示の

下、輸送中の散逸防止の徹底等を図った上で、不活化に必要な処理のため

に農場外に移動する場合は、この限りでない。
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第15 発生の原因究明

１ 農林水産省及び都道府県は、口蹄疫の発生の確認後直ちに、発生農場に関

する疫学情報の収集、家畜、人（獣医師、人工授精師、削蹄師等家畜に接触

する者、地方公共団体職員等）及び車両（集乳車、飼料運搬車両、死亡畜回

収車両、堆肥運搬車両等）の移動、飼料の利用（輸入飼料の利用有無等）、

物品の移動、野生動物における感染確認検査、気象条件等に関する網羅的な

調査を、動物衛生研究所等の関係機関と連携して実施する。

２ 食料・農業・農村政策審議会牛豚等疾病小委員会の委員等の専門家から成

る疫学調査チームは、１の調査が迅速かつ的確に行えるよう、必要な助言・

指導を行うとともに、調査の結果を踏まえ原因究明の分析・取りまとめを行

う。

【留意事項】野生動物における感染確認検査に関する事項

１ 都道府県は、動物衛生課と協議の上、移動制限区域内において、野生の

偶蹄類動物の死体及び猟友会等の協力を得て捕獲した野生の偶蹄類動物に

ついて、遺伝子検査及び血清抗体検査を実施するための検体を採材し、動

物衛生研究所に送付する。

２ １の検査により、陽性が確認された場合には、次の措置を速やかに実施

する。

（１）当該野生動物を確保した地点の消毒及び通行の制限・遮断

（２）当該地点から半径10ｋｍ圏内の家畜の所有者に対する注意喚起及び

飼養家畜の異状の有無の確認

３ ２の（１）及び（２）の措置は、家畜での感染が確認される前に、１の

検査により陽性が確認された場合であっても、野生の偶蹄類動物について

同様に実施するものとする。
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第16 その他

１ 種雄牛など遺伝的に重要な家畜を含め、畜産関係者の保有する家畜につい

て、個別の特例的な扱いは、一切行わない。畜産関係者は、このことを前提

として、凍結精液や凍結受精卵などによる遺伝資源の保存、種畜の分散配置

等により、日頃からリスク分散を図る。

２ 農林水産省消費・安全局長は、防疫作業の実施に関する具体的なマニュア

ルを定めるとともに、必要に応じ、本指針に基づく防疫措置の実施に当たっ

ての留意事項を別に定める。

３ 農林水産省は、農場段階で使用可能な簡易検査法の開発など防疫措置の改

善に寄与する研究開発を強力に進め、その成果が出た場合は、本指針を速や

かに見直す。



（別記様式１）

異常家畜の届出を受けた際の報告

○○県○○家畜保健衛生所

１ 届出受理年月日時間： 年 月 日 時 分

２ 届出者

氏 名： （職 業： ）

住 所： （電話番号： ）

３ 異常家畜の所在

住 所： （電話番号： ）

所有者氏名：

４ 届出事項

（乳用牛、肉用牛、豚等の畜種別、繁殖、育成又は肥育等の用途別に

聴き取ること。）

飼養頭数：

うち異常頭数：

５ おおまかな症状、病歴及び診療履歴等：

６ 既に講じた措置：

７ その他関連事項（疫学情報、個体識別番号等）：

８ 届出者への指示事項：

９ 届出受理者氏名：

10 処置

(1) 通報（時間）

所長： 都道府県畜産主務課：

(2) 現地調査

氏名： 出 発 時 間：



（別記様式２）

病 性 鑑 定 依 頼 書

平成 年 月 日

独立行政法人農業・食品産業技術総合研究機構

動物衛生研究所長 殿

依頼機関代表者・氏名 （印）

下記のとおり病性鑑定を依頼いたします。

記

１ 動物種（品種、性別、個体識別番号等を含む。）

２ 鑑定材料（種類及び数量を含む。）

３ 鑑定目的

口蹄疫の診断

４ 発生状況

別添のとおり（別記様式３を添付）

５ 連絡先

６ その他特記事項



（別記様式３）

異常家畜が所在する農場等に関する疫学情報（現地調査票）

都道府県：

家畜保健衛生所：

担当：

１ 現地調査 日時： 年 月 日 時 分

２ 家畜所有者 住所：

畜舎の所在地（家畜所有者の住所と異なる場合）：

氏名：

３ 農場従業員数及び農場管理責任者名：

４ 家畜種及び飼養形態：

５ 飼養頭数：

６ 病畜頭数：

７ 症状、病変及び病歴（経時的に詳細に記載）：

８ 病性鑑定材料（部位、検体数及び保管方法）：

９ 当面の措置状況（検体送付後の措置等）：

１０ 過去２１日間に当該農場に出入りした家畜の履歴：

１１ 過去２１日間に出入りした人・車両の履歴及びそれらの巡回範囲

（１）人（獣医師、人工授精師及び削蹄師）：

（２）車両（家畜運搬車両、集乳車、飼料運搬車両、死亡畜回収車両及

びたい肥運搬車両）：

１２ たい肥の出荷先：

１３ その他参考となる事項（周辺農場の戸数（１０ｋｍ、２０ｋｍ）、周

辺農場の家畜の様子等）：



（別記様式４）

プレスリリース

平成 年 月 日

農 林 水 産 省

［ ○ ○ 県 ］

口蹄疫の（疑似）患畜の確認について

・本日、家畜伝染病である「口蹄疫」の（疑似）患畜が○○県［県内］

で確認されました。

・当該農場は、感染が疑われるとの報告があった時点から飼養牛（豚、

めん羊、山羊等）の移動を自粛しています。なお、口蹄疫は、牛、豚

等の偶蹄類動物の病気であり、人に感染することはありません。

・現場での取材は、本病のまん延を引き起こすおそれもあること、農家

の方のプライバシーを侵害しかねないことから、現に慎むようお願い

します。

１ 農場の概要

所在地：○○県○○市○○

飼養状況：○○牛（豚、めん羊、山羊等） 飼養頭数 ○○頭

２ 経緯

（１）○○月○○日、○○から○○である旨、○○家畜保健衛生所に通報

がありました。

（２）同日、○○家畜保健衛生所の家畜防疫員が現地調査を行うとともに、

独立行政法人農業・食品産業技術総合研究機構動物衛生研究所に検体

を送付しました。

（３）同研究所による○○検査及び○○検査で陽性となったことから、口

疫疫の（疑似）患畜と判定しました。

３ 今後の対応

農林水産省は、本日の口蹄疫対策本部で決定したとおり、以下の対応



方針に基づき、初動防疫を開始します。

（１）「口蹄疫に関する特定家畜伝染病防疫指針」（平成23年10月１日農

林水産大臣公表）に基づき、当該農場の飼養家畜のと殺及び埋却、移

動制限区域の設定等の必要な防疫措置を迅速かつ的確に実施。

（２）移動制限区域内の農場について、速やかに発生状況確認検査を実施。

（３）感染拡大防止のため、発生農場周辺の消毒を強化し、主要道に消毒

ポイントを設置。

（４）県との的確な連携を図るため、政務三役が県と密接に連絡をとる。（現

地派遣又は電話連絡）。

（５）感染状況、感染経路等を正確に把握し、的確な防疫方針の検討を行

えるようにするため、農林水産省の専門家を現地に派遣。

（６）殺処分・埋却等の防疫措置を支援するため、動物検疫所から「緊急

支援チーム」を派遣。

（７）感染経路の究明のため、「疫学調査チーム」を派遣。

（８）全都道府県に対し、本病の早期発見及び早期通報の徹底を通知。

（９）関係府省と十分に連携を図りつつ、生産者、消費者、流通業者等へ

の正確な情報の提供に努める。

４ その他

（１）口蹄疫は、牛、豚等の偶蹄類の病気であり、人に感染することはあ

りません。また、感染牛の乳・肉が市場に出回ることはありませんが、

仮に感染牛の乳肉を摂取しても人体に影響はありません。

（２）現場での取材は、本病のまん延を引き起こすおそれもあること、農

家の方のプライバシーを侵害しかねないことから、厳に慎むよう御協

力をお願いいたします。

（３）今後とも、迅速で正確な情報提供に努めますので、生産者等の関係

者や消費者が根拠のない噂などにより混乱することがないよう、御協

力をお願いします。

お問合せ先

所属：○○

担当：○○

TEL：○○

FAX：○○



（別記様式５）

と 殺 指 示 書

番 号

年 月 日

○○ 殿

○○家畜保健衛生所

家畜防疫員○○（印）

あなたが所有する（管理する）次の家畜は、口蹄疫の患畜（疑似患畜）

と判定されたので、家畜伝染病予防法（昭和２６年法律第１６６号）第１

６条第１項の規定に基づき、下記によりと殺することを指示する。

家畜の所在する場所

家畜の種類、頭数及び耳標番号

記

１ と殺を行う場所

２ と 殺 の 方 法

３ そ の 他

（備 考）

１ この指示については、行政不服審査法（昭和３７年法律第１６０号）

による不服申立てをすることはできません。

２ この指示に違反した場合には、３年以下の懲役又は１００万円以下の

罰金に処せられます。

３ この指示によりと殺された家畜については、家畜伝染病予防法第５８

条第１項及び第２項の規定により手当金及び特別手当金が交付されます。

ただし、本病の発生を予防し、又はまん延を防止するために必要な措

置を講じなかったと認められる者等に対しては、手当金若しくは特別手当

金の全部若しくは一部を交付せず、又は交付した手当金若しくは特別手当

金の全部又は一部を返還させることがあります。



（別記様式６）

受 領 書

年 月 日

分任物品管理官 殿

都道府県知事 氏 名 （印）

年 月 日付け農林水産省指令 消安第 号の口蹄疫

予防液使用及び譲与指令書に基づき、下記の物品を正に受領いたしました。

記

品 名 口蹄疫予防液

数 量 型（ロット番号） 本（ ドーズ）



（別記様式７）

口 蹄 疫 予 防 液 使 用 報 告 書

年 月 日

農林水産省消費・安全局長 殿

都道府県知事 氏 名 （印）

年 月 日に譲与（貸付け）を受けた口蹄疫予防液の使用につい
て、下記のとおり報告いたします。

記

１ 受領数量 型（ロット番号）
本（ ドーズ）

２ 使用数量 型（ロット番号）
本（ ドーズ）

３ 残 数 量 型（ロット番号）
本（ ドーズ）

うち処分数量 型（ロット番号）
本（ ドーズ）

処分理由：

４ 返還数量 型（ロット番号）
本（ ドーズ）

５ 注射実施状況
実施市町村名 実施時期 注 射 頭 数 備 考（注射反応、

家畜の種類 頭数 個体識別反応等）
月 日 乳用牛

肉用牛
～ 豚

その他
月 日 計

月 日 乳用牛
肉用牛

累 計 ～ 豚
その他

月 日 計

※ 家畜保健衛生所において、住所、農場、使用者、接種家畜リスト（個
体別番号等）等について記載した個票を備えておくこと。

※ 口蹄疫予防液を処分する際には、その型、本数が分かる写真を撮り、
本報告書に添付すること。



（参考）

動物衛生研究所の行う病性鑑定について

国際獣疫事務局（OIE）の定める本病の診断方法に基づき、動物衛生研究

所において次の検査を実施する。

（１）ウイルス学的検査

① ウイルス分離：材料を、組織培養（初代牛腎細胞、初代豚腎細胞、

IB-RS２細胞、BHK-21細胞等から発病動物種を勘案して選択する）

又は乳のみマウスに接種する。細胞変性効果（CPE）又は発病死亡

がみられない場合には、継代培養する。

② 抗原検出ELISA法又は補体結合反応：病変組織乳剤、水疱液、食

道咽頭粘液、病変部スワブ等（被検材料を接種し、CPEを起こした

培養液又は発症した乳のみマウスの筋肉乳剤を用いる場合もある。）

③ RT-PCR検査

（２）血清学的検査

必要に応じ、特異的な抗体を検出するため、ELISA又は中和試験を

実施する。

① 血清は、常法により採取し、密栓試験管に入れたまま凝固させる。

いかなる血液凝固防止剤（ヘパリン等）も用いないこと。

② 外側を４％炭酸ソーダ液で消毒し、破損しないように包装を厳重

にして、容器に収めて、保冷（非凍結）して運搬する。

（３）その他

必要に応じ、水胞性口炎又は豚水胞病等の口蹄疫類似疾病の検査を

実施する。
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（別紙） 

家畜の評価額の算定方法 

 

１ 肥育牛（和牛、交雑種及び乳用種） 

（１）評価額の基本的な算定方法 

   素畜の導入価格 ＋ 肥育経費（１日当たりの生産費×飼養日数） 

（２）素畜の導入価格及び肥育経費の算定方法 

① 導入価格は、素畜の導入に要した費用とし、家畜市場の購入伝票等により確認する。 

② 導入価格を確認することができない場合又は素畜を自家生産している場合には、当該家畜の所有者が

通常利用している家畜市場における当該素畜と同等の牛（品種（黒毛和種等）、用途（肥育向等）等が

同一の子牛）の平均取引価格（直近１年間のもの）を基礎として、必要に応じて、血統等を加味した

額とする。 

 なお、血統等を加味した具体的な加算額は、母牛の資質については登録団体が評価した登録点数、

父牛の資質については各都道府県が算定した育種価に基づき、当該都道府県が算定するものとし、品

種別の取扱は以下のとおりとする。 

ア．和牛：母牛と父牛の資質を加味する。 

イ．交雑種：父牛の資質のみを加味する。 

ウ．乳用種：資質は加味しない。 

③ １日当たりの生産費は、全算入生産費から素畜費を除いた額を平均肥育期間で除して算定する。 

④ 飼養日数は、素畜を導入した日から患畜又は疑似患畜と判定された日までの日数とする。 

 

〔参考〕品種別の１日当たり生産費（平成 21 年度畜産物生産費調査） 

● 去勢若齢肥育牛の１日当たり生産費（全国平均） 

（ 全算入生産費 965,996 円－素畜費 523,902 円 ）÷（肥育期間 20.2 か月 × 30.4 日）＝ 720

円  

● 交雑種肥育牛の１日当たり生産費（全国平均） 

（ 全算入生産費 583,148 円－素畜費 195,223 円 ）÷（肥育期間 19.2 か月 × 30.4 日）＝ 673

円  

● 乳用雄肥育牛の１日当たり生産費（全国平均） 

（ 全算入生産費 338,437 円－素畜費 104,769 円 ）÷（肥育期間 14.6 か月 × 30.4 日）＝ 533

円  

 

【例】肥育牛（和牛）を出荷時（30 か月齢）で評価 

導入価格           １日当たりの生産費×飼養日数 

393,773 円（全国の和子牛平均取引価格） ＋      720 円 ×（約 20 か月×30.4 日）      ＝  831,533 円  
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２ 肥育豚 

（１）評価額の基本的な算定方法 

素畜の導入価格 ＋ 肥育経費（１日当たりの生産費×飼養日数） 

（２）素畜の導入価格及び肥育経費の算定方法 

① 導入価格は、素畜の導入に要した費用とし、購入伝票等により確認する。 

② 導入価格を確認することができない場合又は素畜を自家生産している場合には、産み落とし価格とし、

その算定方法については、直近年度の畜産物生産費の肥育豚生産費における子豚生産に要する費用（種

付料、繁殖雌豚費及び種雄豚費の合計額）とする。 

③ １日当たりの生産費は、全算入生産費から子豚生産に要する費用を除いた額を肥育期間（平均販売月

齢）で除して算定する。 

④ 飼養日数は、素畜を導入する場合には導入した日から、繁殖・肥育一貫農場等の場合には素畜が生ま

れた日から患畜又は疑似患畜と判定された日までの日数とする。 

 

〔参考〕１日当たり生産費（平成 21 年度畜産物生産費調査） 

● 産み落とし価格（全国平均） 

種付料 75 円＋繁殖雌豚費 661 円＋種雄費 114 円＝ 850 円  

● 肥育豚の１日当たり生産費（全国ベース） 

（全算入生産費 31,152 円－種付料 75 円－繁殖雌豚費 661 円－種雄豚費 114 円） ÷ （肥育期間 6.4

か月 × 30.4 日）＝ 156 円  

 

【例】肥育豚を出荷時（6.4 か月齢）で評価 

〔約 100 日齢の子豚を導入している場合〕 

導入価格（農業物価統計子豚価格約 100 日齢）          １日当たりの生産費×飼養日数 

15,480 円        ＋  （156 円 ×（6.4 か月－3.3 か月）×30.4 日） ＝   30,181 円  

〔繁殖・肥育一貫農場等で導入価格がない場合〕 

産み落とし価格       １日当たりの生産費×飼養日数 

850 円    ＋    （156 円×（6.4 か月×30.4 日））  ＝  31,201 円  

 

 

肥育牛 

（和牛の場合） 

導入時
約10ヶ月齢

出荷時
約30ヶ月齢

1日当たり生産費を
積み上げる方式

時

導入価格

価格
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３ 肉用子牛 

【和子牛】 

（１）評価額の基本的な算定方法 

産み落とし価格＋飼養日数に応じた増価額（１日当たりの増価額×飼養日数）＋親牛加算金 

（２）産み落とし価格及び飼養日数に応じた増価額の算定方法 

① 産み落とし価格は、生産費調査等において直接的な指標となる価格がないことから、農業物価統計に

おける乳子牛（交雑種：ヌレ子）の直近１年間の平均販売価格に、肉用牛補給金制度の黒毛和種の保証

基準価格を交雑種の保証基準価格で除して得た割合を乗じて算定する。 

② １日当たりの増価額は、次により算定する。 

（近隣市場の市場平均価格又は黒毛和種の保証基準価格－産み落とし価格）÷近隣市場の平均出荷日齢 

③ 飼養日数は、素畜が生まれた日から疑似患畜と決定されるまでの日数とする。 

④ なお、必要に応じて、血統等を加味することとし、血統等を加味した具体的な加算額は、母牛の資質

については登録団体が評価した登録点数、父牛の資質については各都道府県が算定した育種価に基づき、

当該都道府県が算定する。 

 

〔参考〕 

● 産み落とし価格（H21 年農業物価統計から算定） 

乳子牛（交雑種：ヌレ子）95,730 円  ൈ 黒毛和種の保証基準価格  310,000 円

交雑種の保証基準価格  181,000 円
 ＝  163,957 円  

 

● 和子牛の１日当たりの増価額（H21 年農業物価統計から算定） 

（和子牛（去勢）の平均販売価格 387,400 円－産み落とし価格 163,957 円）÷（育成期間 10 か月 × 

30.4 日）＝  735 円  

 

 

 

肥育豚 

子牛 

（和子牛の場合） 

1日当たり生産費を
積み上げる方式

時

産み落とし
価格

出荷時
約６．４ヶ月齢

導入時
約３．３ヶ月齢

導入価格

導入価格がわかる場合
繁殖・肥育一貫農場

等の場合

価格

H21 年平均販売価格 
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【乳子牛（雄・交雑種）】 

（１）評価額の基本的な算定方法 

産み落とし価格＋育成日数に応じた増価額（１日当たりの増価額×育成日数）＋親牛加算金 

（２）産み落とし価格及び飼養日数に応じた増価額の算定方法 

① 産み落とし価格は、農業物価統計における乳子牛（ホルスタイン種雄牛：生後 7～10 日程度）及び乳

子牛（交雑種：生後 7～10 日程度）の直近 1年間の平均販売価格とする。 

 ② １日当たりの増価額は、産み落とし価格と出荷時の近隣市場における平均取引価格から算定する。 

 ③ 飼養日数は、素畜が生まれた日から患畜又は疑似患畜と判定された日までの日数とする。 

④ なお、交雑種については、必要に応じて、父牛の血統を加味することとし、具体的な加算額は、父牛

の資質について、各都道府県が算定した育種価に基づき、当該都道府県が算定する。 

  

 

〔参考〕 

● 産み落とし価格（H21 年農業物価統計から算定） 

乳子牛（ホルスタイン種雄牛：約 8.5 日齢）平均販売価格 ＝  26,310 円  

● 乳子牛（雄）の１日当たりの増価額（H21 年農業物価統計から算定） 

（肥育用乳用雄（ホルスタイン種：約 6.5 か月齢）の平均販売価格 101,300 円－産み落とし価格

26,310 円）÷（育成期間 6.5 か月 × 30.4 日） ＝  380 円  

● 産み落とし価格（H21 年農業物価統計から算定） 

乳子牛（交雑種：約 8.5 日齢）平均販売価格 ＝  73,440 円  

● 乳子牛（交雑種）の１日当たりの増価額（H21 年農業物価統計から算定） 

（肥育用乳用（交雑種：約 8か月齢）の平均販売価格 161,300 円－産み落とし価格 73,440 円） 

÷（育成期間 8か月 × 30.4 日） ＝  361 円  

 

 

 

時

産み落とし
価格

出荷時
約10ヶ月齢

近隣市場の
市場平均価格

（直近1年間）又は
保証基準価格

のいずれか高い方

血統等による加算 ＋α

と の
2点間を結び

一日当たりの
増価額を算出

（交雑種ヌレ子：農業物価統計より）

価格

黒毛和種の保証基準価格

交雑種の保証基準価格
平均販売価格 ×
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４ 肉用繁殖雌牛・繁殖雌豚 

【肉用繁殖雌牛（未経産）】 

（１）評価額の基本的な算定方法 

素畜の導入価格 ＋ 育成経費（１日当たりの生産費×飼養日数）＋ 受胎加算金 

（２）素畜の導入価格及び育成経費の算定方法 

① 導入価格は、素畜の導入に要した費用とし、家畜市場の購入伝票等により確認する。 

② 導入価格を確認することができない場合又は素畜を自家生産している場合には、当該家畜の所有者が

通常利用している家畜市場における当該素畜と同等の牛（品種（黒毛和種等）、用途（繁殖向等）等が

同一の子牛）の平均取引価格（直近１年間のもの）を基礎として、必要に応じて、血統等を加味した額

とする。なお、血統等を加味した具体的な加算額は、母牛の資質については登録団体が評価した登録点

数、父牛の資質については各都道府県が算定した育種価に基づき、当該都道府県が算定する。 

 ③ １日当たりの生産費は、生産費調査における去勢若齢肥育牛の１日当たりの生産費を利用する。 

 ④ 育成日数は、素畜を導入した日から患畜又は疑似患畜と判定された日までの日数とする。 

⑤ 受胎しているに場合には、受胎分として母牛価値の２割相当を加算する（ただし、獣医師による妊娠

鑑定等により受胎が確認できる場合に限る。）。 

 

【肉用繁殖雌牛（経産）】 

（１）評価額の基本的な算定方法 

初産時基準価格×評価指数／１００ ＋ 受胎加算金 

（２）初産時基準価格及び評価指数の算定方法 

 ① 初産時基準価格は、次により算定する。  

素畜の導入価格 ＋平均初産月齢までの育成経費（１日当たりの生産費×飼養日数）  

 ② 評価指数は、初産時の評価を１００とした際の経年による価値の減少分を指数化したものであり、各

都道府県の家畜共済金支払制度を活用し算定する。 

時

産み落とし
価格

出荷時
約6～8ヶ月齢

近隣市場の
市場平均価格

（直近1年間）
又は保証基準価格
のいずれか高い方

交雑種の場合

種雄牛の血統による加算 ＋α

ヌレ子価格
（ホルスタインおす・交雑種：生後約1週齢）

農業物価統計より算出

と の
2点間を結び

一日当たりの
増価額を算出

乳子牛 

（雄・交雑種の場合） 
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 ③ 未経産の受胎育成牛を導入した場合には、初産時基準価格は、導入価格に初産までの生産費（１日当

たりの生産費×出産までの日数）を加算したものとする。 

④ １日当たりの生産費は、生産費調査における去勢若齢肥育牛の１日当たりの生産費を利用する。 

  ⑤ 受胎している場合には、受胎分として母牛価値の２割相当を加算する（ただし、獣医師による妊娠鑑

定等により受胎が確認できる場合に限る。）。 

【例】肉用繁殖雌牛を初産時（約 24.5 か月齢）で評価 

       導入価格           １日当たりの生産費×飼養日数        妊娠加算分 

｛ 382,600 円（繁殖用和牛雌子平均購入価格）＋  （720 円×（24.5 か月－9.5 か月）×30.4 日） ｝   × 1.2 

＝  853,104 円  

 

【繁殖雌豚（未経産）】 

（１）評価額の基本的な算定方法 

素畜の導入価格 ＋ 育成経費（１日当たりの生産費×飼養日数）＋ 受胎加算金 

（２）素畜の導入価格及び育成経費の算定方法 

① 導入価格は、素畜の導入に要した費用とし、家畜市場の購入伝票等により確認する。 

② 導入価格を確認することができない場合又は素畜を自家生産している場合には、当該家畜の所有者が

通常利用している家畜市場における当該素畜と同等の豚（品種、用途（繁殖向等）等が同一の豚）の平

均取引価格（直近１年間のもの）とする。 

 ③ １日当たりの生産費は、生産費調査における肥育豚の１日当たりの生産費を利用する。 

 ④ 飼養日数は、素畜を導入した日から患畜又は疑似患畜と判定された日までの日数とする。 

⑤ 受胎している場合には、受胎分として母豚価値の２割相当を加算する（ただし、獣医師による妊娠鑑

定等により受胎が確認できる場合に限る。）。 

 

【繁殖雌豚（経産）】 

（１）評価額の基本的な算定方法 

初産時基準価格×評価指数／１００ ＋ 受胎加算金 

（２）初産時基準価格及び評価指数の算定方法 

【参考】宮崎県が口蹄疫発生時に利用した評価

指数（和牛繁殖雌牛）：各都道府県が同

様のものを独自に保有している。 

繁殖雌牛 

（和牛の場合） 

約10ヶ月齢 初産時
約24.5ヶ月齢

1日当たり生産費を
積み上げる方式

時

導入価格

繁殖雌牛としての
価値が最高時
（100/100）

初産後の価値の低減度合につ
いては各県の家畜共済での支
払いの考え方を活用

価格
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 ① 初産時基準価格は、次により算定する。  

素畜の導入価格 ＋平均初産月齢までの育成経費（１日当たりの生産費×飼養日数） 

 ② 評価指数は、初産時の評価を１００とした際の経年による価値の減少分を指数化したものであり、各

都道府県の家畜共済金支払制度を活用し算定する。 

③ １日当たりの生産費は、生産費調査における肥育豚の１日当たりの生産費を利用する。 

 ④ 受胎している場合には、受胎分として母豚価値の２割相当を加算する（ただし、獣医師による妊娠鑑

定等により受胎が確認できる場合に限る。）。 

 

 

【例】繁殖雌豚を初産時（約 12 か月齢）で評価 

導入価格         （１日当たりの生産費×飼養日数）    妊娠加算分 

｛ 56,890 円（繁殖用雌豚（雑種）平均購入価格）＋ 156 円×（12 か月－3.3 か月）×30.4 日  ｝ × 1.2 

＝  117,779 円  

 

  

【参考】宮崎県が口蹄疫発生時に利用した評価

指数（繁殖雌豚）：各都道府県が同様の

ものを独自に保有している。 
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５．乳用牛 

【乳用繁殖雌牛（搾乳牛：未経産）】 

（１）評価額の基本的な算定方法 

素畜の導入価格 ＋ 育成経費（１日当たりの生産費×飼養日数）＋ 受胎加算金  

（２）素畜の導入価格及び育成経費の算定方法 

① 導入価格は、素畜の導入に要した費用とし、家畜市場の購入伝票等により確認する。 

② 導入価格を確認することができない場合又は素畜を自家生産している場合には、当該家畜の所有者が

通常利用している家畜市場における当該素畜と同等の牛（品種（乳用種等）、用途（搾乳繁殖向等）等

が同一の子牛）の平均取引価格（直近１年間のもの）とする。 

 ③ １日当たりの生産費は、生産費調査における乳用雄肥育牛のものを利用する。 

 ④ 飼養日数は、素畜を導入した日から患畜又は疑似患畜と判定された日までの日数とする。 

⑤ 受胎している場合には、受胎分として母牛価値の２割相当を加算する（ただし、獣医師による妊娠鑑

定等により受胎が確認できる場合に限る。）。 

 

【乳用繁殖雌牛（搾乳牛：経産）】 

（１）評価額の基本的な算定方法 

初産時基準価格×評価指数／１００ ＋ 受胎加算金 ＋ 産乳能力加算金 

（２）初産時基準価格及び評価指数の算定方法 

 ① 初産時基準価格は、次により算定する。 

素畜の導入価格 ＋ 平均初産月齢までの育成経費（１日当たりの生産費×飼養日数） 

 ② 評価指数は、初産時の評価を１００とした際の経年による価値の減少分を指数化したものであり、各

都道府県の家畜共済金支払制度を活用し算定する。 

 ③ 未経産の受胎育成牛を導入した場合には、初産時基準価格は、導入価格に初産までの生産費（１日当

たりの生産費×出産までの日数）を加算したものとする。 

④ １日当たりの生産費は、生産費調査における乳用雄肥育牛の１日当たりの生産費を利用する。 

 ⑤ 受胎している場合には、受胎分として母牛価値の２割相当を加算する（ただし、獣医師による妊娠鑑

定等により受胎が確認できる場合に限る。）。 

 ⑥ 産乳能力が地域の平均を超える場合には、これを加算することができるものとする。具体的な加算額

は、当該牛の年間平均産乳量（直近の 305 日成績等）を当該地域の年間平均産乳量と比較し、次により

算定する。 

  （当該牛の年間平均産乳量－当該地域の年間平均産乳量）× 契約乳価 × 収益率 

※ なお、個体ごとの年間平均産乳量は、基本的には牛群検定等の個体データを活用し、個体ごとのデー

タを保有していない場合にあっては、農場全体の産乳量と搾乳頭数等から１頭あたりの年間平均産乳量

を推定することにより算定する。 

  

【例】乳用繁殖雌牛を初産時（約 26 か月齢）で評価 

導入価格             １日当たりの生産費×飼養日数      妊娠加算分 

｛141,000 円（ホルスタイン雌子牛 6か月齢平均購入価格）＋（546 円×（26 か月－6か月）×30.4 日）｝ × 1.2 

＝  562,320 円  

【参考】宮崎県が口蹄疫発生時に利用した評価

指数（乳用種）：各都道府県が同様のも

のを独自に保有している。 
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【乳子牛（雌）】 

（１）評価額の基本的な算定方法 

産み落とし価格＋飼養日数に応じた増価額（１日当たりの増価額×育成日数） 

（２）産み落とし価格及び育成日数に応じた増価額の算定方法 

① １日当たりの増価額は、農業物価統計におけるホルスタイン純粋種雌の平均販売価格（６か月齢）と

近隣市場における平均取引価格（直近１年間：約 10 か月齢）から算定する。 

② 産み落とし価格は、生産費調査等において直接的な指標となる価格がないことから、直近年の農業物

価統計のホルスタイン純粋種雌（６か月齢）の平均販売価格（直近 1年間のもの）及び近隣市場等のホ

ルスタイン純粋種雌（約 10 か月齢）を用い逆算する。 

③ なお、②で算定した価格が農業物価統計を用いて次により算定した価格を下回る場合、当該価格を産

み落とし価格とし、当該価格と市場平均価格から１日当たりの増価額を算定する。 

ホルスタイン種雄の平均販売価格ൈ ホルスタイン純粋種雌（生後６か月程度）の平均販売価格

肥育用乳用雄（ホルスタイン種：生後６～７か月程度）の平均販売価格
 

 

 

 

※ 文章中の生産費及び生産費に係る統計指標については、原則として各都道府県が独自に算定する直近年

度のものとし、各都道府県において算定できない場合等においては、農林水産省が公表する全国平均の数

値を活用することとする。 

 

 

時

出荷時
約10ヶ月齢

市場平均価格
（直近1年間）

と の
2点間を結び

一日当たりの
増価額を算出

出荷時
約6ヶ月齢

平均販売価格
（農業物価統計より）

産み落とし
価格

から逆算
して算出

①

②

乳用めす子牛 

（生後 7～10 日） 
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病原体管理に係るＱ＆Ａ

【制度全般について】

１ 今回の改正の趣旨は何ですか。

昨年発生した口蹄疫の対応を検証する口蹄疫対策検証委員会において、発生の防止

に万全を期するため、分離された病原体の管理についても一定の規制を行うことが必

要であるとされたことを受け、今般の家伝法の改正により、我が国の畜産の振興に多

大な悪影響を及ぼしかねない病原体の管理に関する規定を設けたところです。

２ 今回の規制の対象についてですが、臨床検体の考え方や分離した病原体がどの

時点から規制の対象となるかについては、感染症法における現行の規制と違いは

ありますか。

基本的には感染症法における規制と同じです。なお、違いがある場合には、Ｑ＆Ａ

等で示すこととしています。

３ 今回の規制における施設又は保管等の基準について、現行の感染症法における

基準と同一の項目がありますが、この場合、感染症法の基準を満たしていれば、

家伝法の基準を満たしていることになりますか。

貴見のとおりです。なお、違いがある場合には、Ｑ＆Ａ等で示すこととしています。

４ 所持の開始の日とは、検体を採取した日ですか。

所持の開始の日は、検体を採取した日ではなく、分離培養等をした病原体が監視伝

染病病原体であると同定された日です。

５ 所持の開始の日を具体的に示してください。

検査により病原体が同定された日（病原性に違いがあるものについては病原性

の決定まで）と考えてよいでしょうか。また、同定に関して、検査機関への外

部委託の場合、その回答をもって同定した日と解釈してよいでしょうか。

所持の開始の日については、病原性の違いにより対象となるかどうかが変わるもの

（ニューカッスル病）については、高い病原性が確認された日が所持の開始の日にな

ります。
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ただし、ヒト以外の動物から分離されたＡ型インフルエンザウイルスについては、

Ｈ５又はＨ７亜型であることが確認された時点で低病原性鳥インフルエンザウイルス

としての対応（ＩＶＰＩ等で病原性が低いことが確認されるまではＢＳＬ３の対応、

病原性が低いことが確認された後はＢＳＬ２の対応）が必要であり、その日が所持の

開始の日になります。その後、鶏に対する高い病原性等が確認されれば、その日から、

高病原性鳥インフルエンザウイルスとしての対応が必要になります。

また、自らが所有する病原体について、検査機関への外部委託により同定された場

合にあっては、その回答があった日を同定した日とすることができます。なお、検査

機関については、実際に同定した日が所持の開始の日となります。

６ 低病原性鳥インフルエンザウイルスについて、「ヒト以外の動物から分離され

た」病原体に、鳥類の糞便から分離された病原体や湖沼の水等の環境中から分離

された病原体は含みますか。

鳥類の糞便から分離された場合や渡り鳥の多く生息する湖沼等から分離された場合

などは、ヒト以外の動物に由来することが直接証明されたわけではありませんが、そ

の状況からほぼ明らかな場合であると考えられますので、血清亜型がＨ５又はＨ７で

あること等のその他の要件を満たせば、規制の対象の病原体となります。

７ 診療所等で意図せずに所持の許可の対象となる病原体が分離された場合、すぐ

に罰則の対象となりますか。

所持の許可を有していない診療所等で分離された場合、所持の開始の日から３日以

内に届出を行った上で、所持の開始の日から７日以内に滅菌するか可能な限り速やか

に譲渡をした場合、罰則の対象とはなりません。ただし、滅菌譲渡を行うまでの期間

は当該病原体を密封容器に入れ、鍵付きの保管庫で適切に保管する必要があります。

【対象となる病原体について】

８ 規制の対象となる病原体の定義を教えてください。

菌種やウイルス種まで特定されていない病原体は規制対象とはなりません。このた

め、通常の検査業務において必要な検査の範囲を超えて当該病原体等を同定し、菌種

やウイルス種を確定することまで求めるものではありませんが、家伝法における規制

の対象となることを避けることを目的としてあえて菌種やウイルス種の同定を避ける

ことがないよう注意してください。

また、対象となる病原体には、それだけで感染能力を有するものであれば、遺伝子

を欠損させた病原体や病原体の遺伝子（例：細胞に侵入することで病原性のあるウイ
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ルスを細胞外に放出することが可能な完全長ゲノム等）を含むこととしています。

９ 自然感染した動物やその臨床検体は規制の対象に当たりますか。

自然感染畜やその臨床検体は規制の対象とはなりませんが、これらが患畜、疑似患

畜や汚染物品等に該当する場合には、家伝法に基づき、患畜や汚染物品等として適切

に処理することが必要です。また、患畜、疑似患畜や汚染物品等に該当しない家畜や

臨床検体等についても、取扱いには十分に留意した上で、監視伝染病病原体に準じた

取扱いが好ましいと考えています。

なお、感染実験等により意図的に規制対象の病原体に感染させた動物、その臨床検

体、卵や細胞は規制の対象となります。なお、卵や細胞はそのコントロールが比較的

容易であると考えられるため、施設や使用の基準で定める動物には当たりません。

10 遺伝子組替えを行った病原体は規制の対象となりますか。また、規制対象の病

原体の遺伝子の一部を他の病原体に挿入し、作成された病原体や規制対象外の病

原体の遺伝子の一部を挿入された規制対象の病原体は規制対象となりますか。

遺伝子組換えを行った病原体であるからと言って、直ちに規制の対象外となるわけ

ではありません。当該操作によって、病原性を失うなど、家伝法第４６条の２２第１

号に当てはまるようになったものは、株ごとに農林水産省令で指定することにより、

規制の対象外となります。なお、遺伝子の挿入等を行った組替え体については、その

組替え体がどのような性質を有しているかによって規制の対象となるかどうかを個別

に判断する必要がありますので、農林水産省消費・安全局動物衛生課（以下「動物衛

生課」という。）まで御相談ください。

また、遺伝子組換え生物等の使用等の規制による生物の多様性の確保に関する法律

（カルタヘナ法）の規制の対象となるものについても、両法の法目的が異なることか

ら、家伝法の規制対象にもなり得ます。

11 規制の対象となる病原体の選定根拠について教えて下さい。

対象となる病原体については、監視伝染病の病原体のうち、我が国の畜産の振興に

多大な悪影響を及ぼしかねないもの及び当該伝染病と類症鑑別上重要なものを専門家

の意見を踏まえつつ、決定したところです。このため、監視伝染病の病原体すべてを

今回の規制の対象とはしていません。

12 不活化した病原体であっても遺伝子断片を含む可能性がありますが、これは規

制対象となりますか。
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感染能を失った病原体及び病原体の遺伝子断片は規制の対象とはなりません。

13 家伝法第４６条の２２第１号の「家畜伝染病を発生させるおそれがほとんどな

いものとして農林水産省令で定めるもの」には、具体的にどのような病原体が含

まれますか。

規制対象病原体のうち、病原性の低いものを株ごとに指定することとしており、具

体的には、改正後の施行規則第５６条の３４に示すとおりです。この指定の追加に当

たっては、家畜に病原性を示さないことを示す文献等を提出していただき、その妥当

性について判断した上で行っていきたいと考えています。

14 低病原性鳥インフルエンザウイルスのうち、どのような株が届出伝染病等病原

体とされているのですか。

鶏に対する病原性やアミノ酸配列の確認により、低病原性鳥インフルエンザウイル

スであることが確認され、ワクチン製造用に用いられている株については、通常、薬

事法の要件を満たす施設内で使用されると考えられることから、届出伝染病等病原体

とし、事前の許可ではなく、事後の届出により、その所持者の把握や病原体の適正な

管理等を図ることとしています。

15 家畜伝染病のニューカッスル病については、本年７月の施行規則の改正により、

病原性の強いものに限定され、病原性の低いものは「低病原性ニューカッスル病」

として届出伝染病とされることとなりましたが、今回の規制における「ニューカ

ッスル病ウイルス」にはこの「低病原性ニューカッスル病」の病原体は含まれま

すか。

今回の病原体所持規制における「ニューカッスル病ウイルス」は家畜伝染病である

「ニューカッスル病」の病原体のみを含むこととしており、「低病原性ニューカッス

ル病」の病原体（例：石井株、Ｂ１株等）はこれに含まれません。

16 豚インフルエンザの病原体は今回の規制の対象となりますか。

通常、豚インフルエンザウイルスとされているＨ１Ｎ１亜型及びＨ３Ｎ２亜型のウ

イルスは、亜型からも低病原性鳥インフルエンザウイルスや馬インフルエンザウイル

スには当たらないため、当該ウイルスが鶏に対する高い病原性を有することが確認さ

れなければ、今回の規制の対象にはなりません。
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17 高病原性鳥インフルエンザの検査において、スワブや糞便のＰＣＲによる検査

でＨ５亜型又はＨ７亜型であることが確認された場合、当該スワブや糞便は規制

の対象となりますか。また、発育鶏卵等を用いた培養物のＰＣＲによる検査でＨ

５亜型又はＨ７亜型であることが確認された場合、当該培養物は規制の対象とな

りますか。

スワブや糞便のような検体は規制の対象とはなりません。なお、現在の検査精度に

鑑み、ＰＣＲ等の遺伝子検出検査により、Ｈ５又はＨ７亜型であることが確認された

培養物は、低病原性鳥インフルエンザウイルスとして規制の対象となります。

18 微生物試験における標準菌株についても今回の規制の対象となりますか。

監視伝染病病原体に指定されているものは、家伝法第４６条の２２第１号で定める

病原体を除き、標準菌株であっても規制の対象となります。

19 水胞性口炎ウイルスについて、Alagoas、Indiana、New Jerseyのいずれである

か判明していない場合、当該病原体は今回の規制の対象となりますか。

水胞性口炎ウイルスであれば、必ずAlagoas、Indiana、New Jerseyのいずれかに含

まれるため、いずれであるか判明していないとしても、今回の規制の対象となります。

20 過去に他施設から分与された病原体について、今回の規制の対象であるかどう

か把握していませんが、今後、入手元の施設で今回の規制対象となることが同定

されていたことが判明した場合、当該病原体は今回の規制の対象となりますか。

自らの所有する病原体が今回の規制の対象となることが判明した場合には、判明し

た時点から規制対象としての対応が必要となります。このため、不要な混乱を避ける

ため、現在所持している病原体については、その由来や種の判明状況等について、可

能な限り把握してください。

【施設基準について】

21 検査室には具体的にどのような施設が含まれますか。

家畜保健衛生所や診療所又は病原体の検査を行っている機関が監視伝染病病原体の

同定を目的として検査を行うための部屋が該当します。例えば、分離培養した病原体

が、一度監視伝染病病原体であると同定された後に、分離培養検体を用いての追加検
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査、遺伝子解析などの同定に付随する行為は、検査室で行うことができます。感染実

験を行った動物の検査は検査室で行うことはできません。なお、陽性コントロールと

して規制の対象となる病原体を検査室で使用する場合には、できる限り病原性の弱い

株で実施することとし、規制の対象となる病原体を扱う場合には、個別の事例ごとに、

その取扱いについて動物衛生課に御確認ください。

22 検査室で実施可能な病原体の同定とはどこまでの行為を指しますか。また、分

離同定をした検査室内で当該病原体を用いて同定とは関係のない実験を行っても

当該室は検査室とみなせますか。

今回の規制における同定は当該病原体の性質を明らかにするための行為であり、そ

の病原体の属や種の確認だけでなく、遺伝子配列の解析や薬剤耐性の有無の確認等を

含みます。なお、規制対象の病原体について、同定とは関係のない実験（規制の対象

となる病原体の検査における陽性コントロールとしての使用は可能である場合があり

ます）を行う室を検査室とすることはできません。

23 豚コレラのスクリーニング等は家畜保健衛生所単位で実施している検査もある

が、全家畜保健衛生所の検査用の部屋を検査室の基準を満たすようにするため、

改修工事が必要となるのか。現在の各都道府県の財政状況に鑑みると全家畜保健

衛生所の改修工事は現実的ではない。

規制対象病原体が分離される可能性のある検査を行う場合であっても、一定期間内

に滅菌譲渡する場合には検査室の基準を満たす必要はありません。分離培養した病原

体を引き続き所持し、追加検査等を行う場合には検査室等の基準を満たすことが必要

になります。

24 検査室内で規制対象外の病原体を用い、検査ではない実験を行った場合、その

部屋は実験室として取り扱わなければなりませんか。

規制対象外の病原体の所持や使用の状況によって、検査室としての取扱いが変わる

ことはありません。このため、検査室内で、規制対象外の病原体を用い、検査ではな

い実験を行うことは可能です。

25 製造施設内で医薬品や薬物を製造する目的以外で監視伝染病病原体を取り扱う

ことはできますか。

医薬品や薬物を製造する目的以外で当該病原体を取り扱う場合には、実験室として

の要件を満たすことが必要です。
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26 シャワー室や安全キャビネットが共通の場合、複数の部屋やフロア全体を一つ

の実験室とみなすことはできますか。

みなすことはできますが、換気設備等が複数の部屋やフロア全体で有効に機能する

構造であることが必要です。

27 重要管理家畜伝染病病原体と要管理伝染病病原体を同一の実験室内で使用する

場合、許可に当たっては、それぞれの基準を満たす必要があるのですか。

所持に当たり、求められるバイオセキュリティーレベルがより高い病原体に係る許

可を受けている実験室であれば、低いレベルの施設等の基準を満たす必要はありませ

ん。届出伝染病等病原体についても同様です。

28 製造施設について、建物全体でなく、建物内の部屋等を製造施設としてみなす

ことはできますか。

建物全体を製造施設とする必要はありません。建物内の一部を区切って製造施設と

して運用することは可能です。

29 重点管理家畜伝染病病原体を動物に対し使用する場合、施設内に焼却炉を設置

する必要がありますが、同一事業所の敷地内の別棟に焼却炉があれば、これで代

替することはできますか。

同一事業所内の別棟の焼却炉であっても事業活動に伴う病原体の管理が一体的に可

能であれば、これで代替することは差し支えありません。なお、要管理家畜伝染病病

原体及び届出伝染病等病原体を使用した動物の死体は、事業所外の焼却炉で焼却する

ことも可能です。

30 保管のみを行う施設の場合であっても、使用や滅菌に係る施設等の基準を満た

さなければならないのですか。

保管のみを行う施設にあっては、使用や滅菌に係る施設等の基準を満たす必要はあ

りません。

しかしながら、許可申請の際の所持の目的の提示に当たっては、これが家伝法第４

６条の６第１項第１号の規定に適合している必要がありますが、使用の機会が一切想

定されない場合には、この規定を満たすことは困難であると考えられます。
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31 今回の基準よりも高いバイオセキュリティーレベルで施設を運用している場合

であっても、今回の基準に適合させるため、施設改修等を行う必要がありますか。

基準で定める以上の管理措置を講じている場合については、代替措置が講じられて

いるものとして基準に適合していると認められる場合がありますので、個別に御相談

ください。

32 ＷＨＯ等の国際的な基準においては、ＢＳＬ３の実験室でシャワーアウトまで

求めていないのではないでしょうか。

ＷＨＯ等のガイドライン等において、ＢＳＬ３の一般的な実験室については、シャ

ワーアウトの規定はありませんが、動物実験施設では規定されています。このため、

今回の規制でも、ＢＳＬ３に準じた水準の管理を求める家畜伝染病病原体を使用する

実験室であって、動物に対して使用する実験室の場合には、シャワーアウトを求める

こととしました（シャワーの設置及び使用については、平成２９年３月３１日までの

経過措置期間を設けています。）。

33 「汚染除去のため密閉できる構造であること」とありますが、常時密閉できる

構造である必要はありますか。

病原体の実験室内での漏出等があった場合に、ホルマリン燻蒸等ができるような構

造であることが必要であると考えています。このため、一時的に目張り等で密閉状況

を確保できるような構造でも構いません。

34 管理区域を実験室等の内部に設けることはできますか。

管理区域は実験室等の周辺への人の立入りを管理することにより、病原体の管理を

徹底することを目的とするものであり、実験室の周辺に設定することが必要です。施

設の状況によっては、管理区域と実験室等が同一区域となってしまうことはやむを得

ないと考えますが、実験室等の内部に管理区域を設定することはできません。

【使用の基準について】

35 感染症法に基づき、病原体を所持している標識を付している場合、家伝法にお

ける標識に替えることはできますか。

家伝法に基づく標識は、感染症法における標識に必要事項（責任者の連絡先等）が
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付記されたものですが、既存の標識に必要事項を追記したものでこれに代えることが

できます。

36 実験室内に保管庫を設置している場合、保管の基準に規定する標識と使用の基

準に規定する標識の２つを実験室や前室の入口に付す必要がありますか。また、

保管施設の場合、建物の出入口に当該標識を付す必要がありますか。

連絡先等の記載内容が同一であれば、標識は一つで構いません。また、建物内の施

錠可能な部屋を保管施設としてみなすことも可能であり、この場合、当該部屋の出入

口に標識を付してください。

37 今回規制の対象となる病原体を動物に対し使用した場合、その死体を滅菌後、

専門業者に委託し、事業所外で焼却することはできますか。

要管理家畜伝染病病原体及び届出伝染病等病原体を使用した動物の死体は、滅菌後、

事業所外で焼却することが可能です。ただし、重点管理家畜伝染病病原体を使用した

動物の死体は、施設内に設けた焼却炉で焼却する必要があります。

38 病原体の使用に係る基準において、「実験室での作業に関与しない動物は、実

験室に入れないこと」とされていますが、規制対象外の病原体を動物に使用する

ため、動物を実験室に持ち込むことはできないということですか。

ここでいう「作業に関与しない動物」とはペット等の実験に全く関与しない動物を

指しており、持ち込む動物を実験室での実験に用いる場合には、当該規定は適用され

ません。このため、規制対象外の病原体を使用するために実験室内に動物を持ち込む

ことは可能です。

39 全ての実験室で防護具として、最低限、帽子、手袋、眼鏡及びマスクをしなけ

ればならないということですか。また、病原体を取り扱わない日の作業や実験室

の設備のメンテナンスで立ち入る場合でも病原体を取り扱う者と同一の防護具を

着用する必要がありますか。

各病原体に応じた防護具を使用してください。このため、すべての実験室で同一の

防御具を使用する必要はありません。また、病原体を取り扱うことのない者の防護具

についても、各施設の病原体の使用や管理の状況に応じ着用してください。
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40 届出伝染病等病原体を使用する実験室において、当該病原体に汚染されていな

いか汚染されたおそれのない排水であれば、滅菌等の措置を講じなくても実験室

外へ持ち出したり、流しから流すことは可能ですか。

滅菌する必要があるのは、届出伝染病等病原体に汚染されたか汚染されたおそれの

ある排水のみです。このため、届出伝染病等病原体の汚染されたおそれのない排水に

ついては、滅菌等の措置を講じなくても実験室から持ち出したり、流しから流すこと

ができます。

41 家伝法ではＢＳＬ２に準じた対応を求めている届出伝染病等病原体に汚染され

た又は汚染されたおそれのある排水を滅菌等しなければならないとしていますが、

感染症法と同様に、当該規定を除外することはできないのでしょうか。

家伝法における当規制の目的は、病原体の漏出防止による家畜の伝染性疾病の発生

等を防止することであり、規制の対象となる病原体を含むおそれのある排水をそのま

ま環境中に放出することは、この発生等のリスクを大きく高めるものと考えています。

このため、病原体に汚染されたか汚染されたおそれのある排水についても、物品と同

様に、滅菌等の措置を講ずる必要があると考えています。

なお、感染症法においては、病原体等に汚染されたおそれのある排水の取扱いを含

め、法令の規定の遵守だけでなく、WHO から示されている実験室バイオセーフティ

指針を参考にするなど、各事業所において適切な感染防御に関する取組を行うよう指

導しているところです。

42 手指の洗浄と同等以上の効果を有する措置を講じている場合とは具体的にどの

ようなものですか。

ウェットティッシュ等で汚れをふき取った後に、使用した病原体に有効な消毒液で

消毒する場合や手袋の着用による病原体の手指への付着防止措置を講じている場合な

どがこれに当たります。

43 アイソレーター内又は安全キャビネット内で動物を飼養したり病原体を使用し

たりする場合、病原体を使用した動物について、飼育用のアイソレーターや安全

キャビネットからは一切持ち出せないということですか。

密閉された容器を用いれば、病原体を使用した動物について、実験室内のアイソレ

ーターと安全キャビネット間を移動させることは可能です。
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44 規制対象の病原体を使用した動物の死体は焼却することとされていますが、こ

のホルマリン標本や切片についても、施設内で焼却しなければいけないのですか。

適切に滅菌等がされた死体の一部（切片やホルマリン標本等）については、研究目

的であれば、焼却の義務は要しないことととします。

45 従来の学術研究機関の指定の制度では、家伝法の対象家畜に対し病原体を使用

する場合のみが対象とされていましたが、今回の規制では、家伝法の対象家畜以

外の動物に病原体を使用する場合も動物に病原体を使用する場合に当たるという

ことですか。

貴見のとおりです。

46 実験室の前室で防護具を着脱することとされていますが、前室と作業区域の間

に休憩区域等を設けている施設の場合、休憩区域等までを前室とみなし、実験室

の作業区域への出入口において防護具を着脱することはできますか。

休憩区域等と作業区域が壁やドア等で明確に区切られていれば、休憩区域等までを

前室とみなすことは可能です。また、病原体の持出し防止のため、十分な措置を講じ

ている場合には、安全キャビネット内等で手袋等の防護具を外すことも可能であると

考えられますので、運用については個別に御相談ください。

47 施設の定期点検について、外部の第三者が行わなければならないのですか。

定期点検については、十分な知識・技能を有した者であれば誰でも実施可能です。

このため、事業所の職員等が実施しても差し支えありません。

【滅菌等の基準について】

48 滅菌譲渡義務者が滅菌等を行う場合、滅菌譲渡届を提出次第直ちに滅菌等を行

うことはできますか。

滅菌譲渡届の内容から当方で滅菌等の方法が適当であるか判断し、御連絡しますの

で、それまでは滅菌等の実施は控えてください。ただし、過去に滅菌等をした実績の

あるものと同一の種類の病原体を新たに入手し、これを過去に行ったものと同一の方

法で滅菌等する場合には、滅菌譲渡届を提出次第直ちに滅菌等を行うことができます。
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49 滅菌等に消毒を含むことはできますか。

ここでいう滅菌等とは、監視伝染病病原体の全てを殺滅し、又は除去するか感染能

を失わせる措置のことを指します。消毒は病原体数を減ずるのみであり、滅菌等には

含まないものと考えています。

【運搬の基準について】

50 実験室と保管施設が別棟にある場合、管理区域を実験室と保管施設の周囲に別

々に設定することはできますか。また、その場合、管理区域間の運搬はどのよう

にすればよいですか。

実験室と保管施設が離れている場合、それぞれの周囲に別の管理区域を設定するこ

とができます。なお、同一事業所内の運搬に当たっても、実験室以外の区域で運搬す

る場合には、運搬の基準を満たす必要があります。

51 所持規制対象となる病原体について、実験室外の超遠心機を利用する場合、試

料を実験室から超遠心機のローターやパケット内に密閉して持ち出し、密閉した

まま使用すれば、当行為を運搬とみなすことはできますか。

届出伝染病等病原体については、密閉容器であれば、事業所内を輸送することは可

能であり、指摘の行為についても、運搬の一環とみなすことは可能です。また、家畜

伝染病病原体については、この容器が国連規格容器であることが必要です。なお、遠

心など運搬に関係のない作業は、病原体の漏出リスクを高める可能性があると考えら

れることから、可能な限り実験室内で行っていただくようお願いします。

52 事業所内の運搬を行う場合、運搬経路を管理区域として人の立入り等を制限す

る必要はありますか。

運搬の基準に従っていれば、運搬経路について管理区域とする必要はありません。

53 今回の規制の対象となる病原体の運搬は全てカテゴリーＡの容器に入れる必要

がありますか。

貴見のとおりです。カテゴリーＡの容器に入れ、その他の運搬の基準を満たした上

で運搬を行う必要があります。
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54 今回の規制に基づき運搬する場合、公安委員会への届出は必要ですか。

その必要はありません。

【災害時の応急措置について】

55 講じなければならない応急の措置として、見張り人を配置する等とありますが、

地震等の非常災害時であって、人体生命への危険が迫っている中で実施するのは

現実的でないと考えられますが、いかがでしょうか。

当該項目については努力規定であり、現場の状況に応じて、可能な範囲内での対応

に努めることを求めているところです。

【申請・届出について】

56 各種の申請や届出は誰が行うのですか。

各種の申請や届出は、原則として、最終的な責任者である機関の長を申請者として

ください。ただし、申請等の行為について権限委任を行っている場合などは、権限委

任を受けている者が申請を行っても構いません。その場合、申請書や届出書に当該委

任状又は委任規程等を添付することが必要です。

57 法人の場合、登記事項証明書に記載された代表者が申請しなければなりません

か。

法人の代表者が申請等の権限委任を行っている場合には、権限委任を受けた各事業

所の長等も申請を行うことができます。

58 都道府県の機関の場合、申請は知事名で行う必要はありますか。

都道府県の機関の場合、最終的な責任者である機関の長は知事となるものと考えら

れますが、法人の場合と同様に、委任規程等に基づき申請等の権限委任を行っている

場合には、権限委任を受けた各事業所の長等も申請を行うことができます。

59 現在、家畜伝染病病原体を所持している者が改正法の施行後も所持を継続する

場合、いつまでにどのような手続を行えばいいですか。
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現在、家畜伝染病病原体を所持している者が継続して当該病原体を所持する場合に

は、改正法の施行日（平成２３年１０月１日）から３０日以内（同月３０日まで）に

許可申請を行ってください。申請がなされた場合には、農林水産大臣から当該申請に

係る許可が与えられる等の処分があるまで、申請者は許可を有していなくても所持を

継続することができます。

60 現在、届出伝染病等病原体を所持している者が改正法の施行後も所持を継続す

る場合、いつまでにどのような手続きを行えばいいですか。

現在、届出伝染病等病原体を所持している者が改正法の施行後も所持を継続する場

合には、改正法の施行日（平成２３年１０月１日）から７日以内（同月７日まで）に

所持の届出を行ってください。なお、その際に添付書類の作成等が間に合わず、当該

届出に添付書類を添付することができない場合には、７日以内に様式に基づく届出書

のみを提出し、添付書類については、平成２３年１１月１日までに別途提出してくだ

さい。

61 病原体の検査を行っている実験室が、今後、検出された監視伝染病病原体を所

持することを見越して、事前に許可申請や届出を行うことはできますか。

家畜伝染病病原体については、所持予定日を「許可申請日以降の病原体の検査に伴

い病原体を取得した日」とした上で許可申請を行うことは可能です。また、その際に、

所有後の病原体の取扱目的についても予定で結構ですので、具体的に記載してくださ

い。なお、届出伝染病等病原体の所有に必要な手続は、所有後の届出であるため、事

前に行うことはできません。ただし、届出が円滑に行えるよう、平素から施設等に係

る必要書類について準備しておくようにしてください。

62 許可所持者も滅菌や譲渡の都度、滅菌譲渡届を提出する必要はありますか。

許可所持者は滅菌譲渡届を提出する必要はありません。ただし、滅菌の都度、記帳

を行う必要があります。

63 届出伝染病等病原体を分離しましたが、それを所有し続ける場合や滅菌譲渡す

る場合、どのような手続を行えばよいですか。

病原体を所持した場合、所持を継続するのであれば、家伝法第４６条の１９に基づ

き、所持を開始した日から７日以内に所持の届出を行う必要があります。また、所持

した病原体を譲渡滅菌する場合には、届出を行う必要はありませんが、滅菌等をする

のであれば、所持の開始の日から１０日以内に滅菌等を行う必要があり、譲渡するの
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であれば、所持の開始の日から遅滞なく譲渡を行うことが必要です。なお、滅菌等や

譲渡をするまでの間は、病原体は密封容器に入れ、鍵付きの保管庫で適切に保管して

おく必要があります。

64 改正法の施行時に既に家畜伝染病病原体を持っている者は、許可申請書の「所

持の開始の予定時期を記載する書面」をどのように記載すればよいですか。

把握できる範囲内で構いませんので、過去に当該施設において、当該病原体の所持

を開始した時期を年又は年月で記載してください。どうしても分からない場合は、改

正法の施行日（平成２３年１０月１日）でも構いません。

65 許可所持者や届出伝染病等病原体の所持の届出を行った者が許可や届出を受け

ていない監視伝染病病原体を新たに所持する場合、保管場所や使用設備等が全て

同一であれば、変更届の添付書類は必要ないという理解でいいのでしょうか。

貴見のとおりです。

66 申請や届出はどこに行えばいいですか。

動物衛生課に直接お持ちになるか郵送で送付してください。

67 申請や届出の様式は示されるのですか。

改正後の施行規則しているとおりであり、農林水産省のホームページ上からダウン

ロードすることができます。

68 水胞性口炎ウイルスであることは判明しているが、Alagoas、Indiana、New Jer

sey のいずれであるか不明な場合、病原体の種類はどのように記載すればいいで

すか。

別名（水胞性口炎ウイルス）で記載します。なお、そのいずれであるか判明してい

る場合には、別名は使用しないでください。

【病原体取扱主任者について】

69 病原体取扱主任者が短期出張等で当該施設の監督を行うことができない場合、

何か措置を講ずる必要がありますか。
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病原体取扱主任者がやむを得ない事由により不在となる場合には、監督を代行する

者を設置し、その責任を全うするような体制を確立しておく必要があり、発生予防規

程にもその旨を規定しておく必要があります。この場合、代行者も病原体取扱主任者

と同じ要件を満たす必要がありますが、選任届出書を提出する必要はありません。

【発生予防規程について】

70 感染症法の規定に基づき発生予防規程を作成している場合、家伝法における発

生予防規程に代えることはできますか。

感染症法に基づき作成した発生予防規程や事業所内で病原体の管理に関する独自の

規程があり、当該規程が施行規則に定める内容の全てを含んでいれば、いずれの部分

が家畜伝染病発生予防規程に相当するものなのかを明示した上で、家畜伝染病発生予

防規程に代えることができます。また、不足する項目等がある場合であっても、当該

項目等を加筆等することにより、家畜伝染病発生予防規程に代えることができます。

71 発生予防規程の作成には、相当程度時間を要すると考えられることから、改正

法の施行から３０日以内の作成は困難であると考えられますが、許可申請書の提

出までに発生予防規程を提出する必要はありますか。

発生予防規程については、通常、病原体の所持の前に作成し、農林水産大臣に届け

出る必要があります。ただし、改正法の施行の時点で既に家畜伝染病病原体を所持し

ている者については、許可申請までに作成できなかった場合、許可申請書提出後であ

っても構いませんので、作成次第速やか（おおむね１か月以内）に届け出てください。

72 病原体の紛失や盗取等の事故が生じたときの措置とはどのようにすればよいで

すか。感染症法と同様に、警察署に届ける必要はありますか。

御指摘のような事故が生じたことが判明した場合には、動物衛生課に御一報くださ

い。なお、警察への届出等については、必須ではありません。必要に応じ、盗難届の

提出等を行ってください。

【教育訓練について】

73 教育訓練は誰が実施するのですか。許可所持者が適当と認めた者が行う事はで

きますか。

教育訓練の実施については、基本的に事業所内の者（許可所持者又は許可所持者が
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適当と認めた者）が行いますが、教育訓練の一部について事業所外の者に許可所持者

が依頼して実施したり、許可所持者が適当と認める事業所外で行われている講習会等

に参加させるなどしても差し支えありません。

74 実験室のメンテナンスや警備に携わる者も教育訓練を受ける必要がありますか。

実験室（重点管理家畜伝染病病原体に係る実験室の場合にあっては、管理区域）に

立ち入る者は全て事前に教育訓練を受けておく必要があります。

なお、実験室のメンテナンスや警備等病原体の取扱いに関する業務に関与しない者

に対する教育訓練の内容については、取扱業務に従事する者と同一である必要はあり

ません。各施設の状況に応じ、必要と考えられる事項を許可所持者又は許可所持者が

適当と認めた者が定めることができます。

75 教育訓練の内容や時間数等については、具体的に示されるのでしょうか。

教育訓練として行われるべき事項については施行規則で示していますが、詳細な内

容や時間数等について一律に定めることは想定していません。各施設の状況に応じ、

許可所持者又は許可所持者が適当と認めた者において定めてください。

76 感染症法の規定に基づき、既に実施した教育訓練の事項が今回の規制で実施し

なければならない教育訓練の事項と同一である場合、当該部分を省略することは

できますか。

既に受けた教育訓練等により、教育訓練が必要な事項の全部又は一部に関し十分な

知識及び技能を有していると認められる者に対しては、当該事項に関する教育及び訓

練を省略することができることとしています。

【記帳について】

77 保管している帳簿について、提出する必要はありますか。

帳簿については、閉鎖後１年間保管しておくことが必要ですが、当該帳簿の定期的

な提出は必要ありません。

ただし、立入検査や事故発生時の際等に当該帳簿の提出を求める場合があります。
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78 保管している病原体の一部を払い出した場合や実験室で培養・分注後に改めて

保管する場合等についても記帳の必要がありますか。記帳が必要な場合、どのよ

うに記帳すればよいですか。

保管している病原体の保管容器数が増減する場合には、受入れ又は払出しとして記

帳することが必要です。その場合、受入れ等を行った病原体の種類に増減した保管容

器数が分かるように併記してください。使用や滅菌についても同様の記帳を行ってく

ださい。

【その他】

79 今回の規制について、重要な病原体については、条件を満たせば所持を許可す

るというのではなく、特定の機関を国が指定する制度にしてはどうでしょうか。

今回の家伝法の改正においては、我が国の畜産の振興に多大な悪影響を及ぼしかね

ない病原体の漏出等による家畜の伝染性疾病の発生・まん延リスクを低減するため、

当該病原体を所持する機関に対し、一定の要件を満たすことを義務付けたところです。

御指摘の件については、今後、当制度を運用していく上で、我が国における伝染病の

試験研究への影響等を踏まえつつ、慎重に検討していきたいと考えています。

80 病原体の輸入制限や学術研究機関の指定等の既存の家伝法上の規制と今回の規

制との関係を教えてください。今回規制の対象とならなかった病原体については、

これらの規制の対象外となるのですか。

今回、新たに設けられた規制の対象とならなかった病原体については、全てこれま

でと同様の法令等の遵守が必要です。なお、今回の規制の対象となった病原体につい

ては、その許可や届出があれば、学術研究機関の指定を受けなくても、と殺や殺処分、

消毒義務等の対象とはなりません。また、規制対象病原体の輸入については、許可を

有している者又は既に届出を行っている者（未届の場合は届出伝染病等病原体の所持

に係る基準を満たすと認められる者）であれば、所定の手続を経て、許可を受けるこ

とができます。なお、必要に応じ、施設への立入検査を行うことがありますので、御

協力をお願いします。

81 「検査用試薬」に感染症法にある「検査キット」は含まれますか。

含まれます。
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82 管理区域を設定した場合、区域内ではどのような措置を講じればよいですか。

管理区域を設定した場合には、当該区域への人の出入りを制限又は管理できるよう

必要な措置を講じてください。

83 法令遵守や病原体の取り違え等を避ける等安全管理の観点から、家畜伝染病病

原体（重点管理、要管理）、届出伝染病等病原体及びそれら以外の病原体や非病

原性微生物は区別して（区別した容器で）保管すべきではないでしょうか。

各施設における管理の実態に応じて、多様な取組が存在するものと考えられ、今回

の規制に盛り込むことは困難であると考えられますが、意図しない法令遵守違反を防

止するためにも、実際の運用に当たり、考慮していただきたいポイントであると考え

ています。

84 今後、新たな科学的知見等に基づき、ＢＳＬに関する国際的な基準等が見直さ

れた場合、その都度今回の規制における施設基準等も自動的に改正されるのです

か。改正される場合、既に許可を有している者も改正された基準等を直ちに遵守

しなければなりませんか。

国際的なＢＳＬに関する基準等が見直された場合には、今回の規制の内容について

もその改正の必要性について検討することとなり、自動的に改正されるものではあり

ません。検討の結果、改正が必要と認められる場合には、十分な周知を行うとともに、

必要に応じ、経過措置を設ける等混乱を生ずることのないよう配慮した上で改正する

こととしていきたいと考えています。

なお、こうして改正された基準等については、既に許可を有している者も遵守する

必要があります。改正に当たって必要となる手続等については、改正の際に定めさせ

ていただきます。


	23-223-施行通知-(家畜伝染病予防法の一部を改正する法律の施行に伴う関係省令、関係告示等の整備について)
	23-223-施行-(家畜伝染病予防法の一部を改正する法律の施行に伴う関係省令、関係告示等の整備について)
	平成23年10月1日付け23消安第3463号-家伝法一部改正施行に伴う関係省令・告示の整備

	別添1-（1）：家畜伝染病予防法施行規則等の一部を改正する省令（平成23年農林水産省令第57号）
	別添1-（2）：農林水産大臣が指定する症状及び検体を定める件（平成23年農林水産省告示第1865号）
	別添2-（1）：飼養衛生管理基準の改正に関するQ&A（別紙1）
	別添2-（2）：平成23年10月1日付け23消安第3409号-鳥インフル防疫指針留意事項
	別添2-（2）-1：平成23年10月1日付け23消安第3409号-鳥インフル防疫指針留意事項
	別添2-（2）-2：鳥インフル防疫指針留意事項
	別添2-（2）-3：高病原性鳥インフルエンザ及び低病原性鳥インフルエンザに関する特定家畜伝染病防疫指針
	1.pdf
	2
	3
	4
	5
	6.1
	6
	7
	8
	9
	10
	11
	12
	13
	14


	別添2-（3）：平成23年10月1日付け23消安第3410号-口蹄疫防疫指針留意事項
	別添2-（3）-1：平成23年10月1日付け23消安第3410号-口蹄疫防疫指針留意事項
	別添2-（3）-2：口蹄疫防疫指針留意事項
	別添2-（3）-3：口蹄疫に関する特定家畜伝染病防疫指針
	Taro-【完成版】留意事項溶け込み.pdf
	1
	2
	3
	4
	5
	6
	7
	参考
	別紙


	別添2-（4）：口蹄疫に関する防疫作業マニュアル（別紙2）
	FMD防疫作業マニュアル.pdf
	マニュアル２
	【参考資料１、２】
	【参考資料２の後半部分】防疫作業人員
	【参考資料３】家畜の埋却面積
	Taro-【参考資料４】防疫作業スケ
	【参考資料５】消毒薬の別表

	別添2-（5）：平成23年9月30日付け23消安第3462号-口蹄疫発生国からの入国者の宿泊施設等での消毒実施依頼
	別添2-（6）：病原体管理に係るQ&A（別紙3）
	名称未設定

